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月の動向

一←ーネル一首相倒る一一

昨年12月27日，カシミー jレのジャンムで有名な回教寺院が焼失， スリナガJレでは聖

マホメットのヒゲが寺院から盗まれた。これがヒンズー教徒の仕業だという噂は忽ち

パキスタンラインドの凶教徒達に広まれ 憤慨した回教徒によるヒンズー教徒たるイ

ンド人襲撃がパキスタン各地で相次いで発生した。特に今年に入ってから東パキスタ

ンで発生した同様の事件は， その激しさにおいて極めて注目すべきものとなった。

迫害を逃れてヒンズー教徒達は群をなして西ベンガ、JレチM, カJレカッタ近辺まで脱出

した口今度はヒンズー教徒達がインド内の回教徒に復讐する番となった。 1月9日，

カノレカッタで発生した1百a教徒の衝突と， それにひきつづく大暴動はかくして始まった

のであるυ

しかし， このカJレカッタ暴動は単なる宗教上の対立の帰結ということだけではなく

より大きな観点からみて， 現在インドのかかえている矛盾の深さを極めて特徴的に現

わしたものとして注Hされねばならないのである。

すなわち独立以来の豊かな社会主義建設という会議派指導者の意欲にもかかわら

ず， インドは依然として深刻な貧困を解決しえなかった。工業建設など（1こおいて若干

の進展をなしえたとしても， これは怠大な失業者や農民を中心とする国民大衆の生活

に何らかの前向きの影響を与えることが出来るにはほど速いものであった。特に最も

重要な農業においては未だ国民の食糧需要すらまかなえないでいるのである。

このような点において，昨年度における食糧生産の低下は， 特に，未来に対する会

議派の公約への重大な挑戦となるものであったο

すなわち穀物生産は1962～6:-3年度において， 前年度より大1j1日に低下し，とりわけ米

の生産は300万トン減少し， 3100万トンとなった。米価は 1962年9月からの一年間（こ

14.4%上昇し， 特に昨年3月から 9月までには12.7%の急上昇を示していた。

勿論政府はこうした事態に対して種々の対策を講じたし， また従来の農業計画に対

する深刻な反省、の意も示しはした。 しかし戦後インドの社会主義化計画における最も

弱い環たる農業とそれのもたらす危機は， 会議派指導部の予想、をはるかに上廻る深刻
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インド

さと現実性とを帯び、ていたのである。

すなわち， 主として西ベンガル，オリッサ，マハラシュトラなどの州、を中心として

深刻化していった米不足という形での農業危機は， 米価の高騰と共に，それらの地域

の特に都市を中心とする一般住民連に深刻な影響を及ぼしていったO そしてついに，

昨年の10月15日丙ベンガjレ州の州都たるカJレカッタにおいて， 多数の民衆が米価のリ｜

下げを要求して市内各所の米屋を襲撃するという事態に発展したのである口都市にお

ける貧困の増大，すなわち失業者， 潜在的失業者群の集積は，一般的に，特に低開発

国においては， 在来の農業一般の危機と密接な絡み合いをもっていると理解されなけ

ればならない。従ってカJレカッタの事態は単に西ベンガJレのみならず，インド全体の

農業危機の激化を示唆するものでもあった口 この事はカ jレカッタのみならず，インド

各都市での労働争議の増大や， 失業者の増加，それら地方での共産党勢力の急進化，

（インド全体としてみれば共産党は穏健であるが）などの事実によっても知られうる

のである。

したがって，このような観点からみれば， 今回のカJレカッタ暴動は単なる宗教問題

として片づけることは出来ないのである。

具体的な因果関係を指摘することは出来ないとしても， “ネル一首相倒る”の報が

全インドに電撃のように伝えられた件直後に， カルカッタを中心にインド各都市におい

て，ある場合には宗教的な対立の形をとって， その他の場合には何らかの理由にもと

づいて， 貧しい人々を主役とする騒擾事件が続発したことは極めて特徴的である。

すなわちカJレカッタ暴動は， 募りゆく貧困と未来のない生活に対する貧しい人々の

不安と怒りが，回教徒というはけ口をえて一挙に爆発したものなのであろう。暴動の

鎮圧に出動した警官達の発砲により死傷した多数の人々が，回教徒ではなく， ヒンズ

ー教徒， すなわちインドの民衆であったという事実から示されるように，貧しき暴徒

達はその不満の発散を力づくで鎮めようとした警官隊にも反抗していったのである。

そしてこの事はネJレーとその会議派政権の従来の政策に対する， 忘れられた大衆の不

満の爆発で、もあったので、ある。

ネJレ一首相の健康の悪化it, 会議派政権の戦後の諸政策の矛盾の顕在化と併行して

いるために，会議派そのものやその他の政党， そして一般民衆の今後の動向を極めて

深刻に動揺させるものであろう。

特にネル一首相があまりにも大衆に愛され， その信を得ていた政治家であるだけに

今後“民衆”というものの動向がカJレカッタその他の暴動にみるまでもなく， ますま

す強い，具体的な影響をインド全体の進路に及ぼすことが予想されるだけに， その人

の進退は予想以上に大きな変化をインド全土に及ぼすことになるであろう。
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196 4年 l月 1日

L政治の政jき〕

インド日誌

The Congress Socialist Forum （議長 S.N. Mishra）は Bhubaneswar大会での

“民主々義と社会主義”に関する討議資料を発表したが，その要旨は以下のような

ものである。

社会主義は人間の精神の発展という観点からいえば極めて倫理的かつ合理的な社

会を意味するQ 物質的な意味においては，それは発展の主要な要素として科学と技

術を最大限に応用する機構を意味する。

そして経済政策は上流階級ではなく，大衆の必要に答えるよう立案されねばなら

ない。

具体的には失業問題，教育機会の均等などが重視されねばならない。現行の国営

企業の拡張についてはそれを差控える必要はない。精米所，製糖工場なども含まれ

るべきであるO

また社会主義的所有は労働者の参加を得て，より有効なものとなる点に留意すべ

きであるO

VネJレ一首相， All India Women’s Conferenceで演説，婦人達が農村開発に協

力して農村地帯に進出するよう呼びかけた。、

〔経済政策〕

計画委員会は各州政府に対し，農業および協同組合計画のための中央政府援助が，

従来，当初意図されていたのとは異なった費目に流用されるケースが多かった点を

考慮し， 1963～64年度からはそうした、流用を禁止する旨の通達を出した。

1月2日

〔政治の動き）

汚職追放一一一Nanda内相は汚職追放の問題につき，次のように語った。

インドから 2年以内に汚職を恨絶するため，必要があればそのための立法処置

を考えているO 大企業の中にはこの汚職の源泉となっているものもあるが，政府

はまずこの面から汚職追放にとりかかるつもりである。

V ゴア立法議会で2議員（PSP）辞任か一一ゴアの MaharashtrawadiGomantak 

党の支持でIndependentとして立候補し当選したゴア立法議会の2議員（いずれも
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インド

人民社会党員＝PSP）は， D.Bandodkar, Gomantak党政府首相がマハラシュトラ

州合併に関しては漸進的政策をとる，と述べたことに抗議して，辞表を提出するこ

とに決めた。

辞表を提出する PSPの名前は次の通り υ

Jaisingrao Rane, Cajanan Raicar 

辞表提出は PSP緊急活動家会議できめらjしたもので， 会議終了後発表されたス

テートメントは次のようにのベvζいる。

① ゴアi議会の2人の PSP議員は政府が〆合併賛成怠凡を一良切ったことに抗議

するため辞表を提出すベケである。

② PSPは合併問題に閃する政府の政策には賛成できない。

,cu P州〉 Lucknow ：ウッタ Jレ・プラデシ州 PrajaSocialist Partyは， Asoka
Mehta氏の脱党を勧告した全問委員会の決定を支持すべきか否かについて大きく意

見が分かれている。

〔労働〕

Calcutta発：数千名の CalcuttaTramways Companyの労働者が，賃金および手

当の増額を要求して州議会付近でデモ行進を行なったQ

〔経済政策〕

The Committee on Co”operative Administrationは協同組合の発展のために，

次のような勧告を行なった。

すなわち協同組合の活動に外部からの政治的またその他の圧力が加わらないよう

にする必要があるO 協同組合は，本質的には企業として運営されるべきであって，

協同組合の運営の京任が， パンチャヤット組織と Co-operativedepartmentとに分

割されていることは有害であるQ

1月3日

〔政治の動き］

Ludhiana発：このほど Rajasthan,M. P., U. P., Bihar, Punjab各州の訪問を終

えた K.D. Malaviya氏は，会議派の下部党員達は“民主々義と社会主義”に満足

せず，より社会主義を支持していると述べた。

, Lucknow発： C.B. Gupta 前UP首相は本日， UP什ICongress Committee 

副委員長の地位を辞任するため辞表を提出した， とM.L. Gautam PCC書記長が

発表した。

この辞表が受理されると， Gupta民は自動的にUP州会議派執行部からもぬけて
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インド

しまうことfこなる。

, Dacca発：東パキスタンの Khulnaで， ヒンズー，ムスリム教徒との紛争によ

り， 5人が殺害された。 (Times of India l月6日）

〔経済政策〕

米100万トンttj！蔵 AM. Thomas食糧担当国務相は，マドラスでの品者会見

でインド政府の米貯蔵問題に触れ，次のように語った。

CD 去年の穀物の生産情況が悪かったにもかかわらず，中央政府は米50万トン

を）tJ'J試することができたO 今年の生産予怨は非常によく，今年中には 100万トン

の！貯蔵ができると予怨されているO

② これらの貯蔵米は，公正価格店（fairprice shop）を通して配給すると同時：

に中央政府の予備食擬となるだろう。

③ マハラシュトラ，四ベンガjレ等米が不足する州、｜では， J艇の貯蔵は農民の白

山意志による供出によってなされるが，アンドラ・プラデシ等余剰米を生産しう

る州では，米の貯蔵は強制的に供出させて行う。

④ マドラス州の米）｛｝蔵量は，強制供出により今年14'1に10万トンが目標であるu

価格は 1マウント当り 16.25；レピーから17.50；レピーに引き上げる。

⑥ 米の卸売業者や製米業者から強制供出させる量は， Tanjore等米の余裕の

ある地域では全所有量の20%，その他米の不足する地域では15%であるO

⑥ 米の供出価格は種々の条件を考え，全国一率に同定されているO この米の

価格をあげると，物価全体をあげる結果になるのでできないu

L経済の動き；｜

196!3年11月輪山増大一一一政府発表によると，インドの11月の輸出額は7700万jレピ

ーに達した。これは 1ヵ月の輸出額としては最大のものであるO なお1963～64年の

会計年度の最初の 8ヵ月（4月～11月）間の輪山総額は5億1万2000；レピーで，前

年同期にくらべて5万7000；レピー多い。

Vインド自動車工業連合会の年次大会でネJレ一首相は挨拶し，自動車の価格を下

げ，その品質を向上させるよう，企業主に訴えた。

l月4日

〔政治の動き〕

Dacca発：東パキスタンの Mangala村で， イスラム教徒とヒンズー教徒との紛

争によれ 14人が殺害された。 (Times of India 1月6日〉

〔労働〕
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インド

Bangalore発：当地でストライキ中の国営パス労働者と警官隊とが衝突，死者i

名を出した。

〔経済政策〕

（西ベンガ、Jレ〉 Calcutta発： Sen凶ベンガJレ州首相は議会で， l月6日より｜司州

で米の最高価格制限を尖施すること，米取引業を許可制とすることを明らかにしたυ

〔政治の動き〕

（カシミーJレ） スリナガノレ発－Shamsuddinカシミ －）レ白相は聖モハメットの

者が発見された，と発表した。ネ jレ一首相は Shamsudclin首相にメッセージを送り

“聖モハメットの群が発見されたことを非常に喜んでいる口カシミーJレ及び、Sham-

suddin首相に心から祝いのことばをのべたい。”と語ったQ

この需はインド秘密警察の手によって発見された。

〔経済政策〕

銀行固有化の根拠なし一一－AsokaMehta計画委員会副議長は，記者会見で銀行国

有化問題に触れ，次のように語った。

① Reserve Bankは民間銀行を支配するに充分なだけの力をもっている。銀行

の固有化だけでは何も変らないだろう。国有化を主張する根拠はないのであるO

②人民社会党は会議派の“社会主義と民主主義”に関する決議を歓迎するだろ

うと思う。

1月5日

〔政治の動き〕

Gopabandhunagar発：会議派GeneralSecretary, K. K. Shah, J. R. Chandriki 

両氏の1962,63両年における会議派諸機関の活動報告書要旨は次のように述べてい

る。

1962年1月から1964年1月までの間，すなわち Patna大会から Bhubaneswar

大会にかけての聞は，会議派の歴史の中でも最も波澗の多い期間のひとつであっ

た。それは反省と組織の若返りのための超人的な努力の時代であったといいえよ

う。

この期間は会議派党員の思北！と行動の純粋さと支配的なイデオロギーとして民

主社会主義を生み出そうとしたカマラジ・プランによって特徴づけられているO

また1962年総選挙での後退は，我々のいくつかの欠陥，すなわち派閥争いや権力

欲などを表面化させた。

多数の高級委員会，すなわち OrganisationalA旺airsCommittee, Constitution 
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インド

Sub-Committee，その他閣僚を含めて党員達の行動を調査する委員会などが設け

られた。 ParliamerttaryBoardは拡大され， Disciplinary Action Committeeは

党員の規律を強化するために活動しているO 議員となっている人々と党務にたず

さわる人々との聞の関係を調整するための Co-ordinationCommitteeもいくつか

設けられた。かくして党の力を高め，組織を若返らせようとしたので、あるO

カマラジ・プランそれ自身は， しかし，会議派の一般党員達を熱狂させるには

不十分であった。布教師的な精神が必要であり，このために貧しい人久しいた

げられた人々の社会的・経済的解放のために闘かうようにという要望が行なわれ

7こO

さらにこの期間には1955年の Aradi大会で承認された“社会主義”のイメージ

が大きくゆがめられていくという事態が現われた。

我々は社会主義をその目標としていたが，我々は大した前進もなしとげられな

かった。我々の社会主義計画にも拘わらず，経済力の少数者への集中という事が

きわだった特徴となって現われた。同時に，会議派が国民に示した社会主義的理

念は正しく解釈されず，党員連すら，いろいろな風にそれについて考え，解釈し

始めたのである。

党は， したがって，それを正しく定義し同民に示す必要がある。 Jaipur大会で

もこのための試みがなされ，今同の Bhubaneswar大会でもそれが討議されるの

であるo

, Gopabandhunagar発： TheCongress Steering Committeeは“民主々義と社

会主義”に関する草案を満場一致で承認した。

〔経済政策〕

（悶ベンガjレ〉 丙ベンガjレ州 P.C. Sen首相は新らしく食糧一政策を発表し，次の

ようにのべた。

⑦ 政府はモミの価格を，下級米13ルピー，中級米14；レピー，上級米15；レピー，

特級米l6Jレピーに同定する口又精米の価格は，それぞれ24Jレピー， 26Jレピー， 18

Jレピー今 30）レピーをこえてはいけない。

③ 農民は生産高の申告をL, 100 maunds以上米を貯蔵している場合には供

出しなくてはならない。但し国境地域の農民には 50maundsの貯蔵を許可する。

③ この政策は1月6日から実施される。

1月6日

f政治の動き〕
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インド

Gopabandhunagar発：〔会議派大会〕一一一SubjectsCommitteeは本日よりその討

議を開始した口本日の会議はD.Sanjivayya前総裁にかわって Kamaraj新総裁を迎

える簡単な式典を行なった後， 小委員会で提案され， Steering Committeeで承認

された党憲章の改訂問題が討議された。本日の会議では，まず、憲章第1条の党の日

的たる，社会主義国家なる訊ーの意味するものをより明確に定義することから始めら

れ，それは機会の均等と，政治的，経済的，社会的諸権利の平等を保証し， jll：界平

和と友愛を目的とする，議会民主々義に基礎をおく社会主義国家というように改訂

された。

明日からは党員資格の問題など，より論争の多い諸問題が討議されるO

V会議派全国委員会（AICC）の SteeringCommitteeは， づJレシチヲフ首相の国

際紛争に武力を行使しないようにという提案を歓迎すると述べるとともに， その

“国際情勢に関する決議”草案を発表した。 （付録1参照）

, M. S. Gurupadaswamy PSPの国会議員AsokaMehta氏の立場を支持ー←M.

S. Gurupadaswamy氏はAsokaMehta氏がPSPから離党勧告をうけたことについ

て，記者会見で次のように詰った。

⑦ Asoka Mehta氏のよi両委員会副議長任命は両刃の剣であるO 一方で、 PSP

に対する挑戦であり，他方でそれを利用する機会でもある。 PSPとしてはこの任

命をうけいれるべきであ乃う。

⑦ PSP党員の大多数は執行L部の決定が修正され， Mehta氏が計画委員会に

とどまることが許可されるべきであると考えている。

③党は現在の政治情勢を再検討すべきであり，そのために全国党大会がすぐ

もたれるべきである。

④ 執行部の決定に対しては，党内の多くの重要なメンバーから強く批判され

ている。

〔対外関係〕

ソ連，インドの会議派年次大会に注目一一ソ連政府はインド会議派年次大会がイ

ンド社会主義建設の追を示すものとして非常に注目しているC

1月7日

〔政治の動き〕

Gopa banclh unagar発：〔会議派大会J－ーネル一首相倒る。

今朝の SubjectsCommitteeの会合には，過去20年間に始めてネJレ一首相の姿が

みられなかった。人々はまもなく，彼が非常に疲れており，安静を命ぜられている
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ことを知った。

これについて夕刻頃発表された公式声明は次のように述べている。

“首相は過去数週間，非常な緊張の下に働らいてきた。その結果，彼の血圧は

高くなる傾向を示してきた。今朝，彼は非常な疲れと体力が弱っているのを感じ

た。したがって，デリーでの彼の主治院達を呼びょせることが決められた。主治

医は彼を診察し，短期間に同復することが期待できるとの結論をえた。彼等は彼

に絶対安静を命じ，当分の間全ての約束を取り消すよう勧告した。 （この声明の

前に発表された報告によれば，この“当分の間”という言葉は“2週間”という

ようになっているJ

V本日の SubjectsCommitteeにおいては“民主々義と社会主義”についての討

議が行なわれ，これが余りララカルではない左いう不満が多く表明された。

またMalaviya,Bnagwat Jha Azad両氏からは銀行，食損取引の国有化が強調き

れ，また砂糖，映両，新聞などの国有化も論議きれた。

またこの“民主々義と社会主義”についての決議案を提出した Shastri氏はイン

ド会議派の目的は個人的または，階級的偏見のない社会主義者プ志向することである

とのべた。

この決議案に対して，社会主義達成のため，上り徹底的な手段をとるよう要求す

る声が多く IHされた。

“民主々義と社会主義”に関する決議案は WorkingCommitteeから12月31日に

発表されたものである（“民主々義と社会主義”決議案は付録2参照）。

, The Congress Working Committeeは総裁と彼の任命ずる 13人のメンバー，

および AllIndia Congress Committeeがそのメンバーのうちから選出する 7人の

メンバーから構成されている。今大会においてこの7人の改選が行なわれるが，木

日その候補者17人の名前が発表された。’ 彼等は Dr.Ram臼bl Singl 
Dr. M. C. Davar, Mrs. Indira Candhi，孔1r.Y. B. Chavan, Mr. B. Patnail王， Mr.

G. Rajagopalan, Mr. Mohan Lal Sukhadia, Mr. Sadiq Ali, Mr. K. D. Malaviya, 

Mr. Mahavir Tyagi, Mr. C. B. Gupta, Mr. Gurmukh Singh Musafir, Mr. K. 

Hanumanthaiah, Mr. C. M. Stephen, Mr. S. N. Mishraである。

なお現在の7名は Mrs.Indira Gandhi, Mr. Y. B. Chavan, Mr. Mahatab, Dr. 

Ram Subhag Singh, Mr. Sadiq Ali, Mr. G. Rajagopalan, Mr. Darbara Singhで

ある。

l この選挙でも左右の争いが注目きれているO (Times of India 1月6日， 1月8
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日〉

〔対外関係〕

ラダクリシュナン大統領，エチオピアより招待一一エチオピア HaileSelassie閏

主はラダクリシュナン大統領に対L，今年春にエチオピアを訪れるよう招待した口

ラダクリシュナン大統領は4月はじめに10日間の予定でソ連を訪問することにな

っており，帰路1週間ユーゴを訪問する予定であるO またガーナにも訪問すること

になっているが，これらの日はまだきまっていない。

1月8日

f政治の動き7
Gopa bandhunaεar発：ネJレ一首相の血圧は満足しうる程度まで正常に回復し

良い健康状態に向かっていると発表された。

, Gopabandhunagar発： f会議派大会1一一“民主々義と社会主義”決議案につい

ての SubjectsCommitteeの討議が続けられた。

Krishnamachari蔵相は銀行固有化に反対し，銀行固有化は経済の主要分野の中

心部を管理する必要と全く一致しないとのべた。そして現在の主要な関心は物価，

商品取引から生じる説明のできない犬量の貨幣蓄積，脱税などに向けられるべきで、

あると強調した。

Patil氏はインド国民の必要と特質に合致した社会主義を強調したあとで，決議

案にあるライス・ミ Jレの国有化は前向きのものであると主張，しかし農民の必要を

充しうる機関がない場合は，全面的な固有化を行なうことはEしくないであろうと

述べた。

The Congress Workin只 Committeeメンバー候補者17名のうち下記の 4名が辞

退u:こO
Mr. Da伽 a

C. 1¥在.Stephen. 

V大統領命令により，繊維，家内工業， ジュート等の産業の管轄は，これまでの

国際貿易省から工業省に移きれ，又セメントは鉄鋼，鉱業，重工業者から工業省に

移される。

Manubhai Shah国際貿易相は，繊維及びジュートを主業省に移すことに反対，

辞表を提出しているが， この発表により， Shah氏が辞任するか又は他の大臣の地

位を与えられるかは，まだはっきりしていない。

, Prem Bhasin PSP書記長は2月15日以降全固執行委員会を開き， AsokaMehta 
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氏を党から除名するかどうかについて検討する， と発表した。

なおMehta氏は Bhasin書記長への手紙の中で，党から離脱するようにという勧

告を拒絶したと伝えられているQ

1月9日

〔政治の動き〕

インド会議派第68回年次大会（大会ブパネスワール大会〉開催さる。一一インド

会議派はオリッサ州ブパネスワ－Jレで第68四年次大会を開催し，議会民主主義を基
礎に社会主義社会を建設する民主社会主義を党の目標と規定し， 1975年を全インド

人の基礎生活水準実現の年と決めた“民主主義と社会主義”決議案を全会一致で採

釈した。

大会席上，カマラジ新総裁は会議派代表に挨拶し，要旨次のようにのべた。

① インドは社会主義達成の目標をうけいれた。現在の問題は，いかにしてそ

れを実現するか， ということであるO

②社会主義と民主主義の聞には何の矛盾もない。われわれは階級矛盾のない，．

そして個人の自由をそこなわないような社会主義社会の建設をめざしているので

ある。

③ 現在インドの経済発展において不安をもたらすものは，少数の人々の手に

富と経済力が集中する傾向があることであるO 現行の租税政策では富の不均衡を

なくすることはできない。われわれは社会主義を達成するため，租税政策その他

の諸政策をかえなくてはならない。

④ インドは中国侵略にそなえて防衛をかためているが， しかし中印聞の問題

解決のため，話し合いの余地は残しているのであるO

Vカマラジ総裁，会議派組織問題について提案一一カマラジ総裁は大会での挨拶’ で組織問題について触れ，次のように提案したo
① 会議派指導者は定期的に議員としての任務と政党の組織活動の任務とを交

換すべきであるO こうして，議員活動と組織活動が結びつけられることにより，

会議派の派間傾向はなくなるであろう。

③各州の会議派執行部は，党によってきめられた共通の任務を遂行すること

に関する経験や意見を交換するため，時々会合を聞くべきであるO

③各村には VillageCongress Committeeをつくり，一般大衆との接触を強

めるべきであるO

V会議派SubjectsCommitteeは満場一致“国際情勢” Iこ関する決議を承認した。
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, Congress Working Committeeの選挙結果発表一一WorkingCommitteeのうh

AICCのメンバーの中から大会で選出される 7人のメンバーの名前が発表された。

名前は以下の通り。

O Indira Gandhi, 0 Messrs Sadiq Ali, 0 G. Rajagopalan, 0 Ram Subhag Singh, 

O Y. B. Chavan, Biju Patnaik, Mohanlal Sukhadia. 

これらの人々のうち 5人 co印〉は再選。
他のrn人のメンバーは会j議派総裁によって任命される予定O

得票結果は次の通り。 （投票総数430)

In【liraGandhi (347), Sadiq Ali (324), G. Rajagopalan (:'US), Ram Subha広

Singh UH8), Chavan (:3B), Biju Patnaik (293), Mohanlal Sukhadia (268), C. 

B. Cnr山（160),Mahavir Tyagi (109), K. D. Malaviya (107), Shyam Nanclan 

Mishra (105), II. K. Mahtab (88), K. Hanumanthaiya (78) 

1月 10日

〔政治の勤ま〕

会議派第68同全国年次大会ft2 rl問の議事日程を終え10日開会した。カマラジ総

裁は閉会にあたり“社会主義忠赴！を I［）っている人はすべて社会主義達成のため七二会

議派に加入Ltう”とI尽かかけたc

VネJレ一首相の健康はl司復しつつあるということであるが， しかしなお4～6週

間の安静が必要とされるといわれるO そして信頼すべき筋によれば，その問の円相

の職務の代行は Nanda内相と Krishnamachari蔵相が行なうことになるもようであ

る。事実両氏は現にそうした職務を遂行してし、る。

Vカルカッタで学生1人が警官の発砲で死亡一一公式発表によるとブJJレカッタの

Gariaで、学j：ゐたちがパスを止め，乗客の同教徒数人をひきづりおろして暴行を加え

たため警官隊と街突，学lfc:_1人がその発砲のため死亡，警官2人が傷を負つむ東 t 
パキスタンの Jessoreや Khulna地方で回教徒とヒンズー教徒が衝突し， ヒンズー

教徒に暴行が加えられているというニュースが伝わっていらい，同教徒とヒンズー

教徒の間で緊張が高まっていたカJレカッタの BongaonMaheshtala, Batanegar等

の地域で、は多くの逮捕者が出た， と発表されている。カJレカッタ及びその周辺では

警官の発砲が4同おこり，少なくとも 8人が負傷した。これ%の地方には夜間外出

禁止令が出されているO

' Cマイソ－Jレ州〉 大学の授業料値とげ反対をめぐるマイソーJレ学生のストライ
キはほぼ30日になり，その解決のため20人からなる委員会（委員長MayorNanjappa 
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氏〕が設立された。この委員会はすべての政党及び両親を含み，直ちに政府と学生

と交渉に移る。

〔対外関係〕

インド・パキスタンの SurveyorsGeneralの話し合いは失敗に終わる－Lathi-

tilla-Dumabari地方の国境問題について12月， ダヴカで第1同会議が聞かれたイン

ド・パキスタンの SurveyorsGeneralの話し合いは 1月8日， ニューデリーで再開

され， 10日何の結論もないまま終わった。

1月 11日

〔政治の動き〕

丙ベンガル紛争で、死者60人以上一一カルカッタ及び 24-Parganas地域での同教徒

とヒンズー教徒との衝突で印人以上が死亡し 300人以上が傷ついた，と西ベンガ

jレのセン首相が記者団に語った。この事態を解決するため軍隊が市内に出動してパ

トロールをしており，警官隊もピハーJレ，オリッサ， UP州、｜等から紋援にきている。

これらのパトローJレ隊は暴徒，略奪者，防火犯人をみつけ次第発砲ぜよとの命令を

うけているO カJレカッタ消防隊は放火を消すため， 50回も出動した。カ Jレカッタ各

地には夜間外出禁止令がでているO

カJレカッタでは人nの10%が事件にまきこまれ，家を焼かれたものは数千人にの

ぼ、っている。

' －方インド中央政府は本日緊急閣議を聞き，各州政府に対し東パキスタンで

の宗教紛一争の波及を妨くやための全ゆる措置をとるよう要請した口またナンダ内相は

この問題についての特別戸明を発表し西ベンガJレ州民に冷静をとり戻すよう呼び

かけfこO

V会議派総裁カマラジ氏は，会議派運営委員会の13名の任命委員のうち10名の氏’ 名を発表した口彼等は以下の通りであるo
孔fr.Lal Bahadur Shastri, Mr. Morarji Desai, Mr. Jaεjivan Ram, Mr. S. 

K. Patil, Mr. D. Sanjivayya, Mr. N. Sanjiva Reddy, Mr. Fakkhruddin Ahmed, 

Mr. S. Nijali-ngappa, Mr. C-ulzarilal Nanda, Mr. Atulya Ghosh. 

T NijalingappaマイソーJレ州首相はゴア問題に触れ，ゴアはマイソーJレ升｜に統合

するのが最も有利である。文化の面からも，歴史的にも，ゴアとマイソールはーっ

といえるのであり， もしゴアの人々がマイソールとの統合を希望すれば，歓迎する

と語っfこO

「経済協力1
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ソ連援助による機械工場設立とりきめ一一ケララ州 Palghatに機械工場を設立す

るための計画や図面等についてのとりきめがインドとソ連の間で調印されノた。この

機械工場は，ソ連の援助のもとに公企業部門としてつくられるもので，この種のも

のとしては Rajasthan州につくられた KotahPrecision Instruments Plantに次い

で第2番目のものである口

1月 12日

〔政治の動き〕

ナンダ内相， カJレカッタへ一一ナンダ内相はAsokeSen法相及びGovindNarain, 

State Trading Corporation議長と共にニューデリーからカJレカッタに到着，そこ

での記者会見で軍はカ Jレカッタの紛争地帯をひきつづきノfトローJレすることを明ら

カ吋こし7こ口

なお12日にも平及び竺察は50同も発砲しており，新らたに6人が射殺された。こ

れて公式集計で66人以 f二の死者を出したことになる。 （他の報導によれば75人〉又

逮捕された者は市内で少なくとも約1000名，郊外で約1000人とみられている（他の

報導によれば合計4000人）。（AP)

カJレカッタ市r:JJ－日j：約6分の 1の面積を占める地域に夜間外出禁止令が実施され

ており，その他の地域には戒厳令が施行されているO

VネJレ一首相， Bhubaneswarから空路ニューデリーに帰着，彼は今後1ヵ月間完

全な休養をとるものと考えられているO

Vインド共産党中央執行委員会開催一一今日から 6日間の予定でインド共産党中

央執行委員会が開催された。 12日は東ノfキスタンと西ベンガルの宗教紛争に関する

決議とポンベイの労働組合指導者 R.K. Bhogale氏の死に関する決議とを承認した

後，今期委員会で討議される諸問題について話し合ったもょう口

討議される問題には次のことが含まれているO

物価手当値上げについての全国的キャンペーン，銀行固有化，アメリカ第7艦

隊のインド洋派遣問題，現在インドの政治情勢と会議派のブパネスワール大会（特

にその民主的社会主義に関する決議入組織問題。

なお党のスポークスマンに依れば＼ダンゲ議長はネJレ一首相に対し 「党は首相

の病気に重大な関心をもっており，心配している。そして早く回復されることを希

望している」というメッセーツを送ったと発表した。

1月 13日

〔政治の動き〕

4
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カJレカッタで新たな暴動←ー13日カ Jレカッタ市内で新たな略奪，暴動，放火がお

こり，これら紛争地域も外出禁止令がしかれた。これにより，全市の 3分の 1に外

出禁止令がしかれたことになる。これらの地域は軍隊や警察の力により平常にもど

っている。新らたな地域の暴動は12U主間に亙るもので，警察は少なくとも 6@J発砲

したもようで， UPIの伝えるところによると， ここ 5日間に死者100名をこえたと

いわれている。

ナンダ内相は暴動のおこった地域を視察した口明日帰る予定はのびるもょう。な

おニューデリーから J.N. Chaudhury陸軍総指令官， S.S.Khera幹事長等が事態

を検討するためカJレカッタに到着した。

, P. C. Sen西ベンガJレ州首相は記者団に， カJレカッタ市内での 4日間の紛争で

少なくとも40名の死者が出， 100人以上が傷ついた， と語った。なお西ベンガJレ州

全体についての死者，負傷の数は明らかにしなかった口又逮捕者の数はカJレカッタ

とHowrahで約3000人に達しており，少なくとも60人以上が住家を失なった，との

ベたo

vカマラジ会議派総裁は記者団に対し，ネJレ一首相は完全な休養を必要とするの

で，カJレカッタ暴動の件は彼には伝えられていないと語った。

, PSPのS.M. Joshi議長，カマラジ会議派総裁の提案を拒否一一カマラジ会議

派総裁は先に PSPに対し会議に合同するよう提案していたが， Joshi,PSP議長は

その提案を招否し次のように語った。

「会議派の社会主義は資本主義的基礎にもとずくものである。一方 PSPの社

会主義は平和的，民主的階級闘争によって，階級のない社会をつくることを目的

にしたものである」口

なお Joshi氏は会議派のブ、パネスワーJレ大会について触れ，次のようにのべてい

る。

④ もし会議派内部の社会主義者が“民主的社会主義”を主張つづけたならば

会議派の組織力低下は不可避であろう。

② 会議派の内部には一方に私企業部門を主張する S.K. Patil氏（前食糧相〉

があり，他方には公企業の重要性を主張する K.D. Malaviya氏がいる口こんど

のAlCCでの討議や投票結果からみれば、，私企業ロビーが公企業ロビーよりも数

倍力をもっていると考えられるだろう。これら 2大勢力の“平和共存”は永くは

つづかないと思う D 、かつて会議派社会党（CongressSocialist Party）が会議派か

ら派生したことがあるのだから。

③会議派は社会を構造的に変えることはできないだろう。会議派は資本主議
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の基礎の上に社会主！議社会の建設をする， というミラク jレをつくろうとしている

ようである。

V会議派， uP介｜の補欠選挙で2議席失なう一一一会議派はUPj十｜の州議会件Ii欠選
挙で2議席を失なった。こ；｝l，らの議席は inclependentが獲得したり

Vインド共産党中央執行委n会，アメリカの第7艦隊インド汀：派遣に抗議 党
中央執行委員会第2rr HのさP ょう，委員会はアメリカの第7ffi1;/f；隊インド洋派泣に反
対し，インド政府がこの問題についてアメリカ政府に強く抗議するよう要請した決

議を採択した。決議の主な点は次の通り。

④ アメリカ第7艦隊のインド洋派遣は東南アジア全体の安全を脅かすもので ‘ 
あり，この地域の国々やIll：界を威かくすることを目的としたものである。

② このアメリカの措置は，アジア・アフリカ諸国が推進する非同盟政策に対

する危険であり，アメリカ帝嗣主議がその侵略戦争計画の対象地域に入れようと

していることを示すものである。

③ アメリカのこの度の決定は特にインドの非同盟政策を弱め，戦争と植民地

主義に反対するためにインド、がこれまで果たしてきた建設的役WUを破壊すること

を目的としている。

④ インド政府はこのアメリカの決定を重－要な意味をもったものと考えていな

い。しかし共産党はネル一首相が，これまでこのような種類のアメリカの決定に

対し反対の立志を表明してきたことを知っている。従って党は政府がアメリカの

動きに反対のTbたあげ，他のA・A諸国と協力してアメリカの計l両をうちくだく

よう努力する i；ぅ要求するu

｛経済政策）

投資計画。）実行を一平めるため事務手続き’を簡素化 インド政府は13日，産業活

動を促進するための新政策本f発表した。その要点は，これまでとかく事務の停滞が

問題になっていたL場新設および拡張に対する許可手続きの改正：で，今後政府は許

可証を出すことができるものと認められる場合には，申請受け付け後φ 1ヵ月以内

に許可内示書を公布することになった。

インド政府の説明によると，今後企業は内示書を受け取りしだいこれをもとにし

て外国の企業と機械の輸入，技術提携などを交渉できることになる。

インドでは，工場の新設，拡張についてすべて政府の許可を必要としているの v己

これにより投資計画の実行は相当促進されることが期待される。

またこれと関連して政府は22の業種を基軸産業に指定し，許可証の手続きの促進，

輸入外貨の割り当て，資本発行の手続きなどでも優先的に扱うことになったQ

po 
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これら業種はインドの経済自立達成にとって特に重要と認められる産業L 第3

次5ヵ年計画の目標に対しこれまでの実績が大幅に遅れているもので，銑鉄，合金

鉄，産業機械，工作機械、肥料，石油化学，製紙，セメントなどが指定されている。

［対外関係］

インド・セイロン貿易協定締結。

1月 14日

〔政治の助き〕’ ブ（））レブJツタ紛争，鎮｝正 力川ソタかμ 上ーデリーに帰ったナンタ内相は，

カJレカヴタの暴動が鎮圧され，事態は平常にもどったと活安した。又カJレカッタ市

内では52人が死に，その他地域では57人が死んだこと，カ lレカッタ市内で死んだ回

教徒は9人でうその他の地域の回教徒は52人であることを明らかにした。

ナンダ内相によれば，警官の発砲によって西ベンガル州では41人が死亡，そのう

ち力ル力ッタ市内で死亡したものはお人口回教徒の死者は 9人で残りは皆非回教徒

である。文警官の発砲で傷ついたものは162人で，その殆どはヒンズー教徒である。

こんどの暴動で負傷したものは全部で、438人であり，そのうち325人はカルカッタ市

内で負傷している。 7000人以I二の人が凶ベンガノレ全体で逮捕され， カノレカッタ市内

での逮捕者は4000人以kとなっているυ これら逮捕者の大部分はヒンズー教徒であ

る。

VカJレカッタ市及び郊外ではけr!r午前7時から午後5時までの外出禁止令を解除

した。従って，明日から午後5f時から午前7時までが外山禁止となる。なお軍のパ

トローJレはまだつづけられる。

V ボンベイで暴動一一二ューデリーに入った情報「こよれば， ボンベイの Jogesh.

wari Eastの地主と小作人約2000人が衝突， 40人が負傷， 46人が逮捕された。 この

衡突の原因は明らかでないがラ以前から同教徒の小作人とヒンズー教徒の地主の聞

に“冷たい戦争”があったことカ＇ ti二7景として考えられているu

L経済政策J

（マイソーJレチ［'I) Nijalingappaマイソ－Jレ州首相は夕食会で，政府は工業の国有
化をするつもりはない。今度の大会でも代表の大多数は銀行国有化論には賛成しな

かった，とのベたu

〔経済協力〕

世銀の PeterWright氏はインド政府とインドの経済情勢及び第3次計画の残り

2年間に必要とされる外貨要求について話し合うため，インドを訪問Lf；二O Wright 
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氏は3月10日，パリで開かれる予定の“インド債権国会議”に提出するレポートを

まとめることがこんどの訪問の目的である。

1月 15日

〔政治の動き〕

カJレカッタはその平静さを取り戻しつつある。本日は約3件の小事件が港湾付近

その他で発生したにすぎなかった。しかし夜間外出禁止令はまだ解除されていない。

本日までの推定では死者の数は州全体で163名となっている。

なお当地では，医療その他の救済、活動がすでに始められており，軍指令官は外出 t 
禁止令によって食糧を得ることが出来なくなった者がでたり，また一般的な食糧不

足が発生することを妨ぐ措置を構じている。

Vデリーで約2500人の掃除夫，堀立て小屋生活者達が警官隊と衝突，警官38人，

掃除夫12人が負傷した。拍除夫達は22歳の仲間が警官により不当に殺害されたとし

て， 5時間にわたり PatelNagar警察署を襲撃したものである。彼等は催涙ガスで

追い払われた。

Vインド‘共産党中央執行委員会は本日の会合において，アイジット・インドネシ

ア共産党書記長が“インドのプロレタリア階級内部の指導性の空白，前衛の空（！，

中核指導者層の空白を終らせるために，インドにおける真のマルクス・レーニン主

義者の確固たる統・と団結”の必要を訴えたことは，インド共産党の公然、たる分裂

を呼びかけたものであり，国際共産主義運動に例をみない兄弟党に対する背信行為

であると非難した。

1月 16日

〔政治の動き｜

カJレカッタでは事態はほとんど平静になった。本日は何らの事件も報告されてい

ない。

Sen州首相などを先頭とする大平和行列が平和の同復を印象づけるために行なわ

れた。

' Cマイソ－Jレ州） マイソール大学の学生スト，勝利一一大学授業料値上げに反
対して35日間に豆る抗議ストをつづけてきたマイソ－Jレ大学の学生ストは，政府が
授業料を1960～61年の水準に据置くという発表をしたため，学生側の勝利をもって

終った。

〔経済政策〕
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Asoka Mehta討画委員会副議長はラジカJレな政策を採用したアジア諸国惨例え

ばビソレマラインドネシア，パキスタンはいすごれもその結果として経済をうまく立直

すことに失敗じたと述べたc

1月 17日

〔政治の動き］

インド共産党中央委員会は本日の会合において西ベンガJレ州支部を再建すること

を決定し， M.N. Govindan Nair氏， BhupeshGupta氏などの同州から出ている執’ 行委員達にそのための会合をもつよう求めたo I一同委員会はまた，極左グルーフ。に
より 4月に聞くことを求められていた全国大会を10月に聞くことを決めた口

V カJレカッタの状況は正常なものとなりつつあるが，本日軍が明らかにしたとこ

ろfこよれば， この事件で1034戸の住居が焼失したということである。なお夜間外出

禁止令は午後5時点、ら午前5時までとなった。

〔経済協力〕

国連特別基金の委員会はインドに対し406万5300ドJレを与えるよう決定した。こ

れらの資金のうち148万1000ドルは Pre-investmentmappingのため全国的な調宜を

するためフ 49万1300ドJレは技術者養成所をつくるため， 209万3000ドノレは地方に6

つの技術大学建設のため使用される。

1月 18日

〔政治の動き］

Lal Bahadur Shastri氏をネJレー内閣の無任所不目として再入閣させる問題につい

て，ネノレ一首相は本日非公式に同志したといわれる。同氏は入閣した場合はネル一

首相の職務の一部を代行することになる予定である。なお Shastri氏は本タネJレ一

首相を訪問した。

Vインド共産党中央委員会は“Bhubaneswar大会において示されたインド国民会

議派左派の高まりゆく力を高く評価し’L会議派内外の左派勢力との共闘を強化して

ゆくことを決定した。

Vデリーで1000人以上の主婦達による物価値上り反対デモが行なわれた。これは

Jana Sanghの指導によるものと思われる。

〔経済政策〕

クリシュナマチャリ蔵相は Jaipurの国際ローターリ一地区会議で演説，最近の

カJレカッタ事件などについて次のよう vこ述べた。
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インド

最近のインド，パキスタンにおけ示教紛争は，基本的には永続的な貧困とみじ

めさと無知とによって引き起さJした社会的緊張の結果である。政府の基本的なltU

題はこの状態を終わらせ，彼等の福祉を引上げることである。インドは他の国にさ

きがけーと経済計画の必要なjy.＇（認L，そのJfj；味で他の国々よりも有利であった口し

かし計両は同民の五1IW1'!Z.1な協）Jhザr:(J-)L.(J志l味川ない。

例えば物価は疑し、もなく ，・，・：；し、υ しかし政府がなんらかの物｛1lli1J[lげ策をとjL l工、

それに対する反対のrt・；が企業界かf:)l白jまる。

1月19日

［政治の動きl

ナガランド選挙結果判明 ナガランドの故初の総選挙結果がゆjらかになった。

この総選挙は46の地方j議席なめぐって行なオJ；十したものである。選挙結果は次の通り，
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33人

11人

2人

第1党である NagaNationalist Organisationは現P.Shilu Ao政府の党である。

なおこれら46人のうち14人は Mokokchung,Kohima 地方か川1＼〔競争で当選し，

又6名はTuensang地方から VillageCouncil によって選挙され・cいる（注）口これノら

20名はすべて現政権の Aolt;の属する NNO党にhlしている。 Ao内閣の閑僚はす

べて当選した。

（注〉 Tucnsang JUI )Jは他のJtl!)Jに比べてLくjLているため，］U:接選挙は10年後

に行なわれるだろう， とll交府は説明している。

, Maharashtray-['Iの首相jV. P. Naik Jt;v工ゴアの人々がMaharashtra州と合併す

るための闘いをでさる限り段以jするだろうとのベた。

l W. Bengalの Seni':'i'相は， カJレカッタの状態はほぼ平常になり， 約1万4353

人の避難民が白分の住）山／こ民ってきているυ 軍隊は市jljが完全に正常となるまで引

上げない，と語った。

外出禁止令はさらに緩和されノタ午後lOH-;J＝均、ら午前4時までとなった。

Vインド共産党の上院議員M・I長； Bhupesh Gupta氏と西ベンガJレ州野党指導者

Jyoti Basu氏はラダクリシュナン大統領と会見，共産党逮捕者の釈放，凶ベンガソレ，

東パキスタン紛争について話し合った。

〔経済の動き〕

（ケララ州〉 ケララ州では電力不足のため 1月15日から工業消費用電力が40%に
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減少され，この州、！の経済活動に大きな影響を与えている口この電力不足は雨量不足

によるもので，ここ数年，年次行事になってきている口火力発電所建設は高価で望

めないので，こうした状態は水力発電所の開発以外にはなく，従って1970年までは

解決できないというのが専門家の見方である。

1月20日

L政治の！日jき）

インド政府は CentralVigilance Commissionの議長に NiUoorSrinivasa Rauマ’ イ、ノ－Jレ高等制所主席裁判長を任命した口この議長の任務は6年間である。
Commissionは中央だけでなく， 各州毎にもつくられヲそれらの長官はおってナ

ンダ内相より発7去されるもよれ

［経済政策〕

Agricultural Production Boardは会合を聞き，農産物価格の変動の問題を細目に

司って討議するよう担当各省次官会議に要請した口この次官会議は食糧，農業省，

農林開発省，経済省，計画委員会等の次官に｛去って構成されているもので， 2月19

日に予定されている次の会合でこの問題を討I議して， Boardに報告するもようο

1月 21日

〔政治の動きJ

（カシミーノレ） パキスタンがカシミール問題で緊急、匝｜連安保理事会を開催す一るよ

う要1fiJ-したことに刈 L，インドの B.N. Chakravarty国連代表は記者会見で次のよ

うに話っfこO

「Jパキスタンの今後の処置はカシミーJレで再び宗教紛争をJむきおこす以外の何

ものでもない。緊急に安保理事会を聞くようなことはおこっていないυ パキスタ

ンが何故このような時期に安保理事会を聞こうとしているのか理解できないu い

まは回教従とヒンズー教徒の関係が最もデリケートな段階にあるのだ。ラダクリ

シュナン大統領はアユブ・カーン大統領に対L，両宗派の調和1をとるよう要請す

べきである」

V ラダクリシュナン大統領は17日アユブ・カーン大統領に書簡を送久宗教紛争

を解決するため共同戸l児をILドとうとM案していたが， アニLブ・カーン大統領は返書

の中でこうした提案を拒否した。

〔経済の動き〕

Diwan Chand lnsutute of National Affairs主催による＂ 1963年の凹顧”という
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講演会が開かれ， V.K. R. V. Rao計画委員， V.K. K. Menon前国防相， H.C. 

Dusappa鉄道相などが演説したO V. K. R. Rao J：｛；の演説要旨は次の通り。

① 1963年は税収入の非常な増大があり，歴史に類をみないほどの大きさであ

ったO 税増収分は約35億jレピーと推定されているO

② 強制貯蓄制度のように低所得階級にまで課税が為されたのも又，歴史上は

じめてのことである。この制度は人民や若「の州政府の反対にあい後退せざるを

えなかったのであるが口

③ 利益税の増収は大企業に悲観的ムードをつくりだした。

④ こうした哨税とか農業生産の不振等はインド経済に対してデフレ効果をも ’ 
たらしたのであるu それで金融市場は窮日となり，利子率は非常に高くなった。

⑤ しかし企業家の悲観的ムードは物価の上昇（これも1963年の大きい特徴と

なるが〉によって来観ムードに変ってきた。それに伴い生活目指数も近年になく

上昇した。

⑥ インド経済が不況から楽観ムードへ変ったのは，不況期にも政府が経済開

発計画に投資したり国防生産に投資するようにした計画によっているのである。

なお K.Menon氏は国内及び出際政治について演説をした。

1月22日

〔政治の動き）

L • B・シャストリ氏無任所大臣に任命一一一インド政府はL・B・シャストリ氏を

無任所大臣に， Sanjivayya前会議派総裁を労働及び雇用大医に任命すると発表し

た。シャストリ氏は8月に大臣をやめて以来5ヵ月ぷりで再びネJレー内閣の閣僚に

なり，これまでネJレ一首相の行なっていた任務を補佐することになるO シャストリ

氏の入閣により，ネJレー内閣の閣僚は13名となった。 • 

現在のところナンダ内相が外交問題の外はネルー話相の任務を代行しており，外 ’ 
交問題はクリシュナマチャリ蔵相が担当していたが，今後はシャストリ氏が担当す

ることになる。

（注〉 シャストリ氏のプロフィール。

1904年10月2日Banarasに生まる。

Harishchandraの学校で初等教育をうけ， 1921年に学校を終えて Non-Co-

operation Movement に参加，逮捕。釈放後 KashiVidyapithで再び学校に入

学。

1926年， Servantsof the People Societyに加入し， Allahabadに移る。そ

の後 AllahabadMunicipal Boardに選ばれる 7年間この職につく。
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1930～36年の間 AllahabadのDCCの書記長又は議長として任め，その問2

度UPCCの書記に選出O 1937年UP州議員に選挙さる。

1947年UP州内閣の内相及び運輸相を 4年間任め， 1951年会議派書記長とな

る。 1952年総選挙で t院議員に選挙され， 中央政府運輸及び鉄道相となる。
1957年Allahabadより下院議員に当選，運輸相を担当， 1958年3月に商工相と

なるも

1961年4月，内相となり， 1962年の総選挙で再選された。 196J年8月カマラ

ジ・プランのもとに会議派党務に専念するため内閣を去る。

’cu P州〉 UPj十｜の会議派委員会の役員選挙は党の WorkingCommitteeが開
かれる 2月初めまで延期されることになった。これは州政府とそれに反対するグル

ープの意見の調整が失敗したためで、ある。

,u P州と MadhyaPradesh国境付近で107名の PSP党員が逮捕された。逮捕さ
れたものの中には4人の国会議員及び2人の PSP・ U P執行委員も含まれているO

この逮捕ーはUP州の GurOrder及びGurMovement Control Orderに違反した

ためなされたものでヲ PSPメンバーの政府に対する反抗とみられている。逮捕され

た人々は皆 6kgのクツレーをもっていた。

, Panchayat Rajに関するセミナーの席上， JayaprakashNarayan氏はPanchayat

Rajについて次のようにのベた。

インドの社会主義は農村の基木的諸問題を解決することができない。 Pancha-

yat Rajもいまや単なるスローガンになってしまている。会議派はPanchayatRaj 

という概念をもっとはっきりさせなくてはならない。

なおこのセミナーには Rajasthan州の M.L. Sukhadia一首相， Gujarat川｜の B.

Mehta首相， f，可州の PanchayatRaj担当相が参加している。

〔経済政策〕

インド政府は第4次計画に先だち， Bokaro, Ranchi, W ardhaに夫々 2万4000ト

｝ ンの収容能力をもっ建築用鉄鋼販売店を建設すると発表した口このうも Bokaroの

店は HindustanSteelが建設し， Ranchiの店viHeavy Engineering Corporationが

建設する。 Wardhaの店はオーストリアの Voest社が財政的，技術的援助をしてつ

くる予定。

v政府は砂糖のため CentralMarketing Boardを建設するもようである。 この

Boardは半官半民の組織で，砂糖の国内流通と輪U＇，に関する仕事をする。

〔対外関係〕

インド・韓国貿易協定締結。インドはこれにより従来北朝鮮から輸入していた非

鉄金属類を韓国より輸入することになる。
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Vインド・アフガニスタン貿易協定締結。

1月23日

f政治の動き1

スワタントラ党のM・R・ マサニ氏は2月1日と 2円に｜〕目く予定のスワタント弓

党大会ではスワタントろ党， Jan Sangh党， PSP, 社会党を統合して国民民主党

(National Democratic I》arty）寸結成する問題について話し合うつもりであると抗

った。会議派の失敗と共yr,'ア主義への傾向等，最近のインドの政治情勢は超党派の民

主主義政党を必要としているのであり，今や野党が協同して政治の責任を自ら背ft

うことの準備をしなくては九：r，ないの

Vケヲヲ州共産党 C.Achuiha Menon書記長は記者会見で国際共産主義運動の

対立はインド共産党にも反映せぎるをえない。当然ケラヲ州共産党の中にも意見の

相違はあると語った。

Vナングーディリパ、ソド共斥党指導者（現ケララ州議会議員〉は Trichurで「ケ

ララ州の共産党は来主F'T1－々に実施される総選挙で会議派と闘うため，統一戦線をつ

くることに努力す『るだろう。今rmかれているケラ弓州党執行委員会はそのための汁
画を練っている（コこの統ー戦線は会1i諸派”を打ちたおすことの外，現政権によって人

民に課せられた反民主々義的やり方に反対する，という最少限度のプログラム君子某

礎に樹立されt;rvけLばならないと思っている」とのベたロ

〔経済政策〕

政府は IndustrialDevelopment Bankを設立することを決定した。この Bankの

立法は2月10円からはじまる予算同会できめられる予定。

この銀行は ReserveBankの付属として ReserveBan lけこ所有されるもので，授

権資本5億 jレ］－：＇、ー（ l 億0500万ドル）と払込資木1億Jレピー（2100万ドル）よりな

るロ Banl叫 C叫 f山 Actの適用もうけず，普通の商業銀行の短期貸付と競合 t 
するものでもない。この銀行の任務は政府の保証っき又は保I市；なしの銀行・債権で、市

場から金を借り，それを1年又は2年で返済する貸付資金とする。政府ーは 1億Jレピ

ーを無利子JS1jミ返済で銀行に貸付，1－る外、 PL 480によるアメリイJからの資金もこ

の銀行に貸付ーけられる。

1月24日

〔政治の動き1

ラダクリシュナン大統領はシャストリ無任所大臣と Sanjivayya労働雇用相（い
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ずれも閣僚となる〉が宣誓式合行った。シャストワ氏は閣僚の第4番目の地位につ

いているが，実際の任務はネJレ一首相の任務（外務，原子力委員会，内閣総務，計

同委員会等）を引きつぐものとみられている。

Sanjivayya労働雇用相の任命のため， J.L. Hathi氏は労働，雇用担当間務大匹の

職をとかれヲ新たに供給及び技術開琵相にな「た。

V カJレカッタの情況は平常にもどり，外川禁止令は解除となったと両ベンガJレ州

セン首相が発表したO

V カシミ－Jレ問題に関する間連安全保障理事会にHI席するインド代表が次のよう
に発表された。

代表団長 M. C. Chagla教育相

団長代理 C. S. Jha英連邦千？次官

随員 B.L. Sharma 

1月 25日

〔政治の動き1

B. N. Chal王ravarthy 在ニューヨーク

Narendra Singh 在ニコーヨーク

ナガランド内閣が成立したO首相はP.Shilu Ao氏で， 7名の閣僚と 1名のDeputy

Ministerより構成される。閣僚の名前は以下の通り。

}Iokeishe Serna, Josokie, An広ami,R. C. Chiten Jamin, Akum Imlong, M. 

Kithan, Lutl1pru. 

Deputy Ministerは N.L. Odyu氏で Ao首相の任務を補佐するの

T Srinagar発：当地で反政府スローガンを掲げたデモ隊と警官隊が衝突， 4名が

死亡，多数が逮捕された。

I vカjレ天
1月 26日

［政治の動き］

第14@1インド共和国呪言記念日をむかえ，各地で軍隊のパレードが行なわれた口

ネjレ一首相も 3週間ぷ、りにーパレード参観のため同氏の前に婆を現わした。

Vメノン前国防相はボンベイでの共和国宣言記念日の集会で次のようにのべた。

「いまインドの丙面している問題は，社会主義が民主主義と矛盾するか否か，

という問題でト土なく，資本主義が民主主義と共存しうるかどうかという問題であ
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る。社会主義でないところには民主主義も存在しないのであり，平等にむかつて

運動することの中にのみ個人の白由がえられるのである。インドにおいて社会主

義という体制以外に民主主義が共存しうる体制はない。民主主義は資本主義とは

共存しえないのである」0

・またこの集会で演説した V.P. Naik州首相は，農業開発のための資金を農民連

に供給出来るようにするために，銀行の国有化が必要であると強調した口

1月27日

’フランスの中同承認の反響一一インド外務省筋は，こんどのフランスの中国承

認を「時期が悪いJとして複雑な反応をみせているが，同時にこれがアジアの「現

状」を変えないよう希望している。半公式筋は27日，フランスの中国承認によって

中間が経済的，軍事的利益を得ることがないようにとの希望を表明するとともに，

フランスの措置は余りにもおそすぎ、たともいえるしまた逆に5年早すぎたともい

えるとのべ，現時点でフランスが中戸！？こ，外交的支時をあたえたことについて遺憾

の意を表した。また当地ではフランスが仁iii：日間で「調停者」の役割りを果たしうる

かどうか，またインドに対する中国の態度を変更させうるかどうか疑わしいとされ

ている。1f:1国承認はインドが10年前からすすめたことであり，フランスがこの政策に

ならったことについて当地では公の非難はないが，フランスが国府と断交しないこ

とに中国が同意したとったえられることは自己矛盾だと指摘されている口（AFP) 

［経済協力〕

ソ連はインドの第4次 5ヵ年計画にこれまで以上の多額の経済援助をlj-えると伝

えられている。これらの経済援助はインド公企業の基幹産業の開発に使用される。

ソ連の統計担当官は「インドの公企業のうち，鉄鋼業生産の25%，石油産出量の100

%，石油精製最の70%，発電量の25%はソ連の援助によって建設した諸工場によっ

て生産されている！とのベた。

l月28日

〔政治の動き〕

インド上院議員のうち79名（うち4名は指名議員〉の任期が4月2日で終了する。

このうち56名は会議派， 17名は野党である。 AICCは3月中項に予定される 2年に

1度の上院議員選挙で50議席を確保することができると期待している。 17名の野党

の内訳はPSP6，インド共産党5，スワタントラ党4，共和党I，独立 1' となっ

ている。
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選挙される76名の各州別内訳はA.P. (6), Assam (2), Bihar (8), Gujarat (4), 

Kerala (3), M. P. (6), Madras (6), Maharashtra (6), Mysore (4), Orissa (3), Punjab 

(4), Rajasthan (3), U. P. (11), W. Bengal (5), Jammu Kashmir (2), Delhi (1), 

H. P. (1）である。

なお任期のき’れる人のうち主な人は次の通り。

Bhupesh Gupta (CPI), G. Rajagopalan, Sadjq Ali （会議派 WorkingCom-

mittee), Dahyabhai Patel （スワタントラ党） P. C. Sethi （鉄鋼，重機械省次官）

Vマハラシュトラの V.P. Nail王首相は州会議派委員会の銀行国有化及び輸出入

貿易の国有化要求を支持し，次のようにのベた。

「農業生産が上昇すると農業生産者に対して十分な資本を与え，その労働に対

応ずる収入を上げさせなくてはならない。ここに銀行固有化の必要がある。又輸

出入貿易の国有化は，中開業者が不当な利潤をあげられないように公正価格で商

品を買えるようにするために必要で、ある」。

〔政治の動＠＂〕

（カシミーJレ〉 メノン前国防相はニューデリーの大衆集会で演説し， 「インドは

これまで何度もカシミ －Jレ問題はパキスタンの弱さのあらわれであると指摘してき
た。国連の安保理事会は JammuKashmirについてのインドの主権を認めている。

カシミール問題を解決する日比‘の方法はパキスタンによって不法に所有されている

“Azad Kashmir，，の解放だけである」とのベた。

1月 29日

〔政治の動き〕

Nanda内相は東パキスタンからインドへ移住しようとするヒンズ、ー達への同情的

立場から移民許可基準をゆるめることを決定したと発表した。

〔政治の動き〕

Hyderabad発： AndhraPradesh州首相 N.Sanjiva Reddy氏は，最近最高裁が，

Kurnool地方の道路輸送の固有化問題に関して，彼の態度に疑問をもつような判決

を行なったことを理由に辞意を表明した。

l月 30日

〔政治の動き〕

Jammu発： BakshiGhulam MohammedカシミーJレ州 NationalConference委

員長は，同 Conferenceは2月末の Kathua大会において，同 Conferenceがインド
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会議派のー単位となることを決定するだろうと述べた。

〔政治の動き〕

Trivandrum発： Kerala州議会の会議派議員 P.Gopalan氏は， Chacko内相は

その不道徳な行動によって辞任すべきであると主張L，ハンガー・ストライキに入

った。この行動は共産党守始めとする野党から支持されている。

1月 31日

〔政治の動き〕

Shastri無任所相は Srinagarで， Kashmirでの諸問題を解決するための話し合い

を，当地の指導者連と行なったO

, Trivandrum発： R Sankar, Avdhra Pradesh首相は，来週中にその内閣を総

辞職させ， Chacko内相を除いた新内閣を結成することに決心したといわれている。

〔対外関係〕

モスケワ駐在インド大使 Kaul氏は， ミコヤン第一副首相と約1時間半にわたっ

て会談した。第4次 5ヵ午JI・阿に対する援助問題を話し合ったものと考えられる。

、
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付録 l 国際情勢に関する決議文（1964. l. 6) (Times of India l. 7) 

インド閏民会議派は穏健な手段を用いてインドに社会主義を確立し， 全世界の平和

と協力とを促進し，平手nと協力とに寄与することを終始 a 貫して念願として来た。

ilt界の現情と大量破壊兵慌の発達とをあわせ考えるならば， Ht界が重大な破局を避

けて存続しようとするならば， 戦争ムの根絶は絶対に必要である口戦争の災禍を世界か

らなくすることは国連の目的でもあり， ひいては人類が存続するための必要条件でも

ある。戦争を根絶するためには軍備全廃とi段争放棄以外に方法はなく， インド政府は

これまで国連と全世界とにこの見解を表明し，この見解に基く立場を堅持して来た。

この目的を達成するため，国民会議派は諸外国と諸国民に対する友好， 親近感をイ

ンド国民に植えつける運動を展開し， この運動は頗る成功した。会議派はあらゆる種

類の植民地主義と過激主義とに終始一貫反対L，これらを排除することに努めて来た。

インドは東西両陣営に巻き込まれることを避ける政策を採り， この政策を終始一貫

堅持して来たり非同盟、平和共存，人権と自由との支持を目標とするインドの政策は

両陣営に属する多数国ですら次第に評価されて来た。両陣ー営への不参加は世界の緊張

を緩和するに役立つ建設的な勢）Jとして次第に高く評価されている。

最近解放されたアジア・アフリカ諸国の殆んど令部は， それぞれ自国の立場に基い

て動向を決定するに当って， 両陣営への不参加という方針を何等かの形で採用した。

この方針はヨ一口、ソパと中南米との一部諸国でも， 世界平和と自国の進歩発展に寄与

する方針として肯定されるか又は採用された口

核実験停止協定

国民会議派は核実験停止協定を歓迎し，この協定が！日：界の緊張を緩和するに役立ち，

今後次第に広い範問にわたって緊張を著しく緩不flさせ， 結局冷戦を終結させるであろ

うと希望する。会議派は1i1J陣＇t？に属する諸国若干と全世界とを包む緊張が改持されたこ

と， この改善された緊張が持続していることを歓迎する。会議派は核実験停止協定の

範聞と規模とを拡大するためのJ町民を検討するため主要当事国間で相互の打診が行わ

れていること， この措置を真剣に考慮しようという気配が濃厚となったことを歓迎す

る。

会議派vi米国がモスクワ協定を産み出した政策とソ述への親近感とを引続き堅持

L，同協定によって醸成された雰囲気を確保するとのジョンソン米大統領の数回にわ

たる戸明を歓迎する。

会議派はソ連邦の兵力削減にl対する発表を和平交渉の促進に役立ち， 且つ又世界緊

月
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張の緩和に寄与しようとのソ連の願望を表わすものとして歓迎する。

会議派は国際紛争を武力で解決すべきでないという， インド政府の久しい以前から

提唱した見解‘が全世界において反響を喚起したことに満足するものである。インド政

府はかかる見解を堅持するが故に，パキスタンに停戦協定の申し入れを行ったので、あ

る。但しこの申L入れは現在までパキスタンに拒絶されて来ている。会議派はFrr'i国が

停戦協定に参加し， かくして出際紛争の武力行使による解決を放棄すべきであるとの

フルシチョフ首相の提案を歓迎する。

平和促進の諸条件

会議派はフ Jレシチョフ首相の提唱した協定を成立させるには忍耐と慎重な交渉とが

必要なことを認める。 しかし会議派はこの協定の成立が世界の緊張を緩和することに

よって，軍備撤廃と世界平和とを促進するであろうと確信する。従って会議派はフJレ

シチョフ首相の提案を歓迎し，これが多くの反響を喚起することを希望する。

会議派は国際協定に基き， 有効適切な国連管理機関を通じて戦争が放逐されるであ

ろうとの確信を再び表明する。 この目的を達成するためには軍備の全面撤廃を実行せ

ねばならない口核兵器の実験，製造，貯蔵，運搬，使用は有効適切な機関を通じ国

際協定に基いて完全に禁止さるべきである。

会議派は中共の絶えざる侵略のため， インドが止むを得ず防衛措置を強化すること

を支持する。かかる防衛措置の支持は会議派が世界平和iと国際協力との確立に献身す

ることや，国連憲章を遵奉していること， 又は戦争なき世界を実現しようと決志して

いることと少しも矛盾したり違背したりするものではないことを声明する口軍備全廃

の世界では侵略は有り得ない。 しかしインドが絶えず侵略され，国土保全が武力のた

め重大な脅威にさらされ， 同の独立がパキスタンの敵対行為のため不安となっている

現状に着眼すれば， 侵略を阻止し，これに反撃を加え，侵略者が侵略を通じて利益を

収めることを閉止するよう万全の準備を整えることは過去 現在計画山ンドの義 t 
務である。

中共の侵略

国民会議派は武力，政治力，外交政策のすべてを結集し， 且つ又特にインド国民の

綜合意志と訓練とを通じて中共の侵略に抵抗しようとのインド政府の断乎たる決意を

全面支持する。会議派は政府が今後も引続き中共との和平交渉を求め，それを受入れ

る態度を採り， それと同時に，侵略に屈服せず，自主権放棄を許さないとの決意を堅

めていることに賛成する。会議派は政府がコロンボ提案を受諾，支持する理由はかか

る和平交渉を求めるがためで、あると確信し， よって政府のかかる態度を衷心から是認
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する口

会議派は世界平和と国際協力とを基調とするインド政府の外交政策を全面的に支持

し，同政府が平和共存の追求， 東西両陣営への不参加方針，両陣営に不参加の諸国と

の団結，植民地主義と過激主義との排撃 これらを通じて世界平和と国際協力とを

確立しようと努力していることを全面支持する。

会議派は国連がポJレトガJレの植民地主義と分離主義とに反対して， 南阿連邦に関し

て採択した決定事項を歓迎し， これに関する政府の方針と行動とを全面支持する口会

議派は南ローデシアが民族差別政策を採ることを頗る憂慮する。会議派は南ローデシ

アで民族差別主義を主張する少数派に， fヨ治又は自治拡大の美名にかくれて多くの権

力を長けることに反対する口会議派は凪の独立が領土を基礎とすべきこと，国民各人

は民族及び個人としては平等であるべきこと， 特定民族集団にだけ有利な褒賞又は庇

護を与えてはならないことを再び戸明する。 このことによるだけでも多数派の意志を

確めることが出来， 民主主義に基き確立した方法を通じて彼等の意志、を有力となすこ

とが山来ょう。

会議派はケニヤ，ザンヂパJレ国民の建国と独立達成ならびに国連加入を祝し， 衷心

から祝辞を呈する次第である。

会議派は東西両陣営に属さない諸国の会議を招集する計画があるという報道を歓迎

し，アフリカ，アジアラヨーロッパ， 中南米の独立諸国がこの会議に代表を派遣する

ものと確信する。
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付録2 民主主義と社会主義とに関する決議

(1963. 12. 31) (Times of India 1964. 1. 1) 

インド国民会議は，インドを外1£1の支配かじ〉解放するために果、fその役割vこおいて，

単に政治上の白山を獲得・tることに関心を抱いてし、る／三（－）－でなくヲ 社会目的をもj白及

することに関心をもってし、た口氏族運動のこの社会l」［印L ガンディーの指導が始：J:

った後には特に目立つものと成ったo この社会目的合表現するものには1931年のカヲ

チ決議をはじめとして悶民会議派の諸種決議文ならびに γ ハトマ・：ゲンディーの消極

建設計画， 社会的調布I，不iiT触賎民階級の廃止，婦人の社会地位の｜勾上，農業と家内

工業の開発等があった。以トダリ記した事柄は，いずれも社－会1-l的を追及するものであ

って， 他方ではこ；れらのii百種計両により解放された新興勢力がインド解放運動を強化

したのである。

インドの自由獲得後，いl民会議派は権力をもっ政党としてヲ ,_ iJしらの諸種社会目的

を具体的な形態に盛り， 目標達成のため確乎たる措置を採ることを要請された。 イン

ド国憲法の序文とこの憲法に明記してある指導原則とはニの目的を考慮して起草さ

れ，憲法が採択さ；｝したことに上ってこれら社会H的は国民のH原と成ったのであるc

アヴァデイ会議決議

以上述べたことに｜均辿して， 1955年の国民会議派アヴァデイ会議は，会議派の目的

を達成するため， 又インド、｜司憲法の指導原則に明示されている種々の目的の達成を促

進するためには，主要lj：＿産手段が社会の所有又は管理に屈し，生産が次第に促進され，

国富が公：干に分配されるという社会主一義に基く社会を建設するための計画を確立すべ

きであるとの原則をkとめた。 1957年tこ国民会議派は穏健な合法的手段を用いて社会主

義に基く共同的共和国を確なする案を正式に採択した。かくして社会主義に基く新社

会の確立は，同悩誌羽 日標と川

歴史を通じて確乎たる怠識に基き， この目標を目指して着実に前進し続けて来た。

貧困の一掃

社会主義に立脚する社会を確立するにあたって第 Aの日肢は， 貧困とこれに伴うあ

らゆる害悪とを－ 掃することでなければならない。そのためには農業と工業との生産

水準を絶えず上討させる急速な経済発達が必要である。インド経済の生長が従来緩漫

であった理由は， 労働力と天然資源とを完全に利用出来なかったことで，かように完

全利用が出来なかった理由は， 科学と技術との分野における進歩発達を充分利用出来

なかったことである。

( 32 ) - 50ー



インド

インド経済を効率が高く高度の生産水準を誇る近代的経済とするためには，最短期

間内に最新生産設備を完備せねばならない。 インド農業は進歩発達から取り残されて

いる。農業生産には科学と技術との発達がもたらす恩恵を大いに利用すべきである。

農村地方を主として， 諸地域に存在する右大なj哲郎i労働力のために雇傭機会を造る必

要があり， ーの志、味で地方に分散する家内工業程度の小工業は，今後も従来通りイン

ド経済において重要な地位を占めるであろう。国内の労働力需要に相応する規模と適

正な報酬とに基いて家内工業程度の小工業に労働力を雇傭させるためには，技術水準

を絶えず、急速に引上げ， 動力施設を出来得る限り広い地域に設置し，かくして農村発

達をはかることが急務である口

計画経済

インド、経済の充分な成長会事と強固な産業基盤とを確保するためには計画経済が絶対

必要である。物資，熟練，技術知識として表現されるインドの資源は制限されている。

これらの之しい資源を最高度に利用するためには何に重点を置くべきかを決定せねば

ならず， 決定したならばこの決定事項を有効に実施するため適切な政策と組織とを確

立せねばならない。 この点に着眼したが故に，国民会議派は計画に基く経済発達の理

念を採用した。

計画経済の採用は， 必然的に生産目標に到達するため，又計画に定める社会目的を

達成するために， 諸種の段階で高度の規制が行われる。経済の発達した結果として所

得不均衡の拡大，富と生産手段との集中が生じ， そのため－・・・－般人が損失を受けないよ

うに措置を講ずる必要がある口 もしこのような事態が発生するならば，社会は不安定

となろう。 しかしもしこれに反して，国民が公正な社会秩序の未来像が次第に現実化

する過程をみるならば， 彼等は経済発達に熱意を感じ進んで協力するであろう。か

かる国民の協力は， それ日体において資源の増大と発達の促進とに役立つ有力な原動

I 力となろう ω
衣食住の確保と教育保健制度の確立

以上述べたことに関連して，尉民各人に衣食住を保証し， 教育と保健との分野で国

民にとって絶対必要とするものを合めて， 最低限度必要物資を出来得る限り速かに充

足することが極めて必要である。このことについては同氏自体が目標を定めるべきで

あって， 第5次計画の完了までにこの計画目標に大体到達出来るものと期待しても的

外れではなかろう口 もしこの目標に到達しないならば＼計画も進歩も発達も一般国民

にとっては有名無実となる口計画それ自体が所得と富とvこ存する絶大な不均荷を減殺

する手段となろう。計画とは別に，最上層階級と最下層階級との格差をA 定期間内に

に
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インド

縮少するためには特定の措置を採らねばならない。 これらの措置は政策と組織との各

分野に属するものとなろう。

所得と財産との私有に制限を設ける必要もある口この制限は特にi±t襲財貨と都市所

在の財産とに適用されるべきである。閏は資本収益の大部分を収得すべく，不労所得

の徴税割合を現在よりも増すべきである。政府は，産業発達優先主義と諸種社会日的

とにそって金融機関と投資対象としての資源とを管理するためには， その地位を強化

すべきである。現在は901小企業者と新規業者とは資金源確保の点で、頗る不利な主場に

ある。更に又，金融機関の弊害と不正行為とをー帰するために新たな措置を講ずる必

要もある。

協同組織の確立

インド政府の産業政策に関する決議に定められているように， 公企業は通商と工業

との分野で最も重要な役割を有効に遂行せねばならない。公企業部門では，主として

主要産業部門及び基本産業部門ならびに必需物資の貿易を取扱い， 大規模工業，通商

部門の確実な進歩発達を行わなければならない。次に私企業はインド経済で重要な役

割を担っており， 経済発展計画iの実施要綱において最も重要な地位を占めるものであ

る。私企業の分野では協同組織の確立は， 主として農業，小規模工業，加工業，小売

業において， ますます重要となるであろう。

産業組織の確立にあたっては，この確立を促進する必要のあることは勿論であるが，

その反面には・般社会，消費者，労働者の利益を有効に保障せねばならない口労働者

は産業管理に実質上参加すべきで， これは急速に実現されるべきである。かくすれば

労働者は産業に参加しているとの意識に励まされて最高度の生産能力を発出するであ

ろう。

価格政策

社会の低額所得者層と生活困窮者層とにとっては物価水準は死活問題である。多く

の場合， 物価上昇は所得増によって相殺されないのが普通である。増産のためあらゆ

る措置を採るニとは至上命令であるが， そ才しと同時に，物資不足に乗じて私腹を肥す

ことを防止するため有効な措置を採る必要もある。しかし統制は，これが一般社会の

主要利益を守るため絶対必要となる場合に限り， こ．れを行うべきである。国民は統制

それ自体に反対するものではなく， 統制が不完全に行われることに反対する。統制を

正しく有効に行うためと国民の協力を得て統制の実を挙げるためにはあらゆる努力を

尽すべきである。

農業政策
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インド

インドの如き良業国では， 農業経済構造，土地制度及び土地法は最も重要である口

これらはインド工業の発達が農業増産と不可分の関係にあるとの事実のためにも重要

であって， 更に又，農業増産割合が著増しない｜浪り，インドは急増する人口に必要な

食糧を確保するためには従来通り外国の援助に依存せねばならない。一般社会は最高

度の増産に必要な手段， 物資，施設を関係機関を通じて農家に好時機に供給すること

につき全責任を負わねばならない。農村地帯における所得増と雇傭機会増大とに絶対

必要な畜産業と園芸業との発達には， ｛；干l円の考慮を払うべきである。農家にあらゆる

種類の資金を融通するためには， 全出，少｜、l，地方，町村をそれぞれ事業区域とする特

殊の金融機関を設置すべきである。資金受給資格は必ずしも資産所有に基くことなく，

生産能力に基くものとする。農業者が供給された物資と施設とを最高度に利用出米る

よう彼等を訓練する必要もある。天候による災害事故から農家をまもるためには，作

物家畜保険制度を創設すべきである。

効率の低い保有地につし、ては， 耕作者が自発的に利用する協同組織を通じて耕作単

位を拡大する必要がある。農家に所要の投資をさせ，土地生産力水準の向上に最善の

努力を尽させるためには， 彼等に適正な農産物価を保証せねばならない。水稲を主と

した農産物の加工は， 個人業者にこれを独占させてはならない。製米場とその他の加

工場とは協同経営とすべきで， あらゆる場合を通じて， この加工業協同経営が実施可

能と成るまでは暫定措置として加工場はすべて国営とすべきである口あらゆる農産物

の販売は最大限度まで協同組合を通じて行われるべきであるO 以上述べた事柄は，仲

買人が暴利を収めることを排除し， 生産者と消費者との双方に適正価格を保証するた

めに必要な措置である。

土地改革

土地に関する国民会議派の政策は， 現実の土地耕作者と国との聞に直接関係を確立

し，中間利害関係を排除することをH的とする。次に個人耕作面積に最高限度を定め

るべきである。農業労働者の最低賃銀と副業従事とfこついては特に考慮すべきである。

土地改革の目標は農村共同体と任意組合組織とに基く農村経済協同組織の確立であ

る。現在まで土地改革は地域毎に一様に実施されなかったO 従って，今後2年聞は土

地改革事業を完了することに努力せねばならない。協同組織は金融，物資供給，農産

物販売の部i面で農家の便宜をはかるため， 充分活用されねばならない。協同耕作組織

は関係耕作者の同意を得て， 出来得る限り多数地域にこれを確立すべきであるO この

組織を設置する場合には， 部落制度と農村共同体の発達とが大きな役割を果さねばな

らない。
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インド

社会奉仕の特殊な動向を定め，社会保－陣事業の分野で思い切った措置を採るならば，

一般人と無力者層とを拘束する不利な諸条件を克服することが出来， 彼等に機会均等

を保証することが出来る。生活困窮者を救済援助するためには，特定の措置を講ずる

ことが出来ょう口 しかしこの分野で、も重点主義に基いて資源の最も有効な利用が目標

とならねばならない。その‘例としてラ今後短期間｜与に全農村に飲料水を供給せね（工

ならない。

教育の普及

教育施設のJ1;q}Jrjも又当LtLJの急務である。教育，保健の分野でvJ：，児童を先ず第べl乙

考慮の対象とすべきである。機会均等は児章の出生と同時に保証さるべさ’であるO す

べての児童はその能力にjぷじて所要の教育施設を利用すべきーで， 前途有望でしかも両

親の貧困のため天HJ＼の能力を完全に発揮出来ない児童が皆無と成るようにせねばなら

ないQ

技術教育

生活水準の上昇と社会正義及び社会保障制度の確立とには， 急速な経済発達計画の

成功が絶対に必要である。汁l由iが成功するためには，科学と技術との最高度利用が唯

一の手段である。事実，社会主義に基く社会と科学及び技術の絶えざる進歩とを切り

離して考えることは不可能である。従って，科学技術教育制度を）ムムい基盤の上に確立

するためと， 科学研究の奨励と科学知識の向上，科学環境の育成を急速に促進するた

めには，必要な諸条件を確立，完備せねばならない。

反社会分子の排除と行政の刷新

従来充分注意されなかったインド経済社会事情の一部固としては， 社会組織に反す

る諸慣行の蔓延がある。 これらの慣行は富の集中，富の不平等な分布，富の独占傾向

の強化と密接な関係にあるD 投機に上る利得，諸種の不当利得，法定義務の回避，こ

れらに禍されて多くの節操なき者達が発生，存在するに至った。反社会分子の活動は

国民経済を著しく歪曲し， 彼等の醸成する不健全えに傾向は社会生活と政治生活との基

盤を覆すに足るものである。有害な影響を与える反社会勢力の増大は民主主義と社会

主義とを脅し， この脅威に対抗するには強力な組織的行動が必要である。

インドの経済発達が遅々として行き悩む主な理山は， 政策と計画との実施出に不備

欠陥が存するためである。従って，行政組織を整備せねばならず， 5ヵ年計画に定め

る予定事業と政策との実施に備えて万全の体制を整えねばならない。諸種行政部門の

組織と主管事業，行政組織の常時運営に係わる手続， これらは根本から改正されねば

ならない。
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インド

社会主義は社会の経済関係を改変することを意味するだけでなく， 社会構造，思考

の態様，！生活様式の根本的変革をも意味する。 ttt襲階級（カースト〉と社会階級とは

凪民会議派の予定する社会主義秩序において存在することを許されない。家門又は世

襲階級， 社会階級又は官制に基く !Fl特権意識は放棄されるべきである口労働の真価は

承I認されlHfならないu j史に進んで，あらゆる種類の生業に従事する個人の真価は保

証されるであろう υ

倫理的価値

単に物質との繁栄だけでは人間生活を内容豊富で有意義なものとなすニとは山米な

い。従って，経済発達と波行して倫理，精神上の価値あるものを育成せねばならないQ

このことだけでも，人間の能力と品性とを最高度発達させることが山来ょう口 この基

盤に立脚して始めて利欲的な現行社会構造を社会主義に立）問JL, 然；かも個人と社会と

の最高度の発達を促進する社会と次第に改変することが出来る。

インド国民会議派が夢想する社会の未来像とは何か。それは貧困，疾病ち無智が一

掃され，あらゆる種類の財産と特権とが厳重に制限され， 万民が機会均等を享受し，

倫理，精神上の有価物が個人生活と社会生活との内容充実に役立つ社会にほかならな

し、心
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イ ン ド

2月の動き

経済白書発表一一

インドの食糧危機， 物価上昇は予想以上にきびしく，政府の経済政策に大きな反省’ を迫っている。こうしたときクリシュナマチャリ蔵相は議会に附～畔の経済白書
を発表した（2.21）口それによると農業生産は1962年より減少しつづけ， 1963年から物

価の上昇が大きくなったことを認め， 米価については1963年4月から10月までの6ヵ

月聞に17.5%も上昇したと指摘している。インドのような農業国にとって物価上昇は

食糧危機の表現以外の何ものでもない。そしてこの食糧危機はインド政府のこれまで

とってきた経済政策の破杭でもある。たしかに白書も指摘しているように工業生産は

のびている占 しかしインドの工業が公企業や一部大企業により，伝統的農業経済構造

とは全く別のものとして発展している限り， その生産の増大はインドの大多数を占め

る農民にとってど、れだけの意味があろう。 インド経済は一方でこうした古い生産構造

を再生産させ， 他方でその生産構造とは全く別の近代的工業を発展させるという二重

構造を形成し，しかもこの二重構造を拡大再生産しているようにみえるのである。

こうした食糧危機に対L，政府はどのような対処をしているのだろうか口まず農業

政策についてみると， 米価値上りをおさえるため米の公正価格販売店を設置したり小

麦，メリゲン粉の配給制度をとり入れたりした州はあるが，これも一番の問題である

農業生産の拡大ということからみれば無に等しいものであろう。 しかも当面の食糧危

機をのりきるため，政府は最も安易な道を選ぶようにみえる。それは今年6月に期限

のきれるPL480協定を更新し，さらに多くの食糧をアメリカの余剰農産物援助とし

て受入れようという動きである（2.17）。こうした安易なその場限りでの対策はインド

の農業をよくしないばかりか逆に悪化しさえすることは明らかである。インド政府は

農業に対し何一つ有効な政策をとっていないのである。一方工業政策についてみよう。

蔵相は「インド公企業と外国企業一一特にアメリカーーとの提携を強化するのが望ま

しい」（2.17）とのベ，さらに又産業開発銀行設置法案を下院に提出（2.27）して私

企業への資金援助を行い，さらに又1964年度予算案提出のさい法人税の引下げ，基幹

産業の税負担軽減，外国投資の導入などを提案している。 こうした一連の蔵相の政策

に貫かれている一本の線は，インドの私企業育成政策であり， さら：lこはインドの資本
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インド

主義化政策であるといってもよいのではないだろうか。 1963年8月lこ辞職したデサイ

前蔵相のあとをうけた現蔵相がデサイ氏とは全く反対の方法で同じ目的を達成しよう

としているようIこみえる。 1964年1月のブパネスワ －）レ会議派大会で、（二“社会主義と

民主々義”が採択されインドの“社会主義”の抽象的定義がつ（ナられた。そして 2月

の予算案はその“社会主義”に現実的定義がつけられたので、あるc そして，このイン

ドの“社会主義”とは“資本主義門の日lj名にほかならないよう（／こみえる。

これまでみてきたように現実には農業を犠牲にしたインドの工業化政策は，伝統的

農業経済と近代的工業の二章構造を再生産し，さらに PL480協定により農業部門川

矛盾を一層深刻化している。政府がいかに5ヵ年計画に力を社1いでも，それは士業生

産の増大に若干有効であるとはいえ， 農業部門の改善にはならず，矛盾の解決にもな

らない。そして農業の改普なしに都市労働者の生活改善もありえないc 政府の「国家

公務員の物価手当を去年7月1日より引上げる」（2.7）という充夫があって間もなく

ニューデリーの米の価格が40kg当り35）レピーから40.75）レヒーに急騰した（2.14）と

いうことがこのことを物；；1｝っている口政府の工業に片ょった政策の破綻が気候条件の

悪さと重なってインドの食糧事情を A挙に悪化させたのであろうじ

こうした背景のもとに 1月には西べンガJレ升Ivこ暴動がおこり， さらに2月には賃上

げ，物価平当等を要求する AITUC(CPI系〉系労働組合の I＼ ン7ザーストライキがお

こった。会議派内部でもジャム・カシミ －）レやケララ州の内紛があるなど，インドの

政治情勢は大きく動き出そうとしている。政府が良業問題について真剣にとりくみ，

土地改革を含めた岐本的農業改善を実施してそのたてなおしをはかならい｜県久 食糧

危機及びそこから生まれる物｛［Ui上持に対する有効な解決はないだろうしラ したがって

第2，第3のカJレカッタ暴動が起ることはさけられないだろう。 し出、しクリシュナマ

チャリ蔵相の工業化優先， 私企業ー育成という政策は，この問題の解決にとって，あま

りにも大きな廻り道のよう tこ思わオしるのであるc
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196 4年 2月 1日

〔政治の動き〕

インド日誌

スワタントラ党第3回大会聞く一一一スワタントラ党は Bangaloreにおいて 2日間

の予定で党大会を開いた。その席上党の指導者C.Rajagopalachari氏は「スワタン

トラ党は選挙で会議派をうちまかし，その不法な権力を少さくするため，できるだけ

早く統一戦線を結成して積概的行動に移るべきである」と訴えたD又 N.G. Ranga 

党総裁も大会での挨拶で“17thConstitution Amendment Bill”に反対し，政府が

その法案をとりさげ，新たに総選挙をするよう要請した。更に党国会議員のM.R.

Masani氏は“国際関係と国防”と題する党大会決議を討議する際中印国境問題に

触れ， 「ネ jレ一首相は昨年コロンボ会議の代表者との非公式会談の中で中印国境東

部のマクマホンラインに軍隊を進める意志がないことを明らかにし，このことは中

国の周思来首相に伝えられた」という事実を明らかにした。

l P. S. P指導者・会議派との合併を歓迎－P.S. Pの指導者で国会議員の

M. S. Gurapadaswamy氏は「P.S. P と会議派の合併はインドの社会主義勢力の

統ーをもたらすーっの方法である」として歓迎した。

P. S. Pの中には三つの流派があれその一つは合併派，第2は会議派と協力す

る中間派，第3は現状維持派であるO M. S. Gurupadaswamy氏は第1の流派に属

すのであり，「現在のところ P.S. Pは会議派の社会主義の動きを歓迎すべきであ

り，インドの社会主義勢力の巾広い統ーをもたらそうとする考えを歓迎すべきで、あ

る」とのべている。そして「ブパネスワ －）レで、の会議派大会はこうした統ーへの動

きを明らかに示しており，最近 AsokaMehta氏と JayaPrakash Narayan氏が

Kamaraj会議派総裁と会談したことはこの問題についての関心を集めることにな

るだろう」とのべているO

' （ケララチト｜〉カマラジ総裁ケララ川｜へ一一一カマラジ総裁は4日ケララ州会議派の

内部問題討議のためケララ州を訪問することになった。内部問題というのはケララ

州の Chacko内相が辞表を提出したためおこったもので，ケララ州会議派の内紛は

深刻化してきているC

l P. Gopalanケララ州会議派議員（CP I）は1月30日午前10時より P.T. 

Chacko内相の辞職を要求して断食していたが今日午前8時｛こ断食を解いた。
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インド

又 P.William Kandachira （会議派党員〉氏はその後 C.M. Stephen氏と P.

Gopalan氏に対して懲戒処分を要求して新たな断食に入ったo¥;Villiam氏は処分の

理由として Stephen氏は党内に派閥を作ろうとしたため又 Gopalan氏は Chacko

氏の辞任を断食という手段で要求したためといっているO

'f J. P. B. Gajendragadkar氏はきょうインドの ChiefJusticeに任命されたu

〔対外関係〕

Paris発：今月末インド訪問を予定されていた30人のメンバーからなるフランス

貿易使節団の訪問予定が取消された。

これはフランス業界がインドとの現在の貿易規模をこれ以上拡大する希望をもっ

ていないためで、あるといわれるが，むしろ最近の中共承認により，新市場が聞かれ

たことに原因していると推測されている口

2月2日

〔政治の動き〕

公式発表によれば， L.B.シヤストリ無任所相は外務省，原子力エ jレギ一局ヲ内

閣官房の業務を行なうことになった。

Vスワタントラ党大会終了一－2日間の予定のスワタントラ党大会は多くの決議

文を発表して幕を閉じた。大会席上 C.Rajagopalachari氏は「民主的社会主議の

達成という会議派の目標は民主独裁制（cmocratic tyranr 1）以外の何ものでもない

として会議i取を激しく非難したO

'f （ゴア） United Goan Partyの LimaLeitas氏は「もしゴアを強制的にマハラ

シントラ州に合伴させようとするならば，ゴアで血が流れるだろう。ゴアの大多数

はゴアの経済的発展のためにはこれまで通り独立したままでいることを希望してい

るO 合併賛成派が38%しか得票で、きなかつたことは，残りの6

ることを示すものだ」とのベfこO

〔対外関係〕

ミグ戦闘機製造専門技師・月末に訪印一一Chavan国防相は記者会見で「ソ連か

ら数名のミグ戦闘機製造専門技師がインドのミグ戦闘機製造計画遂行のため今月末

か来月初め；こインドを訪問するだろう」と発表した。

〔経済政策〕

鉄鋼に対する政府統制緩和か一一C.Su bramaniam鉄鋼・鉱山・重工業相はボン

ベイで「今月の末までに政府は鉄鋼に対する統制をゆるめるかもしれない」と語っ

一（ 42 ) 20 -



インド

た。 Subramaniam鉄鋼相の要旨は次の通り。

①政府は鉄鋼；こ対する統制をゆるめるかもしれない。こうした決定を発表する

前に政府はこの点についてあらゆる面から考慮し，必要な準備をするだろう。従

って発表と同時に有効となるO

②ボカロ製鉄所については数ヵ国がその建設の援助を申し出ているC

③政府のこうした決定を下す理由はインドにおける慢性的銑鉄不足をなくする

ためである。すでに Bhilaiと Durgapur工場に大きな溶鉱炉を追加してとりつ

け，第4次計画に必要な銑鉄需要をまかなうよう生産を増大させる計画をたてて

いる口

④政府の決定が実施されれば私企業部門の銑鉄生産は10万tから30万tに増加

-tるだろう。

2月3日

〔政治の動き〕

外務省スポークスマンはインド政府がセイロン首相fこ対し「インドはマクマホ

ン・ラインの進攻を考えていない」という手紙を送ったというスワタントラ党の

Masani氏の主張を否定した。

, H. V. Karnath氏（P.S. P指導者で国会議員〉は P.S.Pと会議派の合併問

題について次のようにのべた。「P.S. Pの全国執行委員会は満場一致で会議派との

合併に反対した。したがってもし P.S.Pメンバーが合併に賛成するという意見を

のべたとしても，それは個人的見解であって党の見解ではない」。

なお P.S. Pの全国大会は4月に開催される予定で，その議題は2月15, 16日に

開かれる全国執行委員会できめられるもょう。

Karnath氏はさらに AsokaMehta氏の問題について触れ， Asoka氏の処遇に

ついては2月15, 16日の執行委員会できめる予定であるとのべ， Asoka氏に対する

脱党勧告に反対した5名の執行委員も P.S. Pの会議派への合併に反対している

とのベた。

〔カシミ －）レ〕

カシミ －）レ問題に関する国連安保理事会開催。

Vシャストリ無任所相・デリーに帰る 4日間ジャム・カシミールを訪問して

いたシャストリ氏はデリーに帰りネJレ一首相と会談した口

' C西ベンガノレ〉党中央執行委員会の決定にもとづき， 100人のメンバーからなる

インド共産党西ベンガJレ州支部評議会が復活した。なおこの評議会メンバーの大多
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数は“中国派”といわれるc

〔経済の動き〕

The Federation of Indian Chambers of Commerce & Industryはその会頭に

カルカッタの著名な実業家 K.P. Goenl也氏を選出した。 Goenka氏は昨年度は同

Chambersの副会頭であった口氏はまた， ReserveBan lく ofIndila, The Central 

Tea Board, The Corporation of Calcutta, The Indian Statistical Institute, The 

Export Promotion Advisory Councilなどと関係をもっているc

2月4日

〔政治の動き］

会議派上層部において，ネル一首相の負担を／U来るだけ軽くするために， Indira

Gandhi夫人を外務相のポストにつけようという動きがみら；／しる。カマラジ会議派

総裁もこの動きを支持しているといわれる。

' （ケララチトI)Trivanclrum発：ケララ州内閣の危機を解決するために当地に到着

したカマラジ会議派総裁は，党首脳部との協議を終え，記者会見を行ない，この問

題を CentralParliamentary Boardが取り上げ， 2月12日頃までに解決する意向

であることを明らかにするとともに，ケララ州内閣は辞職しないと語った口また

Sankar首相はカマラジ総裁との会談後， 内閣々僚の移動は行なわないと語ったc

Chacko内相は直ちにその職務に復帰するものとみられる。

, Raclhakrishnan大統領は本日限の手術を行なった。 1週間程度の休長が必要と

されている。

なおこの休養期間中は ZakirHussain副大統領がその職務を代行するO

2月5日

〔政治の動き〕

（西ベンガJレ〉インド共産党西ベンガル州評議会は最近の束ノfキスタンおよび西

ベンガソレで、の宗教粉争につい℃，要旨次のような決議を満場一致で採択した。

東パキスタンにおいて反動的支配者層に対する未層有の大衆闘争が発展してい

たまさにその時において，宗教紛争がその地で拡大したのは極めて意味のあるこ

とである口カシミ －）レでの聖なる髪の盗難は単なる口実にすぎないc

州評議会はパキスタンの既得権役を守ろうとする人々や反動支配者層がこの出

来事を利用し，人民の聞に宗教的な興奮を引き起したものであると考えるD この

ような暴動は政府機構の直接または間接の援助なしに起すことは出来ないのであ
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る。この陰謀の犠牲者は少数民族であり，また同時に東ノ〈キスタンで発展しつつ

あった統一的な大衆闘争であった口

東パキスタンの出来事が西ベンガソレの少数民族の聞に懸念を引き起した， しか

し西ベンガルの出来事を東ノfキスタンの出来事の自然な反動であるとか，大衆の

怒りの論理的帰結であるとか，また一握りの反社会的分子の仕事であるとかいっ

て過少評価することは出来ない。種々の反動勢力の刺激的な守f云が大きな役割を

演じた。反動勢力の組織的な試みが暴動の背後にあるのは明白で、ある。

インドの非常事態により課ぜられた種々の制限を打破ってヲ大規模な大衆闘争

が政府の反人民的政策に対して発展していた口

西ベンガjレ丹｜においては，この大衆の目覚めと闘争は異なった形態をとって発

展していた。丙ベンガJレ州での宗教暴動は一方においーてヲ少数民族に打撃を与え

非宗教的国家としてのインドの名誉を傷つけー，他方において人民の発展しつつあ

る大衆運動を攻撃したり帝国主義者と国内反動グjレーブが宗教的ラセクト的衡突

り背後に活動じ亡いるO

主たる目的は生活と民主的権利のための人民の闘争をJriJ正することにあるD

反動勢力のパキスタンの経済封鎖や人口交換などの要求ユ馬鹿気ているD イン

ドとパキスタンの民主勢力が少数民族の安全を守ることがIH来るのは，その反動

勢力を打破った時においてのみである。

〔労働）

Dangeインド共産党書記長を議長として 2日間の会議を聞いた TheNational 

Campaign Committee of Trade Unionsは， 2月20日に減税，賃上げ，銀行固有

化などを要求して全国的な運動を展開することを決定した。

；経済協力〕

The National Iranian Oil Company代表団は Kabir石油・化学相と会談し，

石油採掘，精製におけるインド・イラン111.j国の協力について話し台ったc

2月6日

〔政治の動き］

（カシミ －）レ〉カシミ －）レに関する安保理事会第2同会議が開催され，M.C. Chagla 

インド代表は2時間に瓦ってインド側の考えを主張した口そのrj1でインドはカシミ

ール紛争解決のため次の2つを提案した。

］〉インド・パキスタンの紛争地帯を正常にもどし， JrlJ邑！り宗教的調和と統ーを

もたらすことc このためにはインド政府はどんなことをも寸る準備があるO イン

- 23 - ( 45) 
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ド政府は両面関係の改善の方法を検討するため大臣級の会談を歓迎するC

②パキスタン側の“力による威嚇”は中止されねばならない。インドと／、キス

タンが戦争を欲しているのではなく平和的手段により紛争を解決したいと希んで

いるのだ，ということを／イキスタンにはっきり示すことが必要で、ある口

2月7日

〔政治の動き］

Jan Sangh, Swatantra, Socialit各政党間で選挙協定成立一一 A.B. Vajpayee, Jan 

S叫 h党指導者：工記者会見で JanS叫 h党と Swatantra党，社会党は選挙協定に ‘ 
同意したとのべfニロ協定に上れば3党代表は各党の州代表が選挙の候補者を指名す

るよう指令し各党間で、対立候補をたてることをさける。又各党は党合併のため共

通のプログラムを検討することになる。

Vajpayee氏は3党の合併［工事実上非常にむづかしいだろう，とのべているo

, R. M. Lohia氏ば「SocialistPartyの全国委員会は2月14日に会合し， P.S.P 

との無条件合併への彼の提案を承認するだろうと語った。J

' （ゴア）昨年12月のコ、ア選挙のサンプJレ調査をしていたKarnatal大学，政治学

部の委員会（ 3名〉はその結果を発表した。調査結果によるとゴアを純粋に言語上

の立場からマハラシュトラ州に合併するという要求は支持できないとしており，ヒ

ンズ一語をl活す地域（土マハラシュトラ州に合併したとしても，それ以外の地域は合

併せず＼独立の州として残るだろうと結論づけているO

委員会のメンパー：主 G.S. Halappa （政治学部長）， A. M. Rajasekhariah, K. 

Raghavendra Rao. 

' （ケララチID勺マラジ総裁，ケララ訪問 ケララ州会議派内紛の解決のためカ

マラジ総裁はケララ州を訪問しているが，きょう総裁は Sankarケララ州首相，

P. T. Chacko内相， K.P. Madhavan Nair川｜会議派議長らと会談したもょう。

' （カシミ －）レ）インド共産党，カシミ －）レの Abdullahの採放要求一一インド、共

産党の S.A. Dange書記長はネル一首相に書簡を送り，カシミ一Jレの元首相Sheikl

Al】dullahの釈放を要求し，克に現 Bhakshi政府に対しその腐敗した政治の徹底的

調査を要求したもよれなお共産党はカシミ －）レの人々を反インド的要素から徐々

に引はなすための方法を考慮しているといわれており，カシミーJレでの党のプロパ

ガンダは増大していくとみられている。

〔労働〕

国家公務員の物価手当 1963.7. 1より引上げ一一政府は国家公務員で給与が月
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399）レピー以下の人に物価手当（dearness allowance）を月 2）レピーから 10Jレピーの

範囲内で引上げ， 1963年7月1日までさかのぼって支給寸るよう決定した。国家公

務員は全国で約200万人で，今度の措置により追加支出される予算金額は年8750万

ルビーにのぼるものとみられているO

新らしい物価手当支給率は以下の通り

月 給 新物価手当 増加額

109）レピーまで

110～149ルビー

150～209 If 

210～299 If 

321～380 V 

181～399 If 

17Jレピー

20 If 

35 If 

40 ” 
20 If 

2) レピ－

5 グ

5 グ

10 I/ 

, The Hind Mazdoor Sabhaと TheIndian National Trade Union Congress 

との合併がほぼ決定したといわれる口公式発表は11日以降と思われるC

なお INTUC委員長 Kosh!nathPandey氏は HMSの合併を歓迎すると述べ

fこO

〔経済政策〕

法人税引下げか一一予算国会を近くにしてクリシュナマヂャリ蔵相は法人税引下

げを考慮しているもようである。これは設備投資率を引上げインド経済の“take-off＇’

段階をスピードアップするため考えられているもので，蔵相は少なくとも第4次5

ヵ年計画の終わりまでには“take-off'’段階に到達しようと考えている。現在インド

の設備投資は総投資に比して10%にすぎ子，英国・アメリカの15%‘西ドイツ20%,

日本の35%に比べると非常に少ない。従ってこの投資を増すため，蔵相の予算説明

において経済発展の促進という方向を強くおしだすとみられており，その 1一つの

方法として法人税の引下げを考慮しているもようである口現在の法人税率は50%と

非常に高い。これが一般に産業活動をはばむ作用をし，特：こ設備投資を少くするも

のとして作用しているO A方税収入は計画委員会の推定した175憶Jレピーをこえ200

億Jレピーに達しており，こうしたことから新予算は重い課税をせ子司従って法人企

業がその企業の発展に必要な設備・機械等に投資を拡張寸る機会をもつようにしよ

うというのが蔵相の考え方といわれているO

2月8日

〔政治の動き＼
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' Cケララ州、I)E. M. S.ナンブーディリパソド共産党指導者はネJレ一首相及びナ

ンダ内相に書簡を送 i) P. T. Chackoケララ州内村iの辞職と同氏に対する公正な珂

査を要求したと共産党スポークスマンが発表した口

Vケララナ1,1総選挙は1965年2月に一一ケララチト｜を訪fUJじている V.K. Sunclaram, 

Election Commissioner はケララ州総選挙を1965年2月の第1;EQに行なう予定であ

ると発表した口 Sunclaram氏は選挙の件についてケララ州各政党指導者と会談する口

共産党代表は C.Achutha Menon （ケララ州共産党委員会書記λ 会議派代表は

K. M. Chandy Cケヲ弓川会議派書記長）， P. S. P代夫は AttigalGopala Pill礼i

Ponnara G. Srecdhar. 

V西ベンガ川、卜｜首相 P.C. Sen氏は TheCongress Parliamentary Pary執行委

員会で最近のカ jレ勺ソタ紛争などについて次のように発言した。

東パキスタンの宗教紛争により約6000家族が西ベンガJレ；こ逃れてきた。なおも20

万人の人々が亡命を括望しているといわれる。この問題はJji.に丙ベンガJレだけで（主

なく，インド全体で解決されるべきであるO

カJレカッタの暴動は主｛こ流入者達が住みついている地区で発生した。彼等の多く

は経済的に苦しんでおりヲ また地価の上昇のために地主連が彼等を追い出そうとし

ていたことによっ vこも苦しんでいた。暴動は単に宗教的な性質のものではないロ

なお西ベンガJレ州；こはインド分割以来束ノfキスタンから20万人のヒンズー達が流

入している。

’カルカッタ竺察は5人以上の集会を禁止する指令を発した。

〔政治〕

（カシミ －）レ〉カシミーJレ内閣改造か一一一信頼すべき筋からのd情報によれば，カシ

ミーJレ内閣は州議会の予算会議が始まる 2月19日以前に大巾改造を行なうもようで

あるO

〔対外関係〕

ネウィン将軍・インド訪問 ビソレマのネ・ウィン革命評議会議長はインドを訪

問1時間に亘ってネル一首相と会談した。

ネ・ウィン訪印は全く個人的な・非公式のものであると発表されているが，中印

国境問題等が議題になるとみられており，ネ・ウィン将軍はrj1印問題及び非同盟会議

についてのネル一首相の考え方も知るためにインドを訪問したと考えられているO

Vインド，オーストラリアから小麦輸入 インド政府はこのほどオーストラリ

アから小麦171,000t輸入する契約に調印した。

-( 48）一 26 -



インド

〔経済政策〕

明確な経済政策が必要一－ G. L. Mehta産業信用投資公社（IndustrialCredit and 

Investment Corporation）総裁は All-IndiaManufacturers Organisation (AIMO) 

の集りで第3次5ヵ年計画による経済成長がおくれていることについてのべ，政府

に対し明確な経済政策を出すよう要請した。 Mehta氏の発言要旨は次の通り。

①第3次計画の中間報告によれば経済成長が非常におくれているo計画経済の

目的は人々の生活水準を引き上げることにある。この生活水準の向上ぽ経済がそ

の不確定要因をなくし，拡大・成長を達成するための明確な政策がおしすすめら

れることによってはじめて達成されるのである口

②輸入を代替するため，又外資不足のおりから国内産業の拡大・多様化を達成

するため，インドの原材料，機械，工業製品を国内で消費するというスワデーシ

運動をはじめる必要がある。

2月9日

〔経済政策・労働〕

ボーナス委員会（BonusCommission）は労働省の要請によりボーナスについて検

討，報告書を提出した。この報告書はいま労働省が検討中であるが，その要旨は

次の通りであるO

①ボーナスは企業の繁栄に対する労働者の分け前であるO 従ってボーナスはそ

の企業の利潤にもとずいて支払われるべきである。企業の利潤とは総利益から原

価償却費，所得税，特別税，利子（7%），社内留保（4%）を除いたものであ

るO この利潤の60%はボーナスの支払いに指定しうる。又残りの40%は必要なリ

ザーブ，設備投資等々に使用される。

②1年間働いた労働者は最低その年間所得の 4%又は40）レピーのいずれか高い

方をボーナスとして受取ることができる。ボーナス支払い額の最高限度は年間所

得の20%であるO

③このボーナス支払基準は私企業の労働者と，総売上高の少なくとも20%は私

企業にうっている公企業の労働者に適用されるO

V政府は協同組合をもとにして近代的精米機械をとり入れるようにというフォー

ド財団の報告を検討している。このフォード財団の報告は精米組織の合理化・精米業

の近代化を提案したもので，ブ、パネスワ－Jレ会議派大会の決議に従ったものである q
報告書によればインドの精米機を近代化することによりモミから 160万t以上の米

を精製することができる。報告書は政府に対し1964/65の聞に600ヵ所の米市場セン
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ターに60～100の近代的精米機をとりつけ，さらに1970年までに800ヵ所の米市場セ

ンターに少なくとも1000の近代的精米機をとりつけ，年間2000万トン以上のモミを

精米するよう要請しているもょう。

〔対外関係〕

ネ・ウィン帰国一一ビ、Jレマ革命評議会のネ・ウィン議長はきょうネJレ一首相，

Dinesh Singh外務次官， Y.0. Gundevia氏らと会談した後帰国した口 Gundevia

氏によればネJレー氏とウ・ウィンの会談は非同盟会議，第2回 A・A会議，中国

問題等々について話し合ったもよれ

2月 10日

〔政治の動き〕

インド予算国会はじまる一一インド連邦議会の予算国会がはじまり， ZakirHus-

sain副大統領はラダクリシュナン大統領の代りに開会の挨拶をのベ，カシミーJレ問

題，中印国境問題につき，パキスタン・中国を非難するとともにアメリカ・イギリ

ス・ソ連からの軍事援助でインド陛空軍をますます強めることの必要性を強調した。

開会式にはネJレ一首相も出席したO

V会議派中央議会局（CentralParliamentary Board）指名さる一一会議派運営委員

会は中央議会局のメンバ－ 9名を指名した。指名された人の名前は以下の通り。

L. B. Shastri, Morarji Desai, Jagjiwan Ram, Indira Gandhi, S. K. Patil, Y 

B. Chavan Fakhrudclin Ahmed. 

Kamaraj総裁は議会局議長の任務につき， PauditNehru （ネル一首相の妹〕も

兼務する。 Chavan及び FakhrudinAhmedの両氏は前会議派総裁 D.Sanjivayya 

氏と H.Mohammed Ibrahinと交代している。

, S. Shivappaマイソール州P.S. P議長は「マイソ －）レ州 P.S. Pは他の政党

と合併するようなことはしないし AsokaMehta問題についても性急な行動をとら

ないだろう」と語った。

' （ケララ州）ケララ州のR.Sankar首相， P.T. Chacko内相， K.P. Madhavan 

Nair州会議派議長は個別にカマラジ総裁と会談した。

, Mahuwa (Rajasthan）発：当地で、行なわれた州議会補欠選挙においてSwatantra

候補者が会議派候補を破って当選した。これは当地では会議派の威信を大きく傷つ

十「るものとみら*1,ている口

2月 11日
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〔経済政策〕

鉄道予算発表 H. C. Dasappa鉄道相はきょう下院に1964/65年の鉄道予算案

を提出した。予算内容は以下の通りであるO Dasappa鉄道相はこの予算を提出する

にあたり，「1964/65年には鉄道による収入を1963/64年より 4億5780万Jレピー多く

みつもっている。しかし鉄道料金，小包運賃の値上げ、は考えていない」とのベたO 一
方石炭を含む若干の商品の運賃率をさらに2%上げると発表した。石炭の運賃率は

501kmから2,100kmまでの巨離の場合トン当り最高 3）レピーの範囲内で引上げ、られ

る。又若干の、消費完成財についてはその運賃率を引下げることとする旨の発表を行

ったO

その他鉄道省職員の年金のための基金を積立てるようにし初年度は 1億9000万

Jレピーを計上している。

RAILWAY BUDGET ESTIMATES 

(Rupees in crores) 

Revised 

Actuals Budget 1963-1964Estimate Budget 1964-65
1962-63 1963-64 

Gross tra凪creceipts 566.79 599.69 622.22 668.00* 
Ordinary revenue working 

Appropriation to Depreciation Reserve Fundf:JJe-

362.52 379.18 393.48 414.82 

67.00 80.00 80.00 83.00 
Appropriation to Pension 

19.00t 
Net miscellaneous 
expenditure 13.95 16.40 15.96 17.08 

Total 443.47 475.58 489.44 533.90 

Net Railway Revenue 123.32 124.11 132.78 134.10 

PR~:~:t:s ~o General 

(a)Dividend on Capital 68.76 80.61 82.53 90.73* 
In lieu of Passenger 
Fare Tax 12.50 12.50 12.50 12.50 

Net Surplus 42.06 31.00 37.75 30.87 

十Represeutscontribution from Revenue to the Railway Persion 
Fand to be created from 1 4 1964. 
* This includes the e百ectof the adjustments in freight rates 
including levy of a 2% supplementary charge on all basic freight 
rates, other than export ore, proposed in the budget for 1946-65. 
(Total Estimated increase Rs 11 crores in 1964-65.) 

V ボンベイの財界は鉄道予算発表について「石炭等の運賃率引上げは経済にイン

フレ的効果をもたらし政府の生産費引下げ方針にも反するものである」という見方
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をしているD しかし一方鉄道の繁栄，若干の製品の輸出振興に資するため運賃を無

料にしたこと，若干の消費財の運賃率引下げ、等には歓迎の意を表しているO

〔経済の動き〕

Sardar Swaran Singh食糧農業相は下院で「今年の砂糖生産は300万 tに達する

見込で，この生産高は国内需要を満すだけでなく輸出をもまかなうことのでまるも

のである」とのべたo

〔政治の動き〕

Nanda内相は下院で，最近の東パキスタンヲ西ベンガjレの紛争について報告し， ‘ 
次の諸点を明らかにした。

東パキスタン紛争の結果， 2万5千人以上の流入者が Assam,Tripura, West 

Bengalに入り，なお多数が流入しようとしている。

政府は， AndhraPradesh, Mysore, Maharashtra, Orissa, West Bengal, Ma-

dhya Pradesh各州首相と会談し，その結果これらの州は20万エーカーの土地を

流入者に提供することになった。

西ベンガJレ紛争では 208名が死亡し，警察の発砲による死者は56名を越えてい

る。またカルカッタでは約6万2千人が家を離れたが，このうち5万9千人がす

でに家に帰っている。地方では8万4千人が家を離れたが，すでに9割以上が帰

宅している。また約5千人が東パキスタンに流出した。

, The Congress Parliamentary Boardは N.S. Reddy, Andhra Pradesh 州首

相の辞任を認めたO

〔対外関係〕

ミグ戦闘機第3製造工場ハイデラパッドに建設－K.Pahuramaiah国防生産相

は上院で「ミク、戦闘機第3製造工場がハイデラパッド‘に建設される予定であり，す 4 
でに第1及び第2工場が Koraputと Nasikに建設されることになっている」との

ベた。

2月 12日’

〔経済政策〕

計画委員会の EconomicAdvisory Groupは，経済的不平等を少なくし全国民

に最低生活水準を保証するための方策に対する助言として，食糧取引の固有化，お

よび非基本的消費の制限を提案した。

, The Federation of Indian Chambers of Commerce & Industryは鉄道運賃
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の2%引上げ提案を批判L，値上げ、の必要性が明確でない，また鉄道はその支出に

対する制限および経営の合理化に，より重点をおくべきであると述べた。

2月 13日

［政治の動き〕

（カシミ－Jレ）国会の野党9名は英国の PatrickDean国連代表が安保理事会で’ カシミーJレ問題に関してパキスタンの主張を認めたことに抗議，ステートメントを
発表した。それによると「西側，特にイギリスとアメリカはパキスタンのための弁

解をしており，イギリスがこうした新しい態度を示していることは注目すべきこと

である。イギリスがこの態度を改めない限り，インドが英連邦との関係をこれから

も続ける意味はない。カシミーJレの人々はインドとの統合を希望している。インド

を非難する決議がこれまで安保理事会を通らなかったのはソ連の拒否権のおかげ、で

ある。ソ連は“カシミ －）レはインドの一部である”という立場をとっている。」との

べている。なお野党9名の名前は以下の通り D

A. K. Gopalan (C. P. IよN.C. Chatterjee, S. M. Banerjee, Homi Daji, 

K. K.羽Tarior,K. Anandan Nambiar, Runen Sen, Indarjit Gupta, Indulal 

Yagnik. 

l Nanda内相は下院で，東ノfキスタンで生活することが不可能となったヒンズ

ー教徒達は，何らの障害もなくインドに入国することが認められると発表したD

' （ケララ州、｜）ケララ州内相 P.T. Chacko氏はデリーからケララ州に帰り記者

会見で「内相の地位は1963年12月8日の自分の自動車事故に関する事件が解決する

まで一時的に Sankar首相が兼務することになろう」と語った。 Chacko氏は内相

｝ の外，歳入及び法律相も担当しており，それは変らないもよう。

' （マハラシュトラチIDマハラシュトラ州内閣1名追加－Ra五kZakaria大蔵省

次官は閣僚に加えられることになったO これでマハラシュトラ州内閣は閣僚数15名

となり，次官数は10名となる。この人数は会議派議会局と Naik州首相との同意に

基ずくものである。

〔経済政策〕

Bhagat計画相は下院で報告し今年度の食糧輸入は昨年度を上姐り，また政府の

国内購入量も昨年度を上廻ろうと述べた。
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2月 14日

〔政治の動き〕

（カシミール〉メノン前国防相・カシミールの所属を主張ー←メノン前国防相は

上院でカシミ－Jレ問題に触れ，要旨次のよう｛／このベた。
「カシミーJレのインド領への加入は法的にも道徳的にも完全で最終的なもので

あり，とり消しえないことである。国連では妥協せずインドの主張を断固主張し

てほしい」

V インド下院は閣僚述の資産を定期的に公開するようにという Karnath氏の決議 ~ 

を88対22で否決したO

〔経済政策〕

u. p州予算案が州議会に提出された。（大蔵相は KamalapatiTripahi氏〕それ
によると歳入は約22億3840万Jレピー，歳出は約23億5430万Jレピーで1億1590万Jレピ

ーの赤字となっている口この赤字をうめるためヲ州政府は滞納税の取立てを早める

こと，脱税をきびしくとりしまる方法をとること等歳入をひきあげるような諸方策

を提案するもょう。

, Manu bhai Shah貿易相は来年度の輸入政策は外貨防衛の観点からヲ圏内で利

用可能な原料，中間生産物の輸入制限を引き続き強化するであろうと述べ，さらに

次の諸点を明らかにした。

1963年の輸入は108億7000万Jレピーで前年度より3億9000万Jレピーの減少であっ

た。これは輸入合理化，輸入代替品，輸入の厳格なチェックなどにより達成され

た。機械，および同部品の輸入は3億Jレピー増加し，全輸入の対を占めた。しか

し食糧の輸入にほぼそれと同量程度減少したO

鉄鋼，化学製品，輸送施設，紙，せんい製品などの生産増加も輸入減少に役立

った。また園内生産の伸びにより原綿の輸入も減少した口しかし石油製品は防衛

その他の需要増により増加した。

なお今後機械類の輸入は複雑なもの，重工業機械など（こ重点がおかれるc

また輸出は1963年は79億1000万Jレピーで前年度より 10億4000万ルピーの増加で

ある。この結果，貿易収支の赤字は1962年の43億9000万Jレビーから1963年にfi_24

億6000万 jレピーに減少した。

〔経済の動き〕

政府公務員の物価手当引上げ発表によってニュー・デリーでは次のような食糧価

格の上昇が起った。（40kg当り， Jレピー〉
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発表前 発表後

麦 24.50 29 

輸入小麦 14.50 14.50 （管理価格〉

米 35 40.75 

Gram 19.50 22.50 

Bajra 17 18.50 

孔1aize 14.25 25.50 

Barley 15 16.50 

Dal Arhar 35 42 

Dal Moong 31 35.50 

〔経済協力〕

アメリカ輸出入銀行インドに5000万ドル借款供与か一一一ニューデリーでの情報に

よれば，アメリカ輸出入銀行は約5000万ドJレの借款をインドに供与することになっ

たもようである。なおこの借款はやや短期的もので，アメリカ政府借款のように30

～40年Jレピー貨で返済という形をとらず15年返済である。

2月 15日

〔政治の動き〕

Asoka Mehta除名－P.S. Pの全国執行委員会は社会主義運動の創立者の 1人

であり，又前 P.S.P議長であったAsokaMehta氏を除名したと発表した。この決

定は全員一致ではなく 15名が賛成， 3名が反対したO 反対した3名の名前は Nath

Pai副議長， FaridAmsari, Genda SinghであるQ

今度の処分は Mehta氏が国連のインド代表に指名され，又計画委員会の副議長

のポストを引受けたことからおこった同党内の論争に終止符をうつものである。な

お2日前 JaswantMehta, M. S. Gurupadawamy, Rohit Daveを含む7名の国会

議員が P.S. Pの S.M. Joshi議長に対し4月に聞かれる予定の全国大会にこの

問題の解決を委託するようにという提案を行ったにもかかわらず、全同大会の前にこ

うした処置をとったものであるO この決定がでてすぐ P.S. Pの指導者や Mehta

氏の支持者は会合をもち今後の活動方針について討議を行った。

P. S. Pがその指導者に対し今度のようなきびしい処分したのは1952年同党創設

以来2度目のことである。 1度は1955年，当時の P.S. P指導者 RamManahan 

Lohia氏が全国委員会から党員権の一時停止を命ぜられたときで，委員会が最終的処

分を決定する前に Lohia氏は1955年6月“社会党”を結成したことがある D この時

つdqJ
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の処分の理由は“党員に対する表現の自由”に関する意見の相違といわれているc

〔経済政策〕

P. S. Lokanathan, National Council of Applied Economic Research所長はイ

ンタービューで銀行固有化に触れ次のようにのベた。

「銀行固有化はそれが銀行の活動を促進するものでない以上経済的に正当なも

のではない。もし銀行嗣有化の要求が国有化によって開発資金を増大させること

が出来るだろうという感じとか又は銀行の活動を妨げている特権の乱用を防ぐこ

とが出来るだろうなどという考えから／！＼てまたとすれば＼ニれは全く同意しかね -

るものであるム」

〔経済の動き〕

Lucknow発： U.P.州政府は小麦粉価格の統制を発表した。また製粉て場は小

麦粉を政府にのみ売却するよう命ぜられた。政府はそれを公正価格販売店を通じて

販売する。

, jaipur発： Rajasthan政府は飢きん救済のために4680万Jレピーを支出し公共

事業などの振興による失業者救済を図っている。

なお同州、｜の被災者数は 280万人に達しているc

［経済協力〕

インド，ブルガリア貿易協定一新らしい 5ヵ年貿易協定がインド・ブjレガ 1）ア

間で調印された。この協定は 1964年1月から有効となるもので， 1964年には往復

9000万ルピーの貿易， 1905年には同 1億5000万Jレピーの貿易をすることになってい

る。なお1963年の貿易量は6170万ソレピーである。

, Chester Bowlesアメリカ大使vt，カJレカッタ市計画委員会を訪問し，カルカ

ッタの開発にアメリカが援助する用意があることを明らかにしたc 司

［対外関係〕

ニューデリーの外交筋はインド政府が今年9月に予定される‘7ド同盟国首脳会

議”の準備のために外相級の会談を提案するとみている。なお非同盟会議はアラブ

連合のカイロで聞かれる見通しが強く，今月末か3月はじめに非同盟26ヵ国の大使

級会談を聞くことになるもようであるO

非同盟国の範囲についてユーゴはその拡大を希望しており，パキスタンを非同盟

会議に参加できるよう考えている。しかしインドはこの考えを受け入れられないと

みているc
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2月 16日

〔政治の動き〕

, P.S. P.全国委員会2日目のきょう社会党（S.P.）との統合について「P.S.P.は

無条件で合併しようという社会党の提案を歌迎する。しかし最終的結論はP.S.P.の

全国大会によって出されるであろう」との結論を採択した。そして社会党との話合

いをつづけるため5人からなる小委員会のメンバーを指名した。 5人のメンバーは

議長として S.M. Joshi C党議長〕，その他 PremBhasin, Sarendra Nath Dwivedi, ’ V. s凶 rKumar, Brij Mohan Toofanの各氏であるo
なお社会党の方は2日前に Lucknowで、聞かれた全国委員会で RamMonohar 

Lohia氏の「無条件合併」の提案をうけいれ， 5人からなる小委員会をすでに構成

しているO （議長は（RajNarain氏）

, P.S.P.全国委員会・英連邦からの脱退を要請一一P.S.P.全国委員会はカシミ

ーJレ問題について，「イギリス政府が国連の安保理事会でカシミーJレ問題に対して

とった反インド的行為はインドが，英連邦に加盟していることを無意味なものにす

る」という見方を明らかIこしたO

2月 17日

〔政治の動き〕

（カシミーJレ）ナンダ内相は下院でカシミ －）レの“聖なるとゲ”盗難事件につい

て触れ，すでに犯人として逮捕した3名の名前を発表した0 3名とは AbdulRahim 

Bandey (Hazaratbal寺院の“聖なるヒゲ”の管理人）， Abdul Rashid (Syed Mohd 

の息子）， Kadir ButtであるO ナン夕、内相は「KadirButfがこれらのうち最も重要

な人物でありパキスタンから来てパキスタンに帰ろうとしていた。この事件には他

~ に6人か又はそれ以上の人間が関与していると思われるO 又 AbdulR出hidカ1‘‘

なるヒゲ、”を寺院にもどした人間である」とのべているO

〔経済の動き〕

Rajasthan州政府は，食糧および砂糖価格の異常な騰貴に直面して，それらの価

格引下げのために，全州にわたって政府直営の公正価格販売店を設置することを決

定した。

［労働〕

All-India Railmen’s Federation によって組織された1万人の鉄道員達が，ーユ

ー・デリーの国会前で，物価手当の即時引上げを要求してデモを行なった。
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〔対外関係〕

セイロン，アラブ連合，ユーゴは1961年ベオグラードに集った26ヶ国に対し 3月

25日コロンボで大使級の会議を聞くよう要請した。

〔経済協力〕

新 P.L. 480協定の動き A. M. Thomas食糧担当国務相は上院で「インド政

府はアメリカ政府に対し，新たに P.L. 480 協定を結ぶよう提案している」とのべ

た。なお現在の P.L. 480協定は1864年6月に期限がきれる。

〔政治の動き〕

Allahabad発： 17日夜 Hataga村付近で二派の村民が衡突し， 5人が死亡， 12人

が負傷した。両派の聞には占くから特定の土地をめぐって争いが続いていたといわ

れる口

〔経済政策〕

クリシュナマチャリ蔵相は CongressParliamentary Party常任委員会で発言し，

5ヵ年計画中にインドの公企業と外国私企業 特にアメリカを中心とする と

の提携を強化することが望ましい発言した。

2月18日

〔経済の動き〕

Thomas食糧担当国務相が下院で明らかにしたところによれば，ニュー・デリー

では最近の小麦価格の高騰に対処するため， 487の公正価格販売店が設置され， 輸

入小麦の販売を行なっているO

〔労働〕

AITUC (All-India Trade Union Congress）傘下の労働者250名は20日に首都の 司

50ヵ所で断食を行なう。

彼等は AITUCの物価引下げ、，賃金手当の増額，食糧取引の固有化，銀行，石

油業の固有化を要求する全国的キャンぺーンの一環を荷うものであるO

2月 19日

〔政治の動き〕

シャリストリ無任所相，周・アユブ会談を注目→一一シャストリ無任所相は下院

で周・アユブ会談について触れ， 「この会談はインドに対する陰謀をたくらんでい

るO インド国民はこの会談を注意深くみまもり，それがひきおこすどんな事態にも
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対処しうるよう強くならなければならないjとのべた。

V シャストリ無任所相は下院でカシミール問題について次のようにのべた。

①安保理事会でのイギリス代表の発言は遺憾である。このことからインドほ英

連邦から脱退すべきであるという要求があるが我々はカッとして行動をすべきで

はない。こうした問題は外交上で、解決すべきであるO

②インド政府はカシミ －）レ問題に関する安保理事会を東パキスタンやカノレカッ

タで宗教紛争がある時期に聞くべきでない，と強く主張したにもかかわらず聞か

れてしまったのは遺憾である。

③アメリカ，イギリス両国も又カシミ －）レ国連安保理事会の開催を好感もって

迎えたのではなく，パキスタンが安保理事会開催を要求するのを思いとどまらせ

ようと努力していたO それにもかかわらず、イギリス代表が反インド的発言したこ

とはインドを憤らせるものである。

V ネJレ一首相は本日， 1月7日以来初めて閣議を主催した。

［経済政策〕

（ピハ－）レ州〉ヒーハーJレ州予算案 (1964～1965）が州議会に提出された。それによ

ると歳入総額は19億7270万ソレピー，歳出総額は19億6760万Jレピーとなっており，新

らしい課税は提案されていない。

' Cマハラシユトラ川｜〉マハラシユトラ州予算案が州議会に提出された。歳入総

額は18億8450万Jレピー，歳出総額は18億7940万Jレピーで510・万Jレピーの黒字となっ

ているO なお S.K. Wankhede州蔵相は物価高をおさえるため売上高税の引下げ

を行う予定であるとのべているO

' C西ベンガJレ州、｜）西ベンガル州予算案が発表されたO 歳入総額は13億5520万Jレ

ピーラ歳出総額は12億9910万Jレピーで， 5610万jレピーの黒字となっている。しかし’ この他に問万Jレピーの赤字があるので，結局2470万Jレピーの赤字となるC
2月 20日

〔政治の動き〕

（ケララ州） P. T. Chackoケララ州政府法律及び歳入相辞職一一一マドラスのカマラ

ジ会議派総裁と会談後ケララ川！？こ帰ってきた P.T. (Chacko法律・歳入相は空港で

Sankar州政府首相に辞表を提出するつもりだと語り，さらにつぎのようにのべたq

①わたしは州政府閣僚を辞任するが，こんどのケララ州総選挙まで，できる限

り Sankar内閣を支持しつづけるつもりである口

②辞職に当って州議会で演説するかどうかはまだきめていないが多分しないと
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思う。わたしが演説すれば又党内に論争を芯きおこすだろうし，それは党のため

にならないからである。

③党の利益のために Sankar内閣が今度の総選挙まで政権をとるよう希望して

いる。

' （カシミーJレ〉下院野党，カシミーJレ政府の交代を要求一一下院の野党メンバ

ーは R.M. Hajarnavis内務担当国務大臣に対し，「パキスタン及び中国の侵略の危

険性があること，又カシミ－Jレの人民の大部分が州政府に反対していること，等か
ら考えてカシミー jレチMに人民を代表する政府を樹立することは中央政府の義務であ

る」としてカシミ－Jレ政府の交代を要求したcこわしtこ対し Hajarnavis国務大臣は
「インド憲法の下では州政府が州議会の支持をうけている以上中央政府はそれに干

渉することはできない。大統領はすでにそうした提案をうけていたが提案はうけい

れられなかった」とのベた。

, Bijnor (U. P州）発： Paella村において，管理価格で、食糧品を販売することを

拒否した商店に対L，憤激した顧客達による掠奪が行なわれたC

〔労働〕

マイソーJレ州Ban伊 loreで52人の工場労働者が3日間のハンガーストライキに入

った。この労働者は AITUCの指導による全インド斗争の一環としてストライキを

実施したもので夫々別の労働組合に属し，価格統制及び賃上げ等を要求している。

又 Mangaloreでも27人の労働者が町の 3ヵ所で同じくストライキに入った。

ボンベイでも AITUCの S.S.Mirajkar議長をはじめとする労働者10名がスト

に入っている。

ケララ州トリヴアンドラムでは約101名の AITUC系労働組合に属する労働者，

組合指導者等がハンガーストライキに入った。

AITUCは11点の要求を局げて全国的反政府キャンペーンを行っているが， 11点

要求の中には①生活必需品価格の25%引下げ、，③賃金の25%引上げ等を含んでいる。

Vニュー・デリーでは300人の労働者が3日間のハンガーストライキに突入した。

この他 Lucknowで50名， Kanpurで110名， Patnaで100名ヲ Agraで56名がハン

ガーストライキに入ったC

〔経済政策〕

食糧生産最低－BaliRam Bhagat計画相は下院で第3次5ヵ年計画の中開発表

について説明，「農業生産・特に食糧生産は1962～63年にかけて天候不順のため大

きく後退した。又1963～64年も天候が悪く，インドは農業の沈滞とそれに供う食糧の
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不足に2年つづきで直面しているO この食糧不足を解消するため政府は最大の努力

をする必要がある」とのベた。 Bhagat計画相の発言要旨は次の通り

①今年は米・砂糖には若干の改善が予想されるが冷害と冬期雨量のため小麦，

穀物，豆類等は大きな被害をうけている。

②こうした農業生産の沈滞を今年中に改善するためには1964～65年の農業開発

計画に対する支出をさらに2億Jレピー増加する必要がある。又農業開発計画の実

行をスピードアップするために各州政府は種々の段階で合同組織委員会を設立す

ることに同意すべきである。

③肥料の供給を増大させるため1964～64年にその輸入に必要な 3億Jレピーの外

資割当が為されるべきである。

2月21日

〔政治の動き〕

（カシミール）シャストリ無任所相はカシミ －｝レの NationalConferenceの議長

の BakshiG. Mohammad氏と政府の交代について話合うため，カシミーJレに到着

した。なおシャストリ氏は Shamsuddin首相とも会談するもよう。

［経済政策〕

1963～64経済白書（economicsurvey for 1963～64）発表一一クりシュナマチャリ

蔵相は上下両院に1963～64年経済白書を発表した。それによると物価上昇は政府の

物価対策にもかかわらず非常に大きくなっている。経済白書の内容要旨は以下の通

りである。

①農業生産の減少及びその結果の食糧供給の不足は1963年の初めから物価に圧

力をかけはじめてきた。

. ②砂糖価格は1963年1月から上りはじめたo米価は1962年10月から1963年3月

までに 3%減少したが1963年4月から10月までに17.5%も上昇した。米価上昇は

西ベンガJレ，マディヤ・プラデシ等米の生産が非常に減少した地域で、特にひどか

ったO 又オリッサ，マハラシユトララアンドラ・プラデシ，マドラス，ケララの

各州でも米価は非常に上った。

③物価上昇は政府が大衆消費財に対する間接税の引上げをおさえ赤字財政を制

限したにもかかわらず、生じたものである。したがって物価の安定のためには生産

を増大させることが第1である。

④工業生産は1963年前半に1962年4月～9月の生産高を8%上廻ったc この上

昇トレンドは今後もつづくと予想される。

ー－ 39 一一 一（ 61 ）一



インド

⑤物価水準の上昇はこの一年間を通して最も重要な問題であった。政府は低所

得層の生活を救済し物価を下げるため③所得税を払っていない人の強制貯蓄制度

適用の除外，⑮年金の増額及び家族年金制度の適用条件の緩和，。綿花流通に閃

する周旋と制限，等々のことを実施してきた。しかし物価安定のためのこうした

初歩的方策は生産性を高めるという条件の中で為されなければならないことがま

すますはっきりしている。

⑥1963年以来新資本投下の増加がにぶ、ってきており，又私企業による新らしい

プロジェクトの開始もおくれてきている口そこで開発銀行が私企業の業務拡張の

ための資金を供給するため設立されねばならない。

⑦国際収支については若干の改善をみせているO 国際収支の条件を良くするこ

とは非常に重要で短期又は中期の支払負債を負うような輸入とりきめは将来の返

済負担を増大させるという意味から無効にされるべきである。

⑧政府の全政策は外資の蓄積を目標としている。又金統制令は金細工師の失業

から生じる伝統的諸問題を解決しやすくするものである D

なお例年のことならば経済白書は予算書につけて発表されたが，経済白書とい

うものは前年の経済発展に関するものである以上，予算が議会に提出される数日

前に発表された方が利益があると考えられ，今年は予算書とは別に，その発表（29

日）の前に提出されたので、あるO （なお細目は動向分折資料参照〉

' (A. P.チ｜、I)Anclhra Pradesh 州予算が州議会に提出された。それによると歳入

総額は13億6000万勺レピーで歳出総額は13億5850万ルピー， 150万Jレピーの黒字とな

っている口なおす［しい税金は提案されていなし、。

2月22日

〔政治の動き〕

（カシミー Jレ〉シャストリ無任所相はカシミーJレ問題について BakshiGhulam 

Mohammad氏と会談の後，「解決の見通しは明るくなった「と語った。これは州政

府の再編成というシャストリ氏の提案がカシミーJレ州政府目脳の同意をえたことか

ら云われたもようである。

カシミーJレ州の与党である NationalConferenceは Bakshi氏と Sadiq氏とが

お互に対立しており， Sadiq氏は問題の解決のためには新らしい政府を必要とする

という立場をとっていたQ この両者はシャストリ氏の要請で会談したもょう。

〔経済政策〕

C. Subramaniam鉄鋼鉱業重工業相は IndianMachine Tools Manufacturers’ 
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Associationの第17回大会で挨拶し「機械工業は資金不足が投資を少なくしている

原因である以上，外国との合弁企業の方向にすすむべきである。政府はこうした計

画のため外国の主要な機械工業に関心をもっているJとのベたc

〔対外関係〕

Garo Hills （アッサム州） Tura発： PTI(Press Trust of India）特派員からの

報道によれば， アッサムの GaroHillsと東パキスタンの Mymensinghの間の約

100マイルに亘る国境で多数の東パキスタンのキリスト教徒がパキスタンからイン

ドに移動してきている口こうした大規模な流入はパキスタン政府による一連の非同

教徒圧迫政策によるものである。多くの避難民は彼らの土地や家がアッサム トリ

プラ，西ベンガJレからパキスタンに避難してきた人々に力づくでとりあげられてし

まったと語っている。 GaroHillsの種族指導者の 1人はパキスタンが国境地帯を回

教徒だけで固めようとしていることは疑いないと語っている。

過去1ヵ月の聞に数千家族， 3万5000人の地主のキリスト教徒が東ノfキスタンか

ら GaroHills fこ流入してきたと推定されている。（DeccanHerald) 

V ソ連・非同盟諸国首脳会議を支持一一ソ連の新聞プラウダは YuriZhukovの

論文を掲げ非同盟会議は平和と平和共存を強めるものだとして非同盟会議を支持し

た。この論文は“auseful initiative，，と題するもので「人類の%を占める非同盟諸

国は戦争を準備する政策がとられないようfこするため重要な役割を果たすだろう。

非同盟諸国の役割をくりかえし強調することは非同盟をインチキで意味のない思想

だという中国に対寸る抗議となるであろう」とのべているc

V インド・ネパーJレ新貿易協定調印←ーインド・ネパーJレ両国は現在の貿易及び

運輸協定（来年10月に終了〉を改正することに同意した口この新協定によれば両国

は現在の貿易量を2倍にL，さらに今後の経済協力関係を深めることがでぎる。

2月 23日

〔政治の動き〕

Jammu発：シヤストリ無任所相は記者会見において， TheNational Conference 

Legislature Partyは2月28日に会議君子開き、 Shamsucldin氏の代わりに新しい指

導者を選出することになったと発表した。

t経済政策〕

Swaran Singh食糧・農業相は州食糧相会議で発言し，食糧穀物の最高価格を定

める時がきたようだと述べた。この会議ではまた， Bhubaneswaτ 会議派大会で決
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定された精米工場の国家管理の問題も検討され，各州はその具体化案を作成するこ

とになった。

2月 24日

〔政治の動き〕

（ナガランド州〉ナガ外！ Mon地方で2月7日インド政府官吏など6名がナガザIHl:

民に殺されたと Lol日hmiMenon外務担当国務相が上院で発表した。

〔経済政策〕

（オリッサ州〉オリッサ州予算案が州議会に提出された。それによると歳入総額

は7億4532万6000；レピー，歳出総額7億8447万7000；レピーで3910万ルピーの赤字財

政となっている。新Lい課税はない。

〔対外関係〕

アメリ力から10億7000万ルビー援助一一インド政府はインド経済の発展に必要な

商品を購入するためアメリカから 2億2500万ドJレ（10億7000万ルピー〉の援助をう

けいれることになったと発表した。 LK. Jha大蔵省経済局長官と ChesterBowles 

駐印アメリカ大使がその協定書に調印している口この援助額はアメリカがインドに

与えたもののうち最高のものである D この援助はインドの第3次計画第3年目のた

めにインド債権国会議でアメリカが約束した4億3500万ドルの一部である。

この援助資金は鉄鋼，非鉄金属，潤滑油，肥料，機械及び部品，サJレファ済，ゴ

ム，タイヤ，コードラカーボン，アルカリソーダ， D.D.T.化学製品等を購入する

ために使われる予定で，各会社はこの範囲内で必要に応じ自由に輸入することがで

きるO これら資金のほぼ80%は私企業の必要にむけられるもようで約6000の会社に

輸入許可証が発行されると見込まれている口

なお援助は A.I. D.を通して為され，その条件は最初10年聞は%%，残り30年

は年2%の40年返済で， 10年据置きのドJレ返済となっている。

アメリカはすでに第3次計画の2年目までに総額4億 6000万ドルの non-project

loansをインドに与えており，これで6億8500万ドル（32億6000万Jレピー〕となる。

第3次計画の 3ヵ年にアメリカがインドに約束した援助総額v:U4億1500万ドJレ（67

億4000万Jレピー〉で，これまで48%が実現されたことになる D

なお Bowles大使は調印式で次のように語ったO 「今年までにアメリカがインド

に与えた援助は.8億8000万ドル（41億 9000万ルピー〉である。うち4億4100万ド

ル（21億Jlノピー〉はドル贈与や借款で、供与され， 4億3900万ドJレ（20億9000万Jレピ
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一〉は小麦360万 tの外，綿花，米，粉ミ Jレク，他の食糧生産物で供与されている。

これらのものは1日平均1万 tの割り合いでインドに着いている」。

2月25日

〔経済の動き〕

Swaran Singh食糧・農業相は下院で，毎月45万トンに達する PL480による小

麦輸入によって，最近の小麦価格の高騰は抑制されてきたと述べた。

2）月 26日

〔政治の動き〕

Pra ja Socialist Partyの AsokaMehta氏の追放および社会党との合併に反対す

るクツレープ35名は会議を開き， 3月または4月に特別会議を招集し，将来の活動方

針を決定することを決めた。この動きは PSPから離れて新しい組織を作ろうとす

るものである。

なお彼等は会議派に対する全野党の統一戦線結成の動きに反対し，会議派内部の

民主社会主義的分子との協力関係の強化を主張している。

f経済政策〕

Manubhai Shah国際貿易相は TheExport-Import Advisory Councilにおい

て，政府は輸入貿易において民間輸入業者の占める比重を今後より一層減少させて

いくつもりであり，政府貿易機関は非常に利援のある商品の輸入を漸次接収してい

くつもりであると述べたO

〔経済の動き〕

Lucknow: U. P.州、！の食糧危機に対処するため，州政府は本日，小麦，メリケン

｝ 粉を配給制とすることを決定した。なお現在ボンベイとカJレカッタから10万トンの

輸入小麦が急送されつつあることも発表された。

2）月 27日

〔政治の動き〕

Acharya J. B. Kripalani （無所属）, Ram Monohar Lohia （社会党）, M. R. Masani 

（スワタントラ党〉の野党3人はニューデリーで聞かれた大衆集会で「政府は中国

に対し強い断固とした政策をとるべきである」とのベ，政府の政策を非難した。

Masani氏は特にカシミーJレ問題に触れ， SheikhAbdullahや他の逮捕者の釈放

及び6ヵ月以内の選挙を要求，首相の変更が事態の解決になるかどうかは疑問であ
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は Bakshi氏と意見が合わず辞職した1957年まで保健相をつとめ，後再び教育

相として入閣D Bakshi氏がカマラジプランのため辞任， Shamsuddin氏がげ

相になった1963年以降は閣外に去っていた。

, Sadiq内閣成立にあたりジャム・カシミーJレを訪問していたシャストリ無任所

相は「カシミーJレは非常にデ、リケートな問題をかかえており統一と団結をもってそ

の解決に当らなければならない。わたしは NationalConferenceが Sadiq氏を指

導者に決めたことを大変喜んでいる」とのベた。

〔経済政策〕

（ケララ州）ケララ州予算案が州議会に提出された。それによると歳入総額は7億

9580万Jレピー，歳出総額は7tl6000万Jレピーで、3580万Jレピ←の黒字となっているO

R. Sankarケララ州首相兼蔵相はこの予算案を発表するにあたり次のようにのベた。

①物価手当については4月1日から公務員及び私立学校教師のうち基本給100

Jレピー以下の所得者には月 3）レピ一手当を与え， 100Jレピーから200；レピーまでの

所得者には月 5Jレピーの手当を出す。物価手当による歳出増は年1000万ルピーで

約25万人が利益をうけるO

②若干の社会保障制度の適用緩和をはかる。老令年金の適用はこれまで70才以

上だったが60才以上とする。又公務員の家族年金はこれまで10年以上勤務したも

のに10年の範囲内で支払っていたがそれを拡大し 1年以上勤務したものにも払

うことにするO

2月29日

〔経済政策〕

予算案議会に提出，強制貯蓄制度廃止一一クリシュナマチャリ蔵相は29日1964/65

年度予算案を議会に提出した。内容は次表の通りであるD 予算案提出にあたり蔵相

は要旨次のような説明をした。

①強制貯蓄制度を廃止しその代りに高額所得者に年金貯蓄制度（Annuity

Deposit Scheme）を採用する。

②タバコ・石けん等のような種類のものに関しては国内消費税を軽減するO

③ジュートの輸出税は廃止する。

④手続きの簡素化及び私企業部門が成長するに必要な刺戟を与えるため一連の

租税構造の変更を実施するO

⑤消費税を再び導入する。
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⑥ equity capitalの形での外国投資は歓迎する。この資本は外国借款の返済負

担を大きくしないからであるO

⑦多くの批判をよんだ SuperProfits Taxは会社の利潤についての特別付加

税（sur句x）；こかえるO Super Pro五tsTax (1963年3月より〉は企業の投資意欲

を失わせたからである。

③税務上の変更はこれらの外①基幹産業の税は 10%割引くこと，②非居住会

社（外国人の会社〉については高率特別付加税を課す，⑨会社による消費支出の

限定等である G

1963, 1964年度インド連邦予算案

歳入費 （万Jレピー）

1963-64 1963-64 1964-65 

予算 修正 予算

関 税 30億1200 32億0000 33億0000

国内消費税 68億7510 70億3470 33億0000

法 人 税 22億2000 27億5000 29億5000

所 得 税 12億0050 11億5710 14億1550

エステート 120 130 130 

財 産 税 9400 1倍、0000 1億0000

支 出 税 100 170 50 

贈 与 税 950 1100 1100 

その他税収 1億9870 2億0460 2億1570

債権収入（DebtServices) 21億7050 22億0460 25億2140

政府収入 6760 8250 8980 

開発計画収入 3億6440 3億3170 3億1990

運輸通信 7460 7200 6800 

金融・造幣 7{13680 5億7370 5億3730

そ の 他 2億4930 1億7480 1億7290

調 整 2億7660 2億9110 3億1080

経常外収入 8億1000 9億4600 14億3310

ム口、 183億6180 191億3680 209億5120
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版 出

税務費用

債権費

行政費

開発計画費

運輸通信費

金融・造幣費

その他（年金等〉

地方交付金

消費税地方交付金

1963-64 

予算

2倍、3830

28｛道：0240

8億8280

17｛；主8300

9790 

1億7240

10億0980

21{1：、7550

12億8070

1963-64 

修正

2億3670

28億2060

8億0450

16億9950

8700 

1億6760

9億1990

23億5700

13億5990

1964-65 

予算

2億5340

31億8410

8億1840

19億0190

1億0180

1億7330

9億8510

28億9080

14億0980

その他支出 3420 3460 4130 

経常外支出 8億6190 8億4060 14億7500

国防費 70億8500 69億2550 71億7800

合計 185億2400 182億5340 204億1310

収支ー 1億6220 + 8億8340 + 5億3810

V クりシュナマチャリ発表の予算案は会議派党員より歓迎されラインド財界も歓

迎しているG 今年度の予算案は去年3月前 Desai蔵相のきびしい政策をとりやめ

独自の現実的な政策をとっていることが歓迎される理由であ1るO
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付録，インド日誌（1964.3月～ 6月）

1 9 6 4年 3月 1日

V強制預金廃止と外資優遇一一大蔵省スポークスマンは，非公式記者会見で新予

算案に関連した若干の補足説明を行なった。

l. 強制預金計画は廃止されたが，所得税納税者は，今月末までは従来通り頂’ 金を行なわなければならない。これはたれば付課金を徴され，かつ5年の期間
満了後に払戻しを受ける権利を一部剥奪される。

2. 新予算案の根本的な目的は，民間貯蓄を奨励して産業成長率を高め，同時

に外資に対する障害を除いてその導入を促進することである。基幹産業や石油，

電気機械フ石油化学などの成長産業に外資増大の可能性がある。新予算案では，

まず，外国会社のインド会社に対する投資の利潤配当への課税乞現行の25～50

%から一率25%へ引下げ， また技術提供の手数料に対する課税を，現行の63%か

らRoyalty並みの50%に引下げた。さらに，外国会社がインド会社から受取る利

潤配当に付加所得税を免除する。

3月2日

V鉄鋼製品の統制解除一一C.Subramaniam鉄鋼・鉱業・重工業相は，下院で供

給不足の平板鋼と銑鉄を除く一切の鉄鋼製品の統制を解除する旨発表した。これは

鉄鋼自由化に関する Raj委員会の勧告に基くものである。これに伴い政府は主要生

産者代表からなる JointPlant Committeeを設置し，これに生産調整などの機能を

移譲した。引続き政府の統制下におかれる品目は， bottomplates, billets and tin 

『 bars plates, sheets and wide strip, skelp, tin plates, hoopsラpigiron, ingot mould 

で，全インドの鉄鋼生産の対余となる。なお，同時に同相は，鉄鋼の輸入・国産両

価格の差を調節するための鉄鋼価格平衡基金 SteelEqualisation Fundの廃止を発

表した。これは国産鉄鋼の割安が最近消滅したためとされている。

' 6項目の食料価格対策一一－SwaranSingh食料・農業相は下院で激しい食料政

策批判に応え，政府の考慮している 6項目の食料価格安定計画を明らかにした。こ

れは食用穀物の最高価格の設定，割に合う生産者価格の検討，卸売商業に対する規

制の強化，精米所の政府による接収，米の調達量の増加（昨年の2倍）， 隠匿や不

正行為を抑制するための金融引締めの諸措置を内容としたものである。なお，同相
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は輸入小麦放出増加の影響もあって最近1週間小麦価格の軟化が認められると報告

した。

3月5日

Vニューデリーに再び電力危機 昨年4600万ルビーの罰則で日本の企業により

建設された出力 3万6000KWのC発電所のタービンが，ベアリングに持続的な振動

を生じたので、運転を停止された。潅瓶・電力省の発表によればこの発電所には 1年

間の保証が付されており， 2,3週間以内に日本人技師により修理されることになろ

ぅ。 C発電所は建設以来御難続きで， 3ヵ月の試動期間にもl蛸勝ちで，引渡しが .4 
1ヵ月近く遅れた。昨年10月ネル一首相の手で開所されて以来ラこの発電所はフル

能力で、動いたことがなく，出力2万6000KW程度に止まっている。

3月78

Vナンダ内相，貧困根絶を強調一一ナンダ内相は，インド商工会議所連合会第37

回年次総会の開会に当たれ当面の経済危機を乗り切るために「犠牲と自制の精神を

復活させねばならぬ」と財界の協力を強く要請した。内相によれば，民主主義の直面

する最大の問題は，民衆の貧困をいかにして根絶するかということである。貧困の

苦しみを和らげるためには経済発展の過程を修正し，富の偏在を是正することが必

要であるが，民衆の窮境を打開しなければ，大規模な社会不安が起るかもしれない。

V商工業会議所会長，経済政策を批判一一インド商工会議所連合会BharatRam 

会長は，この年次総会で政府の経済政策に批判を加え，次のようにのベた。

資源が貧困だという考えが政府部内で支配的になっているため電力や石炭のよう

な基礎投資を断固推進しえず，経済発展を制約している。 Bhubaneshwar決議に伴

う固有化要求は個人の努力を妨げるものであり，逆行的なものである。経済的困難

の根本にある農業生産問題は現在みられるような政府機関の過多によって解決でき

るものでなく，各機関の活動の調整・協調が必要で、ある。予算政策は成長を促進す

る税制といわれているが，その脱税防止措置は・正直な納税者を混乱に陥れるもので

あろう。

なお，会長はこの演説で，国際商業会議所の第20副総会が明年2月にニューデリ

ーで開かれ， 50以上の諸国から1000名以上が参加して「助け合いによる世界の進歩

World progress through partnership」をテーマとして討論する予定である旨発表

した。

3月8日
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V商工会議所総会決議，経済政策の変更を要請 インド商工会議所連合会年次

総会は， 2日間の論議を終えて，貯蓄と投資を促進するため直ちに財政政策を修正

するよう政府に要望する決議文を満場一致で採択した。とくに高税率と高物価は政

府支出が縮減されない限り望みえないことが強調されている。同時に決議は，銀行

の固有化と協同組合の無秩序な拡大に強い懸念、を表明した。会議における論議を通

じて，財界が政治経済の運営により積極的な役割を果す必要が方説され，英国，西

ドイツ，日本などの例を引いて，自由を民間活動の上に発展する経済を確立しよう

とする意向が強く表明されたといわれる。

3月 11日

v準備銀行，投機防止のため金融引締め一一インド準備銀行は供給不足物資の隠

退蔵のための銀行信用の利用を防ぐため，次のような金融引締め措置を本日の営業

終了時より実施する旨発表した。

1. 準備銀行よりの借入れ枠を，銀行の法定準備の150%より100%へ引下げ。

2. 適用金利を総枠の%までは4.5%，残り%には 6%と引上げ。

3. 借入れ枠をこえる部分には，貸出審査を厳格化し， 金利を 6%から6.5%

へ引上げ。

今回の諸措置は昨年10月の緩和政策を修正したものであるが，新政策の発表に当

たり準備銀行は市中銀行に対し，生産および輸出のための金融を確保するとともに，

不足物資の隠退蔵への信用の利用を避けること， 9月16日より適用される流動比率

引上げに対応して預金の増加を図るため，預金金利の引上げを含むあらゆる方法を

検討することなどを強く要望した。なお，準備銀行の貸出残高は3月6日現在10億

7000万ルピー。

V準備銀行の引締め政策は金融界に深刻な波紋をもたらしている。ここ数週間来，

コールレートは 6%の高率にあり，しかも取り子の需要が満足されていない。今日

の措置で，レートはさらに0.5%引き上げられそうである。市中銀行の手元もかなり

苦しい。 2月後半，要求払預金は 1億9600万ノレピー増加して， 104億2000万ノレピーと

なる一方，定期預金は3億2600万ノレピー減少して， 124億900万ノレピーとなった。他

方，貸出は引続き増加し， 2億6300万ノレピー増の175億8700万／レピーに達している。

3月 13日

V物価騰貴反対のデ、モ一一ニューデリーの目抜き通りで社会党の組織した物価騰

貴反対のデモが行なわれ， 「衣食をよこせ，物価を押えよ」と書いた旗を掲げた人

ヴ
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々の行列が2マイノレも続いた。デモは国会議事堂の正而で集会となり，この集会で

指導者 RamManohar Lohia博士が食料価格， 賃銀， 生活費上昇などに関する政

策を明らかにするよう政府に要求するとともに，毎年3月13日にこうしたデモを行

なうと演説した。

Vニューデリーの発電所修理一一ニューデリー市のC発電所の故障を調査してい

た日本人技師は，デリー電気当局に対し，問題のタービン内部の振動がタービンと

ジェネレーターとの接続に変化を生じたためと報告した。この変化がなぜ生じたか

についてはさらに調査中であるが，それが判明次第，修理作業が行なわれる予定。

3月 15日

Vフランス・インド経済協力協定調印一一フランス使節団（団長 JeanWahl経

済省商業政策局長）とインド政府とはニューデリーで両国の経済協力協定に調印し

たが，この協定によりインド商品のフランスへの輸入に対する制限の緩和だけでな

くより広範囲の経済協力が促進されるものと期待される。 Wahl氏の記者会見での

説明によると，じゅうたん，カシミーノレ織，真ちゅう，および銅線，ぬい針などの

インド商品の輸入割当は廃止され，綿糸，黄麻糸の輸入割当は援和されることとな

ろう。また，インドからの鉄鉱石供給の増加と引き換えにフランスは鋼板の輸出を

増加させよう。フランスによる産業上の協力という点では，差当たり化学，繊維，

製塩，肥料，冶金などの部門が考えられる。産業上の協力は，現在相当進行している

二重課税防止協定の成立により一層強化されよう。このほか EECの対インド関税

問題，国連貿易開発会議における一次産品問題などについても意見の交換が行なわ

れたが，さらに，フランス代表とインド計画委員会との会合において，経済計画策

定に関する協力につき話し合われた。

3月 16日

v債権国会議に non-project援助と条件緩和を要請一一インド政府は明日パリで

会合する債権国会議（AidClub）の予備会議に対し，第3次計画の最終年の援助に

つき26億5000万ノレピーの non-project援助を要請するとともに， 新借款の条件緩和

を要望していると伝えられる。前者は， 1964～65年の援助要請総額の52億5000万ノレ

ピーとは別のもので，これに確約がえられるかどうかが，インドの1964年10月～65,

年3月間の輸入政策の策定を左右するものとなる。貸付条件の緩和は債務償還の負

担増加（本年1億8900万ドノレ， 1964～65年2億4800万ドル， 65～66年3億1800万ド

ノレ，第4次計画の最初の2年3億5500万ドルで‘ピークと推計〉と関連するもので，
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元本返済開始を1970年以降にずらすこと，返済期間をのばすこと，金利を引下げる

ことの3点を内容とするといわれる。

V関税制度調査15人委員会設置一一一政府は関税体系に関し包括的な検討を行な

い，その改善につき勧告させるため， 15人委員会を設置し， 1年以内に報告を提出

するよう指示した。委員会は貿易省次官を長とし，大蔵省，鉄鋼・鉱業・重工業省，

技術開発局，工業・貿易団体の各代表により構成される。

主要問題点は生産・貿易の構成変化に照らし，現行関税体系を再検討すること，

ブラッセル関税表の採否を検討すること，最近の経済発展にかんがみ，関税の追加

設定の要否，機械関係品目の再分類の必要性を研究することなどである。ただ、し，

個々の税率ないし関税水準の高さに関する諸問題は検討の範囲から除かれている。

3月 17日

’英国の対インド借款3協定調印 英国のインドに対する総額1250万ポンド

(1億6700万ノレピー〉にのぼる次の3借款協定がニューデリーで調印された。これ

で第3次計画の本年度分に対する英国の援助公約額3000万ポンドが全部実現された

ことになる。

1. 英国から資本財買付のための500万ポンド借款。沿岸船， l凌諜船， Nahor・
katiya肥料工場， Singareni炭坑， Durgapur・の特殊合金鋼工場， インド銅会社

およびインド石油会社などの諸計画のために使用。

2. 英国からの一般輸入に関連する国際収支の決済のための500万ポンド借款。
3. Bhopal重電機工場の設備買付のための250万ポンド借款。

3月20日

V国民所得 5%増加へ一一一1964年初頭の経済情勢分析に基く公式見解によれば，

国民所得の増加率は第3次計画前半の年約3%に対して，今後5年間に年5%に上

昇すると期待されている。工業生産も過去3年間の平均7%に対して11%増大する

であろう。主な理由は，まず第2次計画以来の新設生産力が次第にその効果を発揮

するとみられること，さらに煩雑な規制の緩和や行政処理の迅速化などの企業活動

への刺激が期待されること，第3には，こうした生産増加がこれまでの悪循環を断

ち切仏国産工業原料の生産増大や輸出増加，ないしは，それによる輸入資材の供

給増加を可能ならしめることなどに求められている。

これに伴い， 1967～68年の各種生産予想、も当初の線より引上げられている。例え

ば，銑鉄180万トン（当初目標以下同じ， 130万トン），合金鋼13万5000トン（7万
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5000トン〉，アノレミニウム12万3000トン（7万3000トン），セメント1800万トン(1700

万トン），窒素肥料101万3000トン（82万トン），などがこれであるo

v食料輸入増加， 1963～64年 1963～64年度の食料・農業省食料需給報告によ

れば， 1963年の中央政府穀物在庫放出量は約492万トン（内訳，小麦380万トンラ米

112万トン）で， 1962年の431万トンを上回った。これら穀物の大半は全国の食料不

足地域における公正価格店を通じて，貧民階級に供給された。 1963年末には6万以

上の公正価格店が存在している。

1963年の食用穀物輸入は456万トン，約18億3600万ノレピーで，1962年の364万トン，

14億1100万ノレピーを上円ったレ 63年の輸入分のうち407万トンが小麦， 48万トンが

米であった。輸入小麦のうち390万トンは P.し480協定で米国から，約2万トンは

コロンボ計画でカナダから， 16万トンは商業ベースでオーストラリアから供給され

た。輸入米は30万トンがP.L.480協定で米国から， 17万トンがピノレマから， 1万ト

ンが南ベトナムから供給された。

3月21日

, Rourkelaに暴動発生， 軍隊介入で、秩序回復一一（Bhu banes war発） 19日夜から

20日早朝にかけて， OrissaのRourkela,Jharsuguda, Brajrajnagarなどの各地で宗

派的暴動が発生，各所で放火，略奪が行なわれ，多数の死傷者を出した。政府は警

官隊の動員のほか，憲兵隊の投入などにより事態の鎮圧を図ったが， 20日夜軍隊の

出動が要請され，治安が軍隊により掌握されるにおよび21日午後には秩序は概ね回

復した模様。 BirenMitra州首相は， 21日記者団に対し，鉄鋼工場の作業に何ら停

滞はなかったと語った。暴動は難民をカノレカッタから Manaキャンプに輸送する特

別列車が Rourkelaその他を通過する際に発生したものであるが， 21日空路当地に

到着した AsokaSen氏は，傷ましいパキスタンからの難民がこうした問題をつく

りだしたが，われわれはパキスタンと異り断固かつ厳格に事態に対処しており，少

数者にも十分な保護が与えられ，犯罪者は厳重に罰せられると言明した。

3月23日

' 9つの小麦地帯設定さる一一SwaranSingh食料・農業相は，下院で、国内産小

麦価格の管理統制のため国内に9つの小麦地帯を設定するという政府の決定を発表

した。同相によればこれは主要小麦消費地帯における小麦の供給を確保し輸入小麦

を不足地域に集中，配給するために必要となった。各地帯聞の小麦および、小麦製品

の移出入は，中央政府の同意を得て州政府がこれを許可したとき以外は禁止される。
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許可は通常民間業者には与えられず，地帯間取引きは，中央ないし州により行なわ

れることとなろう。小麦地帯は即時設定されるが，その内訳は次の通り。

(1) Punjab, Delhi, Himachal Pradesh, (2) Uttar Pradesh, (3) Rajasthan, (4) 

孔1adhyaPradesh, (5) Bihar, (6) Maharashtra, (7) Gujarat, (8) Andhra Pradesh, 

Madras, Mysore, Kerala, Pondicherryの南部諸州，（9）その他－WestBengal, 

Orissa, Assam, Nagaland, Tripura, Manipur。

なお Punjab地帯から Jammuおよび Kashmirへの移出， Maharashtra地帯

からゴアへの移出は認められる。

Swarran Singh食料・農業相は，州政府に対しこの地帯別制度の実施と什｜間の密

輸取引防止とに必要な措置を講ずるよう要請したとのべた。

V第4次計画の穀物生産目標1億2000万トンか一一作業グループOの最終的な結論

は未定であるが，第4次計画における食用穀物生産目標を 1億2000万トンへ引上げ

る案が計画委員会部内の考え方を代表するものと報ぜられている。現計画中の農業

計画遂行実績からみて，この1970～71年 1億2000万トン目標は楽観的過ぎ， 1億1500

万トン程度が妥当かもしれない。第3次計画の修正目標9000万トンが達成されたと

して，その上で以降年間500万トンずつ増産されたとすると1970～71年の生産は 1

億1500万トンとなるからである。もっとも 1億1500万トンが第4次計画の目標とさ

れれば， 消費予想、が 1億2000万トンとされるから， その差500万トンを輸入で補わ

ねばならない。

3月 26日

Vネlレ一首相，宗派融和で放送 ネノレ一首相は全国放送を通じ全国民に対し，

各種の宗教クワレープの聞における友好と調和の空気をつくりだすように訴えた。

首相は，この放送のはじめに，最近東ノミキスタンやインド内部で多数の死者を出

している宗派紛争（Communaltrouble）をインドの当面する「何よりも重要な問題

とし，これを完全に除かなければきわめて重大な結果を生むであろうとのべた。パ

キスタンは憎悪と不寛容を基礎として形成されたが，相互に憎しみと蛮行で対抗す

ることは，人間のなすべきことではなく，インドとその国民の名を汚すものである。

宗派聞の調和はインド古来の伝統であり，すべてのインド人は，宗教のいかんに拘

らず兄弟でなければならない。

さらに，首相はパキスタンのアユブ・カーン大統領との最近における書簡交換に

宗派紛争解決のため，両国間で近く内相会議を聞く運びとなったことを明らかにし

た。
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Vダンゲ書簡問題でインド共産党の分裂表面化－M.Basavapunniahおよび

P. Ramamurti両氏（左派〉は， ダンゲ書簡問題に関する過般の主張に対する確信

を公然と表明し，これによりくすぶり続けてきた共産党の内部の分裂がついに表面

化するに至った。両氏は全国委員会のメンパーに対し， S.A. Dange現議長が1924

年に英政府当局に対し忠誠を申し出で，その書簡がインド公文保存所に保存されて

おり，検討の結果これが100%真実であると確信される旨を表明した。内務省は先

週来この書簡の公開を停止したといわれる。

両氏によれば，中央書記局がダンゲ書簡の存在を否定したことは，公文保存所や

研究者に対する挑戦である。 1924年に監獄から書かれた3通の書簡は，①ボンベイ

監獄からプーナ監獄への転獄を要請したもの，③有罪判決を受けた罪を再び犯さな

いことを保証して釈放を求めたもの，③釈放されれば当時の英政府の指示に従い協

力すると提a案したものである。さらに，両氏はダンゲ議長がこれらの事実に対し党

からの信頼を悪用しただ、けで、なく，故意に書記局を誤らしめ，国民の党に対する信

頼を傷つけたと非難してU、る。

3月29日

曹国営重電機工場，無期限閉鎖一一（Bhopal発）政府所有重電機工場の経営者は，

本日夜，従業員の不服従と暴力行使のおそれのため，工場を無期限に閉鎖した。声

明によれば， 3月18日よりインド防衛令違反の集会，行進，スローガン呼唱など反

国家的行為が工場内で始まり， 24日には従業員が支配人室を取り巻いて，給食や物

価手当の支給が遅延すれば工場財産を破壊すると脅迫するに至った。こうして閉鎖

時には工場は実質的に航癒状態に陥っていた。

工場保全に関する経営者の MadhyaPradesh政府への要請に伴v＇， 午後9時ま

でに，同工場従業員組合 Bhaumick組合長，Siddique書記長はじめ組合員ら39名が

逮捕されている。

vソ連，対インド経済援助議定書調印一一（モスクワ発〕タス通信によれば， 2つ

の新工場の建設に関するソ連の対インド援助につき， 28日当地で関係議定書の調印

が行なわれた。その一つは貨車製造用鋼板生産工場（能力年1万トン〉の建設であ

り，他は年産1万6000トンのコンプレッサーおよびポンプの製造工場の建設である。

3月30日

v州、｜首相会談，治安対策強化を決議一一ナンダ内相の招集した MadhyaPradesh, 

West Bengal, Bihar, Orissa各州の州首相会議は，最近の宗派紛争や労働争議につ
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き検討し，各種の治安対策強化措置を決定した。その主要なものとしては，労働組

合法を改正して Jamshedpurや Rourkelaなど大工場の労働者は， 自工場の組織以

外の組合に関係しえないようにすること，中央政府のもとに産業防衛隊を設置する

こと，情報活動を強化し，通信を改善すること，誇大報道を取締ること，東ノξキス

タンからの避難民の定住，生活確保をモンスーンまでに図ること，などの諸点が挙

tfらtしてし、る。

3月31日

- vアブドウラ釈放かー (Jammu発） Kashrτ 

で、 SheikhAbdullahの釈放を非公式に決定した旨発表した。釈放の日時は未定。

同首相はその席上， Abdullah氏の釈放を要請した議員30名の覚書を受取った旨明

らかにLfこO

V防衛関係および、中小産業の輸入自由化一一商業・貿易省では1964年4月～65年

3月の輸入政策を発表したが，新政策では，指定輸入業者への為替割当が従来同様

とされたほか，中小企業および、防衛関連産業に対してノ為替割当増加の方針が示され

ている。他方，外国からのノン・プロジェクト援助の増加を映じて，操業維持のた

めの原材料資材の輸入枠が広げられるとともに，必要度の低い品目ないし国内生産

が拡大された品目については割当の削減が行なわれることとなった。

品目別にみて割当の削減されるものには編針，メリヤス機および刺縮機，歯科外

科機械装置，炭素ブラシなどが，また輸入増加の認められたものには薬品，化学製

品，同種療法薬斉iJ，外科器械装置，兵器・弾薬，軍需品などがあり，さらに自動車

部品は削減されるものと輸入増を認められるものとの両方に含まれている。なお，

輸入許可申請は今まで通り年間ベースで行なわれ，許可はそのMだけを当該年間の

前半に使用で、きるという条件が付される。残部は後半に使用されるが，事情により

修正されることがある。

196 4年 4月 l日

V生命保険公社，一般保険業務を開始一一生命保険公社 LifeInsurance Corp. 

は，従来の生命保険業務のほか，一般保険業務を開始した。その内容は，火災，海

上，その他で，その他には自動車保険，傷害保険から，信用保証や利潤保険に至る

までのあらゆる分野が含まれている。

4月2日
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v穀物の州営取り｜ (Jaipur発） Rajasthan州政府は食用穀物ディーラーの釘j小

売業務停止という事態に対処するため，直ちに食用穀物の州営取引を開始する日決

定したと伝えられる。政府はディーラーの挑戦に対抗して，どの州政府でもみられ

なかった規模で穀物の売買を行おうとしているようである。必要な措置は閣議決定

の上，州議会で発表されよう。

4月3日

’食用穀物業者に普百 一デリー食料配給理事会は51穀物ディーラーに対し，；t

月4日付食用穀物取引免許令違反の警告を発出した。食料配給局の P.R. Mahajan 

局長によれば＼デ fーラーは価格の表示や在庫の申告を君、り，公認されない倉庫を

保有しているといわれる。穀物ディーラー協会の代表は， Mahajan局長に会見し，

免許規則に関し協会が！fl央政府に提出した反対意見に回答あるまで，上記警告書の

発出を延期するよう要請した。

4月6日

Vネノレー首相， 対中国交渉にコロンボ提案を確認—D. R. Chavan国防相代理

は下院に対し、中凶が現在国境に1962年当時以上の兵力集結を行なっている旨報告

したが，この点に関する議員の質問に答え，ネノレ一首相は，コロンボ提案を基礎と

する以外には中l玉！と交渉を行なう余地はないこと，中国の不法占拠に対するインド

領の回復に全力をあげていること，インド防衛力は強化されていること，などの諸

点を明らかにした。

v米国，インド 6社に借款一一ニューデリーの米国大使館情報USISによれば，

米国政府はインド 6社に総額1800万ルピーの借款供与を決定した。これらはすべて

米国の参加する企業で，電機，冷凍・冷却機，硫黄製品，鋼管，魚類加工などの業

種に属している。

4月7日

Vインド・パキスタン内相会談開催（4月11日終了）一一インド・パキスタン内

相会談（インド GulzarilalNanda，パキスタン KhanHabibullah Khan）はニュー

デリーで友好的な雰囲気で開始され，両相は宗派的憎悪と暴力行為の根絶につき原

則的に同意した。もっとも，両国の具体的な立場にはかなりの聞きがあり前途は楽

観しえないとみられている。

4月8日
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Vアブドウラ釈放一一(Jammu発） Sheikh Abdullah前Kashmir首相ほか13名の

政治犯は，検事総長の提訴取下げ申請に伴う特別判事M.K. Tickoo氏の命令に基

き， 5年5ヵ月の収監ののち釈放された。特別監獄から DakBungalowまでの沿

道には10万の群衆が Abdullah氏を歓迎した。

Abdullah氏は差当りネノレ一首相の招請を受諾してニューデリーに赴くこととな

ろう。

f Rajasthan 州政府，穀物取引開始一一一(Jaipur発） Nathu Ram Mirdha州食料農業

相は議会で穀物ディーラ｝の業務停止に伴う政府の穀物取引開始に関し報告した。

州政府の取引は小麦，大麦， jowar,bajra, makkaなどの買付から始められる。発

表に当り，同相はディーラーにこれ以k譲歩しないとの強硬な態度を表明した。

4月 10日

v穀物取引免許令は改正せず一一食料・農業省は，食用穀物ディーラー協会に対

し，食用穀物取引免許令に大きな修正を加える意向はない旨表明したと伝えられる。

食用穀物取引免許令は，食料価格の安定を図るため中央政府の勧告によりこれま

で10州により実施されている。業者との間で問題となっているのは，業者に四半期

営業報告の提出を求め不当利得の抑止を狙った規定である。ディーラーの保証金納

入規定についてはラ供託証券の額なし、し種類について，州政府は適当な改正を勧告

されている。

4月 11日

V共産党，内紛表面化 共産党左派および中間派の：32名の委員は全国委員会で，

Dan伊書簡が議題として採択されなかったことラ；Dange議長がこの問題の討議に

際し議長席を退かなかったことを不満として退場した。退場後， .T）γotiBasu氏は退

場委員を代表して， 「われわれが共産党で、あり， Dar.ge一派を共産党とは認めな

しづと声明した。

4月 12日

v穀物ディーラー， 4月15日にスト表明 食用穀物ディーラーはニューデリー

で大会を開催しヲ中央政府が食用穀物取引免許令の実施を延期し交渉に入ることを

要請，これが容れられないときには， 4月15日に全国的なストライキを決行すると

決議した。

A. M. Thomas閣外食料相はこの大会に出席しラ食料価格の騰貴（この 1年間で

食用穀物17%，小麦36%，米8%）に照らし何らかの現則は不可避であるが，規制
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の範囲については政府はつねに討議する用意があり，論議を尽さずにストライキに

入ることは遺憾である，と発言した。

4月 13日

Vネル一首相，中国問題・カシミール問題・米国巡洋艦問題につき言明一一ネノレ

ー首相は下院で，中国から適当なアプローチがあればインドはラダク地区からの中

国監視所撤去を基礎として交i歩に入る用意があり，さきにその旨セイロン首相ノくン

ダラナイケ夫人に通告したが，現在までのところ中国から何らのアプローチはなし、

と言明した0 ． 
同時に，首相はカシミール問題について， SheikhAb【Iullahの演説は不幸なこ

とであるとし，カシミーノレ問題は西側諸国がパキスタンを支持することさえなけれ

ば，はるか以前に解決されていた筈だとのべた。また，米国第7艦隊のインド洋派

遣を遺憾としつつも，インド領海に近接していないため抗議を行う問題ではないと

言明した。

なお，首相はこの演説のなかで，東パキスタンからの避難民の授産更生のため，

特別の省を新設する意向であることを明らかにした。

e v米国実業家団，訪印一一米国商務省F・ローズベノレト Jr.次官およびJ.R. Ga-

1loway団長ら40名の米国実業家チームが， Indian Investment Centreの招待で，

インドに対する米国の民間投資促進のためニューデリーに到着した。 1行は約1週

間の予定でクリシュナマチャリ蔵相はじめインド政財界の首脳と会談する予定。

ローズベルト次官は記者会見で，インドの開発には政府間援助をはるかに超える

資金が必要であり，海外からの民間資本の投資，経営参加，技術提供などが活用さ

れるべき領域が広範に存在する。インド政府の現実的な態度によりインドの投資環

境はこの10年間改注されていると語った。 また， Galloway団長は米国資本の求め

る利潤についての質問に答え，収益率は投資決定の1要因にすぎない，インドの提

供する市場の巨大さは非常に重要である，とのベた。

4月 14日

V更生相に Tyagi下院議員一一大統領府のコミュニケによれば，東ノξキスタン避

難民の定住化のため授産更生省が新設され， 閣内相として授産更生相に Mahavir

Tyagi下院議員が任命された。宣誓式は16日に行われる。

V穀物デ、ィーラーのスト中止へ一一一全インド食用穀物ディーラー協会連合会の委

員会は，全国のデ、ィーラーに対し，業務停止を行なわないよう勧告した。これは取
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引免許令に関する政府との交渉を継続， 促進するためとされている。同連合会M.

H. Hasham Premji会長によれば，協会代表と政府との交渉を円滑にするため，デ

ィーラーは新免許令に基き免許を取得するよう勧告されているといわれる。

4月 15日

V共産党，左派32名の権利停止一一共産党全国委員会は，反党的活動を理由とし

て左派および中間派の32名の指導的幹部の党員権停止を決定した。この32名のなか

には， E.M. S. Namboodiripad, Jyoti Basu, A. K. Gopalan, P. Sundarayya, Ba-’ 吋 U叫， R…山， PromodeD日 p川町ikrishnaKonarの各氏が含

まれている。全国委員会はこの決定で， 32名の幹部に分裂活動の中止を求め，引続

きそれを継続する場合には最高の懲罰（除名〉を課さざるをえないとのべている。

これに対し，左派幹部はもちろん中間派の Namboodiripad氏らも正統派に復帰す

ることはあるまい。全国委員会の決定は州における深刻な党内主導権争いの口火と

なるもので， とくに左派中間派が多数をしめる WestBengalでは正統派が別組織

をつくらざるをえないことになろう。下院議員団では現団長の Gopalan氏ら 4名

が党員権停止組に入っていることでもあり，院内での共産党勢力の低下は免れまい。

なお，全国委員会はこの決定のほか， 来る 9月に Maharashtraで第7同党大会

を開催すること，世界共産党大会早期開催についてのソ連提案を支持することの2

点を決定した。

4月 16日

V独占委員会設置一一クリシュナマチャリ蔵相は，調査委員会法 Commissionof 

Enquiry Act of 1952に基き，私的経済力集中の範囲と影響を調査，し公共の利益

を擁護する方法を考慮するため，独占委員会を設置した旨下院に通告した。委員長

は K.C. Das Gupta最高裁判事で，委員にはG.R. Rajagopaul法務省特別審議官

ら4名，事務局長には V.Satyamuri大蔵省会社法局長代理が任命された3 委員会

は1965年10月31日に報告書を提出する予定。

v外国援助利用の迅速化一一外国援助利用の迅速化の方法に関し昨年設置された

Rao委員会の勧告に関し，政府は概ねこれを受容れる旨を発表，クリシュナマチャ

リ蔵相は必要な国内手続の変更を下院に提案した。その主要内容は次の通り。

1. 事業計画に関する準備作業について，地質・気象・土壌・水利に関する研

究をより重視すること，計画遂行の難易に関する報告の出る以前に外国援助受入

れの方針を決定しないこと，事業計画は実描の初期の段階では軽々に変更しない
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c,- y。

2. 金融および、輸入許TtJについて，正確な事業の進捗と詳細な日程表に基く進

捗状況の評価が必要であること，一一定金額内での標準的工場の輸入を許可する範

囲を新産業に拡大すること。

3. 国内調達11J能品目の輸入排除につし、て，技術開発局長官は国内調達可能川1

日去を掌握しヲその生産可能状況に関する情報を供給すること，機械製造工業に

は原材料および古lぱ1輸入につき優先的配慮を与えること，諸外国における類似機

械設備の価格に関する統ill-l整備すること。

4月 17日

v米国実業家団へ重工業計凶1参加を提案一一一訪印中の米国実業家団は，本日工業，

貿易各省幹部と会談したが，政府代表は米国資本の参加に関して電工業3計画を提

示したと伝えられる。 この 3計聞は年間能力100万KWの熱タービンおよび発電機

を生産する重電機仁場の新設，Bhopal重電機工場における鋳鉄所（コスト 2億5000

万ルピー〉の明設，能力4万2000トンの圧延綱板工場（コスト 1億ルピー〉の政府

部門における設立である。このほか，第4次計画jにおける石油化学部門での主要計

画（ポリエチレンタポリビニーノレ・クロライド，人造ゴムラナイロン，ポリスチレ

ン関係）についても討議が行われた。

4月20日

, Asoka Mehta氏ら会議派に加入か Praja社会党は5月23～24日Lucknow

で社会主義労働者大会を開催する予定であるが，その準備委員会は，会議派カマラ

ジ議長の社会主義勢力統一に関する動きを歓迎する決議を発表した。この決議は，

宗派紛争や経済危機の激化により国家の基本的目標の達成が危うくされている折か

ら，新しい政治的再編成が必要となっていることを指摘して，会議派を含む若干の

政治勢力内に社会主義者統合の必要を感ずる向があることを歓迎， 「この方向にお

ける会議派議長の努力と誠意を認める」とのべている。

この決議とそれに先立つ準備委員長 M.S. Gurupadaswamy議員とカマラジ議

長との接触， AsokaMehtaおよび IshwarlalDessai両氏とカマラジ議長との会談

などから， Lucknow大会の後に AsokaMehta氏および Praja社会党 Mehta派党

員らが会議派に参加することになるものとみられている。

4月21日
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V財政法下院通過一一下院は3日間にわたる活発な討論の後， 125票対17票で財

政法案を可決した。クリシュナマチャリ蔵相の提出した税制改革案とその若干の修

正案は，すべて政府案のまま可決されたが，政府は KashiRam Gupta議員の提案

した過少申告に関する罰則の緩和については，これを受入れた。この修正により，

所得税申告上の過誤として取扱われる範囲が申告額の10%から20%に引上げられ，

所得秘匿の罰則はこの過誤が20%をこえる場合にのみ適用されることとなった。

4月22日’ v借入金の資本算入，法人税低減へー下院は法人利潤付加税の対象となる利潤
の確定に当り，資本資産の創出を結果した借入金を，利潤算定の基礎資本額に組入

れることを認める法案を可決した。この場合の借入金には政府や金融機関からの借

入れのほか，外国からの借入金も含まれる。ただし，返済期聞が7年以上のものに

限定される。これに伴い，当然，これら借入金に支払われる利子は2重控除を避け

るために課税対象利潤に組戻されることとなる。

クリシュナマチャリ蔵相によれば，この法案の目的は法人部門の貯蓄を増加さ

せ，これを産業の拡大に再投資させることにある。

4月24日

V憲法第18修正法案，議会へ提出一一憲法第18修正法案が激しし、反対のなかで下

院に上提された。

この法案は， 憲法第359条の規定に残される疑義を明確化しようとするもので，

緊急事態において基本的人権の実現を法廷において主張する権利を停止し，緊急事

態下の拘留に関する訴訟に対し政府の補償義務を免除しようとするものである。

N. C. Chatterjee氏はこれに関L，真の民主主義者といわれるネノレー氏を首班と

｝ する酬がこのような法案を提出したことを難じ， 「この国の歴史上最も暗い日で
ある」とのべた。法案は， 提出を認める動議に付され， これカミ172票対52票で可決

されるに及び，共産党， JanSangh党， DMK，回教連盟，社会党の各議員，およ

び若干の Swatantra党議員が退場した。

4月 28日

V憲法第18修正法案撤回一一A.K. Sen法相は下院で，憲法第18修正法案の審議

を提案しない旨発表した。同相はこれを与野党議員多数の要望を尊一重したものと説

明するとともに，緊急事態下での政府職員の行動を保護するために，機会を改めて

適＇1iな措置を考えたし、と付言した。政府のこの決定は，下院で拍手をもって歓迎さ
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れた。

V穀物取引免許令緩和へ一一A.M. Thomas閣外食料相は，下院における質問に

応え，食用穀物取引免許令の一部援和を明らかにした。同相によれば，中央政府は

州政府に対し，食用穀物ディーラーの保証預託に関する規定を緩和する権限を与え

ることに決定した。ただしこの規定は全廃されることはない。

同相はまた，ディーラーの保証預託には現金のほか証券を使用しうること，その

量はディーラーの資力に応じ低減しうること，四半期営業報告は概括的な計数で足

りることなどの諸点を明らかにした。

, Punjab）十版文府， 小麦市場に介入一一（Chandigarh発） Punjab州政府は27日夜

の緊急閣議決定に基き小麦市場に大量の買手として介入した。今月の措置は，平均

的な品質の小麦価格が， maund当り 157レピーを下回るのを防ぐためにとられたも

のである。 MohanLal州内相は中央政府の最低価格が14ルピーであるが，川、！とし

ては15；レピーを維持したいとのぺ，価格がこの水準を回復すれば政府は介入を止め

る意向であることを明らかにした。

4月29日

Vアブドウラ，ニューデリーへー－SheikhAbdullahはネル一首相の招きにより

ニューデリーに到着， IndiraGandhi夫人の出迎えを受けたのち， ネル一首相を訪

問した。来訪の目的はインド連邦内における Kashmirの憲法上の関係につき討論

することにある。

Vインド，ダライ・ラマに関する中国の覚書に回答一一Timesof India紙は中

国外務省が1964年3月23日付で駐中国インド大使に手交した覚書と，これに対する

回答として，インド外務省が駐印中国大使に手交した覚書の全文を掲載している。

インド政府はこの回答で， Dalai Lamaとチベット叛徒の一団の反中国活動にイン

ドが支持を与えたという中国政府の非難を，虚構であり悪意に満ちたものと反駁し

ている。

f Mahalanobis報告，経済力の集中を指摘一一第1～2次5ヵ年計画（1951～61

年〉より生じた所得配分の変化に関し， 1960年10月13日計画委員会により設置され

た専門家委員会（委員長 P.C. Mahalanobis教授）は，その報告書の第1部を提出，

B. R. Bhagat閣外財政計画相から下院に送付された。

この報告は，両次の計企画の実施過程，政府の財政・投資政策，金融制度の動きなど

が，経済力を少数者の手に集中する方向に作用する一般的傾向をもつものであった

と指摘し，新聞事業もまたこれに重要な影響を及ぼしたとのべている。委員会によ
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れば，政府が各種分野でこれら不健全な傾向を抑止するため政策の漸進的修正を行

ったが，結局それに大きな力とはなりえなかった。工業化と社会正義とを，また経

済開発と経済力分散とを両立させるべきであれば，恒久的機関を設置して必要な情

報の収集と分析，是正策の検討などに当らせなければならない。

なお，報告の第2部は前記期間における生活水準の変化に関するもので，今後に

残されている。

4月30日

V産業開発銀行法案下院通過一一下院は，さる 2月27日クリシュナマチャリ蔵相

により提出された産業開発銀行（IndustrialDevelopment Bank）設立法案を可決し

fこ。

同蔵相の説明によると，新銀行は，経済開発の進展に伴う巨大な資金需要に対し

て，現在の IndustrialFinance Corporation, ICICI, Refinance Corporation for 

Industry, National Industrial Development Corporationなどの資力が不十分で

あることにかんがみ構想されるに至った。新銀行の特色とみられる点は次の通り。

1. 授権資本が5億ルビーに上り，さらに必要に応じ10億ノレピーにまで増額さ

れうること。その資金源として，準備銀行の利益の 1音問通ら anindustrial cred-

it fundが，中央政府の予算から adevelopment assistance fundが設立される。

2. 準備銀行の子会社として活動し，既存金融機関の活動を調整する役割をも

演ずること。

3. 運営上広範な自主性を与えられ，既存金融機関への出資，貸出の肩代り，

直接事業貸出，資本財輸出金融など多様な活動をなしうること。

4. 経済開発上の必要に応じ，重要産業に対して厳密な商業ベースによりえな

い融資をも行いうること。

l 9 6 4年 5月 1日

T Bokaro製鉄所建設にソ連の援助一一一C.Subramaniam鉄鋼・重工業相は下院

で， ソ連が Bokaro製鉄所建設に対する援助の提案を行ってきた旨を明らかにし，

メーデー・プレゼントとして歓迎された。

Bokaro製鉄所は最終的に400万トンの鋼塊生産能力を目標として建設される予定

であるが， 今日のソ連の援助提案はその第1期計画の150万トン生産能力に対する

4
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ものである。提示された援助の条件は，さきの Bhilai製鉄所建設の場合と同様とい

われる。具体案作成のため近くソ連専門家チームが来印する由。

なお，鉄鋼・重工業相はこの発表に当り， Bokaro計画に援助の意向を示してい

た米英日仏独伊の諸国に謝意を表するとともに， Bokaro以外の計画に対する協力

を要望した。

5月3日

’稲は豊作，食料に不安なし一一SwaranSingh食料相は， 第6回全インド食用

穀物ディーラー協会会議で，食料事情に関する悲観論に根拠はないと演説した。同

相によれば， 1963～64年度の稲作は記録的な豊作で， 3600万トンと前年を400万ト

ン上回ると推定される。小麦も寒波と干害で打撃を受けたが，被害は予想以下で，

悲観説は当らない。食用穀物全体として，本年は非常に良好とはいえないが，さほ

ど悲観するには当らない。

5月6日

v輸出拡大に貿易委提案一一貿易委員会 Boardof International Tradeは， 1963

～64年における輸出実績を検討し，これが年間79億5000万ノレピーと前年比8億1000

万yレピーの増加をみせたこと，増加がほとんど全品目におよび，かっ価格の上昇よ

り量的拡大によるものであったことなどに満足の意を表明した。地域別にみるとこ

の増加は，アジア大洋州向4億7000万ノレピー，欧米向2億ルピー，ソ・東欧向 1億

2000万ルピーなどであった。

貿易委員会はまた，第4次計画における輸出拡大の問題を検討し，業者の海外旅

行を容易にすること，貿易省を強化すること，茶園の資金難を助けるため大蔵省の

もとに委員会を設置すること，海産物輸出を拡大する具体案を作成すること，など

の提案を行った。

5月7日

v政府職員の物価手当引上げ一一政府は政府職員に対する物価手当の引上げと支

給範囲の拡大を発表した。その内容は， ①物価手当の現行支給限度である月俸400

ノレピーまでのものについては，月俸のランクに応じ物価手当を月3.50～15ルピー引

上げる（これにより物価手当の最高は月50；レピーとなる〉こと，②物価手当を月俸

6007レピー未満のものにまで拡大し，これにー率月20；レピー（月俸581；レピー以上の

ものは6007レピーまでの差額〉を支給すること， などとなっている。対象となる政

府職員数は230万人，財政負担は年1億4000万ルピーと推定されるQ
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5月8日

v第4次計画の輸出目標，ねり直し一一一貿易省では，計画委員会の作業部会によ

り作成された第4次計画における輸出目標を検討した結果，これを過大として再検

討を要請したと伝えられる。

作業部会案によれば， 第4次計画中における輸出目標は総額550億ノレピー（最終

年1970～71年度120億ルピー〉と，現計両中の目標375億ルビーを大きく上回る水準

に定められている。これは鉄鉱石，鉄鋼製品，その他工業製品の輸出の大幅増加を

見込んだものであるが，貿易省によれば， これは鉄鉱石3.5倍， その他工業製品5

倍の増加を意味するもので，実現司能と考えられない。

5月9日

v経済力の集中排除を強調 ｜民主主義と社会主義」という Bhubaneswar決

議の具体化方策に関し，！2J1旦也E芸品会は，経済力の私的な集中を排除するため，
政府はより積極的な措置をとる必要があると報告した。

この委員会は2ヵ月前 Kamaraj会議派総裁により任命されたもので，報告のな

かで社会正義という目的は，公的部門の経済拡大の速度と態様のみならず，民間部

門におけるそれをも効果的に統制するのでなければ，実現不可能であると指摘し，

例えば企業の認可方式を改編して，既存の大企業に対しては新規拡大計画を認めな

い，などの政策を勧告している。

5月 10日

V第4次計画，細部検討へ一一計画委員会はネル一首相を議長として会合， Aso司

l王aMehta副委員長から提出された長期計画局（PerspectivePlanning Di＼アision）作． 成の第4次計商案の大綱を検討したO この草案は総投資額
率7.5%）とし、われるもので， 第4次長｜企画作成上差当りの大枠とされる。委員会で

は各種作業グループをiけて技術的かつ資金的可能性という観点からこの草案の具

体化作業を開始することとなった。なお，作業グルーフ。の検討の結果は，取纏めら

れて7月の国家開発会議 NationalDevelopment Councilに提出されることとなろ

う。第4次計画大綱草案の公表は年末ごろとなる予定。

5月 11日

’チェコ， 4億ルピーの対印借款一一チェコがインドに対し4億ノレピー相当額の

借款を供与する協定が，フ。ラハで
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ので， Tiruchirapalliのボイラー工場， Hyderabadの重電機工場などの拡張を含む

諸計画に使用される予定。

5月 14日

V輸出財生産のため原料輸入に便宜一一貿易省は，輸出財の製造業者でありかっ

輸出業者であるものに対し，必要な原材料や部品の輸入に外貨上の便宜を図る方式

を採択し，インド輸出信用保証公社ExportCredit and Guarantee Corporation of 

Indiaを窓口として実施することを明らかにした。 ー

この方式によると，まず商業銀行が準備銀行の支払保証のもとに海外銀行からク ． 
レジット・ラインを受ける。所定の輸出業者はこれを引当てにして原材料ないし部

品を輸入する。この輸出業者は輸出に実績を有し，銀行の推薦を受け，かっ政府委

員会（貿易・工業・大蔵各省の次官と技術局長官とで構成）の承認を得たものでな

ければならない。輸入を行った輸出業者は特定の期間内に所定の輸出を行う義務を

負う。

なお，この方式は差当り機械・化学などの非伝統的輸出商品の製造・輸出業者か

ら適用されるようである。

5月 15日

V会議派全国委員会聞く一一（Bombay発）会議派全国委員会（AllIndia Congress 

Committee）は3日間の日程で当地で閉幕された。本日の会議では，党規約改正問

題が討議され，初級党員の選挙権を制限し，これをブロック選挙以下に限定するな

どの改正規定を可決した。

5月 16日

, 10年間の開発計画目標一一第4次5ヵ年計画の討議の基礎とされた長期計画局

草案は， 1966～71年（第4次計画）のみならず71～76年（第5次計画〉の期間につ

いての見通しをも含んでいるごとくであり，その主要内容として次の諸点が伝えら

れている。

・総支出額一一一第4次2200億yレピー， 第5次4400億Yレピー（第3次1200億ル

ピー）o

・国民所得…・・第4次末年2600億ノレヒ。ー，第5次末年3730億yレピー（第3次末

年1800億yレピー〉， これにより成長率は年7%, 1976年の 1人

当最低消費水準は月20ノレピーとなる。

・農工業の成長…・・第4～5次問成長率，農業所得年4.7%，鉱工建設所得年
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11.4%。これにより国民所得にしめる比重は，農業1966年43%,

76年33%，鉱工業同19%,27%となる。

・外国援助…・・・1971年30億ノレピー， 1976年ゼロ（1966年50億ルビー〉。 これは

資本財の園内生産増加と輸出拡大とによる。

・輸出拡大……1971年122億ルピー， 1976年162億ピルー (1966年89億ルピー〉。

V産業開発銀行法案成立一ーさきに両院を通過した産業開発銀行法案は，本日大

統領の同意を得て成立した（ReserveBank of India Bulletin, 5月号）。

5月 18日

’チャパン国防相，訪米一一（Washington発） Y. B. Chavan国防相はイン

ドの国防計画に関する米国政府との交渉のため当地に到着した。滞米は10日間の予

定。

v預金金利の引上げに反対一一一PunjabNational BankのR.N. Goenka会長は

株主総会において，預金金利引上げ論は， 1963年における定期預金増勢の鈍化と要

求払預金の急増という現象を誤解したものと指摘した。同会長によれば，この現象

は多数の銀行における経理上の変更を示すもので，従来一部を定期預金扱としてい

た貯蓄預金を全部要求払預金に計上したためでありヲこれを調整すれば，定期預金

の増勢は鈍化してはいない。

5月20日

Vチャパン一一マクナマラ会談はじまる一一一（Washington発） Chavan国防相は

米国 R.McNamara国防長官と，米国の対インド軍事援助に関する会談を開始し

た。消息、筋によれば， チャパン国防相の関心は F-104ジェット迎撃機を確保する

ことによりインド空軍の2年間のギャップを克服しようとする点にあり，一方，米

国はパキスタンとのかね合いから，このインドの要求に乗り気ではなく，結局その

決定にはジョンソン大統領の裁断が必要となろうといわれる。

Vカノレカッタでゼネスト (Calcutta発）共産党を含む若干の政党および労働組

合の指導のもとに，物価騰貴と生活必需物資の欠乏に抗議して，全州、lの規模でゼネ

ストが行なわれた。今回のストは従前になく比較的平穏裡に終ったといわれる。警

察は散重な予防体制をとり，カノレカッタで1千人以上，全州で2400人以上の予防拘

禁が行われ，若干の政党・組合指導者もインド防衛令により逮捕された。ストの結

果，事業所は概ね聞かれていたものの従業員は30～50%減り，機能は大幅に低下1

f二つ
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ストの評価について， P.C. Sen州首相は， ストは失敗でカノレカッタの生活はユ！と

常通りであったとのべたが，組合側では政府の弾圧にもかかわらず，ストの呼びか

けに大きな反応があったと主張している。

5月21日

V海外旅行に対する外貨割当緩和 (Bombay発）準備銀行は海外旅行に関する

外貨割当および渡航申請の処理につき，大要次のごとき規制の緩和を発表した。

l. 海外諸国における生計費の上昇にかんがみ，若干の外国旅行にっし、て日常

経費の外貨割当額を引上げる。

2. 外国政府，労働組合，商工会議所その他教育文化機関の招待による渡航者

に対し，渡航申請の認可ある場合，一定範囲内で必要経費の外貨割当を認める。

3. 外国会社またはその子会社の取締役が本社の取締役会議に出席する場合，

招待によるときは渡航を認可する。

5月22日

v米国，対インド軍事援助に確約か一一一（Washington発） Chavan国防相はインド

の長期国防計画に対する米国の援助に関し，多かれ少なかれ確約を得たといわれる。

他方，この会談はインドシナ問題に関する米国側の慌しい動きの影響で遅れ気味と

いわれ， さらに F-104迎撃機問題に関する決定が結局ジョンソン大統領の裁断に委

ねられることとなったため，本日予定された Chavan-McNamara会談終了のコミ

ュニケ発表は延期されることとなった。

5月23日

Vソ連の重電機工場建設援助協定調印一一Ranipurにおける重電機工場建設のた

めに，機械設備，原材料および技術を内容とする約2億3500万ノレピー相当の援助を

供与する協定が，ソ連PrommashExport副総裁N.L. Bebenin氏と Heav）ア Elec-

tricals (India）社 K.B. Mathur会長との間で締結された。

Ranipur工場は東南アジア最大の重電機工場になるといわれ， 30万KWの火力発

電設備， 10万KWの水力発電設備などを生産，完全稼動の場合には年産4億／レピー

を挙げるものと予想される。

5月24日

Vインド－スーダン両首脳共同声明発表一一一5月20日より 24日までの問，インド

政府の招請により訪印したスーダンの ElFaril王IbrahimAbboud大統領は‘ イン
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ドを離れるに際し，ネル一首相と共同コミュニケを発表した。

このコミュニケで両首脳は，非同盟主義，反植民地主義などについての政策の一

致を謡ったが，とくに領土紛争に関し「諸国の歴史的な，かっ明確に画定された国

境線は犯すべからざるものとすべきである」と言及，カシミーノレ紛争についてのイ

ンドの立場が支持されたとして注目された。

経済問題に関しては，両国の協力関係の推進が希望され，ネノレ一首相は同大統領

に対し，新産業の創設に対する技術協力の供与，スーダン綿の買付増加ヲインドの

資本財その他の購入のため5000万ルピーの信用供与などの意向を表明した。

’計画委員会，経済半年報を政府に提出一一計画委員会が政府に提出した経済半

年報によれば， 1963年第1四半期に現われた「経済における不均衡の徴候」は， 7

～12月期にも引続き存続した。不均衡の主因は若干の農産物の供給不足と，経済開

発および国防支出の増大に伴う需要増加の圧力とにある。食用穀物および工業原材

料など重要分野を中心に物価の上昇がみられ， 63年12月には例年に反しそれが一

段と激化した。消費者物価指数は63年6月の132から， 同12月の 140へと昇して

いる。

5月26日

Vアブドウラ， 印パ首脳会談を示唆一一（Rawalpindi発）カシミールの Sheikh

Abdullah元首相は記者会見で，ネノレ一首相とアユブ・カーン大統領が6月中フおそ

らく同月 9日よりのネノレ一首相の Kalirnpong休暇のあとに会談するであろうと語

った。同氏によれば，アユブ・カーン大統領は，インド，パキスタンおよびカシミ

ール3者に受入れ可能な形でカシミール紛争を解決する方法を，ネーノレ首相と討議

したいとの意向を表明したといわれる。

V会議派物価小委，物価問題検討を要請一一議会会議派物価小委員会は，本日物

｝ 価問題を検討し，関係閣僚に対し，物価上昇要因を除去するために食用穀物その他

生活必需財の流通機構改善の必要性を検討するよう要請した。

同小委員会の見解によれば，生産，とくに米の生産の増大にかんがみ，物価上昇

は正当化されないし，また生産者価格が十分でないのに中間利潤が大きし、ことが消

費者価格の高水準の原因である。この中間利潤の大きさを検討し，これを縮減する

措置を講じなければならない。

V対外債務190億ルビー Times of lndz・G紙によれば，本年1月31日現在， イ

ンドの対外借款残高は190億ノレピー，うち要外貨返済分は120億yレピーに達しているつ

同日までに受入れた借款総額は375億yレピー， うち引けj分230億ルピー，返済元本額

円
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41億ルビー（利払24億ノレピー〉であった。総額375億ルピーを返済手段別にみると，

外貨返済分214億ノレピー，商品返済分46億ノレピー，ノレピー返済分83億ルビー（PL-480

借款52億ルピーを含む）で，あと IMF引出しが32億ルピーとなっている。

なお， 同日までの対外贈与受入額は 68億ルピーで， うち米国より 55億ルピー

(PL-480および PL-665関係39億ルピー〉， コロンボ計画13億ルピーなどとなって

いる。

5月27日

，ネルー首相，逝去一一ネル’一首相は5月27日午前6時20分自邸で突発的な心臓 . 

病の発作に襲われ，午後2時逝去した。亨年74。 ’ 
これに伴い， ネルー内閣の次席であった GulzarilalNanda内相が暫定首相に任

命され，現閣僚全員不変のまま暫定内閣を組織した。

ラダクリシュナン大統領は，同夜，全国放送を行い， 「現代インドの建設者」と

しての故首相の比類ない貢献を讃えるとともに， 「わが国の歴史において 1つの時

代が終った」と悲しみの言葉をのベた。

全国民は深い悲しみにとざされ，株式市場，商品ー市場も航嘩状態を呈したと報ぜ

られる。

米国ジョンソン大統領は，ラダクリシュナン大統領に弔電を送り，故首相を記念

するのに「戦争なき世界ほどふさわしいものはない」とのベた。英国ヱリザ、ベス女

王も大統領あての弔電で，インド国民の被った「償い難い損失」に深い同情の意を

表明した。

Vチャパン国防省，急ぎ帰印一一（Washington発）米国の対インド軍事援助問題

に関連し滞米中の Y.B. Chavan国防相は，ネル一首相の逝去のためヲ 日程を打切

り急ぎ帰国した。なお援助問題の折衝は差当り B.K. Nehru駐米大使に“引継がれ

ょう 0 ' 

v債権国会議，明年度援助10億2800万ドル一一（Washington発）インド援助債

権国会議は26日，第3次5ヵ年計画第4年度に対する援助として， 10億2800万ドノレ

相当額を供与する旨決定した。援助承認額の国別内訳は，

（百万ドル〉 （百万ドル）

オーストリア 1 日 本 60 

カ ナ タ 41 オランダ 11 

フランス 20 イギリス 84 

西ドイツ 95 アメリカ 435 
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イタリア 36 世銀； IDA  245 

となっている。

現行第3次5ヵ年計画では，対外援助必要額は民間外資をも含め54億6000万ドル

と予定されている。このうちこの債権国会議による援助は，今回の決定額を含め，

これまで44億4500万ドルに上る。

なお，世界銀行の発表によれば， 今回の援助のうち約巧が non-project援助の形

で供与される予定といわれるo’ 5月28日
v故ネル一首相の遺体火葬に一一一故ネル一首相の遺体は， 100万余の人々の涙の

なかで， Yamuna河畔，マハトマ・ガンジーの火葬地の近くで火葬に付された。

葬儀の直前，正副大統領，内閣閣僚，外国使臣らが故首相の遺体に最後の敬意を

表したが，外国代表のなかには，ヒューム英首相、英女王特使マウントパッテン卿，

ラスク米国務長官，パンダラナイケ・セイロン首相，コスイギン・ソ連副首相，プ

ット・パキスタン外相らがみえたと報ぜられる。

Vデサイ前蔵相，次期首相に立候補か－MorarjiDesai前蔵相は，次期首相の選

出に関し立候補の意向を側近筋に洩らしたといわれる。いま 1人の首相候補は Lal

Bahadur Shastri無任所相とみられてし、るが， 同相はできるだけ選挙による選出を

避けたい意向と伝えられている。

V中共，周首相弔電 （北京発）中共周思来首相は昨夜ラダクリシュナン大統

領に対しネル一首相逝去の弔電を送り， 「両国間になおある種の見解の相異が存在

するが，この不幸な状態は一時的なもの以外ではありえない」とのベヲ中印両国関

係が平和五原則を基礎として発展するであろうとの確信を表明した。

t 5月 29日
Vナンダ首相，追悼議会で団結を強調一一議会はネルー故首相追悼のため合同記

怠集会を開催， 2分間の黙j酵を捧げたのち， K.C. Reddy議会会議派議長代理の司

会のもとに哀悼決議を行った。ナンダ首相は集会に対し強く団結を訴え， 「国民が

一体となって団結すれば解決しえない問題はないJと挨拶した。

Vネルー故首相追悼集会一一全政党合同ネノレー追悼公開集会が Ramlilaグラウン

ドで開催されたが，これには米・ソ・アラブ連合その他諸外国使臣も参加し多彩か

っ盛大なものとなった。集会に対し，ラスク米国務長官はネル一首相を「危機から

一歩退いて平和的解決の途を探るのに，つねに遅すぎることはないということをわ
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れわれに想起させた人」と追憶し，また，ソ連コスイギン副首相は，故首相の1955,

61両年の訪ソを回想して，ソ連人民はかれの「簡素，謙遜，ヒューマニズム，誠実

といった徳性，ならびにかれの酒れることなき善意の泉」を決して忘れることはで

きないとのベた。

1 9 6 4年 6月 1日

v後継首相にシャストリ現無任所相内定一一一会議派カマラジ議長は1日夜，｜可党

執行委員会が後継首相川ストリ現無在所相を選出することに合意した旨をデサ ‘ 
イ氏に伝達，同氏もこれに賛意を表明した。

v国防力増強5ヵ年計画一一チャパン国防相は下院で D.C. Sharma氏の質問に

答え，向う 5年間における国防力増強計画の概要を次の通り報告した。

(1) 陸軍82万5000，装備近代化。

(2) 空軍45集団維持，機種近代化，補助施設整備。

(3) 海軍現有兵力維持，艦艇更新。

(4) 兵器の国産体制確立，外国依存漸減。

V送信機輸入に外貨使用を除外一一一インド中央政府は全印放送局（AIR）用高出

力送信機の対外買付に関し，外貨準備減少の折から，外貨支払を伴う契約を考慮の

対象外とする旨決定した。これにより英，米，日本よりのオファーは除外され，買

付はyレピー支払の可能なソ連，チェコ，ユーゴの 3ヵ国のうちから決定されること

となる。

, 14商品の先物取引を禁Le－インド政府は落花生など植物油脂および同原料品

目の先物取引を禁止，これに伴い，関係取引は本日の大引相場ですべて清算された。

今回の措置はこれまでの投機の行過ぎ防止策の効果が不十分であったためとられた

といわれる。

ボンベイの取引筋ではこの措置を意外とし，油粕価格の急騰が注目されるが，最

近この種の商品の先物取引が実質上皆無となっているため，その必要はないのでは

ないかと指摘している。

6月2日

Vシャストリ，新首相に指名一一一会議派議員総会は，新指導者選出に関し，ナン

ダ暫定首相の提案とデサイ氏の賛成表明とを容れ，シャストリ無任所相を全員一致

で指導者に選出，これに伴い，ラダクリシュナン大統領はシャストリ無任所相に対
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し首相就任と組閣とを要請した。新内閣の就任式は国民服喪明けの6月9日に行な

われる。

シャストリ氏は会議派議員総会の指名に応え，新政府の目標が社会主義であるこ

と，当面最大の経済問題は貧困と失業とに対する闘いであること，必要なことはす

でに確立されている諸政策を適切かっ迅速に具体化するにあることを強調，全面的

な協力を要請した。このあとシャストリ氏は次期首相として初の記者会見を行ない，

要旨次の通りその所信を表明した。

(1) インドの当面する 3大問題は，国防力の充実，貧困と失業との闘争，およ

び全国民の団結強化である。

(2) 貧困と失業との問題については，富の少数者による独占を排L，分配の平

等を目指す新しい社会秩序を樹立しなければならない。

(3) 全国民は，地域，宗教，言語などの複雑な利害を寛容をもって処理し，国

家の利益を優先させるべきである。

(4) 対外政策はネルー前首相を継承して力のブロックに巻き込まれない非同盟

政策を堅持する。

(4) ラオス問題については，インドはビヱンチャンにおける非公式大使会談開

催という英国提案を支持しているが，究概的にはジュネーブ会議に参加した14ヵ

国の会談の召集が必要で、あろう。

(5) 物価問題は中下層階級にとってまことに重大な問題であり，関係閣僚と早

急に具対策を検討することとしたい。

(6) 新聞に報道されたアユプ・カーン（パキスタン〕首相のステートメントに

は深い印象を受けた。しかし，カシミーノレ問題の解決は長期を要するものと思わ

れる。

Vシャストリ氏の次期首相決定に内外好感一一インド各界ではシャストリ氏の次

期首相決定を歓迎しているが，とくにこの選出が会議派内部で全員一致でなされた

ことを，ネルー逝去という重大な時期における国民の団結を示すものとして好感し

ている。こうした円滑な次期首相の決定は，会議派カマラジ議長の精力的な努力の

賜とされているが，同議長はこの決定に当たり，会議派議員に対・して今後における

集団指導の重要性をとくに強調した。

ボンベイのシティ筋ではシャストリ選出を歓迎，全員一致の選出を政治の安定と

継続性の証左と好感している。シャストリ氏の妥協と調整についての手腕は，商工

業問題についての現実的な政策と，それによる一般的な事業界の信頼と投資環境の
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改善を助けるであろう。株式市場は5月27日の低落を回復した。

外国筋の反響を摘記すれば次の通り。

英国．．．．シャストリ氏は賢明な調整者であり，中道派の政治家であって，現在

のインド指導者として最適任である。とくにこのネルー後継者の選出という悶離

な課題が民主主義的にラかっ円滑に行なわれたことがきわめてよろこばしし、

米国．．．．シャストリ氏の選出は予想以上に順調に行なわれた。会議派が新指導

者を一致して選出したことが注目される。新政府はネノレ一時代の政策を変更する

ことなく実行するであろう。当同は国際問題よりも国内問題に重点が指向される

ものとみられる。

モスクワ....叶而公式筋の反響はないが， 1日付のイズ、ベスチャ紙は，シャス

トリ氏をネノレー氏の最も一貫した支持者と報じている。

パキスタン．．．．プットー外相はシャストリ氏を熟達した行政官であり，かっ政

治家であると賞揚，パキスタンどの苦隣関係の達成に努力されることを望むと表

明。

6月3日

v故ネノレ一首相の遺書公表ー一一ラダクリシュナン大統領は全インド放送の特別番

組を通じ，故ネノレ一首相の1954年6月21日付遺書の一部を発表，これを故首相のイ

ンド人民に対する「燃えるような愛情」を表わしたものとのべた。

故ネル一首相はこのなかで，死後一切の宗教的儀式を行なうことを拒むととも

に，遺体を火葬に付し，その遺灰の一部をガンジス河に流し，大部分を航空機によ

り高空からインド全土に撒布するよう望んでいる。

これに伴い，遺灰は6月8日アラハパードでガンジス河に流されると同時に，イ

ンド空軍により撒布される手筈が進められている。

V政府，物価問題を優先審議へ一一物価のスパイラノレについては昨日シャストリ

次期首相も記者会見で言及したが，政府はその対策を重視して優先審議に着手した

模様である。

当面の物価動向に関し，専門家筋の見解として伝えられるところは次の通り。

物価の現況は総生産の半ば近くをしめる農業の不振に基因しており，これが食料

価格のみならず農産原料を使用する諸工業の生産伸び悩みにも影響を及ぼしてい

る。食用穀物のなかで、は小麦価格は慨して安定的で、あるのに対し，米の価格の急昇

が目立つ。 これは，米穀生産が昨年の3000万トンを400万トン上回ったにも拘らず，

先行きの値上り見越しの退蔵が行なわれていることによる。砂糖生産は現年度260
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万トン（前年度比十40万トン〉と推定されているが，需要増加と繰越在庫過少（10

万トン〉程度でかなりの供給不足が見込まれ，政府の30万トン輸出計画もせいぜい

10万トン程度に止まろう。綿花価格は最高限度をこえて上昇する傾向にあり，限度

の改訂は不可避となっている。綿製品の標準価格TariffCommission pricesも引上

げられようが，一方で価格統制や品種整理などの合理化も考虚されている。

農業関係以外の部門では，鉄鋼とセメントの生産不足が目立っている。このうち，

鉄鋼の場合は操業率引上げに伴う技術的な困難と生産増加までのタイム・ラグによ

るが，セメントについては現行価格体系の不合理が指摘されている。

6月6日

Vインドの兵器買付に米国政府が支払保証一一先般のチャパン国防相の訪米中

に，米印間で，インド政府が軍事援助の枠外で米国民開業者から兵器を買付ける場

合，一定限度まで米国政府が支払保証を与えるという旨の協定が成立したと報ぜら

れている。これにより，インド政府は援助計画外の兵器の信用買入れに大きな便宜

を得ることとなり，差当りボーイング社よりヘリコプター40台の買付が行なわれる

模様。

6月7日

, Samyul王taSocialist Party結成－ Praja社会党と社会党はその合同に閏し特

別全国委員会を開催，これにより新たに Samyukta社会党が正式に発足した。同委

員会は，満場一致で新党の「目的と手段」を決定，S.M. Joshiを議長に， RajNarain 

を書記長に選出した。

Vチャパン使節団は70%方成功 昨6日ニューデリーとワシントンで公表され

た共同声明によると，インドの国防5ヵ年計画に対し米国が援助の継続を約したこ

と（現行水準で、みて5年間に3億ドノレ〉， このほかに大幅の信用供与を行なうこと

(5000万ドノレとみて計2億5000万ドノレ〉とされているO これに英国その他連邦諸国

よりの援助を年3000万ドルとして計2億1000万ドノレフ総計7億ドノレ余となり， 10億

ドノレの必要に照らし70%方の成功であったとみられている。

6月8B 

Vネノレーの遺灰をガンジス河へー一一一ネルーの遺灰は遺言に基き，ガンジス河とヤ

ムナ河の合するアラハバードの Sangamで， 50万の群集の悲しみの裡に，厳かな儀

式をもって水中に流された。
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6月夕日

Vシャストリ内閣成立一一シャストリ新内閣の就任宣誓式は大統領官邸のAshoka

Roomでラダクリシュナン大統領のもとで挙行された。

新内閣はシャストリ首相のもとに， 閣内相（CabinetMinisters) 15名と閣外相

(Ministers of State) 15名とに上って構成される。 シャストリ首相は故ネル一首相

と同様に外相と原子力相とを兼摂，ナンダ暫定首相は内相として内閣の次席を，ク

リシュナマチャリ蔵相は留任して第3席を与えられた。新入閣はインディラ・ガン

嗣閉’

ジ一夫人（情報相就任の日取りは未定）， S.K.パテイノレ（鉄道相）， N.サンジパ・ ’ 
ラディ（鉄鋼・鉱業相）の 3氏に止まり，その他は現内閣の閣僚が留任，ネノレ一体 〆

制が関ね継承されている。新内閣の次席を要求したモラルジ・デサイ氏は第3席と

しての入閣要請を拒否し，ジャクやジパン・ラム氏とともに閣外に止まった。

なお，組閣に際し若干の機構改革が行なわれ，これまでの鉄鋼，重工業・鉱業，

工業，貿易，運輸，教育の各省が，鉄鋼・鉱業，工業（重工業・技術開発を含む〉，

商業（織物・ジュートを含む），文化，社会保障・農村工業の各省に再編された。

内閣成立に関する公式発表は次の通り。

大統領は LalBahadur Shastri氏を首相に任命した。 Shastri氏は外相および

原子力相を兼任する。

首相の助言により、大統領は次の各氏を閣僚会議（Councilof Ministers）の構

成員に任命した。

（閣内相〕

内務 Gulzarilal Nanda 

大蔵 T. T. Krishnamachari 

情報・放送 Indira Gandhi夫人

工業 Swaran Singh 

鉄道 S. K. Patil 

法務・通信 Asoke Kumar Sen 

国防 Y. B. Chavan 

鉄鋼・鉱業 Sanjiva Reddy 

食料・農業 C. Subramaniam 

石油・化学 Humayun Kabir 

国会・民間航空 Satya Narayan Sinha 

潅蹴・電力 H. C. Dasappa 
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教育 M. C. Chagla 

労働・雇用 D. Sanjivayya 

授産更生 Mahavir Tyagi 

（閣外相）

公共事業・住宅 Mehr Chand Khanna 

商業 Manubhai Shah 

文化 Nityanand Kanungo 

運輸 Raj Bahaclur 

地域開発協同組合 S. K. Dey 

保健 Dr. Sushila Nayar 

内務 J aisukh Lal Hathi 

外務 Lakshmi N. Menon夫人

労働・雇用 K. Raghuramaiah 

石油・化学 0. V. Alagesan 

社会保障・農村ゴ業 Dr. Ram Subhag Singh 

｛共車合 R. M. Hajarnavis 

潅i概・電力 Dr. K. L. Rao 

計画 B. R. Bhagat 

食料・農業 A. M. Thomas 

V対インド軍事援助についての米国の見解一一（ワシントン発〉米国下院外交委

員会における Talbot国務次官補の秘密証言が公表されたが，このなかで，同次官補

は米国の対インド軍事援助について次のようにのべている。

1. インドに対する米国の軍事援助は年間平均1億ドルの水準にある。これは

総額で、はパキスタンの2倍で，アジアでは南ベトナム，台湾，韓国に次ぐ規模で

ある。

2. 対インド軍事援助は，はじめカシミーノレ問題と密接に関連するものと考え

られていたが，いまや事態が変化して共産勢力の進出防止という観点が最も重要

となった。

3. インドが米国のパキスタン援助に対する態度を改めたように，パキスタン

もインドへの援助に対する見方を再検討してほしい。インドへの援助がパキスタ

ンへの脅威を増大するものでないことが，次第にパキスタンに理解されることに

なろう。
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4. パキスタンの中共との接近はパキスタンにとって若干の利益をもたらすで

あろうが，結局はわれわれ自由陣営にあるものの敵を利することになり，接近の

行き過ぎはパキスタンにとって危険である。

6月 10日

, IDAより 9000万ドノレの融資一一一IDAは9000万ドル相当の借款をインドに供与

したo. うち7500万ドノレはトラック，工作機械，重建設機械，電機などに関連する資

材の輸入に，残余は建設関係資材の輸入に充当される。

返済は10年の猶予期間ののち50年にわたり分割支払われる。無利子であるが，五

%のサービス・チャージが課される。

, Unit Trust of India，投資信託売出し発表一一〈ボンベイ発〉ユニット投資信

託会社UnitTrust of Indiaは7月1日より StateBank of Indiaの全国支店網を

中心に，ユニット投資信託の一般売出しを開始する旨発表した。

売出しは額面10ノレピーの証券を10単位またはその倍数を単位としてなされ，奇出

し総額は定められていない。売出し価格は7月中はパーで，それ以降は会社がこの

投資信託に基き保有する証券の取引所建値を基礎として，毎日決定する。会社は本

年11月l日以降ユニットの買戻しを行なう。買入れ価格も毎日会社から発表される。

売買価格の開きは5%程度となろう。

投資信託の収益は毎年6月末に終る 1年ごとに計算され，純益の約90%が配汗さ

れる予定である。信託保有者は配当1000；レピーまで所得税を免除される。

V米国経済界，対インド投資を討議一一一（NewYork発） American Management 

Associationは50余の米国関係会社代表の参加のもとに3日間にわたって「インド

に対する投資」に関する会議を開催したが，その閉会に当たり，米国のインドに対

する民間投資を増加させる途として，インドにおける外資規制の簡素化と，インド

に対する米国経済界の理解の促進とが必要であると指摘した。会議のなかでは，イ

ンドにおける外資規制事務の緩慢さが米国投資家にとってはコストの増大となり，

投資阻害要因となっていること，その点でインド政府による最近の規制簡素化措置

が好感されること，あるいは，インドを依然 high-riskcountryとみる向が多いが

事態をより正確かっ現実的にみる必要があることなどの発言がみられた。

なお，現在のインドに対する米国民間投資残高は 3億ドノレ。

る月 118 

Vシャストリ首相，新内閣の政策方針をラジオ放送ー一一シャストリ首相は11日夜
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就任後初の全国ラジオ放送を行ない，ネノレーなきインドという新しい事態に直面し

た新内閣の基本的政策方針を表明，ネノレーの遺訓に従い，国内面では自由と繁栄と

を目指す社会主義的民主主義の建設に，対外面では非同盟主義に立脚する世界平和

および諸外国との友好関係の維持に湛進する旨を明らかにし，各方面の協力を要請

した。新政策の骨子は次の通り。

内政面．．．．国内での最大の課題は全インド人の国民的な団結を強めることであ

り，小異は国民的団結という枠内で民主主義的に処理されなければならない。そ

のなかで，悲惨な貧困と闘い，より公正な社会秩序を確立し，国防力を強化しな

ければならない。経済開発は最も重要な問題であるが，その成功には，計画実施

上の能率向上と完遂への熱意が必要である。

対外面．．．．対外政策の基調は非同盟主義である。インドとパキスタンは共通の

歴史と伝統に結ぼれる緊密な間柄であり，現在の不幸な状態を逆転させなければ

ならない。人民中固との関係については，インドはコロンボ提案受諾の立場を堅

持し中国の再考を求めたい。植民地主義と帝国主義の終鷲のために努力すること

は，われわれの道徳的義務である。インドはアジア・アフリカ諸国の兄弟固とし

て，この地域における自由と福祉のために協同したい。国連は人類に平和と自由

をもたらす世界の希望を体現するものであり，インド政府は断固これを支持するo

, Asoka Metha氏ら会議派に復帰一一（Lucknow発）人民社会党（PrajaSocialist 

Party) Asoka Metha派主催の全インド社会主義労働者大会（10～11日〉は， 16年

ぶりに国民会議派に復帰することを決議した。同派指導者 AsokaMetha計画委員

会議副議長は，これに対し，小グノレープに分断されている社会主義的労働者を統ー

することは，カマラジ計画の目的の一つであるとのべた。国民会議派カマラジ議長

はこの動きを， Bhubaneswar決議に示されたネノレー故首相の夢を満たすものとし

て歓迎している。

V共産党全国委員会，分派グルーフ。の復帰につき提案一一共産党全国委員会は32

名の分派指導者に対し，分派委員会の解散なし、し分派委員会からの脱退と全国委員

会の決議尊重とを条件として，資格停止命令を取消す旨の決議を採択した。これに

先立ち， 中間派の BhupeshGuptaおよびRanenSen両国会議員が， その無条件

取消しを提案したが，否決されたo

, Swaminathan委員会の最終報告公表一一昨年9月以降，企業の設立・拡大，資

本財輸入などに関する許可手続の促進に関し検討を続けてきた Swaminathan委員

会は，昨年12月17日付中間報告に続き， 3月18日付をもって政府に対し最終報告書
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を提出したが，政府は今回この報告書に示された勧告を原則として承認する旨表明

するとともに，同報告書を公表した。委員会は中間報告で，重点産業については外

国との提携，外貨の取得，資本発行などに関する諸規制の適用を緩和するよう勧告

したが，今回の最終報告ではさらに次のような勧告を行なっている。

1. 設備拡張許可申請を予備申請と本申請の2段階に分ち，申請手続の合理化

と許可事務の迅速化を図る。

2. 規制緩和の対象となる業種を拡大し， industrialchains, transformer oil, 

insulating paper, high tensile galvanized steel wires, laboratory glassware, de-

tonators and detonating fuse, synthetic fibers, caprolactumの各産業を追加す

る。この措置を，輸入代替なヤし輸出拡大産業にも適用する。

3. 非重点産業については，外貨上の制約のない限り，申請受理以後3労月以

内に許可する。

4. 原材料・部分品輸入については，輸入の継続性を確保する措置を講ずる。

(Times of India, Ecomomic Times) 

（報告書全文は付録参照）

6月 12日

Vインド空軍，ネルーの遺灰を全土に撤布一一一インド空軍はネyレー故首相の遺言

に基き，本日故首相の遺灰の一部をヒマラヤをはじめ全インド町村に空中から撒布

した。

曹チェコ，ボイラー工場建設援助協定に調ドn－チェコ政府は Tiruverumburの
重電機高圧ボイラー工場における高圧ボイラ一生産に関する対インド援助協定に調

印した。これは高圧ボイラー，複合ボイラー，高圧パルプ？などの生産に対する技術

協力，インド技術者のチェコにおける訓練，機械設計など，総コスト2000万ルピー

を内容とする計画で， 1959年のチェコによる 2億3100万ノレピーの借款協定の一部を

なすものである。

’政府物価委員会，食料国営に反対，最高価格公定を提案一一経済関係省高級幹

部職員からなる政府物価委員会は， 2時間にわたる食料価格問題を討議したのち，

現状では食用穀物取引の国営化は実行不能との結論に達したといわれる。理由は，

米穀収穫期が間近かである折から，政府の大量買付は徒らに価格を高騰させるのみ

であること，国営取引の円滑な実施には高度の技術を要すること，などにある。し

たがって，当面，食用穀物の最高卸売価格を公定するとともに，卸売商業免許令
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(Wholesale Trade Licensing Order）の施行を厳格化する方策が望ましいとされ，

食料検査官を任命して在庫状態を検査するなどの方法も考慮されている。

委員会の報告は，大蔵，食料・農業，工業，内務各相および計画委員会副議長の

会議に付されたのち，閣僚会議に提出される。なお，価格統制の実施には各州の協

力が不可欠であるため，中央政府の政策が確定した上で，各州首相との協議が行な

われることとなろう。

V会議派物価小委員会，退蔵防止など食料価格対策を発表一一会議派物価小委員

会は食料価格問題につき 3時間にわたる討議の結果，食料の退蔵ないし不当利得に

対し，在庫の没収を含む厳罰をもって望む方針を提案した。小委員会の提案は食料・

農業省に提出されたが，その骨子は次の通り。

1. 当面の対策として，農民ないし卸小売業者の余剰保有食料を放出させるこ

と，とくに農民に対しては割増価格のほかセメントその他の報奨物資の提供を考

慮すること。

2. 地域ないし品目に応じ政府が食料を買付け緩衝在庫を設けること，および

これを公正価格で、消費者に放出すること。

3. 金融・財政措置により余剰購買力を吸収すること。

4. 米穀の緊急輸入を考慮すること。

る月 13日

Vシャストリ内閣改造一一一シャストリ首相は新内閣にみられる各省の所管分担の

不均整を是正するため，若干の改造を実施し，同時に新副大臣（DeputyMinisters) 

の任命を発表した。

内閣改造の内容は次の通り。

• Asoke Sen法相の所管から通信をはずし，社会保障を加える。

• Satya Narayan Sinha国会・氏問航空相の所管に通信を加え，民間航空をは

ずす0

・民間航空省を独立させ， NityanandKanungo閣外文化相を担当相に任命。

－文化省を教育省の一部に復帰させ， R.M. Hajarnavis閣外供給相を担当相に

任命。

・供給省を技術開発，農村工業とともに工業省に合体させる0

・K.Raghuramaiah閣外労働相を工業省内供給担当相に任命。

• Dr. Ram Subhag Singh閣外社会保障・農村工業相を閣外鉄道相に任命0

・A.M. Thomas閣外食料・農業相を国防生産相に任命。
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・B.R. Bhagat閣外計画相に閣外蔵相を兼任させる。

副大臣（20名〕は P.S. Naskar氏および TarakeshwariSinha夫人を除き，すべ

ての再任されたが，各担当は8名のみ不変で，他は全面的に変更された。

, Samyukta社会党， Asoka Metha氏の会議派復帰につき， 会議派を批難一一

Samyukta社会党 RajNarain書記長は， AshokaMetha氏らの会議派復帰に関連

して，カマラジ会議派議長とナンダ内相を，社会主義勢力の分断を図るものと批難

した。 Narain書記長によれば， Metha氏はつねに社会主義勢力を破壊しようとし

ていたのであり，過般の Lucknow会議は社会主義的労働者ではなくて，会議派労

働者の集会に過ぎず，会議派に参加する社会党議員は議席を去るべきである。

6月 14日

, Punjab州Kairon首相， 辞意を表明一－Punjab州 PratapSingh Kairon首相

は会議派カマラジ議長およびシャストリ首相に書簡を送り，辞職の意向を表明したc

Kairon州首相は，辞任の理由として，新聞に報ぜられた DasCommissionの報

告が同首相に不利なものであった点をあげているが，同首相としては，委員会の公

式報告を検討した上でこれに回答する意向を明らかにしている。

Amritsarからの報道によれば， Kairon州首相の辞意表明とともに地方警察は直

ちに警戒体制に入り，武装警官隊が同首相の子息 GurinclerSingh Kairon氏の財

産保護に当ったといわれる。

V都市中産階級の家計調査一一CentralStatistical Organizationでは都市におけ

る中産階級給与所得層の家計収支状況につき調査を行ないヲその結果を要旨次の通

り発表した。

0都市における中産階級は約250万世帯，全世帯数の約%と推定される。

0その月間所得は， 1000；レピー以下のものが99%, 500ルピー以下のものが94

%をしめる。月間所得150～200ノレピーの層が最も多いが，過半の都市では平均が

200～250ノレピー，ボンベイ・カノレカッタ・デリー・マドラスなどの大都市では平

均が350ルピーをこえている。

O月間支出は最上層を除き概ね収入を上回っている。上層の25%の支出は下層

25%のそれの3～4倍に達する。

0平均的な支出内容は，食料44%，光熱4%，衣料12%，住居14%，その他26

%となっている。

0世帯当たり就業者数は1.01～1.32で職業は公務員が多く，教員がこれに次ぎ，

職業経験年数は8～16年が多い。 （Timesof India, Economic Times) 
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6月 15日

Vシャストリ首相，アユブ書簡に返書一一シャストリ首相はさきにパキスタン，

アユブ首相から送られた新任祝賀の書簡（6月2日付）に対し，両国の関係改善と

いう目的のために「努力を惜むものではない」旨の返書を送った。この返書でシャ

ストリ首相はロンドンの英連邦首相会議においてアユブ首相と会談することを期待

すると付言している。

, Punjab州 Kairon首相の辞表受理一一Punjab州 HafizMohammed Ibrahim 

知事は PratapSingh Kairon州首相の辞表を受理した。州首相は中央政府官房長官

S.S. Khera氏のもたらした DasCommissionの報告書写を検討したのち，辞表を

提出したが，記者会見で，昨日のカマラジ議長あて辞意表明書簡の回答を待つこと

もできたのではないかとの質問に対し，答えることを避け，また，辞表提出の理由

も明らかにしなかった。

v国営貿易公社，ロッテlレダムに支店開設一一国営貿易公社StateTrading Corp. 

はインドと西欧諸国との貿易関係を拡大強化する計画の一部としてロッテノレダムに

支店を開設した。新支店には次の3課がおかれる。

Commission Agecy and Marketing Section 

Barter or Link Section 

Collection and Stocking of Samples Section 

V共産党左派，両派統ーと物価問題解決を提唱一一（Bombay発）共産党左派グノレ

ープは14日ShivajiParkで集会を開催し， 同党右派に対し，会議派政府と闘うた

め統一することを呼びかけた。この集会で， 左派指導者 Namboodiripad氏は物価

の上昇と政治の腐敗とに触れ，これを是正するには統一した大衆行動しかないと力

説した。

, (Bombay発）共産党左派指導者 Gopalan氏は， CPI全国委員会の条件付32名

資格停止提案は受容れ難いと言明したO

曹食料事情一一（Poona発） Poona地方選出 R.K. I三hadilkar,S.S. :More両議員

は，中央政府食料・農業相 C.Subramaniam氏に対する電信で， 同地方では食料

不足の深刻化により，人々の激昂から食料暴動発生のおそれありと警告，最低限小

麦 1万トン，米5000トンの即時放出を要請。

(Jaipur発） Bharatpurおよび Alwar地方では rabicropsの不作により 1424村落

で食料不足が宣言された。これで食料不足村落の数は2319となる。このため10月末

まで地租その他の公課の支払が免除された。
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(Nagpur発） Nagpurでは食用穀物価格が過去10年間の最高を記録した。小麦価

キ各はキンタノレ当たり85～110ルピー， TurDalは同じく98～115ノレピー， Gramは同

じく57～60ノレヒ。ー。

る月 16日

’共産党，シャストリ内閣に協力を表明か一一共産党全国委員会はシャストリ首

相の政策声明を検討した結果，社会主義，平和，非同盟に関するネlレ一政策を具体

化するという点で，シャストリ内閣に協力する意向を表明するものとみられる。し

かし，同委員会は同時に会議派内外の右翼分子がネル一政策を逆行させようとして

いることを警告することになろう。

なお，同委員会は，当面の政策課題については，物価上昇と所得配分の不公平に

対する対策の必要性を強調し，他方，社会主義政党の統合の動きについては，統一

の必要と Samyukta社会党との協力を表明するとともに， AsokaMetha氏のいう

ごとく国民会議派に参加する動きに反対する旨を明らかにする模様である。

l Bokaro製鋼所建設につきソ連に提案一一一（カノレカッタ発）インド政府はソ連に

対し， 1968年までに Bokaro製鋼所の150万トン能力拡大計画案を提出した。 この

計画案は今後ソ連専門家と検討の上，最終的に確定される予定であるが，同製鋼所

の拡張計画は引続き進められ， 1970年には能力40万トンに達するものと予想されて

し、る0

6月 19日

V メタノール工場へ米国借款一一ボンベイ近郊 Trombayにおける肥料生産計画

の一部，メタノール工場の建設に関し，米国がインドに 760万ドルの借款を与える

協定が，ニューデリーで調印された。この工場は1965年末完成の予定で，これによ

りインドではメタノールの自給が可能となろう。

-6月20日

’憲法第17修正法成立一一一先般の特別議会で両院を通過した憲法第 17修正法案

は，大統領の承認をえて成立した。この修正条項は憲法第31A条における”estate門

の定義に関するもので，ライオトワリ制ryotwarisettlementのもとに保有されてい

た土地をもこの estateに含めることなどを，その内容とするものである。

Vミコヤン第1副首相訪印一一ソ連ミコヤン第 1副首相はインドネシア訪問の途

次，シャストリ首相の招きでインドに立寄り，ラダクリシュナン大統領を訪問，ク

リシュナマチャリ蔵相，チャパン国防相らと会談した。
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クリシュナマチャリ蔵相との会談では，同副首相は，インドの第4次5ヵ年計画

に対しソ連が引続き援助を供与する意向である旨を示唆，援助の内容は1966年より

始まるソ連の新計画が固まった上で明らかにされようとのべた。また，チャパン国

防相との会談では， ミグ生産計画が検討され， ミコヤン副首相はこの計画の促進，

完成に必要な一切の援助を確約したとし、われる。

6月 21日

Vシャストリ・ミコヤン会談一一シャストリ首相はソ連ミコヤン第1副首相を外

務省に迎え， 70分間にわたり会談した。議題はラオス，カシミ－Jレ，経済協力など
の諸問題に及び，終始友好裡に行なわれたといわれる。会談後， ミコヤン副首相は

記者会見で，ソ連政府のカシミーノレ問題に対する立場は不変で、あると確言した。

なお，ミコヤン副首相はシャストリ首相にソ連を訪問するよう招請した。

Vダス委員会報告書公表一一中央政府はPratapSingh Kairon前 Punjab州首相

の不正行為に関する DasCommissionの報告書の概要を閣議に付した上公表した。

同報告書は， Kairon氏自身に関する委員会の判定， その他の閣僚ないし高級職員

の不正に対する評決， および個々の訴因に関する見解の 3部からなり， Kairon前

首相がその地位を悪用して親族の利益を図ったことを厳しく批判している。

内務省では近く Punjab州に書簡を送り，この報告に対する注意を喚起し，関係

者に対し適当な処置を講ずる必要を指摘するものとみられている。

6月 22日

V 日印造船所建設協定調印一一共同通信によれば，三菱重工業はインド政府（代

表 NagendraSingh副運輸相）との聞に， 21日， Cochinにおける造船所の共同建

設計画に関する協定を結んだ旨発表した。この造船所は第3次5ヵ年計画の一環と

して建設されるもので， 3万トンのドックや1万5000トンの傾斜船台などを含み，

総工費1800万ドル（8500万ノレピー）と予定されている。三菱重工の投資および技術

援助の細部は今後の交渉に委ねられている。

6月23日

Vシャストリ首相，中小計画を強調一一シャストリ首相は計画委員会の議長とし

てはじめてその会議に出席，第4次計画を大衆の計画とするよう要請した。首相に

よれば，当面最も重要な課題は失業と貧困の除去であり，そのため中小規模の，即

効的な計画をより重視すべきである。もちろん，基礎産業を軽視せよというのでは
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なく，人々の衣食住確保が差迫って必要であるため，例えば，巨大なダムを建設す

る資源がなければ井戸やタンクを，肥料生産が十分でなければ有機肥料をつくって

需要を満たさなければならない。

V米国輸出入銀行，対印借款一一米国の輸出入銀行はインド政府に対し2500万ド

ルの借款を供与した旨発表した。この借款は，インドにおける各種開発計画に必要

な資本財を米国から輸入する資金に充当される。

6月24日

刊 1111首相会議開幕開府食料対策を発表一注目の州首相会議は3日間の ‘ 
日程をもって本日開幕。シャストリ首相およびスプラマニアム食料・農業相は，席

上，中央政府の長短期食料対策の概要を明らかにした。

短期の緊急対策として発表された諸措置には， MadhyaPradesh州から Mahara-

shtraおよびGujarat両州への米殻の移動に関する諸制限の全廃， Andhraおよび

Madras両州における供出制度の廃止，米国およびパキスタンからの米殻輸入協定

の締結などが含まれている。

他方，長期対策としては，政府機関としての食用穀物公社afood grains trading 

corporationの設立が提案された。食料・農業相の説明によれば，公社は予め発表さ

れていた価格で生産者から食料を購入し，所定の価格で小売商に売却するもので，

差当り米殻のみを取扱う。政府は公共の必要に応じ，民間の卸売商に対してその保

有在庫の一部を特定の価格で公社に引渡すことを要求する権限を与えられる。

これらの諸政策は各州首相に好感をもって迎えられたが，州首相の発言のなかで

は， 小麦地域 wheatzonesの改廃を求める芦が強く， また中央政府の米麦供給増

加の訴えも目立ったと伝えられる。

6月25日

' 91ド｜首相会議第2日，食料対策論議続く一一州首相会議は昨日に続き食料対策の

論議を進めたが，短期対策面では，州政府間取引を廃止する旨のスブラマニアム提

案について， Andhra, Punjab, Madhya Pradeshなどの余剰州は反対の意向を示

し，提案賛成の不足州との聞に若干の論争があったこと，長期対策としての食用穀

物公社設立については，格別の論議はなかったが，若干の州方通ら公社への州政府の

参加，ないしは州単位の公社設立などの案が示されたといわれる。

農業生産増大の問題に関する討議では，計画委員会 ShrimanNarayan委員が，

関係諸機関の緊密な協力と，小規模の潅概計画の重視とを強調した。適切な農業信
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用の供与も重要な要因の 1つに挙げられたが，P.C. Bhattacharya準備銀行総裁は，

最近の物価騰貴は市場における unaccountedmoneyによるもので，銀行信用の動

きとは関係なく，準備銀行の貸出は現在のところ1962年水準の90%見当にあると説

明した。

なお，スブラマニアム食料・農業相は，公的部門に精米工場を新設する方針を明

らかにし，新鋭精米機の導入により精米能率の向上を図り，ひいては輸入の節約に

資する意向を表明した。

V強制預金の一部期限前払戻し一一中央政府は救済策の一環として，強制預金の

期限前払戻しを認めることを決定した。 この対象となるのは， 預金残高が150！レピ

ーまでのもの（年収5000ルピー以下のもの〉，年令70歳以上のもの， 永久にインド

を離れる外国人，死亡した預金者の遺産相続人となっている。

6月 26日

’；1111首相会議閉幕，不正取締強化を強調 3日間にわたって続けられた州首相

会議は，長短期各種対策を採択，閉会した。その主要内容は，①食料統制の実施を

確保し，かつ投機，ヤミ取引，隠退蔵などの反社会的行為を防止するため，適当な

機構を設けること，⑧雑穀の州、｜際，州内移動制限を全廃すること（グラムを除く〉，

③Andhra, Madras両州における米穀供出制度を即時停止し，南部諸州聞の米穀移

動制限を撤廃すること，④各州における米麦最高価格を決定するため，科学的な研

究を助成すること，などであった。長期対策としての食用穀物公社創設案について

は，この日，格別の論議がなかったが，会議後聞かれた会議派運営委員会では，州

首相がこの案を引続き検討し詳細な意見を提出すること，その上で中央政府が公社

の最終案を決定することなどの方針が定められたと伝えられる。

シャストリ首相は，輸入予定もあり，向う 2ヵ月間，必要な州に対する小麦と米

の供給に全く困難はないと言明，あわせて食料取引関係者の協力を求め，不正行為

には厳罰をもって臨む決意を明らかにした。また，クリシュナマチャリ蔵相は，計

画外の支出を最低限に縮減する必要を強調し，中央政府の予算も 7億yレピーを削減

する意向を表明した。

Vネノレー記念基金の創設一一ラダクリシュナン大統領は，偉大な故ネyレ一首相

を記念し，その遺業に対する献身を示すしるしとして，ネノレー記念基金を創設する

ことを明らかにし，広く人々の醸金を訴えた。大統領によれば＼この「Jawaharlal

Nehru Memorial Fund はかれがつねに心に留めていたあれこれの諸目的を促進

するものJとなろう。
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醸金の受付は StateBank of Indiaなど主要9銀行で行なわれる。

Vインド， 対米余剰農産物協定改訂交渉へ一一（ワシントン発〕 1960年米印余剰

農産物協定の期間満了を迎え， V.Shankar食料次官が新協定交渉のため昨日当地

に到着した。インドは向う 4年間に PL480に基き小麦1650万トン， 米130万トン

（現協定に比し合せて80万トン増〕の供与を米国に要請するものとみられている。

同次官の説明によれば，向う 4年間の人口増加は約4000万で，農業生産の増加分が

人口増加による需要増により吸収され，結局過去4年間とほぼ同量の食料輸入が必

要とされることとなる。

, Shah商相， 対印投資を誘ヲト十（ニューヨーク発） Manubhai Shah商相は25

日， FarEast America Councilで演説を行ない， インドでは経済開発の基礎が築

かれたとし，米国実業家にとって「明日のインドは昨日のそれよりもはるかに前途

有望であり，経済計画の大枠のなかでの石油化学，製薬，消費財生産の各部門にお

ける外国投資を大いに歓迎する」とのべた。また，商相は，第4次5ヵ年計画では

家族計画，農業生産，輸出が重視されること，外貨不足は今後10～20年にわたる問

題とみられ，輸出関連産業部門への米国の投資はとくに歓迎されること，などを指

摘している。

6月27日

vシャストリ首相発病一一一シャストリ首相は本日早朝発熱，不快を訴えて医師の

診察を受け，激務による疲労と診断されて休養に入った。ネlレー前首？目の逝去と首

相就任，とくに過般の州首相会議などが過労の原因とみられているが，容態は格別

憂慮すべきものではなく，その後順調に回復しつつあると発表されている。

6月28日

v豪州使節団， ：豪印貿易拡大を強調一一一訪印中の豪州、｜の親善使節団長 J.D. An-

thony内相はニューデリーで記者会見を行ない，豪印貿易の拡大可能性について次

のように語った。

1. 豪州l，インド両国経済は補完的である。豪州、｜はインドの必要とする食料，

工業原材料などの主要輸出国である。豪州はインドの茶，ジュート，じゅうたん

の伝統的輸入国であるが，今後インド商品の豪州市場への進出を歓迎する。現在

両政府間で行なわれている一連の貿易会談は，両国貿易の拡大に資するであろう。

2. 今回の訪印はパキスタンおよびセイロンを含むもので， 531Jに東南アジア諸

国にも使節団が派遣されている。これは豪州の善隣外交を示すものである。
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3. 中共に対する豪州、｜小麦の輸出は何ら政治的意味をもつものではない。現政

府は強力な反共的立場をとっている。

6月29日

v西ベンガノレに油田 予備的な調査によれば，西ベンガノレの Ranaghatからベ

ンガノレ湾岸にかけての140マイノレの地域に， 相当量の油田があると推測され， イン

ド，ソ連，フランスの各専門家もこれを肯定している。埋蔵量は Cambay-Cutchな

いしCauvery流域に匹敵するとみられている。 Kabir石油・化学相は近くこの地帯

の詳細な調査を開始すると語った。

6月 30日

Vシャストリ首相，発病後はじめて執務一一シャストリ首相は発病後はじめて若

干の事務処理を行ない，重要会議に参加した。公式発表によれば，回復過程は順調

である。

, Punjab 州首相にRamKishen氏内定一一Punjabリ十蟻会会議派は RamKishen 

氏を満場一致でリーダーに選出，これにより州首相に Kishen氏が内定した。州首

相の地位はさる15日Das報告との関連で Kairon氏の辞表が受理されて以来，暫定

的に GopichandBhargava氏に委ねられている。

V米国の食料援助確実一一一（ワシントン発）余剰農産物交渉のため訪米中の Sha-

nkar食料次官は， インドの食料危機に対する米国の援助につき確約を得て，帰国

の途につく。米国は，当面の食料難に対し，新しい余剰農産物処理法の成立を条件

として， 8月以後の収穫から30万トンの米をインドに輸出することに同意した。新

しい長期協定については新法成立後公式交渉、が開始されるが， 4年間に小麦1660万

トンラ米120万トンの援助に格別の問題はないとみられている。

,IMFに2500万ドル返済一一インドはIMFに対し2500万ドルの返済を実施した。

インドは1961年8月1日2億5000万ドルのIMF信用を引出したが，本年初第1回返

済2500万ドノレを行なった。今IEJの返済は第2回目のもので，これにより未返済残高

は2｛意ドノレとなる。

, IFC，綿織機会社に投融資 国際金融公社IFCは，インドおよびスイス資本

と共同で， Madras州、lCoimbatoreに新設される綿織機製造会社 LakshmiMachine 

Works Ltd.に計138万ドノレの投融資を行なう旨発表した。 Lakshmi社は資本金2500

万ルビーで，うち， IFCが200万ルヒO一，スイス資本 RieterMachine Works Ltd. 

が300万ルビーヲ G. K. Devarajulu氏を中心とするインド資本クツレープが875万ノレ
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ピーを引受ける。工場新設の必要資金総額は6000万ノレピーで，株式以外は借入金で

賄われるが， うち IFCは96万ドノレの融資を行なう。
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7月の動向

ド

〔食料危機の進行）

6月初め， ネノレー逝去のあとを継いだシャストリ内閣は，その後懸念されていた通

り物価問題， とくに食料価格の抑制に苦闘している。すでに食料不足の各地では食料

供給の社絶や食料品店への襲撃が報ぜられ， 野党各派ではデモや集会により政府の食

料政策を激しく批判しているが， 目先夏から秋にかけての端境期を控え，事態は一段

と深刻の度を加えていくようにみえる。

食用穀物の価格指数は過去18ヵ月間に22%上昇， とくにこの5月以降では18%の急

騰を示した。それ以前の10年間（1953.2～1963.2）の上昇が計27%であったことと比

べると， この急昇はまことに著しい。しかも，平均的にみて個人支出の%が食料に向

けられている現状では， これが民衆の生活にいかに大きな重圧となっているかは想像

に難くない。

食料価格騰貴の背景には，絶対的ないし相対的な食料不足がある。まず， 1962,63 

年と凶作が続き穀物生産が停頓（人口年1千万増）した上に，本年冬期の季節外れの降

雨でソト麦の収穫が打撃を受けた。 だが政府の説明では，食料供給量は総計8200万トン

と昨年を300～400万トン上回っており，ことに米の収穫が3600万トン（前年比400万ト

ン増〉，輸入も前年比50～70万トン増，小麦生産は970万トン（前年比120万トン減）に

止まったが， 輸入小麦の放出は上半期だ、けで、320万トンと昨年全体の水準をこえてい

る。 したがって，価格騰貴の激化には，その流通面における諸要因も重要な役割を演

じているといわなければならない。

食料投機を触発した直接の要因は， 3月の小麦地帯（wheatzone）の形成であったと

いわれる （N.Y. Times, 8月初日）。これは小麦供給を確保し，輸入小麦を不足地帯に

集中する日的で， 各地帯問の小麦移動を政府の統制下におこうとした措置であった。

しかし， その結果，穀物商人たちはマハラシュトラ，グジャラート，ウツタノレ・プラ

デシなどの不足州を中心とした小麦の値上りや， ひいては小麦地帯の維持不能を見越

して，食料在庫の抱え込みをはじめるに至った。政府は投機対策として，穀物取引の

免許制度の強化，在底申告制度の実施，警察力による隠匿摘発などの諸措置を次々に

講じたが， 不幸なことに，これらがかえって逆に食料の流通を不安定にし，食料の不

足と値上りを一層激化させるという事態を招いている。

F
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インド

〔苦脳するシャストリ内閣〕

6月24～26日に開催された州首相会議は， 深刻化する食料問題について，耕作農民一

の生産意欲を刺激しかっ都市住民の生活を安定させる食料価格の設定， 食料価格安定

のための食用穀物公社の創設， 輸入の促進，投機の抑制などの諸対策を論議し，穀物業

界の自制と財界の協力を要請した。 このうち，食料輸入の促進については，米国余剰

農産物輸入交渉が順調に進行しているほか， 緊急措置として米国からの小麦積出し速

度が倍加 (1日2万トンへ〉されているし， パキスタンとの間で米の買付協定（60万

トン見当か）も調印された。食用穀物公社も明年早々実現を目指し準備が急がれ，食

料物価の決定も近く発表される運びとなっている。

だが，個々の食料対策とは別に， この際注目されることは，この食料不安がネノレー

逝去というインドにとって最も不幸な時期に生じたとU、うことであろう。シャストリ

内閣が順調に発足したとはいえ， ネノレー前首相があまりにも巨大であったために，国

内各階層の聞に漠然とした不安がなお広く残っていることは否定できない。州首相会

議における討議がこの緊急事態のもとでいま一つ明確な政策決定を欠いたということ

は， 州地方の各政治機構のなかで会議派が大商人や大農と深く繋っているという野党

の主張と相まって， 各種対策の効果的な実施に必要な政治力が十分でないとの印象を

深めることになっている。パンジャブ州でカイロン前首相が権限の不正使用を理由に

その地位を辞したが， こうした会議派政権の腐敗や内部の派閥対立も，先行き重要な

政治不安の要因であろう。

他方，農業生産の不振から，開発計画の遂行に障害が生じており，現在策定の急が

れている第4次5ヵ年計画（1966～71年〉の目標も， 当初の計画より縮小されざるを

えないようである。例えば，鉄鋼生産目標は当初の1800～1900万トンから1530万トン

程度へ， 肥料のそれも220万トンから200万トンへ引下げられたと伝えられる。そのな

かで，計画自体の重点を第2，第3次の重工業一本槍から再び農業生産を重視する方

向へ， さらにその場合にも巨大な計画よりも多数の小規模な水利，潅i低土壌保全な

どに努力を集注する方向へ，移すことが検討されている。こうした重視の移行は農業

の比重の高い現況に照らし，現実的な政策動向と評価されよう。しかしその場合にも，

富農が全土地保有の半ばを占め， 最大地主1%がその%を保有すると U、う現在の土地

制度のなかでは， 「貧困な耕作農民に肥料や潅瓶の便や資金を与えるためどのような

手を打ったにしても，結局利益は富裕な少数地主の手に吸収されヲ大多数の農民は以

前と同じ貧窮のままに残されてしまう」 （Economist,8月8日）という可能性が少なく

ないことは，見過すことはできないように思われる。

円。
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インド日誌

l 9 6 4年 7月 1日

Vシャストリ首相，ロンドン行き取消し シャストリ首相は病気療養のためロ

ンドン行きを取消し，英連邦首相会議には，代理としてクリシュナマチアリ蔵相と

インディラ・ガンジー情報相とを出席させる旨のステートメントを発表した。首相

自身は健康上の不安なしとして訪英を望んだが，結局ロンドンで予想される過重な

日程を懸念した医師の勧告に従うこととなった。

V第4次計画での石炭生産目標1億4000万トン一一第4次5ヵ年計画における石

炭の生産目標は，暫定的に年間 1億4000万トンと設定された。

現行第3次計画の石炭生産は，計画最終年の目標9700万トンに対し実績は7500万

見当とかなり伸び悩んでおり，これを打開するため， National Coal Development 

Corporationの改編など，生産体制の変革が検討されていると伝えられている。

, Unit Trust of India，投資信託売出し一－UnitTrust of Indiaは1964年ユニット

信託売出計画により， StateBank of Indiaはじめ全国約4000の銀行店舗を通じ，

ユニット投資信託の売出しを開始した。

Unit Trust of Indiaは“UnitTrust of India Act, 1963”に基き公的部門に設

立された投資信託会社で，インド経済において貯蓄の生産的投資への投入を助ける

ことを目的としている。当初資本は5000万ノレピーで，準備銀行2500万ルピー，イン

ド生命保険公社750万ドル， StateBank of India 750万ドル， 指定銀行およびその

他金融機関1000万ドルの出資が行なわれた。

今回の売出しでは，額面10ルピーで、10ルピーまたはその倍数を単位として売却さ

れる。価格は7月中は額面により，それ以降は毎日会社が定める。 1964年11月以降，

会社は毎日定める価格で貝反しを行なうことができ，また1965年7月以降は第3者

への譲渡が可能となる。信託の損益は毎年6月末をもって計算され，収益が配当さ

れるO 会社の収益は所得税を免除され，配当は信託保有者当たり1000ルビーまで所

得税免除の特典が与えられている。配当は年6%見当となるものと予想されてい

る。

クリシュナマチャリ蔵相はニューデリーにおける StateBank of Indiaで、の売出

し開始に当たり，この投資信託計画を，広範な人々の生産への参加を可能ならしめ

るものと挨拶し，最初の10単位を購入した。 UnitTrust of IndiaのShriR. S. Bhatt 
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インド

会長は，投資信託の運営方針に関し，資金を政府証券，社債，優先株，普通株など

に広く分散し，かつ均衡のとれた形で、投資すると語った。

投資信託の売出しは市場に好感をもって迎えられ，株式価格も若干の騰勢を示し

たと伝えられる。

7月2日

Vガンジー夫人，情報・放送相に就任一一ネノレー逝去に伴う所用のため就任の遅

れていたインディラ・ガンジー夫人は，本朝，ラダクリシュナン大統領のもとで宣

誓を行ない，情報・放送相に正式に就任した。新情報・放送相は午後，同省幹部職

員に対し就任の挨拶を行ない，情報・放送活動，とくに放送および映画関係分野に

つき再検討の必要あることを指摘した。新政策の具体的な構想は，同相が英連邦会

議より帰国したあと，明らかにされることとなろう。

Vセイロン，輸入・小売商業に外国人排除政策一一＼V.Gopallawa総督はセイロ

ン第5議会，第5会期の開会に当たり 3 セイロンの輸入貿易および小売商業の両部

門から外国人を全面的に排除する政策を発表した。インド貿易筋の見解によれば，

この措置により影響をうけるインド人は5000名以上にのぼるとみられる。

7月3日

V農相，食料問題で記者会見一一スブラマニアム農相はラ記者会見で食料および

農業問題に関し次の諸点を指摘した。

州首相会議の決定を反映して，若干の州で食料価格，米麦供給事情につき

改善がみられる。

農業生産拡大の核心は，割に合う価格を保障することである。また，内約

ないし口約束に基くような不安定な小作契約を除去することが，土地制度上，当

面最大の課題である。

公的部門と協同組合部門とに精米工場を創設する計画は，差当たり 6工場

(1時間当たり精米能力3トン， 2トン， 1トンの3種）を発足させる。必要機

械買付のため西ドイツおよびイタリー（のちに日本へも）に視察団が派遣されよ

フ。

食料公社FoodgrainsTrading Corporation設立については具体案を起草

中であるが，公社を 1社とするか，地域毎ないし品目毎に数社とするかなどの点

では未定である。

Vインド産業開発銀行発足一一インド産業開発銀行 Industrial Development 
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Bank of Indiaはボンベイにおいて営業を開始した。クリシュナマチャリ蔵相は，同

行の発足に当たり，これが既存の金融体制の強化のみならず，積極的かつ創意ある

企業努力の助成という点で一歩踏み出したものとし，同行の担保の性質に何らの法

的制限もないことを指摘して，同行が借り手の信用度 Creditworthinessよりもむ

しろその人格的な誠実さ personalintegrityを重視して融資を行なうことを希望し

た。準備銀行Bhattacharyya総裁は同行の会長として，同行が資本市場を含め各方

面からの資金を必要とする大規模企業を助成しようとするものであり，経済開発計

画における重要産業に資金の不足をなからしめるものと挨拶した。

V外資受入れにインド首位一一国際資本移動に関する国連報告によれば， 1960～

62年間に52の後進諸国に対する一長期資本および公的贈与資金は純計190億ドルに上

ったが， うちインドの受入れ額はその13%で，最大であった。これに続いて，アル

ゼンチン，プエノレトリコ，ブラジノレ，インドネシアなどがある。インドの年次別受

入れ額は， 1960年7億6700万ドノレ， 61年6億3000万ドル， 62年7億1100万ドル。

7月4日

Vインド共産党統一交渉，物別れ一一一インド共産党書記局および分派グループは，

共産党再統一の具体策に関し代表者会議をニューデリーで開催したがフ 2時間半に

わたる会議で双方の主張を繰返したに止まり，合意に達することなく終った。分派

代表の 1人 HarkishenSingh Surjeet氏は，会議終了後，分派側に関する限り統一

交渉は終ったと語った。

会議に出席した代表者は，分派側ではこの Surjeet氏のほか， JyotiBasuおよび

Promode Das Gupta両氏，書記局側では G.Adhikari, C. Rajeshwar Rao, Bhu-

pesh Guptaの各氏であった。

V英国より織物機械輸入一一（ロンドン発） Midland銀行は3日StateTrading 

Corp. of Indiaとの対インド織物機械輸出に関する650万ポンド延払い協定に調印

した。機械の輸出は英国北西部にある PlattBrothers (Sales）社により行なわれ

る。この延払い協定は期間12年のもので，英国輸出信用保証局の保証が付されてい

る。

7月6日

, Punjab州新内閣成立一一RamKishen新首相以下7名からなる Punjab州内

閣閣僚は， HafizMohammed Ibrahim知事のもとで宣誓を行なった。前内閣から

の留任は Kairon反対の立場にあった DarbaraSingh氏のみで，すべて入れ替えと
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なり，同州におけるいわゆる Karion時代が終ったとみられている。

Vクソシュナマチャリ蔵相およびガンジー情報相は，シャストリ首相の代理とし

て英連邦首相会議に出席のため，ロンドンに向け出発した。出発に際しラ両相は記

者団の質問に答え，こもごも英連邦の紐帯の有用性を強調した。

’印ソ，ピライ製鋼所拡大協定調印一一Bhilai製鋼所の拡大に関するインド ソ

連間協定が， N.2¥1. Silouianovソ連経済参事官と P.Govindan Nairインド大蔵次

官補との間で，ニューデリーで調印された。今回の協定は Bhilai製鋼所における

第6溶鉱炉および coke batteryの建設に関し， ソ連が資材および技術援助を供与

することを内容としたものである。この協定によりソ連の Bhilai援助についての公

約が全部履行されることとなり，同製鋼所の鋼塊生産能力は，第3次5ヵ年計画最

終年に年間250万トンに達するものと予想されている。

v印ソ貿易拡大へ一一ー商務省発表によれば，本年1～4月のインドの対ソ連輸出

は計2億3000万ノルピーと，前年同期の 1億1000万ノレピーを大きく上回った。本年初J

め発効した印ソ貿易5ヵ年協定では，最初の3年間に両国貿易の倍増を予定してい

る。本年の対ソ輸出は年間で昨年の5億ノレピーに比L, 8億5000万ノレピーに達する

ものとみられるε なお‘インドの対ソ輸入も増加しており，本年1～4月2億3000

万ノレピーに達したコ

V食料事情悪化一一（Ahmedabad発） Federation of Gujarat Foodgrain Dealers' 

AssociationのDayabhaiFadiya会長は， 5日，同協会の理事会のあと記者会見で，

Gujaratの食料事情は「きわめて不満足」な状態にあると指摘，過般の州首相会議

の成果は Gujaratに関する限り全く不満足であり，食料価格は続騰しているとのペ

fこ。

(Lucknow発） U. P.州会議派委員会の AlguraiShastri副議長は，食料価格の上

昇により，状勢は全く憂慮すべき段階にあるとして，中央および州における会議派

政権が，この問題をより重視する必要を強調した。

7月7日

V農相，暴利商人に強硯決意一一（Bangalore発）スブラマニアム農相は当地で

Mysore政財界各方面と会談したが，そのなかで， 中央政府は近く南部諸外｜におけ

る米の却小売価格を公定するであろうとのべるとともに，食料の流通面での不正行

為に言及し， 「わたしが暴利商人を打倒すか，さもなくば暴利商人がわたしを打倒

すかのいずれかだ」とし，インド防衛令の発動も辞さないと強硬決意を表明した。

v自動車工業に対する米国借款一一米国AIDはインド自動車工業の拡大に対し，
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インド

3件計3780万ドルの借款供与を決定した。この借款はインド政府を通じ Hindustan

Motors社（Calcutta）および TataEngineering and Locomotive社 (Jamshedpur)

におけるトラック， powershovelなどの生産能力拡大のため使用される。両社は

インド政府に対して 2年の猶予期間ののち 10年にわたり年5.5%の金利を付して1レ

ピー貨で返済するが，インド政府の対米返済は10年の猶予期間ののち30年にわたり

行なわれる予定。金利は猶予期間年0.75%，その後30年間年2%。

Y月8日’ v大統領 シヤストリ首相を訪問ーラダクリシユナン大統領は静養中の、ンヤス
トリ首相を訪問， 50分間にわたり会談した。公式発表によれば，首相の健康ほ概ね

E常に回復しており，病床で要務を処理している由。

V会議派物価委，衣料価格引下げを強調ー←会議派物価小委員会は Jagjivan

Ram氏を議長とし，ナンダ内相，スプラマニアム農相ら出席のもとに衣料価格問題

を検討，その引下げの必要性を強調した。ちなみに，綿布価格は現在政府の承認を

得て業界で自主的に規制されているが，生産者側では現在の価格が定められた1961

年1月以降各種コストの値上りが14%にも及んでいることをあげて，その改訂，引

上げを要請しており，政府筋でも若干の引上げを認める方向に傾いていると伝えら

れている。

7月夕日

Vナンダ内相，物価上昇を憂慮一一政府筋では最近数週間の物価急騰に対する大

衆，とくに勤労者階級の不満の急速な広がりに懸念を深めつつあると報ぜられる。

社会不安に対し治安を相当するナンダ内相は，近く招集される ZonalCouncilの連

絡委員会において，この問題を主要議題として提出する意向といわれるがァ同時に

内相は，計再委員会 AsokaMehta副議長に書簡を送り，同委員会が狭い勧告機関

的な枠をこえてこの危機の打開に断固たる役割を演ずることを強く要請した。

V開発計画に外資の役割を強調一一（Bombay発） Indian Investment Centreの

G. L. Mehta会長は，当地で開催された同 Centreの年次会議で報告演説を行ない，

第4次5ヵ年計画の目標達成には，外国民間資本の流入を「大幅に促進」しなけれ

ばならないとのべた。同会長はまた，さる 4月の米国実業家団の来印のあと， 5:llJの

実業家グループが本年末ごろインド視察を考慮中であること，西ドイツ実業家グノレ

ープの来印を招請中であること， 8月には日本の石油化学専門家の小グループの来

印が期待されていることなどを明らかにした。
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V資本発行，1963年は減少一一一（Bombay発）インド準備銀行月報6月号は「1960～

63年の民間部門における資本発行」に関する調査を発表しているが，これによれば，

1952年の5000万ノレピーから1959年の4億3000万ルビーに増加した新規資本発行額

は，その後さらに急増して， 1962年には9億8000万lレピー（OilIndia社の社債発行

3億ルピーを合む〉に達した。しかし， 1960～62年のブーム状態の鎮静に伴いその

後反落に転じ， 1963年には5億1000万ノレピーに止まっている。

7月 10日

V カシミール問題討議を拒否一一一クリシュナマチャリ蔵相は，昨夜英連邦首相会 ． 
議において，カシミールが法的に「インドの不可分の一部」であることを指摘，そ 唱

ω将来を英連邦会議で処理することはできない旨強調した。この発言は，カシミー
ノレ問題のような連邦内の紛争につき調停機構を設けようとするパキスタンのアユブ

・カーン大統領の提案に反対するインドの立場を明確にしたものである。蔵相はさ

らに，インドはこの問題を平和裡に解決しようとしており，すでに両国間で内相会

議も聞かれているが，カシミール問題は複雑なもので簡単に解決できるものでない

とのべている。

’ 「純金販売店」閉店一一インド圏内で純金の装飾品を売る唯一の店舗が，ニュ
ーデリーの CentralCottage Industries Emporiumで聞かれた。売出される品目は

1962年の緊急事態宣言以降国家防衛基金に一般から寄付された貴金属宝石類で，差

当たりの売出し額は約3万yレピー，買手は外国人旅行者に限られ，支払は旅行者小

切手による。インド国内での転売は許されない。

インドでは金統制規則により 14カラット以上の金製品の売買が禁止されている

が，国防基金に寄付された14カラット以上の金製品はインド工芸としての価値を有

するものも多く，鋳潰すよりもむしろ外国人向に売出した方が有利で、あるとして，

準備銀行がこの店舗を開くに至ったものである。

Vボンベイ港の荷役促進政策発表一一運輸省では食料・農業省との協議の上，先

ごろ来食料輸入関係船舶の輯鞍を主因とするボンベイ港の混雑緩和のため，要旨次

のごとき政策を発表した。

1. PL480関係の非米国船の傭船は，今後運輸省内の中央傭船委員会で一括し

て行ない，そのインド到着を総合的に調節する。

2. 荷揚げずみ穀物の国内輸送を迅速化するため，専任の高級職員を任命する。

3. 荷揚げ関係労務者に対する新割増し賃金制度を早急に策定する。

4. 穀物荷揚げ促進のため， 緊急輸入を含む vacuatorの補充措置を早急に講
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ずる。

5. 食料の港湾荷役，国内輸送などに関する諸問題を掌握するため，食料・農

業，運輸，鉄道，大蔵の各省代表からなる高級調整委員会を設置する。

V食料事情一一一（Lucknow発）小麦， 米， グラムは当地穀物市場で全く姿を消し

た。もっとも，公正価格店では販売されているが，長い行列が続いている。警察は

これら市場およひ、販売店の秩序維持のため警戒体制をとっている。

7月 11日’ v共産党左派大会中印交渉両国山かけ一（Tenali発） 6日間の日程で開催
されていたインド共産党左派大会は，予定を 1日繰上げ本日終了した。閉幕に当た

り，大会は満場一致で中印関係に関する決議を採択，インド政府に対し中国政府と

「直接交渉」を開始するよう要求，紛争の解決には平和交渉以外に途はないと強調

した。

左右両派の統一問題に関しては，左派の統一努力が主導権を失うまいとする右派

の執劫な抵抗に合っているとし， Dangeクツレーフ。の排除と両派統一とを全党に呼び

かける決議を採択した。

なお，総領草案に関しては長時間にわたる討議にも抱わらず， Namboodiripad氏

とその他の人々との問に見解の相違が残り，次凶の大会 (lo月24～31日，カノレカッ

タ）に持越された。

l Pimpriスト解決一一一Pimpri所在の国営ヒンドスタン抗生物質公社の労使紛争

はラ HumayunKabir石油・化学相の斡旋により解決した。同相より発表された妥

結の条件によると，従業員は 1月以来1率月25｝レピーの割合で暫定的支払を受ける。

この暫定支払は給与増加案に対する公社側の最高裁への提訴が最終的に結着するま

での間続けられる。

曹長期食料対策の確立へ一一スブラマニアム食料・農業相とアソカ・メータ計画

委副議長は， 2時間にわたる会議を行ない，長期食料政策の具体的策定に関し検討

した。主要論点は農相の食料公社創設案と食料卸売価格に関する専門家機関の設置

案で，後者はとくに耕作者への刺激要因を含む農産物価格の設定に関連する。これ

らの諸問題は，今後さらに計画委員会で引続き検討される予定。

V食料事情一一（Aεra発）約1000λの群衆が2軒の食料品店を襲い， 小麦47袋と

砂糖6袋を奪った。原因は食料品店が昼食のため閉店しようとしたのに対し，雨中

で長時間行列していた群衆が怒り出したことによる。警官隊の出動により約50人が

逮捕された。
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Y月 12日

v首相官房強化一一大蔵省 L K. Jha経済担当次官は，新設の首相官房長官（Sじー

cretary to the Prime Minister）に任命された。これに伴い，既存の首相秘書：J店

(Principal Private Secretary to the Prime Minister）は廃止される。これは中央政

府の機能強化の第1歩として，シャストリ首相が首相官房の強化昇格を決定したも

のである。

7月 13日

V対外経済協力政策の検討進む一一Times of India紙によれば， インド政府は

アジア・アフリカ諸国に対する経済援助の調整のため，近く経済技術協力局ともい

うべき機関の設置を考慮している模様であり，シャストリ首相はすでに外務省に対

し，この目的のための予算措置について必要な手続を検討するよう指示したと報ぜ

られる。

シャストリ首相の意向は，インドの対外平和善隣政策をアジア・アフリカ諸国に

対する積概的な経済援助政策により裏付けたいという点にあるとみられており，具

体的には大規模な資金援助は不i1J能としても，技術・教育・訓練，合弁事業などの

形で，有効な援助を供与できるとされている。なお，インドの対外協力の具体例と

して，ピルマにおけるミシン工場，タイにおけるジュート工場，エチオピアにおけ

る繊維工場などの建設があげられている。

7月 14B 

V第4次農業計画iの繰tげ実施を要請一一中央政府はこのほど農業生産拡大の必
要にかんがみ，各州政府に対L，第4次5ヵ年計画に含められるべき諸政策乞計

画の最終的決定をまたず， i斬次繰 t-.f:f実施することを要請したといわれるc

新5ヵ年計画における農業開発計画は，現在作業部会の原案を食料・農業省で検

討している段階にある。繰上げ実施の要請される計画としては，水利・潅i陣・土壌

保全などの予備的技術的調査，計画実施に必要な人材養成のための訓練施設の拡充，

農場や研究施設の建設用地の選定，新工場建設のための設計ないし所要資材目録の

作成，実験工場の建設などがあげられている。

7月 16日

v教育委員会委員任命一一一政府は，教育の全分野にわたり全面的な検討を行ない

国の教育制度に関し勧告を行なう教育委員会（Education!Commission）を設置し，
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16名の委員（委員長には UniversityGrant Commission議長 D.S. Kothari博士〉

を任命した。委員会は教育に関するあらゆる問題を検討し， 1966年3月末までに最

終報告を提出することとなっている。なお，広く諸外国における経験をも吸収する

ために，委員に5名の外国人学者を含めたほか， 4名の外国人顧問の協力を得るこ

ととしている。

v英連邦首相会議終了一一英連邦首相会議は人種問題その他に関しコミュニケを

発表，終了したo’7月17日
V肥料工業拡大に米国企業団提案一一米国の主要民間6企業は，企業団 Consor-

tiumを形成して， インドの第4次 5ヵ年計画のもとに， 大規模な肥料の生産分配

体系の創設に乗り出すことを決定したと報ぜられる。この計画はボールズ駐印米国

大使が， 15日， HumayunKabir石油・化学相に提示しラ同相もこれに関心ある態

度を示した。関係米国企業の代表団は9月初め来印し，インド政府と直接交渉に入

るものと予想されてし、る。

この計画は総コスト 2億5000万ドル（うち外貨所要額60%）に上る巨大なもので

あるが， AIDの新投資保証計画により， 米国投資額の75%に米国政府の保証が与

えられるといわれる。ボーノレズ大使や在印 AID筋では， インドにおける肥料増産

をきわめて重視しており，第4次計画において食用穀物生産目標1億2000万トンの

達成のためには， 400万トン以上の肥料投入が必要（現在の生産能力30万トン〉と

推定している。

Vパキスタンより米買付協定調印 インドのパキスタン米買付に関する協定

が，ラワノレピンジで両国政府代表により調印された。

この協定に基き，インドは向う 6ヵ月間にパキスタンから3650万ノレピー相当の米

の供給を受け，これに対し石炭，鉄道資材，香料，洋傘部品などを見返りに輸出す

る。外貨の支払は予定されていない。なおラ輸入される米の量は明示されていない

が， 60万トン見当とみられている。

v次期国会の日程一一政府は，下院の第3国会第9会期を 9月7日に招集する旨

発表した。会期は10月3日までの4週間の予定で，物価問題，英連邦首相会議の成

果などが主要議題となるものとみられる。上院も同期間に開会される。

7月 18日

T Swaran Singh工業相を外相に任命 大統領は SwaranSingh現工業相を外相
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に任命した。これに伴い， H.C. Dasappa現潅翫・電力相が工業相に任命された。

潅概・電力省は K.L. Rao閣外相がそのままの資格でこれを担当する。 インドが

専任外相をおいたのは独立以来これが最初である。

なお，これらとは別に，スブラマニアム食料・農業相が農業拡大政策遂行の観点

から，地域開発・協同組合省をも所管することとなった。

7月 19日

v鋼管工場へ米国借款一一米国 AIDは2件1189万ノレピーの対印借款を決定した

が，これには Punjabにおける鋼管工場建設資金939万／レピー相当のドル借款が含ま

れている。この工場はこの種のものとしてはアジアで最大のものとなる予定で，イ

ンド金融会社もこれに361万ルピーの貸出を決定した。

7月20日

Vクリシュナマチャリ蔵相帰国 クリシュナマチャリ蔵相は英連邦首相会議よ

り帰国，記者会見で，同会議のコミュニケがカシミール問題に触れたことは印パ関

係に何ら影響をもつものでないと語った。蔵相によれば，パキスタンはこの問題を

より明確な形でコミュニケに挿入しようとしたが，成功しなかったので、あり，決し

てパキスタン外交の勝利を意味するものではない。

なお，インディラ・ガンジー夫人は23日に帰国する。

V食料事情一←（Gorakhpur発）当地近郊 Urwarで18日4000の群集が市（いち〉

の商店を襲い，食料その他を奪った。この市で、は小麦が 1；レヒ。ー当たり 14chatakで

売られていたといわれる。

(Chapra発）公正価格店の前で、小麦粉を買うために長時間行列していた婦人が卒

倒して死亡した。 Bihar州 MungeriLal供給相が直ちに現地に赴き調査し，公正価

格店の小麦粉配給方法の改善を要請した。 ｛ 

7月21日

V外国援助は有望一一ニューデリーおける見方では，第4次5ヵ年計画に対する

諸外国の援助の見通しは比較的明るいといわれる。第4次計画中の受入れ予想、額は

210億ノレピーと現行計画とほぼ同水準とされるが， これは1966～71年間の返済額を

考慮すると，総額で、は330億yレピーに上るものである。

楽観説の背景として，米国におけるジョンソン政権の継続，英国総選挙における

労働党の勝利などの期待があり，西ドイツの政治情勢もインドに対し有利とみられ

ている。世界銀行も第4次計画の構想、に関心を示しており，近く専門家チームを，
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さらにその後により高級なエコノミストのグループ。をインドに派遣し，計画の進行

に関し調査を行なう意向と伝えられる。なお，後者のグノレーフ。は，第3次計画開始

前にインド経済調査を行なった「3賢人」委員会の再現のようなものとなろう。

7月22日

v工業・供給閣外相に T.N. Singh氏一一大統領は T.N. Singh現計画委員会

委員を工業・供給省所管の閣外相に任命した旨発表した。新聞外相に同省内の重工

業部門を担当する予定。 (7月25日宣誓）

V食料事情一一一（Ahmedabad発）スブラマニアム食料・農業相は，落花生および落

落生油の Gujarat州からの積出しを即時禁止すると発表した。この禁止は州政府の

要請により発令されたもので，現在史上最高水準にある油脂価格を抑えようとする

ためのものである。

(Bombay発） Maharashtra州政府は隠匿在庫を市場に放出するため，食用穀物在

庫申告令（FoodgrainsDeclaration of Stock Order, 1964）を公布した。同令によ

れば，食用穀物 10quintals以上の保有者（耕作者の場合は25quintals以上〉は，

その保有在庫につき申告しなければならない。同令は即日：発効し， 12月15日まで実

施される。

7月23日

Vナンダ内相，暴力に警告一一ナンダ内相は各州首相に回章を発L，各地で計画

されている物価上昇反対運動が暴動化する可能性について警戒するよう要請した。

ナンダ内相はそのなかで，民衆が物価について関心を表明することは当然であり，

同情的な態度でこれに対処すべきであるし，各種政党や団体が建設的な提案を行な

うことは歓迎すべきであるが，こうした動きが妥当な範囲を逸脱し，平和と秩序を

脅すに至るときには，政府は治安維持のため断岡たる措置を講じなければならない，

とのべている。

’銀行従業員の遵法斗争一一一21日より始まった銀行従業員の「就業規則遵守」斗

争は， 23日朝までにニューデリー全市の銀行に波及，経済活動に重要な影響をもた

らしている。この斗争は最近の食料・衣料価格の騰貴にかんがみ手当の引上げを要

求して行なわれたものである。

V食料事情一一一一（Hyderabad発）当地近郊の公正価格米販売店の前の行列のなか

で， 1人の男が口論の末刺殺された。 Andhra Pradesh州の Balarami Reddy 

食料・農業相は現地を視察し，全市250の公正価格店に警官を配置するよう指示し

守
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7月24日

V設備新設許可手続，農業・重工業重点に改訂一一政府は本年下半期における設

備新設許可手続に関する新規則を公表した。新手続は機械関係70種，非機械関係70

種の業種を新規設備出願可能の部類に挙げ，同時に本年末まで新設不許可の業種と

して195種を指定している。今阿の新設可能リストには Swaminathan委員会の勧告

を入れて， 10余の業種をはじめて禁止リストから移し換えた。

可能リストに挙げ山主要業種には工業用…ール工業用冷凍機計算 4 
機，肥料，農機，精米・精粉機，アルミ精錬，ボイラヘセメント用機械，工作機

械，織機等々がある。また，禁止リストには， 8種が可能リストから移されたが，

その主なものは自動車付属品，工業用送風機，捲取用鋼線，漂白剤，自転車用タイ

ヤ等々となっている。

V第4次計画の目標引下げか一一一現行第3次5ヵ年計両の進捗状況は多くの分野

で昨年の中間報告時の見通しをも下回っており，そのため，第4次5ヵ年計画の目

標もかりに2000億ノレピーの支出総額が確保されたとしても，当初の予定より引下げ

られざるをえまいとし、われる。

この好例は農業で，昨年秋には計画委員会は目標を 1億トンに引下げることを渋

っていたのに，現在では9200万トン程度が実現すれば申分ないとしている。この他

鉄鋼生産は現計画目標750万トンが現在では550万トンへ， 4次計画目標もはじめ

1800～1900万トンとされていたのが現在で、は1530万トン程度に引下げられている。

石炭生産も現計画目標9855万トンに対し実績7200万トン程度，窒素肥料生産も同80

万トンに対し42万5000トン程度と不振で， 肥料生産の4次計画目標もすでに 220万

トンから200万トンへ引下げられているとU、われる。

’共産党，サチャグラハを呼びかけー一一共産党は8月24～28日間，全インドにわ

たって反物価騰貴 Satyagraha（非暴力非協力運動）を行なうことを計画している。

S. A. Dange同党議長は記者会見で， Satyagrahaは政府諸機関のみならず投機活

動の中心をなす株式・商品取引所・主要銀行などにも向けられ，物資が隠匿されて

いるところを囲み，在庫の放出を要求するわけであり，こうしたデモの後，全国的

な1日ゼネストを決行するつもりであると語った。

記者団が，共産党はシャストリ政権支持を表明したので、はなかったかと質問した

のに対し， Dange議長は， 同党はネルーの非同盟政策を継承するという点を支持

したので、あって人々を飢えさせる政策を支持しはしない，と答えた。

一（128）一 174-



． 

’ 

インド

同議長によれば，政府の警告や言明ないし公約は，民衆が行動に立ち上り，また

各種政党が Satyagraha, 行進， デモなどの政策をとりあげ，政府をして巨大な隠

匿商人や独占的銀行家に対し断固たる処置をとらしめるときに，はじめて有効とな

るであろう。

7月25日

vシャストリ首相，全快一一静養を続けていたシャストリ首相は，全く健康を回

復L，正常な執務を再開した。首相は 1時間20分続いた閣議ののち，大統領府にお

ける T.N. Singh工業・供給閣外相の宣誓式に出席した。

Vシャストリ首相の訪米，訪ソ一一（NewYork発） S. K. Patil鉄道相は当地で

の記者会見で，シャストリ首相は明年5月訪米しジョンソン大統領を訪問するであ

ろうと語った。ジョンソン大統領の招待状は最近ボーノレズ大使を通じて手交された

といわれる。 Patil鉄道相はシャストリ首相の訪米の準備のため， 8月l～6日の

間にジョンソン大統領，ラスク国務長官その他と協議する予定。

なお，同相によれば，シャストリ首相は明年4月ソ連を訪問しフノレシチョフ首相

と会談する予定である。

v州地域開発相会議， Panchayati Raj運動の改苦ェを決議一一各州の地域開発－

Panchayati Raj担当閣僚会議は， 2日間の日程を終えて閉会した。今回の会議では，

Jayaprakash Narayan氏から， PanchayatiRaj運動の動きが緩慢であり，これを迅

速に展開する必要があるとの指摘がなされたが，これを中心に農業生産拡大を目指

し地域開発活動を調整するための諸勧告が採択された。

7月26日

V農相，食料対策の具体的措置を発表一一スブラマニアム食料・農業相は記者会

見で，食料価格の決定方式，食料公社の設置などについて，大要次の通り語った。

1. 食用穀物の生産者価格および、卸小売最高価格の決定は，現存穀物価格，次

収穫年度における新産穀物価格，および長期的な穀物価格体係の3段階について

行なう。現存穀物価格は近日中に，南部4州については8月1日に発表の予定で

あり，他方，長期価格体系は専門家グループの科学的な検討をまって決定する。

新産穀物価格決定のため， L.K. Jha首相官房長官を議長とする特別委員会を

設置した。

2. 政府は食料公社afoodgrains trading Corporationの創設を正式に決定し

た。公社は会社法に基き登録され，全国に支店を設置する。営業は新収穫期の始
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まる 1月から開始する。取扱品目は米および、小麦。

3. 一般情勢として，食料供給は不足していない。本年の米の収穫は3600万ト

ンで前年比400万トン増， 輸入も例年の50～70万トンを上回っている。小麦生産

は970万トンと前年比120万トン減であったが，政府の輸入小麦放出量は上半期320

万トンと昨年全体の250～300万トンをこえている。したがって問題は高価格見越

しの投機にある。

4. 投機対策として，上記のほか，公正価格店の増設も考慮中であり，場合に

よっては，食料在庫申告令などより厳しい措置もとられるであろう。在庫申告令

はすでに Maharashtra州で実施されており， AndhraPradesh州でも準備されて

U、る。

7月27日

V会議派執行委， ロンドン・コミュニケのカシミーノレ言及問題を了承一一会議派

事ぱ子委員会は，シャストリ首相を議長として会議を開き，英連邦首相会議に出席し

たクリシュナマチャリ，インディラ・ガンジー両代表より会議の報告を受けた。執

行委は，とくに，①なぜ複数の代表が送られたか，②なぜコミュニケに印パ関係が

言及されたか，③なぜ中国の脅威について触れなかったか，などの点を質したが，

①についてはシャストリ首相から各国にも例があるとの説明があり，②と③とにつ

いてはクリシュナマチャリ代表が，印パ関係の言及は会議の外でなされたパキスタ

ン大統領とインド首相とのステートメントに関するものであること，ならびに中国

の脅威については会議参加国の間で足並みが一致しなかったこと，などを指摘，執

行委の了承を得た。

7月28日

． 

V投資信託，平価での売出し期間を延長一－UnitTrust of India社では，ユニ ． 
ット投資信託の額面価格による売出し期間を， 7月31日から 8月14日まで延長する

旨発表した。

同社の発表によれば，投信の売出しはこれまでのところ良好で， 7月22日までに

4万件以上の申込みがあった。 1件当り金額は100～1000ノレピーで中小所得層の関

心を示している。投資の証書は1～2ヵ月以内に交付される予定。

Y月29日

v様々な国民所得推計一一Tiノmesof India紙はインドの第4次5ヵ年計画にお

ける国民所得の成長率について，様々の推定が行われているとして，次の諸計数を
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挙げている。

計画委員会の長期成長局の推定

経済局 グ

世界銀行石炭輸送調査団の推定

インド

年 7.7%

か 6.6%または7.2%

グ 4%

準備銀行の推定 グ 5%または6%

第3次5ヵ年計画での推定（1961～71年間〉グ 6% 

Vデリーで食用穀物20万maunds押収一一デリー警察は M.P. Singh監察長官

代理の指揮のもとに SadarBazarおよびRoshanara地域における18の倉庫を抜打

的に査察し，小麦および米を中心とする20万maundsの食用穀物を押収した。 Singh

長官代理によれば，これらの穀物は重要商品法およびデリー食用穀物取扱免許令に

違反して隠匠されていたものであり，その保有者は無免許で，かつ帳簿の記録に相

違があった。

なお，これに先立ち，ナンダ内相は隠匿在庫を摘発するためインド防衛令を発動

するよう警察当局に指示したといわれる。

Vチェコの対印援助協定調印一一チェコスロパキアおよびインド両政府代表は，

W ardha (Maharashtra州）に建設する政府部門の第2番目の鋳造工場の規模に関す

る議定書に調印した。この工場は生産能力 Castings12000トン， ingots13000トン。

チェコ援助による第1工場は Ranchiに建設されている。

v労働相，物価手当の引上げに反対一一（Bangalore発） D. Sanjivayya労働・雇用

相は，インド労働会議第22回会議の議長として出席したが，席上，物価手当を生計

費指数の上昇に自動的に調整する方式の提案に対し，こうした方式はかえって物価

のスバイラノレを加速化するおそれがあると反対の意向を表明した。これと関連して，パ

同相は物価上昇という問題は多岐にわたる原因を有する複雑なものであり，簡単な

措置で解消しうるものではないことを強調している。

7月30日

v米国，対印小麦輸送を促進一一ーポールズ駐印米国大使は，記者会見において，

米国がインド政府の緊急要請に応えて，小麦の積出し速度を倍加する計画であるこ

とを表明した。計画の対象となる小麦は総量で400万トンに上るが， これは満載し

た1万トン級小麦船2隻が毎日インドの港に到着する割合となる。

ボールズ大使はこのほか，次期収穫期の米を相当量供給すること，港湾荷役の効

率化に関し専門家を派遣することなどの諸点を明らかにした。

v食料事情一一（Luchnow発） U. P. J十IVidhan Sabhaで，共産党， Swatantra党
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およびSamyukta社会党の議員が政府の食料政策を激しく批判し，もし食料問題が

解決されなければ，民衆は直接行動にでるほかはないと主張した。

(New Delhi発）デリー警察は引続き市内の食料隠匿者の摘発活動を続けている。

市内には約200の倉庫があり，査察は 1週間を要するものとみられる。 M.P. Singh 

監察長官代理は食料在庫の押収との見方を否定し，在庫をチェックしているだけと

説明した。他方，査察の報道は市場に不安をもたらしており， 30日の食料入荷は通

常の2万5000のmaundsに比し4000maundsに止まっている。 Foodgrain & Oilse-

ed Dealers' AssociationのBhaniRam Gupta事務局長は，デリー市における協会

メンパーの食料隠匠を否定し， また警察が 20万 maundsの食料を押収したとの報

道を否定した。

7月31日

vデリー市食用穀物の在庫限度を設定一一デリー市首席委員は，インド防衛令に

基き，食用穀物隠匠防止令（DelhiPrevention of Hoarding of Foodgrains Order) 

を公布した。これにより，食用穀物の在庫につき， 1種類につき 10quintals以上，

全種類合計で 25quintals以上を保有することは， 犯罪として裁判に付されること

となるO 耕作者の場合には 1種類25quintals，計40quintalsが限度とされる。こ

の限度以上を保有するものは， 1週間以内にその在庫保有を申告し，必、要な許可を受

けなければならない。

V食用穀物・食用油の記録的値上り一－Timesof India紙の NewDelhi市に

おける調査によれば，食用穀物と食用油脂の価格が記録的な上昇を示しているとし

て，主要品目の7月の卸売価格を前年同期に比較し，次のような計数を掲げている。

(quintal当り価格）

ロロ口 目 1963. 7. 1964. 7. 

Jowar 28.00～ 32.00 57.50～ 67.00 

Barley 32.00～ 34.00 64.25～ 66.50 

Bajra 36.00～ 39.00 59.00～ 60.25 

Mai2.e 33.50～ 36.00 60.50～ 62.25 

Gram 42.50～ 44.25 71.00～ 72.31 

Wheat 41.50～ 52.25 48.25～ 59.00 

乱foong 56.00～ 72.00 104.50～110.00 

乱foth 28.50～ 31.00 67.00～ 68.50 

Masoor 55.00～ 63.00 80.50～ 87.00 
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Mustard Oil 206.00～212.00 335.00～386.00 

Groundnut Oil 180.86～190.25 268.00～281.50 

Til Oil 176.84 273.50 

Sugar 116.75～119.00 138.65～139.95 

Gur 80.00～ 83.00 98.00～100.00 

Shakkar 86.00～ 88.00 108.00～110.00 
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付録

設備拡張．資本財輸入許可申請の迅速な処理方法に関する

委員会（Swa『ninatha

The Econ01nic Times C 6月12日〉

インド政府工業省は1963年9月24日に採択の決議第4(22) LIC. POL./63号に基い

て Swaminathan委員会（通称「工業振興措置委員会」 IndustriesDevelopment Proce-

dures Committeeを設置した。委員会に対する諮問事項は， 1951年工業（振興規制）

法に基く設備拡張に適用される統制の実施状況，資本財の輸入ラ株の公募，外資導入

と外国の協力に関する諸手続を検討すること， ならびに許可申請の処理の遅滞を少な

くするため必要な手続の修正を提案することである。工業省はさらに委員長に宛てた

1963年10月11日次官通牒で， 工業原料輸入許可手続も委員会に対する諮問事項に含ま

れることを明らかにした。

委員会は1963年12月17日に中間報告書を提出した。政府がこの中間報告書に示され

た主要勧告事項の受諾を決定したことは， 1964年1月1日官報号外で発表された。今

回公表の最終報告書は委員会が中間報告書に掲げる勧告事項に係わる手続および事項

とは別個の手続および事項を審査した結果に関するものである。

1. 許可申請手続の簡略化

0工業設備拡張許可申請と資本財輸入許可申請に関する手続

委員会は工業設備拡張許可申請様式（1952年企業登録免許規則に定めるD様式〉と

資本財輸入許可申請様式とを詳細に検討し，その結果を考慮してァ一部事項を簡略化

し， かつ迅速有効な決定を行なうに必要なあらゆる資料を確保するために，これらの I 

申請様式に若干の修正を施すことを提議する。 これとは別に，申請者に関して申請当

時に得られる詳細な資料の範囲も検討された。

資本財輸入許可申請様式に掲げる第2項は，所得税認定証に関するものである。この

認定証の提出が必要とされるに至ってから今日までに，徴税措置は次第に強化されて

いる。また，この認定証は，過去の納税実績に関連するものであり，申請時点において

申請者に脱税行為や税の滞納がないことを保証するものとならないc したがって第2

項の効果は疑わしいと思われる。委員会はこの項目を削除することをとくに提議する

ものでないが， この項目を様式中に存置することの可否につき政府と協議するよう委

員長に要請した。認定証下付はしばしば避けがたい遅滞をもたらす原因となっているc
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2. 2種の設備拡張許可申請

委員会は設備拡張許可（industriallicence）申請を 2段階に分ち，仮許可証（aぞletter

of intent'）の発行を迅速化するための予備申請と， 正式の許可証を発行するために必

要な本申請とを行なうことを勧告した。所用の財務予定表は予備申請書に添付するも

のとし，これは本申請書には添付する必要のないものとする。委員会が従来の1回限

りの申請を 2段階に分って行なうことを提唱する理由は， 最初の申請〈予備申請）を

行なう時期には企業主が申請書様式に定める全項目につき詳細明確な記載を行なうこ

とができないためで、ある。したがって， 申請者が予備申請書に記載した資料が，外国

の協力相手先や内外の機械供給業者との協議の結果， 多くの点で大幅に変更されるこ

とがありえよう。予備申請書が提出されるならば，新設備設置計画の要点を細部にと

らわれることなしに総括して審査することができ， 仮許可証の発行を促進することが

できる。仮許可証を正式の許可証に切換える許可小委員会の最終決定は，あらゆる物

的諸要因に関する正確な確定評価いかんに依存するため，本申請が必要となるわけで

ある。重点産業（宝ey’industries）の場合には，本申請を審査するに際し，その許可に

伴い生ずる資本財輸入，外国の協力条件， 株の公募等々を許可することの適否をもあ

わせて検討すべきである。その他の諸種部門では，本申請書を資本財輸入許可申請書

と一括して提出するか， または申請者が一切の関係事項につき確実な細目を知ること

のできる適当な時期にこれを提出すべきである。 この本申請書は仮許可証を正式許可

証に切換えるに先立ち， その産業の主管省がこれを審査すべきである。原料資材の細

目に関して予備申請書の記載事項と本申請書の記載事項との聞に著しい相違が存する

場合には，当該主管省は必要に応じ仮許可証を正式許可証に切換えるに先立ち， 当該

申請を許可小委員会に再び、審査させるべきである。

委員会は以上述べた勧告事項の実施に備えて企業登録免許規則に必要に応じて適当

｝ な改正を施すことを勧告する。 この改正とは別に，委員会の提議する改訂手続を即時
採用することを勧告する。

。仮許可証様式

委員会が迅速な仮許可証の発行を勧告するのは，企業主が外国の協力相手先ないし

機械製造業者と交渉を行ないうるようにするためである。仮許可証がこの用途に全面

的に役立っためには，所定の要件が履行されることを条件として正式の許可証が当該

企業主に後日；交付される旨の確約がこの証書に明記されねばならない。委員会はこの

点に着眼して仮許可証の様式を検討した。

。重点産業以外の輸入節約または輸出指向の特定産業に係わる手続の優先処理

Q
U
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委員会は以下に掲げる一部産業部門で大幅な輸入が現在行なわれていることに注目

した。委員会はこれら部門が主要産業に含まれていないけれども，中間報告書が既に

勧告した手続促進措置をこれにも適用しこれら部門の製造能力を急速に増強すること

を勧告する。かかる製造部門は下記の通りである。

1.工業用鎖 2.変圧器用油 3.絶縁紙 4.高張性亜鉛引鋼鉄線 5.実験用ガ

ラス器 6.雷管と爆発信管 7.合成繊維 8. Caprolactum 

委員会は輸出を通じて外貨の大量獲得に役立つと政府が認める特定工業部門につい

ても手続促進措置を適用することを勧告する。

O仮許可証交付済の重点産業についてとるべきその他の措置

委員会は， その中間報告書で重点産業につき行なった勧告の趣旨に基いて，仮許可

証が既に交付されている重点産業の申請書を審査する場合には， あらゆる所要手続の

完了と資本財輸入， 外国の協力の発効，株式公募の認許可の取得とに要する期間を限

定するという観点からこれを行なうことを勧告する（事情に応じて仮許可証または本

許可証の発行期日から起算して 3ヵ月乃至12ヵ月〉。仮許可証所持者が他の諸認許可を

申請する場合には， 許可小委員会は同時認許可処理促進手続をこれに適用しなければ

ならない。

3. 重点産業以外の業種

0重点産業以外の業種に関する手続

委員会はこれら業種の場合につき仮許可証の発行後における一切の認許可申請の同

時審査手続を適用することの可否を検討した。しかし， あらゆる資本財輸入の迅速な

許可が外貨不足のため困難なことなどの理由で， 重点産業につき勧告された手続をこ

れら業種に採用することは不可能である。ただ、しこれら業種の場合には，委員会は，

外貨不足が主な制約とならない限り，仮許可証発行後に履行される一切の手続， すな ｛ 
わち資本財輸入許可申請， 外国の援助条件の承認，株式公募認可が申請書受理の日か

ら起算して 3ヵ月以内に完了すべきことを勧告する。 これら申請の処理を監視し所定

期限をできるだけ厳守させるため， 委員会は申請書受理の日から起算して 3ヵ月以内

に処理されなかった未決件数の一覧表を資本財および対外協定委員会の毎回の会議に

提出して検討させることを勧告する。株式公募認可申請が3ヵ月以内に処理されなか

った特定の場合については，許可小委員会の毎回の会議にかかる案件を提示してその

検討を求めるべきである。

0原材料と部分品との輸入許可手続
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委員会は工業に必要な原料と部分品との現行輸入許可手続を検討した。委員会は輸

入許可証発行が著しく遅延し， 多くの場合各許可期間の末期に至って辛うじて発行さ

れるとの陳情を受けた。このように遅延する理由は， 通常，外貨の余裕についての見

通し難による外貨割当の遅延にある。委員会は，原料輸入許巧証発行の遅延が工業生

産に悪影響を与える点に着眼して， 各許可期間の始期から 3ヵ月以内に許可証を発行

するよう妥当な方法を見出すべきであると勧告する。 もし何らかの事由でこの方法を

とることが実際上不可能ならば， 委員会は，工業生産の中断を防止する目的で，前年

度上半期における許可実績の50%相当額を許可する特別許可証の発行を勧告する。委

員会はこの措置をとるならば許可業務量が増大することを認めるが， 工業生産の中断

を防止するためにはこの措置をとらざるを得ないと考える。

現行制度では，許可期間の前半に許可価額の50%だけを使用することができる。残

りの許可価額については， 後半期に係わる政府の方針が公表されるのを待たねばなら

ない。委員会は，一般的な告示により，許可期間の後半期に関する方針が最終的に公

表されるまでの期間に， 許可価額の50%までを使用することを認める措置をとるべき

こととを勧告する。 この措置を実施するならば，生産を中断なく行なうために最低量

の原料（または部分品〕を，適時，発注することができる。多くの場合，原料（また

は部分品）は発注から現物引渡しまでに数ヵ月を要する。

さらに委員会は許可証発行に当たり，許可証所持者が許可証に掲げる輸入許可品目

の所要数量を自由に輸入できるよう取計うため， 輸入制限を価額面で定め，数量面で、

は特定しない方式をとることを勧告する。 この原則に基き規定を設けた結果として許

可が濫用される場合については， かように濫用される品目につき有効適切な防止措置

を講ずることは不可能でない。いづれにせよ「禁制品目」の輸入は禁止されねばなら

ない。’ O不足数量の引渡しまたは破損品引渡しのため供給業者が無償で， または保険会社
の支払に基き，代替品を提供する予備品（spareparts）の輸入許可証

引渡数量が不足しまたは破損状態で引渡されたため， 供給業者が無償で，または保

険会社が代金を負担して，代替品を提供した予備品の輸入許可証発行が遅延するとの

陳情が委員会に対して従来行なわれてきた。 このような予備品引渡しの遅延は生産を

停滞させる。したがって委員会は代替品の代金を保険会社が負担する場合には， 許可

証は自動的に発行されるものとし，代替品の代金が供給業者の負担となる場合には，

許可証発行当局が許可証を遅滞なく発行するよう格別の努力を払うことを勧告する。

。インド工業貸付投資公社とインド工業金融公社との資金融通手続（主要業種に対
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する特別融資手続〉

委員長はインド工業貸付投資公社およびインド工業金融公社の総裁と両公社の用い

る融資手続について協議し， その結果に基き，重点産業については仮許可証発行直後

に両公社が融資申請を受理した場合には， 両公社は資本財委員会の認可をまつことな

く当該申請を審査することに意見の一致を見た。ただし両公社が資本財委員会の認可

した後に申請の最終認可を行なうことはもちろんである。 この手続をとるならば時間

を頗る節約することができ， その意味で委員会はこの手続の採用を勧告する。

01年後における委員会の再設置

政府は中間報告書に掲げる主要勧告事項をすでに実施した。委員会は政府がこの報

告書に掲げる勧告事項について決定を行なうことを要望する。委員会は改訂手続の実

施経過を一定期間にわたって検討することが重要であると考え， その意味で委員会は

政府が1年後にできる限り現在の構成のままで委員会を再設置して改訂手続の実施成

績を検討させ，かっ報告書を作成させ，適切な勧告事項を提出させることを勧告する。

委員会がl年後に再設置されると仮定した場合には，委員会にとって改訂手続実施成

績を評価するために特定の資料が必要となるが， この必要に備えて工業省調整課は改

訂手続を用いた場合の申請処理速度と諸種事項とに関する正確詳細な統計資料を作成

して委員会の活用に供すべきである。 この場合には重点産業以外の業種で申請の迅速

な処理に役立つ手続を用いることの適否を検討することができょう。
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［水害，デモ，ゼネスト〕

食料危機；土誤水の続発によりいっそう探刻化している。モンスーン期としてもなお

異常な棄問のため，アッサムからパンジャブに至る苦手地で志範な出水が続き，耕地の

冠水は2407:Jエーカーをこえた。下旬には， 水害法珍らしくニューデ、リ一地方にも及

び，近郊の半ばが水没， シャスト ！］ 首相も病後の身をおして現地を視容したが，月末

に辻洪水対策に軍畿の緊急出動をみるに五さつ

野党や労働組舎の指導する食料・物語摺題の大衆運動はさらに勢いを加えている3

アーメダパードでは，上旬ヂそが警官誌と欝突して3日間にわたる暴動状態安現出し，

l下旬にはボンベイで1日ゼ、ネストが行われて全市の経詩活動が騨堕した。ニュ…ヂリ

ーでは，主錦のハンストなどを含め， 最近では｛可らかの形でのデモが平均113 2件の

誤合で組識されているといむれる。 さらに下旬24～2813の5日間，共産党の呼びかけ

に志えて全国的なサチャグラハ（非暴力的非醸従運動〕が展開され， Gupta議員団長

をはじめ数千の共産党員が，短期間で辻あったが，逮捕されたコ

の間，シャストヲ首相は， 7 fl, 野党各吉宗代表を招主いたずらに破壊的な宣告

や燐駄に耽ることのないよう白蓮を要望する一方， 向日千？で各州首相に書簡を送り，

隠退職食事干の放出に向う 2週間の猶予？とw与え， それ以降の諒浩蔵lこは厳罰をもって臨

むとい号態度合明らかにしデこ。 9月早々の議会再需を前に開かれた全インド会議j取委

員会（AICC）もこの問題を重要議ー題の lつにと予あげヲ食用斡物公社の設立ラ最高価

格の設定，小麦地帯部設の改屈などの検討に長時間を費したが， シャストリ首相やス

マニアム農桓i之食料輸入促進の鶏果や新生ド！交の豊作予定、などをあげて食料吊機

飛切りに確詰を示すとともに，食料投機に前回たる態度をとる氏；意を改めて友明

［ヤミ資金(J)設鯖り〕

食料・物部問調の重要な原因の 1つが投機の盛行にある くもないが，

この投機を助けるものとして，政！Mはこのところ blackmoneyないしは unaccounted

m伐1eyと呼ばれるヤミ資金の摘発に乗りだいそ子方A面の注目を集めている。お丹後半，

大蔵省担当官はかねてヤミ資金の活発今言語きの伝えられるボンベイ吹函界で， 著名な

院内．スターらの在、部や強行口ッカーを数ヨにわたり資織し，約必0;.iIレ

金制2きと，ヤミ資金の疑いで押収し

187一一（139）一



インド

ヤミ資金とは，要するに脱税から生み出された帳簿外の資金のことで， 最高税率75

～85%に及ぶ過重な所得税の負担がこうした変則的な状態をもたらす主因とされてい

る。 ヤミ資金は一部の隠匿財産として保有されているもののほか， 大部分は parallel

marketで，つまり正常取引に付随して不断に活動しており，これが金融引締めや各種

行政措置の聞を縫って， 食料その他必需物資の投機を資金的にまかなっているわけで

ある。

こうしたヤミ資金がどれほど存在するかは全く不明で，一部の推定する300億ルビー

は過大であるとしてもまず数十億yレピーには達していると推測されている。現在の準

備銀行券発行額が250億yレピー余であることからみて， これがいかに巨額であるかは

明白で，当局としても放置しえない段階にあるといえよう。

映画界で動いているヤミ資金が全経済におけるそれからみて， ごく少部分であるこ

とはいうまでもない。したがって，政府の取締りは著名人を対象とすることによって，

広く一般に警告的な効果を与えることを狙ったものであろう。 もし本腰を入れてその

活動を封ずるとすれば，全国一斉に取締りの網を広げなければなるまい。だが，その

ためには， 担当官の強化のみならず，国税局や警察を含めた膨大な行政機構の動員が

必要であろうが， それはおそらく現実的ではあるまい。特別に低い所得税率を適用し

てヤミ資金の公然化を促すという方法も，実効の点では疑問であろう。今1つ考えら

れる措置としては高額銀行券の廃貨ないしは流通貨の新通貨との交換などがあるが，

クリシュナマチャリ蔵相は記者会見で， こうした政策は実施困難として採用する意図

のないことを明らかにしている。

だが，ヤミ資金の役割もさることながら， やはり財政金融市でのインフレ傾向を見

逃すべきではなかろうっ中央統計局の速報によれば， 1963～64年度の国民所得は年間

4.3%増と引続き計闘の 5%を下回った。これに対し同期通貨量は13%の伸びを示して

いる。つまり財の需給が総体的にかなり不均衡な状態にあるわけである。

通貨増発の主因は財政赤字が準備銀行信用によりまかなわれていることによる。本

年1～6月間，準備銀行の発券額および預金は22億yレピー増加したが， これは政府証

券保有20億ルビー増と見合っている。物価を抑制するためには財政支出を縮減し，こ

うした通貨増発を避けることが何よりもまず必要であろう。政府は遅ればせながら現

年度の経常支出を 7億ルビー節約する方針を打出し，解決への一歩を踏出した。だが，

この額は経常支出計204億ドルに比し僅少であり，物価安定には Capital誌（8月27日〉

もいうように， さらに開発支出や国防支出を含めた大幅な予算削減を避けるわけには

ゆかないであろう。
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インド日誌

196 4年 8月 1日

v産業金融公社，開発銀行の子会社へ一一中央政府および準備銀行はその保有す

る産業金融公社（IndustrialFinance Corporation-IFC)の株式を， 先般発足した

開発銀行（IndustrialDevelopment Bank of India）に移管した。とれら株式は IFC

の現行株式資本7000万ノレピーの約40%に相当する。同時に， IFCは資本金を8350万

ノレピーに増資，追加株式を開発銀行に対し発行した。この結果，開発銀行はIFC株

式の50%を保有することとなった。

v第4次計画iの発電能力目標25百万kwへ一一一第2同年次電力調査委員会は，第

4次5ヵ年計画における電力需要急増予想にかんがみ，その発電能力目標を25百万

kwと，第3次計画目標の2倍の水準に定めるよう勧告した。

委員会の報告によれば， 1963年4月から1964年3月までの年度に，電力需要の伸

びは予想、水準108万kwに対しわずか63万kwに止まった。発電能力も107万kw増

加の目標に対して39万kwと大きく下回っている。なお， 1964～65年度における最

大発電量の増加の予想は157万kwo

8月2日

'f Black moneyの動きに懸念一一一インフレの進展に伴い， 政府では blackmoney 

あるいはunaccountedmoneyといわれるヤミ資金の動きに懸念を深めている。

現在のインフレ要因にはもちろん巨額の開発投資と国防支出とがあげられるが，

ヤミ資金の動きも看過できない。過去1年間の卸売物価上昇のなかで，米の＋10%

｝ に対し，小麦十2肌 εram十州， jowar十56%と品目別に大きな較差のあること

も，ヤミ資金と結びついた投機の動きを映ずるものとみられている。

ヤミ資金の量については， 300億ルピーとする 1部の概端な見方を別として， 当

局では10億～30億ルピ一見当と推測している。ちなみに，本年3月末の通貨供給量

は375億ルビーで，前年同期比44億ノレピー (12%）増であった。

ヤミ資金の根源は高率の所得税（最高75%以上に及ぶ）にあるといわれ，そこか

ら国税局にはヤミ資金保有者と「取引」し25%の特別税率を認めることにしてヤ

ミ資金の公然化を促進してはどうか，などの提案もなされている。他方，インフレ

抑制策として全銀行貸出に一率2%の緊急税を賦課せよという向もあるが，この案
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は資本市場への影響も大で大蔵当局の採用するところとはなるまい。

8月3日

V物価問題で政府首脳会議一一物価問題の深刻化に対処するため，シャストリ首

相は AsokaMehta計画委員会副議長， P.C. Bhattacharyya総裁らを含む政府首脳

会議を招集した。伝えられるところでは，その結果，インフレ・スパイラノレは国防

支出を含むかなり思い切った政府支出の削減なしには抑止不可能であることが確認

された模様で、ある。もっとも，クリシュナマチャリ蔵相が不在であったため，問題

は週末の閣議で再検討されるものとみられる。

なお，本年度の計画支出の削減の範囲についてはかなり詳しく検討されたが， 7 

億ルピーの削減は不可能とみられ，それより若干下回る程度に止まると推測されて

し、る。

曹準備銀行総裁， 政府企業の能率向上を要請一－P.C. Bhattacharyya準備銀行

総裁はデリー経営者協会の昼食会で政府企業における経営者の態度について語り，

とくに利潤の重要性を強調した。

Bhattacharyya総裁によれば， 政府企業の経営は技術的には民間企業の場合と異

ならないが，さらにそれ以上に国民経済社会についての広い視野と，国民の要望に

適応する心構えをもたなければならない。利潤についても，社会的見地から考え，

経済全体にとって必要なときには，コスト以下の価格で売渡す用意がなければなら

ない。他方，能率の向上に努力を集中し，利潤を国全体の経済発展を賄う手段とし

て役立てることを考えるべきである。社会主義を単にスローガンに終らせないため

には，政府企業の利潤を一層増加させることが最も重要である。

なお，総裁はこれに先立ちシャストリ首相と会談し，物価上昇を背景としてみた

経済の現況を討議，それに対する判断を報告した。

8月5日

l Ahmedabadのスト，暴動化一一（Ahmedabad発）左派労働組合関係の地方組織

Janta Parishadは，物価騰貴と製粉工場主の物価手当引上げ拒否とに対抗して 1日

間のゼネストを実行したが，これに呼応した民衆が街頭で、警官隊と正面衝突し，多

数の死傷者を出すに至った。警官隊は労働者や学生などの製粉工場，商店襲撃を制

止するため，催涙ガスを使用している。

スト側では警察の行き過ぎを責めるとともに，製粉工場の過半が閉鎖されたと発

表，市内のパスも一部運転を停止した。州政府はすでに全工場が正常操業に入って
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いるとのべているが，市内の一部になお不穏の空気がみられると報ぜられている。

V トンキン湾事件に緊急閣議一一トンキン湾における米軍の北ベトナム攻撃に関

し， シャストリ首相はSwaranSingh外相， Y. B. Chavan国防相と緊急、閣僚委員！

会を聞き，事態を検討した。この委員会の開会の直前に，ジョンソン米大統領のシ

ャストリ首相宛て書簡が，ボーノレズ大使よりスワラン・シン外相を通じ手交され

た。会議のあと，政府スポークスマンはステートメントを発表し，この事件が東南

アジアの平和への脅威として憂慮されること，安保理による討議が事態の悪化を防

止するのに役立つと考えられることなど，インド政府の立場を明らかにした。

T Lunsオランダ外相， 対印経済協力につき演説一一インドネシアよりの帰途，

8月3日より 4日間の予定で訪印している Lunsオランダ外相は， Indian Council 

of World Affairsの会合に出席し，ヨーロッパ共同市場は低開発諸国の利益を保護

する諸措置を講じていると指摘した。これは，過般の英国の共同市場加入問題の挫

折に際し報ぜられた共同市場の対低開発国政策に対するインドの懸念を和らげよう

としたものである。同外相は，また，オランダが過去3年間に国連を通じ低開発国

向けに4億5000万ドノレを拠出したこと，インドに対する経済援助を2900万ドルから

3300万ドルへ引上げたことなどを明らかにした。

’共産党左派，反政府の立場を表明一一（Chandigarh発）共産党下院議員団長

A. K. Gopalan氏は記者会見で，銀行の固有化，農業生産の増大，土地改革の実施，

投機の抑止などに失敗した政府は，条件付でさえ支持するに値いしないと言明し

た。これは左派共産党が経済強化面での会議派政府全面支持というこれまでの態度

を撤回したことを示すものとみられる。

Gopalan氏は，会議派には進歩的な勢力も含まれているためこれを強める方向を

とるべきだという見解を批判し，会議派政府は民衆の生活防衛の要求に全く敵対的

な態度をとってし、るとのベ，会議派に桔抗しうる単一の野党がないことにかんがみ

各党協調の必要性を力説， Kerala州の次期総選挙で会議派政権を打倒できるとの

確信を表明した。

8月6日

v米国より新借款一一一ボールズ駐印米国大使は4件6230万ドノレ（2億9700万ルピ

ー）の新貸付協定の成立を発表した。その内容は次の通り。

• non project loan，鉄綱，潤滑油，機械および同部品， その他工業原材料の

買付に使用一一5000万ドル。

－ディーゼノレ・エンジンの買付に使用一一一720万ドル。
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• Mysore州Sharavati発電所用8万9100kw発電機の輸入に使用——310万ド

yレ。

・公私諸計画に対する米国コンサノレタント費用に充当一一200万ドル。

8月7日

シャストリ首相，野党首脳と食料・物価問題を協議一一シャストリ首相は全野党

首脳を官邸に招き，食料・物価動向と政府の対策に関し意見の交換を行った。この

会談は野党に政府の意向を知らせるとともに，建設的な提案を聴くために招集され

たo シヤストリ首キ院の席上野党首脳に対し，とくに現在の危機的な事態のな ‘ 
かでデ、モや煽動が困難の解決に役立つものかと質し，民衆を動員するに先立ちこの

点を考慮するよう要請した。

会談に参加した野党首脳は，

・共産党｝一一BhupeshGupta, Prabhat Kar, A. K. Gopalan, 

・SSP一一一G.Murahari, H. V. Karnath, Farid Ansari, 
• Swatantra-Dahyabhai Patel, 

• Jana Sangh一一－A.B. Vajpayee, U. M. Trivedi 

らであった。

スブラマニアム食料・農業相は，小麦および米の需給と価格の状況，ならびに諸

対策措置に関し詳細な資料を配付して事情を説明，向う 2ヵ月聞が最も困難である

とのベた。野党首脳の見解としては，小麦地帯制度の廃止に一致がみられたのに対

し，食料国営案には全面反対のSwatantra党と国営徹底を主張する共産党とが大き

く対立したことが伝えられた。その他，公正価格店の適切な運営，日本や台湾のよ

うな可耕地の完全利用，ヤミ資金の取締りなどの諸点が話題となったといわれる。

V国会議員訪台に対する中国の抗議を拒絶一一ーさる 6月の Swatantra党 Dahya-

bhai Patel氏ら若干の国会議員団の台湾訪問に関し，さきに中国政府から，この訪

台を「2つの中国」という米帝国主義の陰謀に奉仕する反中国活動として，インド

政府あて抗議が発せらていたが，インド政府は8月5日付公文をもってこの抗議を

全く根拠のない憶説として拒絶した。インド政府によれば，この国会議員団の訪台

は純然たる私的なもので，政府は訪台ないしそれに関連した発言に何ら責任をもた

ない。また訪台議員団のなかには，中国政府のいうような会議派の議員が含まれて

いるという事実もない。

, Ahmedabad平静化一一一（Ahmedabad発） 5日のJantaParishad指導下のゼネ

ストから発生したAhmedabad周辺の暴動は， 7日にはほぼ平静に復した。警察は
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インド防衛令に基き，スト参加労働者ら約20名を逮捕した。

8月8日

シャストリ首相，食料問題で記者会見，州首相あて書簡を発表一一シャストリ

首相は病気回復後初の非公式記者会見を行い，当面の食料問題についての政府の態

度を明らかにした。首相は食料事情の深刻さを率直に認め，とくに端境期である 8,

9両月が困難であるとしつつ，しかも究極的にこれを克服することに確信があると

のべた。首相によれば，食料の大量輸入の効果は月末ごろから明白になるものと予’ 想され，さらに事態の進行しかんでは最もラデイカルな措置も講ぜ山であろう O
席上，首相は7日付で食料問題に関し各州首相に書簡を送り，危機の克服は不足

州余剰州両方を含めた全インド的な努力を必要とすること，穀物ディーラーで向う

2週間以内に隠匿在庫の申告を行うものには罰則を適用しないこと，カルカッタ，

ボンベイラマドラスデリーなどの大都市では食料配給制度を導入しうるよう行政

的な準備をしておくことなどを勧告した旨を明らかにした。

8月9日

, UPCC議長にTτipathi氏一一カマラジ会議派議長の裁決により行われたUPC

c Cウツタノレ・プラデシ会議派委員会〕議長選挙の投票数え直しの結果， 310対307

と3票差でKamlapatiTripathi氏がC.B. Gupta現議長を抑え，議長のポストを獲

得した。

UPCC議長選挙はさる 5月12日＼に行われ7票の僅差でGupta氏が当選したが，投

票のなかに選挙資格のないものの投票があったとして選挙の有効性が問題とされ，

その後， Tripathi, Gupta両氏の話合いがつかず，裁決が会議派中央に持込まれヲ

8月4日カマラジ議長が投票数え直しの断を下したものである。

8月 10日

, 1963～64年度の国民所得増加4.9%-The Economic Times紙は昨年度 (1963

年4月～1964年3月）の国民所得につき恒例の速報推定計数を発表したが，これに

よれば昨年度における実質国民所得の増加は4.9%, 1人当り所得の増加は2.5%に

達したとみられる。

これは， 1962～63年度の国民所得増2.4%および人当所得増0.1%, 1961～62年

度の同2.6%および0.4%に比しまずまずの好成績で，経済成長力同復の証左として

好感されている。しかし， 第3次5ヵ年計画の成長目標， 年率5.5%と比べればな

お不満足でありタこの日標が達成されるためには本明両年度に年率9%の成長を実
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現しなければならない。インド経済の現状からみてこれはまず不可能であろう。第

3次計画の実績は，最も楽観的にみても， 所得増加の合計20～22%（目標30%〕，

1人当り所得では8～10（同17%）に止まるであろう。

(The Economic Times; The Times of India) 

!Bihar州水害， 150万被害一一一（Patna発）B. C. Patel 州国税相が議会で•Bihar州

内での水害状況につき説明したところによれば，被災地域は Darbhanga,Muzaffa-

rpur, Champaran, Saharasa, Purneaなどで，耕地51万エーカーが被害をうけ，催

災者は150万人に及んでいる。

V共産党， 9月7日ゼネスト提案一一（Bombay発）共産党と全インド労働組合会議

は，食料および物価問題に関し，野党各州協調のもと 9月7日に全国的ゼネストを行

うよう提案した。共産党ダンゲ議長はこの提案に当り，煽動的な動きの自制を求めた

政府の要請を拒絶し，ストライキによってのみ政府を民衆の不満に応える方向に動

かせることができると強調した（8月20日，野党諸派の足並み不揃いのため取消し〉。

V国境道路の建設進む一一TheTimes of India紙の報道によれば、， 1960年3月

ネルー故首相の発意で開始された国境道路建設事業は，その後4年間に精力的に推

進され，すで、に新道路建設2500マイル，既存道改修1500マイルという目標の50%以

上を達成，政府の支出額は10億ノレピーをこえたといわれる。作業は国防省内の国境

道路機構（BorderRoads Organization BRO）により実施されている。

主要路線は， Simlaからチベット国境に至る HindustarトTibet道路， Punjabと

Ladakhをつなぐ Manali-Leh道路などがあり，東部にも若干のルートがすでに完

成した。これらの道路網はヒマラヤ山麓地域の経済開発を大きく促進するものとな

ろう。 BROではさらに新設3100マイル，改修850マイルの新計画案を作成したとい

われる。

8月 ll日

" 
Vインド肥料会社の拡張計画一一（Calcutta発）インド肥料会社の B.C. Mukherj-

ee会長は， 10日，同社の生産設備拡張計画について，第4次計画の生産目標の巧に

当る 100万トンは同社により生産されようと語った。現在， Trombay,Namrup, 

Gorakhpur, Korbaなどに建設中の工場は合計60万トンの生産力を有し，総工費18

億ノレピーで1965年2月から1967年にかけて完成される予定である。同社ではさらに

第4次および第5次5ヵ年討画のなかで数工場を新設する計TI封を進めている由。

なお， 同会長によれば過般の20日間にわたる Sindri工場の閉鎖による損失は680

万ノレピーに達し，生産減は輸入により補充されなければなるまい。
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8月 12日

Vニューデリーで食料・物価デモ 全インド労働組合会議（AITUC）系労働組

合は B.D. Joshi, A. C. Nanda両氏指導のもとにデモ行進を行い，首相官邸前で大

衆集会を開催した。デモ隊はシャストリ首相に対する要望書に，食用穀物など必需

物資の価格公定，隠匿・投機・ヤミ取引に対する厳罰，食用穀物卸商業の国営，銀

行の固有化，物価統制の合理的改編， Bonus委員会勧告の実施，賃金の25%引上げ

などを掲げ，閣議中の首相に手交した。首相はデモ代表者の要望を同情的態度をも

って聴き，その主要点について原則的な同意を与えたといわれる。

Vボンベイで24時間ゼネスト一一（Bombay発）野党各派の指導による24日寺問ゼネ

スト（＂MaharashtraBandh”hartal）が行われ，ボンベイはじめマハラシュトラ州

内各地で産業，交通，商業など諸活動が広範に停止された。ゼネストは政府の食料・

物価政策に対する抗議を目的としたもので，数十万の労働者があれこれの方法で参

加し，指導者側の報告によれば，空前の成功を収めたが，他方V.P. Naik州首相

のアピーノレもあり，ゼネストは平穏裡に終始したと伝えられる。

夕刻， ボンベイ市北部の Shivaji公園における 2万5000人の集会で，共産党ダン

ゲ議長は会議派批判を行い，政府は過去15年間物価の引下げを約束してきたが，物

価は5年毎に30%づっ上昇しているとのべ，次の目標として全国的ゼ、ネストに参加

するよう訴えた。

Vニューデリーの銀行業務正常化一一銀行従業員組合によりさる 7月29日より続

けられてきた就業規則遵守斗争が打切られ，遅滞していた銀行業務が本日より正常

に復することとなった。組合代表の発表によれば，組合側は今後労使および政府代

表からなる三者協議会で要求貫徹に努力することとなろう。

V穀物の密移出取締り The Times of Ind白紙の報道によれば＼デリー政府

は最近4日間にデリーからウッタル・プラデシへの食用穀物の密移出に対する全面

的な取締りを行いヲ 90名を逮捕し，大量の小麦およひ、小麦製品を没収した。密移出

はウツタノレ・プラデシ地方の供給不足を反映して相当の規模で行われているといわ

jもる。

8月 13日

Vカイロ非同盟諸国会議へ10項目提案準備一一インド政府は10月5日よりカイロ

で開催される第2回非同盟諸国会議で， 10項目からなる平和共存宣言案を提出する

準備を進めていると報ぜられている。この宣言案は， 1954年の中印平和五原則の内

容を一般と押し進め，かっ世界条約に関するフルシチョフ提案の主要点を含めよう
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とするもので，とくに，国境問題の解決に武力の行使を否定する点に重点がおかれ

ている。このほか，人種差別と植民地主義とを非難すること，核実験禁止条約への

参加促進を呼びかけることなどの諸点も含められる模様である。

8月 14日

V大統領，独立記念日を控え全国放送一一ラダクリシュナン大統領は15日の独立

記念日の前夜，全国放送を行い，内外の諸問題に関する所信を表明したO

大統領はこの演説で，農業および工業の生産拡大と，生産物の公平な分配の重要

性を強調するとともに，全国の政党各派に対し，物価上昇の阻止と食料の増産につ

いて政府に協力することを訴えた。対外政策面では，大統領は、インドがつねに平

和に献身するものであるとし，アジア・アフリカにおける新興独立諸国の誕生を歓

迎した。とくにパキスタンおよび中国との関係については，見解の対立が相互に大

きな損失を与えつつあることを指摘し，解決の努力を弛めるべきでないことを強調

した。

曹スト対策の閣僚委員会を設置一一政府は全国各地における食料・物価ストない

しデモに対処するため，主要6閣僚による特別委員会を設置した。この委員会は，

ナンダ内相，クリシュナマチャリ蔵相，ガンジー情報相，チャパン国防相，スブラ

マニアム農相， Sinha国会対策相により構成され，すでに13, 14両日会合して経済

情勢の現況と適当な対策措置について協議したといわれる。

V中小企業向原料配分に関し7人委員会一－H.C. Dasappa工業相は 2日間にわ

たった中小企業審議会の終了に当り，中小企業と大企業との聞における原材料の公

平な配分を確保するという問題を検討するため， 7人委員会を設置した旨を明らか

にした。これには原材料の割当を受けた場合，それが滞りなく適切に使用できるよ

うにするための方法を研究することも含まれる。委員は両部門と政府代表からな

り，委員長には応用経済研究会議専務理事P.S. Lokanathan博土が任命された。

8月 15日

Vシャストリ首相，独立記念日に国民の団結を要請一一シャストリ首相は Red

Fortで開れた独立記念式典で演説を行い，雨中に集った人々に対し， 「今日の豪雨

にひるまないように，わが国の直面する諸問題にも勇気をもって当らねばならぬJ

と訴えた。

この演説で，首相はまずネルー故首相に故意を表したのち，食料問題について事

態の深刻さを認めつつも過去1ヵ月間好転の方向にあると楽観的な見解を明らかに
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し，人々に食料を節約し隣人に分ち与えるよう要望した。また，インフレの進展と

関連して，首相は巨大な開発計画のあり方に厳密な再検討を加えているとを示唆

し，インフレ阻止に断固たる措置をとることに臨障しないとの決意を表明した。

他方，対外政策面では，中印国境紛争の解決を希望しつつも，脅威の前に名誉と

品位を損うものでないとのべ，パキスタンとの関係についてはアユブ・カーン大統

領の最近の言明を歓迎し，当面のインド・パキスタン会談に期待する態度を明らか

にしたQ その他の諸国との関係については， 10月のセイロン首相の訪印を歓迎する

こと，近くスワラン・シン外相をビルマに派遣することなどの意向を表明した。

8月 16日

v商工会議所，インドにおける独占の可能性を否定一一インド商工会議所連合会

は独占調査委員会（MonopoliesInquiry Commission）に対し覚書を送り，現状の

もとではインド経済に独占ないし経済力の集中といった事象は存在しえず，したが

って独占の規制よりもむしろ経済活動を刺激するため各種の制限を緩和することの

方が重要であるとの見解を明らかにした。

商工会議所によれば，インドのように生産，価格決定，分配の各過程で政府の規

制が大きく，企業家の役割が小さいところでは，民間部門で独占の発展する条件が

乏しく，かえって公的部門に独占的状態が発生し易い。最大企業の総生産にしめる

比重をみても，例えば1958年の計数で，綿織物4.1%，糖業2.36%，ジュート12.29

%，苛性ソーダ14.76%，紙製品23.5%となっており，別の年次で，石炭11.09%,

マッチ60%，塗料11.4%，石鹸30.75%, セメント45%, 自転車20.2%などのごと

く，廷に達しないものが多い。工業（開発および規制）法に基く設備の新設・拡張

の規制，企業立地に関する政府の非集中的政策，金融面における政府系諸金融機関

の重要性なども，独占の発生を阻止する要因といえよう。

Vユニット投信価格引上げ一一UnitTrust of India社ではユニット投資信託の

売出価格を， 17日より額面10ルビーに対し10.35ルビーに引上げること， およびそ

tの後は毎日売出価格を公表する旨発表した。投信買入れの申込みは8月3日現在で

7万5000件と好調で， 1件100ノレピーから1000ルビーまでのものが多く， 中低所得

層の投資を反映している。

V婦人ハンスト団，物価問題で首相に陳情一一－JanaSangh党の指導の下で約300

人の婦人が首相官邸前で、24時間のハンガー・ストライキを行い，物価上昇に抗議し

た。代表6名は首相と会見し，家計簿を提出して物価上昇による打撃を訴え，低所

得家庭の児童教育費免除などを要望，首相はこれに対して善処を約したと伝えられ

月
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る。

8月17日

Vインフレ抑制には正統的措置のみでは不十分一一スブラマニアム食料・農業相

はインド奉仕者協会（BharatSevak Samaj)の主催した食料・物価セミナーで演説

し，インフレ抑制にラデイカルな措置が必要があることを示唆した。

食料・農業相はこれまでの政府のインフレ対策が十分な効果をあげていないこと

を認め，卸売物価指数が， 1963年10月の季節的な小反落を除き， 1963年3月から1964

年6月までの聞に20.3ポイント上昇（それまでの11年間の上昇は27.4ポイント）し .. 

たごと，その主因として食料価格がこの間25.3%の大巾な騰貴を示していることを 司

指摘した。これに対して政府のインフレ対策はむしろ正統的なもので，この種のイ

ンフレには十分といえない。したがって当面従来の金融政策を超える総合的な諸措

置を真剣に考究することが必要となっている。

これと関連して， このセミナーの P.S. Lokanathan博士を長とする分科委員会

は食用穀物を担保とする銀行のディーラー貸付が食料価格騰貴の一因となっている

ことを認め，準備銀行に対し，商業銀行信用の食料隠退蔵への使用を阻止する措置

を講ずるよう勧告した。同委員会はまた，食料取引について州が卸売面で協同組合

店舗を組織し中央政府がこれに十分な在庫を供給すること，小麦地帯制度は利益よ

り不利益が多いのでこれを州単位に切替え，州、｜際取引に適当な取極を設けることな

どを勧告している。

v市中銀行預金金利引上げ一一市中銀行では預金金利に対する銀行間協定を改訂

し，期間7ヵ月をこえる預金の金利引上げを実施した。市中の為替銀行および指定

録行は， ①預金総額5億yレピー以上のもの， ②同2.5億yレピー以上5億ノレピー未満

のもの， ③同1億ノレピー以上2.5億lレピー未満のものの3部に分たれる。第1部類

の銀行の預金金利は， ｛ 
期間7ヵ月以上 4 % 

グ 1年以上 4X'% 

グ 2年以上 4巧%

グ 3年以上 4%% 

グ 4年以上 5 % 

グ 5年以上 5泌%

グ 6年以上 5%% 

グ 7年以上 6 % 
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となり（7ヵ月未満のものは変らず〉，第2部類の銀行の金利はこれより各%%増，

第3部類の銀行の場合には各X%増の線まで認められる。預金1億yレピー未満の銀

行の預金金利は自由とされている。

なお，さきご、ろ来好評のユニット投信筋では，この銀行の長期預金金利の引上げ

から競争が激化するものと予想している。

8月 18日

, Naga反乱団，停戦条件を受諾一一（Kohima発）当地公式筋の明らかにしたと

ころによれば， Naga反乱団は地下軍事活動の停止に関する日時および条件に関す

るNaga政府の提案（8月14日付書簡による〕を受諾した。停戦は9月6日午前零

時を期して行われる。 これはMichaelScott師と Naga政府代表とが17日地下反乱

団と会見した結果，取極められたものである。

停戦条件の受諾により， Nagalandの和平に関する予備交渉への途が開かれたこ

とになるが，現在の観測では交渉は9月半ばごろから当地で開始されるものとみら

れる。政府側からはNagaland州首相ShiluAo氏を含む高級幹部がこれに出席す

ることとなろう。

Vヤミ資金没収一一一（Bombay発）大蔵省強制執行局担当官はボンベイ市内の 1運

輸業者の事務所と私宅を査察し，帳簿上の現金の9万ルピーに対し22万8000ノレピー

の現金を発見， ヤミ資金（unaccountedmoney）としてこれを没収し，国税局に引

渡した。

’スエーデンの対インド援助一一一スエーデンはこのほどインドに対し総額2000万

ノレピーの経済援助を供与することを決定した。このうち1300万ノレピーは借款で，残

余は贈与となっている。この援助はスエーデンのインドに対する初の援助で，協定

は近くストックホノレムで調印される予定。援助資金は印刷用紙，電気機械，石油関

係設備，技術者養成などに充当される。

8月 19日

v国家防衛会議開催一一ネルー逝去後初の国家防衛会議がシャストリ首相を議長

として開催された。首相はネノレー故首相に敬意の詞を棒げたのち，中国の脅威に引

続き警戒を怠ってはならなこと，パキスタンとの友好関係が必要でありアユブ・カ

ーン大統領との会談を期待していること，食料問題に関し平和的な抗議やデモには

干渉しないがいかなる場合にも暴力を許すものでないことなどの諸点を明らかにし

fこO
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陸軍幕僚長J.N. Chaudhuri大将と空軍幕僚長ArjanSingh空軍元帥は会議に対

し，防衛強化に関しとられている諸措置につき概説し，陸空軍の拡張計画は順調に

進捗しており，領土に対するいかなる脅威にも常に十分の備えがある旨を確言し

た。

次回は11月末に開催の予定。

Vセイ口ン，中国のラダク監視所引揖げの可能性を示唆一一一セイロンの FelixR. 

Dias Bandaranaike国会担当首相秘書官は， 下院の予算審議におけるインドの動き

についての質疑応答のなかで，中国政府が中印交渉を阻害する要因を取除くこと，

すなわち，ラダク非武装地帯における 7個所の監視所を撤去することに同意すると

いう可能性もありうると発言した。さらにインド側の態度について，同氏はネノレー

故首相の最後の2つの演説に若干の基調緩和が認められることもあり，国境問題の

最終的解決のための交渉に合意がみられるかもしれないとしている。

なお，これと関連して，同氏はセイロン首相が10月のカイロ非同盟諸国会議より

の帰途インドを訪問しシャストリ首相と会談したいと提案した旨を明らかにした。

V会議派作業委，食料問題につき決議一一8月29, 30両日の全インド会議派委員

会（AICC）会議を準備している会議派作業委員会は，食料問題に関し6ページにわ

たる決議を採択した。この決議は，政府の諸対策が実施上に改善の余地があるにし

ても概ね満足しうるものとし，米国の緊急食料援助に謝意をのべ，米国その他から

の大量の食料輸入と当面のカリフ豊作の見通しとにより，食料在庫は十分であり，

危機の克服に確信をもつよう呼びかけたものである。

決議はとくに，マドラス，ケララなどの各州における卸売・小売最高価格の決定

を，ヂィーラー在庫の申告制とともに投機抑制の基礎と指摘し，また長期的な農業

生産拡大のために，害ljに合う農産物価格体系の設定，食用穀物公社の能率的な活動

による食料取引の安定，開発計画における農業部門の重視な

るO 他方，食料危機の社会的な影響については，野党各派の非建設的な煽動やデモ

を非難し，民衆に対しこうした動きに巻きこまれないよう訴えるとともに，すべて

の会議派党員が人々に実態を説明し，建設的な協力を求めるよう要求している。

’経済開発は食料自給の可否に依存， FAOの見解一一一国連食料農業機構（FAO)

のアジア地域代表代理CedricDay氏は， ニューデリーのライオンズ・クラブで，

インドの経済開発の将来は健全かつ繁栄する農業部門により可能とされる食料の自

給体制が確立できるかどうかにかかっていると指摘した。

同氏によれば， インドの食料不足度（foodgap）は現在約5札 人口にして2250

つ】Fhu
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万人分であり，このギャップは当面引続き拡大するであろう。食料輸入は不可避で

あるが，恒久的な解決策たりえない。輸入は農民を換金作物に転換させることによ

り，食料生産に悪影響を及ぼす。農民の生産意欲を刺激する諸計画はまだ十分では

ない。農民は家族の必要以上に生産することを学ばねばならない。農民の旧い伝統

に縛られた態度を打開することが緊要な課題である。こうした根本的な人的要因に

関する限り，インド政府は漸く問題の縁辺に手を触れた段階に止まっている。

V第 4次計画の輸出目標510億ルビー一一貿易審議会（Boardof Trade）は第4次

5ヵ年計画における輸出に関L，商業省と計画委員会の共同草案にかかる510億ル’ ヒーの脚承認比
決定に当り，この目標の達成のためには国内消費に若干の影響があることを予想

しつつも， その範囲は比較的小部分に止まるとみておりヲ 国内における物価の安

定，農工生産の増大，生産性向上によるコストの引下げの重要J性，とくに輸出促進

政策の急変を避け，輸出業者の長期的見通しを混乱させない方針の必要性を強調し

ている。

会議の議長 ManubhaiShah商業相によれば，本年4～6月期の輸出は前年同期

比2億ルビー増の好調であるが，下半期は植物油脂や砂糖などの反落から上半期ほ

ど明るくはないとみられている。

8月20日

v在庫保有限度規制の制定を促進←一中央政府は，ディーラーや生産者などの在

庫保有最高限度に関する規制を未だ実施していない州政府に対して，早急にこれを

制定して食料の退蔵に法的措置を講ずるよう要請した。この種の在庫申告令は，現

在のところ， Rajasthan,U. P., GujaratヲMaharashtra,Anclhra Pradeshおよび

Madrasの各州で実施されてし、る。 これに対し， WestBengalおよび Punjabの両

州政府は，現存の規制で同様の目的を十分達成できるとの理由で，その必要がない

旨中央政府に通告した。

なお，中央政府はこれと同時に，輸入食料の割当量を毎月州政府に通告し，州、｜の

食料計画を助けること，ボンベイ港の荷揚げ促進に関係設備を追加設定することラ

港湾労働者に対する報奨計画を承認することなどの諸点を明らかにした。

Vインドに餓死なし一一（Washington発）ボールズ駐印米国大使は NationalCo-

mmittee for International DevelopmentのSaulM. Linowitz議長に宛てた書簡

で，インドには「センセーショナノレな報道にも拘らず餓死はない」とのベた。同大

使によれば，インドの食料信機は深刻であるが，農民や家庭での食料保有について
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の正確な推定計数がないため，深刻さの度合を測ることは難しい。米国は現在月40

万トンの割でインドに食料を急送しているが，明年2月で現行の4年間1700万トン

農産物供与協定が終了する。明年の小麦および米の供給についてはすでに予備交渉

が進行中である。インドは過去10年余にわたる経済の着実な発展を経て，現在調整

の段階にあり，経済成長の次の段階のための新しい政策を模索している。アジア・

アフリカおよびラテン・アメリカにおける米国の諸関係のなかで，インドにおける

米国の努力は最も有望なものの 1つである。

Vフランスから小麦輸入へーーインドはフランスから10～15万トンの小麦を輸入 -

する模様で，最近フランス小麦の適性の検査が終ったといわれる。輸入に関する正 ． 
式交渉は近く開始される予定。

血タイ米の買付ー←ー（Bangkok発）当地インド大使館は， 19日，タイより 1万トン

の米を買付ける取極を結んだ旨発表した。この取極と関連して，両国は本年後半イ

ンドが米の追加買付を行うこと，インドのタイ向輸出を増大させることなどについ

ても合意に達している。

V第4次計画目標2000億ルピート一計画委員会では第4次5ヵ年計画の最終案

作成を急いでいるがラ現在のところその規模は投資額2000億yレピーの見当にまとま

るものとみられている。 この水準は長期計画局案の 2200億ルビーと， 資源局案の

1800億ルビーとの中間に相当する。計画委員会ではこの 1,2週間作業グループ資

料を検討し，諸計画の積上げ計算から公的部門2300億ルピー，民間部門 500億ノレピ

ー，計2800億ルビーの計数を得たが，今後資源の使用可能範囲を考慮してこれを削

減する作業に移るものとみられる。最終案はその後国家開発会議（NationalDevel-

opment Council）に提出されるが， NDCの会合は， 9月の国会開会と首相のカイ

ロ会議出席などの予定から， 10月後半以降となる模様である。

8月218 

Vスワラン・シン外相，中印問題につき立場表明一一一スワラン・シン外相は非公

式記者会見の席上， インド政府はラダク非武装地帯から監視所を撤去するという中

国政府の意向について何らの確証ももっておらず，またいず、れの友好国からもその

ような確証があることを通告されたことはないと言明した。これはさきごろセイロ

ンのFelixBandaranaike氏が国会で語ったところと関連するものであるが，外相は

同氏のこの見解に対しコメントを加えることを拒否した。中国の監視所撤去は中印

交渉開始の前提をほぼ満すものであるが，外相によればインド政府はこうした点に

ついてセイロン政府にも，また他の政府にもアプローチしたことはない由である。
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外相はまたこの会見で，インド・パキスタン問題に触れヲ両国首相会談について

は数週間前に書簡の交換があったが，最近では何らの動きもないとのべ，首相会談

は内相会談の結果をみた上のことになろうと語った。内相会談は数日前に行われる

予定であったが，パキスタン内相の急病により取止めとなっている。

l Orissa 州閣僚の汚職問題に閣僚委員会一一Orissa 州政府の BirenMitra首相を

含む閣僚の汚職に対する非難を検討するため，中央政府は5閣僚からなる小委員会

を設置した。この委員会にはナンダ内相が委員長となり，クリシュナマチャリ蔵相，

チャパン国防相，スワラン・シン外相，セン法相が参加する。

Orissa州の汚職問題に対する非難はすでに 2年近く続けられており，これ以上放

置することは政府や会議派の立場を傷けるおそれが生ずるに至ったわけである。

8月22日

Vカシミール問題でパキスタンに反論一一一パキスタンはさきに7月27日付国連安

保理事会議長あての書簡で，インド軍がカシミール停戦協定を破ってパキスタンの

非武装民間人を攻撃していると抗議したが，インド国連代表は8月21日付をもって

同議長に書簡を送り，パキスタンの主張は事実を歪めたものと反論した。この書簡

によれば，パキスタンは民間人を武装してゲリラとし停戦ラインを侵犯しているの

であり，インドとしてはパキスタンがインド政府や国連軍事監視団と協力して停戦

ラインの尊重に誠意を示すことを望むものであり，侵犯事件の続発を防ぐため相互

に努力する用意がある。

Vベンガル政府，食用穀物取引へ一一（Calcutta発）スブラマニアム食料・農業相

は，西ベンガル政府が明年より食用穀物の取引を開始することに対L，中央政府が

承認を与えたと発表した。西ベンガル政府が毎月受取る輸入小麦8万4000トンは政

府機関を通じ配給されることとなる。

なお，食料・農業相は， 2週間以内に退蔵食料を放出しないものに強硬措置をと

る旨のシャストリ首相の警告は，好影響をもたらしつつあり，多くの州、｜で食料の供

給量が増加していると言明した。

8月24日

V共産党のサチャクーラハはじまる一一一共産党は物価上昇に抗議することを目的と

して， 全国的な5日間の Satyagraha（非暴力非服従運動）を開始した。 これに対

し政府は600人近くの共産党員を逮捕したが，このほか23日夜には100人余を予防拘

禁したと報ぜられる。
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デリー市では岡市の主要穀物卸売市場のある NayaBazarへのパレードが行わ

れ，スローガンを高唱して卸売業者に妥当な利潤幅で消費者に食料を供給するよう

要請がなされた。ナンダ内相は変装して同所に赴き，共産党の物価上昇反対の煽動

を視察した。

Vデリー地方に洪水一一一豪雨と洪水により北部インドの多くの地方で水害が発生

しており，村落の水没や交通網の混乱が報ぜられている。デリー直轄領の約半ばが

浸水し，デpー市からパンジャブおよびウッタル・プラデシ地方への交通が杜絶し

た。ヤムナ河の水位は24日夕亥1]672.2フィートと危険水位を 2インチ上回っている。

8月25日

’インド・ネパール共同声明一一一スワラン・シン外相はネパール政府の招待で，

8月23～25日カトマンズを訪問，同国政府首脳と会談したが，その終了に当り両国

共同コミュニケを発表し会談が友好裡に行われ，非同盟・平和共存の原則を堅持

する点で完全に一致した旨を明らかにした。コミュニケで，スワラン・シン外相は

ネパーノレに対し現行の経済援助計画が終了する1966年以降においても，インドは引

続きネパールに対し援助と協力を行うことを確約した。また，鉄鋼その他主要資材

の供給に関L討議の結果，ネパールの必要企とする鉄鋼，輸送機器のインドからの供

給が大幅に増加する予定とされている。さらに，インドを経由するネパールの対外

貿易にインドはあらゆる方法で助力する意向であることが表明された。

’サチャグアハに共産党員の逮捕続く一一一共産党の指導する物価騰貴反対のサチ

ャグラハは第2日日に入ったがラ政府は全国各所で1200人近くのデモ参加者を逮捕

した。この口のサチャグラハは銀行，穀物市場および株式取引所をとりまくデモの

形で行われた。

v映画スターのヤミ資金を没収一一（Bombay発）大蔵省強制執行局担当官は25,

26の両日，映画スターら映画関係者が銀行に保有するロ、ソカーを査察し， 計300万

ノレピー余の内外国通貨，金貨金地金類，無免許保有のトランジスタ・ラジオ，酒類

などを没収した。当局によれば，これらヤミ資金はある種の不正資金取引に照明を

投げるものである。国税局はこれを引継いで所得税脱税の疑いを調査すると報ぜら

れる。

8月26日

T 1963～64年度国民所得4.3%増一一中央統計局は 1963～64年度の国民所得に関

し「速報」計数を発表， 1962～63年度に比し4.3%の増となった旨を明らかにした。
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1962～63年度の増加率は2.4%, 1961～62年度の増加率は2.6%であった。 この4.3

%の増加のうち， 0.5%は農業部門の， 3.8%はその他諸部門の所得増加によるもの

とされている。

（なお，この計数は10日EconomicTimes紙が発表した4.9%増を若干下回って

いる。〕

vサチャグラハ第3日，ダンゲ、議長逮捕一一一共産党のサチャグラハはニューデリ

ーでは本日で終了したが， この日 BhupeshGupta国会議員をはじめ47人の共産党

員が逮捕された。また，ボンベイではサチャグラハ行進中，警官隊との小ぜり合い

で共産党グンゲ議長ほか337人の同党員が逮捕されたと伝えられる。

8月27日

Vシャストリ首相，デリー近郊水害地域を視察一一デリー近郊の水害は27日夜さ

らに悪化し，水位の上昇，新たな堤防の決潰などがみられた。シャストリ首相は，

デリー市政府首席委員 DharmaVira氏らを伴いフ 2時間にわたりデリー近郊の水

害被害地域を視察した。擢災村落住民らは各地で首相に対L，地租の免除，政府の

農耕資金貸付（Taccaviloan）の返済猶予，橋梁の修復，モーター・ボートの供給な

どを陳情した。

Vボーナス委員会勧告を修正受諾一一一政府はボーナス委員会の勧告を若干修正を

加えた上で受諾することとなった。

ボーナス委員会の勧告は，ボーナスの支払に充当されるべき剰余資金の範囲を確

定しようとするもので，手lj潤から，①税法に定められた減価償却分，②所得税およ

び同付加税，⑨ A定の株式西日当および準備金積立分を除いたものをボーナス資金と

すること，ならびにボーナスの最低限を年間基本賃金および物価手当の 4%または

40；レピーの何れか高い方，最高限は同賃金手当額の20%と定め，何れも現金支払と

し，資金の大小により支払わくの他年度への繰越しを認めることなどを主要内容と

している。

政府はこれに対L，利潤からの控除分に，すべての直接税要支払額，開発のため

認められた税制上の優遇分相当額を加え，かっ資本に対す配当分の割合乞優先株

配当全額，普通株配当8.5%（銀行の場合7.5%〕へ引上げることヲ一定額以上のボ

ーナス支払には証券による支払を認めることフなどの修正を加えた。

政府の受諾した諸点は立法措置を講じた上実施されることとなる。

共産党議長で全インド労働組合会議書記長の S.Aダンゲ氏は，これにつきヲ 政

府の修正は資本家階級の利益となるものと批判した。
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V映画関係者のヤミ資金査察続く一一一（Bombay発）ヤミ資金取締りを目的とする

映画スターらのロッカー査察は26,27両日にも続けられ，計90万ノレピー余の通貨お

よび多数の金銀装身具が没収された。これで25日以降4日間にわたる査察で摘発さ

れたヤミ資金は，総計396万9000｝レピーに達したと報ぜられる。

共産党ダンゲ議長はヤミ資金が現在の物価急騰の原因であるという主張は「まや

かし」で，真因は先物取引にあるとし，映画スターからヤミ資金を没収する政府の

やり方は，人々の眼を真の原因からそらそうとするトリックにすぎないと批判して

し、る。

8月 28日

vスブラマニアム農相，食料投機に強硬態度一一商工会議所連合会の主催により

初めて開催された農業開発・経済発展会議で，スブラマニアム食料・農業相は，生

産者と商人とが信用の濫用やヤミ資金の利用により，人々を飢餓に追い込んで暴利

をえていることを許すわけにはゆかないと強硬な態度を表明した。

これに先立ち，商工会議所連合会の S.L. Kirloskar副会頭は開会演説で，現在の

食料不足と物価騰貴を打開する途は生産の増大にあるとし，食料価格の上昇は商業

在庫に起因するものでなく，退蔵があるとすればそれは農民自身によるものである

こと，したがって政府が食料取引に乗り出すという方策は賢明なものと思われない

こと，などを指摘した。

スブラマニアム食料・農業相は，農民は商人の援助なくしては退蔵在庫を保有す

る力がないし，政府としては商人が恋に社会から収奪するのを坐視できないと反

論，食料取引の公営は日本，豪州，あるいは米国にさえ例があると指摘した。さら

に，農業生産の停滞については，それが農業諸計画の実施面における欠陥による点

が多いことを認めつつも，この会議が政府機構の弱体にすべてを帰するのではな ｛ 
く，農業生産の拡大を実現するためにいかに商工業を動員するかという問題を探究

するよう要望した。

なお，農相はこの演説のなかで，カリフの豊作予想、と在庫放出対策の効果とによ

り市場への供給増加と価格の騰勢鈍化の兆が窺われると言明した。

V共産党指導のサチャグラハ終る一一5日間にわたった共産党指導の食料・物価

反対サチャグラハ運動が終了した。最終日にも各地で多数の逮捕者がでたと伝えら

れる。

8月29日
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, AICC，政府の食料・物価政策を支持一一AICCは本明日の予定で開催された

が，第1日日の本日，前後8時間にわたる討議の上，食料および物価情勢に対処す

るための政府の長短期諸政策措置を支持する旨の8月19日付作業委員会決議を採択

した。

シャストリ首相は討議を総括しつつ，食料危機の克服に確信があると言明し，さ

らにネルー逝去後の政府の能力を懸念する向に対して， 「断固たる決断と勇気とを

もって事に当る」決意を表明，歓迎された。

討議のなかでは，政府は全食料取引を掌握せよ，パキスタンに食料供給を仰ぐこ

とは恥である（N.V. Gadgil氏），煩雑かっ無能な行政機構で食料公営を行うことは

不可能である，社会主義が万能薬でないことはソ連農業の現状に示されている（K.

Han umanthaiya氏）など，左右さまざまの首脳部批判が行われた。スブラマニアム

食料・農業相はこうした諸批判に対し，食料取引の規制，農業生産の促進と近代化

など多岐にわたる政府の政策方針を説明し，とくに穀物取引の公営問題について

は，全面的な国営は当面必要でもなく，可能でもないとする一方，民間業界の好ま

しくない動きに厳しい警告を発した。また，小麦地帯の存否に関し，不足州からそ

の撤廃が，余剰州からその存置がそれぞれ主張されたが，農相は食料生産は国全体

のものであって余剰州の特権ではないこと，地帯別規制の即時撤廃は影響するとこ

ろが大であることなどをあげ，その存否は明収穫年度終了後にのみ検討されうる旨

を明らかにした。

, Gupta共産党議員ら釈放一ーさきにサチャグラハ運動に際し逮捕された共産党

国会議員団長BhupeshGupta議員ほか166名の共産党員は， 29日夜中央拘置所から

釈放された。

Vインド洋に英米軍事基地設定の動き十一（ワシントン発） The Washington 

Post紙がロンドン電として報ずるところによれば，米英両国は東南アジア地域にお

ける安全保障を強化するため，インド洋上の島l興に一連の軍事基地を設定する可能

性を共同で検討している。両国間の秘密交渉では，当面，セイロンの南西約1600マ

イルにある Chagos群島の英領 DiegoGarcia島に，米海軍の通信施設を建設する

計画が検討されており，すでに必要資金の予算措置も終っているといわれる。その

ほか，アフリカ海岸，アラビア半島，インド大陸付近の英領諸島も，空海軍の基地

として考慮されている模様。

8月 30日

T AICC，力マラジ計画撤回問題を討議一一－AICCは昨日に続き第2日目の日程に
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入札最も注目されていたカマラジ計画撤回の決議案につき討議したが， 7時間に

わたる論議のあと，結局シャストリ首相の説得的な演説が効を奏して，決議案取下

げという形で終了した。

カマラジ計画撤回の決議案はTrikamlalJamunadas Patel氏が提出したもので，

同氏は提案理由につき，①カマラジ計画の執行権限を与えられていたネル一首相が

逝去したこと，②同計画に基き辞職したシャストリ（現首相）， S. K. Patil （現鉄道

相）両氏が内閣に復帰していること，③政府より退いた人々に党組織の仕事が与え

られていないことの3点からして，カマラジ計画はすでに死物となったとのべ，さ -

らに，こうした経緯からみて，同計画は一部の人々を政権から遠ざけるために慎重 ． 
に計算された策謀であったと主張した。

これに対し， Patil鉄道相はこの計画の真意が政権に執着する会議派という印象

を是正し，閣僚であると否とを問わず党の要請に献身するとL、う精神を示すことに

あったとのベて，ネノレー逝去という重大な事態のもとで徒らに諸争する愚を指摘し

た。討議の最後に立ったシャストリ首相は，カマラジ計画はカマラジ現議長自身の

発案であったこと，ネルー故首相は最後まで執行責任を単独で引受けることに反対

したこと， 37年以上ともに活動した体験からしてネルー故首相はそのような策謀に

荷担する人でないと断言できることなどを誇々と説き，カマラジ計画をめぐる誤解

の除去に努力した。この間，カマラジ議長は全く沈黙を守っていたと報ぜられる。

なお， この問題の討論に先立ち， KedarPandy氏（Bihar）より AICCの若干の

決議が実施されていない旨の批判がだされ， G.Rajagopalan氏より具体的な釈明

が行われた。

vラダク監視所撤去に関する中国の立場一一（東京発〉新華社は29日の放送で，

ラダクに監視所を設置することは中国の国内問題であり，インドが中国に対し中国

領内の非武装監視所の撤去を求める何らの理由もない，とのべた。これは先般のス ｛ 
ワラン・シン外相の言明に対応して中国の立場を表明したものである。エューデリ

ーの観測筋ではこの報道を，北京がコロンボ提案を拒否したものと受取っている。

Vインド，マレーシアを支持一一一（KualaLumpur発）英連邦蔵相会議のインド代

表として当地に到着したクリシュナマチャリ蔵相は，マレーシア紛争について，マ

レーシアの近隣諸国がこの新しい国の平和を乱さないよう要請するとともに，イン

ドがマレーシアの主権を尊重するものであることを改めて確認し，両国の友好関係

がますます深まることを信ずる旨表明した。

8月31日
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Vチャパン訪ソ，ソ連援助を確約一一ー（モスクワ発〉チャパン国防相は28日ソ連

に到着，ソ連国防相マリノフスキー元帥とインドに対する軍事援助問題につき会談

しているが，本日，駐ソ・インド大使招待の午餐会に出席したマリノフスキー元帥

は，インドがその非同盟政策と独立とを堅持しうるために，ソ連はできる限りの援

助を供与するものであること，ソ連の援助は何らの政治的条件を付するものでない

ことを強調した。

これに先立ち，チャパン国防相はカシミーノレ問題についてのソ連の支持に謝意を

表明し，さらに中印国境問題にふれて，インドの立場がソ連により正確に理解され

ていることはまことに喜ばしいとのべた。

v洪水対策に陸軍部隊出動一一一デリー西部の河川氾濫がますます激しさを加え，

デリー市当局および、中央水利電力委員会の防衛能力を超えるに至ったため，砲工歩

の各兵種からなる陸軍部隊1500名が出動，洪水の水路規制作業を開始した。
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〔不信任案否決とシャストリの途〕

シャストリ内閣は野党各派による不信任動議を307票対50票の絶対多数で否決，発足

後はじめて迎えた議会（9月7日～10月3日）をまず無事に乗り切った。

不信任動議の直接の契機は，いうまでもなく，新内閣成立の前後から急速に激化し

た食料危機と物価上昇にあり， それを反映したデモやストなどの社会不安にあった。

だが，その背景には，この国が現在政治・経済・社会の広範な分野で， さまざまな困

難に逢着しているという事情がある。経済成長の実績は計画目標を大きく下回ってお

り，食料・経済開発・国防など諸方面で外国依存が深まっている。汚職問題は政界を

ゆるがせ，パンジャブ， U.P.，オリッサ，ケララ，カシミ－；レなど諸外｜に動揺がみら

れる。国際政治の面でも，対中国および、対パキスタン紛争には何ら解決の曙光はなく，

セイロン，ビノレマ，アフリカ諸国など近隣諸国との関係も，在住インド人の取扱いな

どをめぐり緊張した状態を続け， かつてのインド外交の悌げが失われつつある。

シャストリ内閣は議会の審議を通じ， こうした難局に対処する方策を次のように明

らかにした。すなわち，差当り穀物取引への政府の介入L 生産・卸売・小売の各面

での公正な価格の設定とにより，食料供給の確保を図る。経済開発計画では，農業部

門，必要消費財部門を強化して経済発展の均衡を回復する。 さらに，ラダクリシュナ

ン大統領の訪ソやスワラン・シン外相のネパーノレ，ビノレマ， セイロンなどへの訪問を

通じ対外友好関係の強化に努める一方，非同盟政策を貫ぬきつつも米ソ英の諸大国

より軍事援助を求め， 国防力を強化する。これらの政策表明に当り，ナンダ内相はと

くに反対派に対し， 一時的な困難や些小な欠陥を誇張して政治不安を激化することの

ないよう要請し，また，シャストリ首相は，一般民衆（common man）の利害を適確に

代表するため，政府幹部も官邸を出て，農民の生活に直接接すべきことを強調した。

審議の過程で注目されたことは， 政府に対する批判が，結局ネノレーの途からの離反

を責めるという形をとったのに対し， シャストリ首相が基本的政策態度として，ネノレ

一政策を堅持しつつも，徒らに盲従せず事態の変化に適応してゆく， とその所信を表

明したことであった。インドの場合，独立の達成と民主主義・非宗教主義・社会主義

への前進とを掲げた故ネル一首相の巨大な指導力のもとにはじめて国家的な統ーが可

能であった，といえるとすれば，シャストリ首相のいうこの「事態への適応」が果し
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て何を意味し具体的にどう展開されるかに， 強い関心が示されるのも当然であろう。

シャストリ内閣の右寄りが唱かれ，その場当り主義‘Adhoc-ism’からの脱皮が求めら

れている折から， 今後の推移には十分な注意を払う必要がある。

〔公定歩合の引上げ〕

インド準備銀行は， 9月25日，公定歩合を 4Yz%から 5%へ引上げ， 同時に高率適

用制度を全面的に改訂した。新制度は，各銀行ごとに純流動比率， （現金・預け金・

国債準備銀行借入れ〉／総預金を算定し，この比率が28%以上の銀行には準備銀行の

貸出に公定歩合を適用し，それが28%に達しないときには， 28%を1%下回るごとに

公定歩合をYz%づっ上回る金利を適用する，というものである。

公定歩合引上げの目的は，もちろんインフレ抑制にある。主要銀行の貸付残高は本

年6月末現在155億ルピーと前年同期比15%増加，準備銀行の貸付は季節的繁忙期の

ピークである 3月末の計数で，前年の20.7億ルビーから本年の22.1億ノレピー（史上最

高）へと増加した。 こうした信用膨張傾向にかんがみ，準備銀行は，政府債の発行が

一巡し，かっ季節的繁忙期前のこのむしろ金融の弛んだ時期に， 20ヵ月ぷりの公定歩

合引上げを断行，金融引締めの態度を明確化したわけである。 これに伴い，市中銀行

の最低貸出金利も公定歩合の 2%高という銀行間取極により， 6Yz%から 7%に引上

げられるが， IMFなどではこれまで，資本不足の度合に比し低金利とみていただけに，

この金利引上げを好感しているといわれる。

他方，高率適用制度の改正は， 準備銀行の貸出に量的な枠を設けるいわば信用の割

当方式をやめ，貸出の枠を外し流動性に応じた漸進的高金利により準備銀行信用を規

制しようとするものである。 したがって，選択的信用規制や信用割当などを中心とし

てきた従来の複雑な金融規制に比べた場合， 新方式は金利に基礎をおく本来的な意味

での中央銀行政策を指向するという点で，金融政策運営上重要な前進といわなければ

ならない。 また，それは銀行の流動性維持努力を刺激し，貸し過ぎの是正や預金吸収

の重視に有効な役割を果すものと期待される。

もっとも，こうした金融引締めや正常化努力も，効果という点ではなお問題を残し

ている。例えば，インフレ抑制のためには， 当面最大のインフレ要因である財政の面

で，国防・開発支出の大きさに照らし， さきに発表された7億ルピーの支出節約以上

に，さらに格段の緊縮が必要である。つぎに，膨大な非組織金融市場，つまり大小雑

多な金融業者の活動や， いわゆるヤミ資金の動きは，この国における重要性にも拘ら

ず，準備銀行の金融政策の枠外に止まっている。銀行依存の高い民間商工業の立場か

らすれば，金融引締めは雑多な金融の利用， 資金コストの上昇から物価上昇を誘発す

ることになりかねない。何れにせよ，金融市場は今後年末にかけて季節的な繁忙期に

入るが，今回の金融政策は，差当りそのなかで重要な試煉を受けることになろう。
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Vシャストリ首相，水害地域視察一一シカストリ首相はRamKishanバンジャブ

州首相， K.L. Rao潅瓶電力閣外相らを伴い，空軍機上よりパンジャブ州の水害地

域を視察，ほとんど毎年のように発生する洪水に対し，中央および州政府が協力し

て防止対策を計画・実施せねばならぬ旨を強調した。視察はSonepat付近で悪天候

に遭遇し， 3時間の予定を繰上げて 1時間足らずで終った。

気象台の発表によれば，モンスーン期（7～8月〉のデリー地方における平均雨

量は56cmであるのに対し，本年は99cmと記録的な水準に達している。

Vナラヤン，カシミーノレおよび中印国境問題で語る一一Sarvodaya党指導者Ja

yaprakash Narayan氏は IndianCouncil of World Affairsの会合で，パキスタン

および中国との関係について語孔排外的強硬外交を避け，紛争を友好的に解決す

るよう主張した。

同氏によれば，カシミール問題はこれを誇大に考えるべきではない。インドがカ

シミールを手放しえなヤことをパキスタンに理解させるのは不可能ではない。カシ

ミーノレがインドのものであることに論議の余地がないと叫ぶだけでは問題は解決し

ない。分割という事態をまず元に戻して友好的な話合いをはじめるべきである。他

方，中印国境問題は「法的」にではなく「政治的」に解決すべきである。インドは

中国の AksaiChin道路使用を認める一方， SikkimおよびBhutan聞の三角地帯で

中国の譲歩を求めるべきである。

V石油企業の統合一一新開発表によれば，新たに IndianOil Corporationが設立

され， これまで IndianRefineries Ltd.とIndianOil Companyとにより行われて

きた機能が，同社に統合，承継される。新公社の授権資本は7億5000万ノレピー。新

公社の設立は公的部門に総合的石油事業体を発展させる 1段階とされている。社長

には P.A. Gopalakrishnan氏が就任した。

9月2日

V日本より借款一一（東京発）日本外務省はインドに対し第3次5ヵ年計画のた

め216億円の借款を供与する旨発表した。これはインドに対する第4次円貨借款で，

日本輸出入銀行および同国民間銀行の貸付の形で与えられ，肥料，鉄鋼などの諸部
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門に使用されるo

vヤミ資金押収一一（DehraDun, U. P.発）大蔵省強制執行局担当官は地方警察

の助力をえて自動車ディーラーで金融業者のJai Narain Gupta氏の私宅および銀

行ロッカーを査察，現金25万ノレピーと貴金属・宝石類を押収した。

9月3日

V政府支出7億4800万ルビー削減一一大蔵省は各省に対し総額7億4800万yレピー

に上る支出削減を要請し，その同意を得ることに成功したと伝えられる。削減の内

訳は，国防省と鉄道省とが各2億yレピー，地方開発局7000万ノレピーなどで，主とし

て建物や道路など建設関係予算の節約による。鉄鋼省でも補助金支出の面で相当の

節約が行われる予定。もっとも節約の具体化にはかなりの問題が残されているごと

し計画委員会ではそれが開発計画の遂行に影響することのないよう検討する意向

といわれる。

なお，大蔵省では各州予算でも 5億ノレピ一見当の節減を求めており，各州もその

支出計画の再検討を進めているが，節約の範囲は3～4億yレピーには達しえまいと

みられている。

’商業相，関税改正の必要を強調一一ーさる 3月設置された関税制度調査委員会の

会議開催に当り， ManubhaiShah商業相は，現行関税法（IndianCustoms Tariff 

Act）を単純，精確かっ実際的なものにする必要を強調した。同相によれば，現行関

税体系は30年前に制定されたもので，その後かなり改正されてはいるが，対外貿易

面での大きな変化，とくにインドはもはや原材料の輸出国ではなくなったという事

情に照らし，これを全面的に改訂し近代化しなければならない。

なお， S.Subramaniam委員長はこれ同先立ち委員会の任務を説明するとともに

委員会が個々の産品の税率についても検討しうる権限を付与されるよう要請した

が，商業相は後日これについて考慮すると答えた。委員会の報告は明年半ばごろま

でに提出される予定。

V輸出信用保証に新措置一一（Bombay発）輸出信用公社（ExportCredit and Gua-

rantee Corporation）では輸出金融の円滑化のため，船積前輸出信用保証（post-shi-

pment export credit guarantee）および輸出金融保証（export finance guarantee) 

の2措置を購ずる旨を発表した。

前者は，輸出手形を買取り，ないしは割引した銀行が輸出業者の支払不能により

損失を被った場合，その66%%までECGCがこれを保証するもので， これにより

従来取立業務を中心としていた銀行が割引業務に乗出しうるものと期待される。保
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証料は100ノレピーにつき月 5パ2イセ。後者は前者の l変種とされている。

(The Economic Ti,nes) 

V食用穀物公社の人事， 運営など一一（Madras発）スブラマニアム食料農業相は

記者会見で，明年1月に発足する食用穀物公社の社長にマイソールの銀行家G.A. 

Pais氏を起用する旨を明らかにした。

公社の発足により政府は食用穀物の市場での買付を始めることになるが，同相は

さらに，公社はその活動を最大限にするために協同組合を代理人として取引を行う

こと，取扱い品目は当初は国内産品に限り，後に輸入食糧にも及ぼすこと，公社は

鉄道輸送を独占し，民開業者は他の輸送手段によるべきことなどの諸点を明らかに

した。

, M.P.州議会，不信任案否決一一（Bhopal発）マドヤ・プラデシ州立法議会は，

Jana Sangh党V.K. Saklecl閣議員提出にかかる Mishra内閣不信任案を168対99票

で否決した。この不信任案は州首相が政府機構を濫用し，政敵を抑圧するとともに

支持者たちの不正行為を保護しているという理由で提出されたもので，サミュクタ

社会党， RamRajya Parishad, Hindu Mahasabhaなどの議員がこれを支持した。

他方，会議派内の分派議員は投票では政府を支持したが，討論には加わらなかっ

た。

9月4日

Vインド・サウジアラビア経済協力会談一一サウジアラビアのAbidSheikh商

工相はインド政府の招待で2日来印， 3日より ManubhaiShah商業相と両国の貿

易および経済協力の拡大に関し会談に入った。本日その終了に当り発表されたステ

ートメントでは， 貿易および経済協力の進展に関し6ヵ月ごとにJeddahとNew

Delhiで交互に共同委員会を開催することを明らかにしている。会談では，サウジ

アラビアの経済開発にインド企業が参加する可能性と範囲につき論議が行われた

がそのなかではインドは事業計画調査，原材料・部品の供給，技術援助，機械の提

供などの形での参加を考慮している模様である。

V石油生産の発展一一HumayunKabir石油化学相は3日就任後初の記者会見を

行い，第4次計画における石油生産目標14百万トンの超過達成を確信すると言明し

た。同相によれば，インドの油田探査計画（22億5000万ルピー〉に対し5～6億ルピ

ーのソ連の援助がほぼ確保できる見込みであり，この6～7ヵ月間の探査の結果，

現在のアッサムおよびグジャラート地域の油田（生産年600万トン〉に匹敵する新

油田開発の可能性が見出された。
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他方， 肥料生産の面では第3次目標の能力100万トン， 生産80万トンは達成不能

で，実績はその半ばに達するのが限度であろう。現在，米国企業団が 100万トンの

窒素肥料生産能力の新設を検討中であり，その報告の提出が待たれている。

9月5日

’インド・ピルマ共同コミュニケーースワラン・シン外相はビノレマ政府の招請で

両国親善のため2日より同国を訪問，ネ・ウィン革命会議議長やウ・ティ・ハン外

相らと会談していたが，その日程を終えるに当り，両国外相の共同コミュニケを発

表，両国が外交政策面において「平等，相互尊敬，非同盟および平和共存の原則」

を堅持するものである旨を明らかにした。コミュニケにはまた，両国が社会主義社

会の建設を共通の目標としており，ピノレマの社7会主義諸政策が内外国人とも無差別

に適用されていることを指摘している。

スワラン・シン外相はラングーン出発に先立ち記者会見を行い，ビノレマ在住のイ

ンド人は革命政府の政策の枠内にある限りいかなる種類の差別待遇をも受けるもの

でないこと，固有化されたインド人財産の補償については具体的な検討は行われな

かったが，満足しうる解決を見出すため政府間の折衝が続けられることなどの諸点

を明らかにした。

l Nagaland停戦を歓迎一一ラダクリシュナン大統領とシャストリ首相は， 今夜

12時にはじまる Naga反乱団との停戦を控え，それぞれメッセージを発表， これを

和解の時代のはじまりと歓迎した。停戦の成立に伴い， Y.D. Gundevia外務次官

が来週Kohimaに赴き現地の事情を視察するが，政府と反乱団との交渉の日取りは

その上で確定されることとなろう。

タ月 6日

’会議派議員会議でシャストリ演説一一議会開会を明日に控え会議派議員総会が

聞かれ，シャストリ首相の報告演説が行われた。

首相はまず外交問題に関し，中印国境問題で，セイロン首相から中国がラダク監視

所を撤去した場合のインドの態度につき質問があったのに対し，その場合にはコロ

ンボ提案に基き中国と協議に入る用意があると回答した旨明らかにするとともに，

これに対する中国の態度は冷淡であると付言した。パキスタンとの関係については

首相への招請があり，本月第3週に予定される内相会談ののち首相会談の日取を決

めたいとのべ，また，カイロ会談の重要性を強調するとともに，外相のピルマ・ネ

ノミーノレ・アフガニスタン訪問にふれ，諸国との友好関係確立の必要を説いた。他
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方，内政面では Naga反乱団との和平交渉の成功を希望，憲法の枠内で交渉を行う

態度を明らかにした。さらに議会における不信任案上呈の動きについては，会議派

議員の自制と議会的な意味での野党への厳然たる反論とを要請した。

なお， これに先立ちスブラマニアム食料農業相は，食糧事情が依然U.P.，ピハ

ーノレ，グジャラートフマハラシュトラの諸外｜で困難であることを認めつつ，この困

難も近いうちに解消しうるとの確信を表明した。

9月7日

V議会開会ラシャストリ内閣に不信任案一一第3議会第9会期， 10月3日まで4

週間の予定で開会。携頭， 下院では N.C. Chatterjee議員（無所属）よりシャス

トリ内閣の不信任案が，スワタントラ党を除く全野党支持のもとに提出された。不

信任の主要な理由が政府の食糧政策失敗にあることはいうまでもないが，野党の間

で様々の理由につき見解の異同があったため，昨年8月の場合と同様，特別の理由

をあげない一般的な不信任動議の形がとられている。不信任案に関する討議はシャ

ストリ首相の意向により，当面の最重要議題である食糧問題の審議が終った後にな

る模様。スワタントラ党では不信任動議に同調しなかった理由として，シャストリ

内閣に自らの政策を具体化する時間的余裕を与える必要があると指摘している。

こうした不信任動議を背景として開始された食糧問題審議は，不可避的に政治色

の強い形をみせ，政府がネノレー故首相の示した途に背いているのではないかといっ

た批判（共産党右派HirenMuke寸前議員）も見受けられた。

タ月 8日

V食料価格の公定を考慮一一スブラマニアム食料農業相は下院でフ政府は食用穀

物の生産・卸売・小売各価格水準の全国的公定を考慮していること，小麦地帯制度

の改廃は現在の食糧年度の終了後に検討すること，投機抑制対策の実施は州政府の

権限に属するが，現在のところその実施状況に格別の不満をもっていないこと，食

糧輸入は昨年の450万トンに対し本年は600万トンに達するであろうことなどを明ら

かにした。これは小売水準での過大な利、潤幅，小麦地帯制度の欠陥，投機対策の不

徹底などの諸点をめぐる野党議員の批判に対し，政府の立場を明らかにしたもので

ある。

Vケララ州政府不信任一一（Trivandrum発）ケララリ十院議会は Sankar現会議派州

政府に対する不信任案を73票対50票で可決した。不信任案はサミュクタ社会党リー

ダーの P.K. Kunju議員の提出したもので， 野党諸派のほか，現政府に不満をも
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つ反主流会議派議員15名がこれを支持する側に回ったことにより成立するに至っ

た。

これに伴い， Sankar首相は V.V. Giri知事に対し辞表を提出した。後継内閣は

右派共産党， SSP，回教連盟，反主流会議派らがこれを引受けず難航しており，大

統領が同州の行政を直轄することになるものとみられている。

(New Delhi発）中央政府はケララ州知事よりの正式報告を待っているが，内務省

ではすでに同州を大統領直轄下におくため必要な諸手続の準備を了している。不信

任案を支持した反主流会議派議員は， 6年間同党から追放するという処分を受けた。

Vオリッサ州首相辞任へ一一オリッサ州BirenMitra首相は会議派カマラジ総裁

およびシャストリ首相に対し書簡を送り，州首相および州議会議員を辞任すること

につき承認を求めていたが，会議派中央議会委員会はこのうち州首相よりの辞任を

承認した。後任にはBijuPatnaik元州首相の名があげられている。

オリッサ州議会では選挙手続上の疑義を理由とした首相不信任案が月初より審議

に付されているが，論議の聞に Mitra首相が1951年にネルー故首相を非難したこと

があったという事実が指摘され，傍聴の学生団の一部が議場を混乱させるに至り，

議会は9月3日より同10日まで休会となっている。今回の州首相の辞意表明は，こ

の学生の騒乱に対し議会の権威を保ちえなかったことを直接の理由としたものとい

われる。

曹スワタントラ党員，会議派へ一一Bihar議会のスワタントラ党議員約50名は一

括して会議派に入党することを決定，カマラジ会議派総裁にその旨申入れた。会議

派中央議会委員会はこの申入れを検討した結果，総裁に対し，申請を個々に審査し

た上その可否を決定する権限を付与した。 さきに入党申請のあった12名の同党Bi-

har議員の審査もこれに含めて行われる。なお， 委員会は8名の MadhyaPradesh 

無所属議員の入党を承認し，また18名のPunjab州Prajatantra党員の入党申請につ

いては，その可否を総裁に一任した。

9月9日

v英国より 1450万ポンド援助一一英国より 7件1450万ポンドの借款供与を受ける

協定がニューデリーで調印された。これは第3次計画の本年度における英国の援助

3000万ポンドの一部で資本財の輸入に充てられる。残り 1550万ポンドは国際収支支

持に向けられるもので，うち1000万ポンドの借入れ協定がすでに成立している。内

訳は次の通り。

Bhopal重電機工場用変圧器購入などに200万ポンド， Singareni炭坑追加援助
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に125万ポンド， MadhyaPradeshおよび西Bengal両州の発電所用に322万5000

ポンド， OilIndia社の油田開発用機材購入に150万ポンド，民間部門の資本財お

よび部品購入用に152万5000ポンドおよび100万ポンド， IndianIndustry社の若

干部門における資材補填用に 400万ポンド。

V次長検事，絞殺さる一一日emNath Sanyal次長検事（Solicitor-Generalof India) 

は8日深更，私宅寝室で絞殺された。警察当局ではこれを元使用人で逃走中の犯罪

者を含む5名の強盗団の仕業とみて，現使用人1名を逮捕，他の4名の行方を捜査

している。強盗団は現金その他貴重品の奪取には失敗した模様。

次長検事の絞殺は，その私宅が首相や議長の官邸に近く，要人の警護に不安が表

明されているほか，議会筋ではその背景に政治的意図があるのではないかとの懸念

もみられるO Gajendragadkar最高裁長官は Sanyal次長検事に弔意を表するととも

に，この絞殺事件は情報活動のありかたに問題を投げるものであり，また市民の心

に大きな疑惑を残すものであると悟った。

9月 10日

V大統領，ケララチ｜、｜直轄を宣言一一大統領はケララ州をその直轄下におくことを

宣言，同州の憲法を停止し，同州政府の一切の権限を掌握した。州議会は解散され，

その権限は中央議会に移された。州知事は大統領の代理者として，大統領の管理監

督のもとで，州政府により行われてきた一切の機能を遂行することとなる。

直轄宣言は， V.V. Giri同州知事が Sankar政府瓦解のあと安定的な内閣を組織

しうる見込みがないと報告したことに基き発せられたものである。これに伴い，近

日中に，知事のもとで日常の行政機能を遂行する行政官の任命，および州の立法機

能に関連し政府に勧告を行うケララ選出議員委員会の設置につき措置が講ぜられる

予定。

V下院政府の食糧政策を承認一一下院は食糧政策に関する質疑に応えたスブラ

マニアム食料農業相の 70分に及ぶ詳細な説明を聴いた後， Gurmukh Singh 

Musafir議員の提出した食糧政策承認動機を， 201票対34票で可決した。両派共産

党はこの動機の可決が政府に対する信任を意味するものとして，票決に加わらず退

場した。

農相の説明は政府の長短期政策全般にわたるものであったが，そのなかで，全段

階における食糧価格の固定，在庫保有の基準設定，在庫申告制の実施，食糧地帯制

度の改廃（米については10～11月，小麦については2～3月に検討〕などの方針が

明らかにされた。また農相によれば，食糧の自給体制は第4次計画末までに達成さ
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れるとみられ，また食用穀物の低価格政策は経済建設上必ずしも好ましい方策とは

いえない。

V年金預金の実際手続制定一一インド官報号外は1964年財政法に基き年間所得1

万5000；レピー以上の所得者に対し適用される年金預金制度の手続を発表した。これ

によれば，預金の受入れは 10月1日より，準備銀行， StateBankおよびその下部

機関の店舗で行われる。預金に対しては額面10,100, 1000ノレピー，期間10年の年

金預金証書が交付され，預金者は預け入れの 1年後から預金額10；レピーに対し1.25

1レピーの割合で， 10年にわたり年金の支払を受ける。実質利回りは4X'%をやや上

回る。預金は財政法の規定する割合で課税所得から控除される。年金受取額は所得

税の対象とされる。なお，1964～65年度中の年金預金は差当り 1964～65および1965～

66年度の所得推定額を対象としてなされる。

9月 11日

v下院，不信任案の審議を開始一一下院は無所属 N.C. Chatterjee議員の提出

にかかるシャストリ内閣不信任案の討議を開始した。

冒頭 Chatterjee議員は，国民の窮之，社会・政治・経済などあらゆる部面にお

ける危機的症状は政府の責任であるとし，とくに，民間外資優遇政策による経済的

独立の侵害，輸入食糧への愉情な依存，独占や投機師への従属，物価抑制の失敗，

首相官邸近辺でさえみられる治安の不安定，選挙をめぐる不正行為の続発などの諸

点をあげて政府を攻撃した。これに続きスワタントラ党 N.Dandekar議員は，前

内閣の責任を現内閣に問うべきでないと不信任案には加わらないことを明らかにし

つつも，政府の計画経済が，農業を軽視し工業を偏重する，軽工業を軽視し重工業

を偏重する，民間企業を軽視し政府企業を偏重する，の3点で誤りを犯していると

指摘，こうした失政のため，経済は引続く外貨危機，遊休設備の増大，資本市場の

不振，インフレの進行など困難な状態にあり，民衆の実質所得はむしろ低下してい

るとのべた。

外交政策面では， J. Narayan氏のパキスタン訪問を指摘してカシミール問題で

政府の妥協的な出方を批判し，あるいは中国との国境問題につきより強硬な態度を

要求する見解，ピyレマ，パキスタン，ギアナなどにおける在外インド入の利益の保

護に失敗しているとの批判などが， Chatterjee議員や U.M. Trivedi議員 (Jana

Sangh）などにより展開された。

vラダクリシュナン大統領，ソ連訪問一一（モスクワ発〉ラダクリシュナン大統

領は9日間のソ連訪問のため当地に到着，空港でミコヤン最高会議議長やフルシチ
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ョフ首相の歓迎を受けた。大統領はミコヤン議長の歓迎の言葉に応え，平和共存の

みならずすべての諸国に対して稔り豊かな協力を拡げることがわれわれの目標であ

る，と挨拶した。

大統領はソ連訪問のあとエールを訪問し，ロンドンを経て9月27日帰印の予定。

Vソ印軍事援助協定調印一一（モスクワ発）ラダクリシュナン大統領の到着に先

立ち， ソ連のインドへの武器供給に関する協定が， インド使節団 H.C. Sarin団

長とソ連 Sidorovich大将とにより調印された。協定の内容は明らかにされていな

いが，最大の問題点はインドにおけるミグ組立工場の設立計画で，今回の協定によ

りこの計画が促進されるものと期待されている。

なお，調印を控えた10日夜，ソ連のマリノフスキー国防相によるレセプションが

聞かれ，席上，チャパン国防相は，両国の交渉が商業的な駈引きの立場からでなく，

相互の理解を深め協力を促進するという精神でなされたことをとくに強調した。

6月 12日

V輸出入諮問会議開催 輸出入諮問会議（Export-ImportAdvisory Council）が

12, 13両日にわたり開催された。 ManubhaiShah商業相はその開会に当り，貿易

振興策の一環として Mudaliar委員会の勧告した輸出入安定基金設立案を，若干の

修正を加えた上で、承認した旨を明らかにした。同基金の当初資本は2000万ポンドと

なろう。商業相によれば，同基金のために内外諸銀行から外貨クレジット・ライン

が確保されており，輸出向の商品の製造に必要な原材料・部品を輸入するために製

造＝輸出業者に revolvingbasisのクレジットが与えられる。

また， Ramaswami Mudaliar氏はインドの輸出の直面する諸障害について報告

し，とくに輸出問題についての州政府の無関心さ，農業計画策定に際しての輸出へ

の配慮の欠如，港湾の非能率などの諸点を批判した。

タ月 13日

Vスワラン・シン外相セイロン訪問，共同コミュニケ発表一一一スワラン・シン外

相はセイロン政府の招待で9月11～13日セイロンを訪問，同国首脳との接触を深め

るとともに，各種諸問題について協議した。訪問の終了に当り，スワラン・シン外

相とセイロン首相パンダラナイケ夫人との共同コミュニケが発表された。その要旨

は次の通り。

(1) 地域的な規模で、の経済協力の緊密化が必要であること。

(2) 非同盟・平和共存政策が国際緊張の緩和と戦争の回避を可能にする途であ
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ること。

(3) カイロの非同盟国会議の議題については完全に意見が一致したこと。

(4) 非核武装地帯をインド洋に拡げるというセイロン首相の提案に対し，イン

ド外相はこれを支持すること。

(5) 中印問題については最近における両国首相の書簡往復が検討されたこと。

(6) セイロン在住インド人問題が両国首相会談を通じ円滑な解決を見出すよう

希望すること。

V商業相， 完成品輸出の拡大を強調一一輸出入諮問会議の第2日目， Manubhai 

Shah商業相は， 第4次5ヵ年計画における 510億yレピーの輸出目標の達成は，輸

出商品の多様化なくしては不可能であると強調した。商業相によれば，量的な輸出

拡大には限度があるが，輸出1単位当りの外貨稼得率の高い完成工業品の輸出を促

進することにより，輸出収入を増大させることができる。また，輸出促進に必要な

外貨の必要について，商業相は次の会議にはこういう苦情のないようにしておきた

いとのべている。

9月 14日

V下院，不信任案審議続く一一下院で、はシャストリ内閣に対する不信任案の審議

を続けているが，この日は H.N. Mukerjee共産党右派議員が，現在の危機打開

のためには，開発計画の推進，民主主義の堅持と前進，一貫した対外政策などネル

ーの全遺産に従がわなければならないのに，現内閣はこれを認識していないと論じ

た。こうした論調はシャストリ内閣における開発計画手直しの動きを厳しく批判す

るもので，計画の手直しを現実に即した実際的なものとするスワタントラ党の見方

とは正反対であるO 会議派 K.Hanumanthaiya議員はこれに対し，会議派はガン

ジー翁を国の父とし，ネノレーを経済開発の父として，過去17年間その政策に献身し

てきたと反論した。

V肥料工場設立の調査に米国専門家来印一一米国企業団による肥料工業拡大計画

に関し， 13日企業団の代表として LuciusClayおよび S.D. Bechtel両氏がニュ

ーデリーに到着， Kabir石油・化学相，スブラマニアム食料農業相，スワラン・シ

ン外相らと会談した。両氏はさらにシャストリ首相とも会見する予定。両氏の来印

は最低5工場の設立の可能性を判定するためのもので，選定地域での経済的・技術

的実現可能性の測定，農業信用の利用可能度の評価，生産物の完全活用を可能にす

るような配給機構についての政府の保証などが，政府首脳との会談の論点とみられ

ている。
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’石油化学部門に日本の調査団一一日・八木氏を団長とする石油化学産業の技術

的諸問題についての調査団（6名〉は，インド政府との会談でこの調査団は金融問

題について交渉する権限をもっていないこと，融資問題については近くより大きな

権限をもったチームが来印する筈であると言明した。

'U. P.州サチャグラノ＼ SSP幹部逮捕一一（Lucknow発）サミュクタ社会党

の呼びかけによる10日間の食料価格上昇反対サチャグラハ（非暴力的非服従運動）

が， U.P.州全域にわたり開始されたが，これに伴い， 228名のSSP党員が逮捕さ

れた。そのなかには， RajNarain同党書記長も含まれている。

少月 15日

V西ドイツより借款一一一西ドイツより 3億8000万マルク（4億5240ノレピー〉の借

款を本年度分として受入れる協定が調印された。

この借款は政府信用2億7000万マノレクと民間信用 1億1000万マルクからなる。前

者はyレーノレケラ鉄鋼所の債務肩代り（9000万マルク〉， 商品サービスの購入（5500

万マルク〉，援助計画への追加資金（4000万マルク〉，新規開発計画の援助（6000万

マルク）， ICICIなど政府金融機関の外貨貸付資金（2500万マルク〉に充てられ，

後者は供給者信用として船舶向8200万マルク，商品サーピス向2800万マルクからな

っている。借款条件は，政府信用のうち9000万マルク分が16年分割返済，金利5.5

%，残り 1億8000万マルク分が期間25年，金利3%で，民間信用分はその都度売買

両当事者間で決定される。

V毛織物工業の近代化計画一一国際羊毛事務局InternationalWool Secretariatの

専門家グループ。は，政府の依頼により毛織物工業の近代化の可能性に関し調査して

いたが，その報告が商業相より下院に提出された。報告の主要内容は，毛織物工業

は国内市場が有利なため現在輸出に関心をも「ていない，輸出促進のためには政府

が輸出用に羊毛の非常在庫をもつべきである，近代化により毛織物輸出の大幅増加

(4～5年内に40万メートノレから 200万メートルへ〉が期待される，などである。

政府はこの報告に基き，世界銀行ないしは第2世銀へ近代化資金の長期融資を要請

する模様である。

v落花生先物取引解禁一一商業相は落花生および落花生油の先物取引禁止を撤

廃，とれら 2品目の新収穫年度の契約につき，先物取引委員会（ForwardMarkets 

Commission）の定める制限に従い，先物取引を復活することを許可した。新年度の

落花生収穫は非常に良好とみられており，先物取引の復活は農民に有利な価格をも

たらすものといわれている。
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タ月 16日

Vナンダ内相，反論一一下院の不信任案審議における政府批判に対し，ナンダ内

相はこれに応えて全面的な反論を展開した。内相はまず反対派は一時的な困難を利

用し，些小な欠陥を誇張して人心を惑わせるものであるとし，反対派の人々は会議

派こそが民主主義の錨であり安定の印である時代を今後長期にわたって生きなけれ

ばなるまいとのベた。さらに内相は個々の反対党につき，共産党はこの国に全面的

な忠誠をもたないもの，サミュクタ社会党は機会を浪費する不安定のシンボル，ス

ワタントラ党は移り気でアダム・スミスから出発したようなもの，等々皮肉な見方

を開陳した。内相はまた，ネノレ一政策よりの離反という批判に応え，会議派はつね

にネルーの遺産を堅持すると言明，汚職問題については，これをあるがままに評価

し，その悪を過小評価しても，誇大視しでもならないとの見解を明らかにした。

V英米，インド洋基地につき回答一一英米両国政府はインド政府の質問に応え，

英米両国が共同に使用する通信センターおよび中間着陸地をインド洋上に求めてい

るに過ぎないこと，この問題は直接インド洋周辺諸国に影響するものでないため，

これら諸国に事前通告を行う必要を認めなかったこと，などの諸点を明らかにした

と報ぜられる。なお，英米両国はインド洋がインド・アフリカ・豪州の3大陸に固

まれたものであるとしてインドに特別の発言権を認めない態度をとっている模様で

ある。

V銀行の新流動性比率発効一一1962年銀行法（BankingCompanies Amendment 

Act）の規定に基き，インドにおける全銀行の維持すべき流動資産の最低比率が，

20%より28%へ引上げられた。これは法定現金準備3%，その他流動資産25%から

なる。この新比率は銀行法発効より 2年経過した後に適用されることとなっていた。

若干の限界的な銀行は別として，大部分の銀行については新比率の適用に問題は

ないとみられている。 9月4日に終る週の指定銀行勘定によれば， State Bankを

除く平均流動比率は34%であった。

9月17日

V蔵相，財政政策で反論一一クリシュナマチャリ蔵相は下院で不信任案審議にお

ける政府批判に反論し，政府は経済開発の速度を落そうとするのではなく，正しい

政策はむしろ障害を除去して成長速度を早めるにあることを強調した。蔵相は当面

の物価上昇から直ちに悪性インフレとか開発計画の縮小とかを論ずる誤りを戒め，

現在の食糧・物価問題は主として近年の悪天候による農業不振によるものであり，

深刻には違いないが，海外でみられるような悪性インフレのおそれはないとの判断
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を示した。また， 5ヵ年計画の重点、については，蔵相は， 5%以下の農業生産拡大

に満足しえず，工業の面からの援助がなければならないこと，肥料・除虫剤・農機

の拡大，重工業面で進行中の計画の早期完成と各部門のパランス上必要な計画の追

加的実施，消費財生産の振興などを重視すること，さらに外貨不足にかんがみ，既

存設備の操業度引上げ，完成間近かの設備の稼動促進，即効的な計画の優先，輸出

促進・輸入代替的事業の重視などが肝要であること，などを力説している。

Vニューデリーで小麦価格上昇一一ニューデリーで小麦価格は向う 1週間でキン

タノレ当り 6～7；レヒ。ー上昇するものとみられている。現在の価格はキンタル当り64

ノレピーで， 1週間前に比し2！レピー上昇している。 Federation of Indian Grain 

Trade Chambersのスポークスマンは，価格の上昇を Punjabでの価格上昇，水害

による輸送コストの増大などに起因するものと説明している。

Vインド農民の貧困一一－Delhi Citizens Council の食糧問題シンポジウムで，

Jagjivan Ram氏は農民の貧困について， Biharにおける 1家族（5名〉の平均1

日当り所得が33～38パイス（25～29円〉にすぎないと説明，土地改革，耕作権の確

立の重要性を強調した。

9月18日

Vシャストリ内閣不信任案否決一一下院は約1週間にわたる審議の結果，シャス

トリ内閣不信任案を 307票対50票（棄権13票〉で否決した。

票決に先立ち，シャストリ首相は審議のなかで、提起された諸論点につき 2時間に

わたる詳細な答弁を行い，シャストリ内閣が一般民衆の利害を代表するもので、ある

こと，ネノレーの基本的な対外対内政策を堅持しつつも徒らにこれに盲従するので、は

なく，事態の変化に適応してゆくものであること，必要に応じては共産主義に対し

厳然たる態度をとるものであること，の 3点を明確にした。首相によれば，現在の

食糧危機は10月末までは続くが克服可能であり， rabi価格は L.K. Jha委員会に

より生産価格は近日中に，卸小売価格は本月中に決定され，J 明年1月までには恒久

的な価格委員会が設置されるはずである。食糧以外の必需物資価格についてはヲす

でに商業省で価格決定方式の成案がえられている。食用穀物公社は明年1～2月三

ろ発足するが，民衆の食糧確保に対する政府の責任，日本など諸外国の事例にかんが

み，考え方として問題はない。また，中央の役割もさることながら，州政府の責任

ある活動が望まれ，とくに地方開発については関係者がジープによらず自らの抑に

よって農民の生活に融けこみ，閣僚もまた官邸を出て直接農民に接触しなければな

らない。民衆の生活が過去17年間何ら向上しなかったというスワタントラ党の批判
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は，同党が民衆と接触しないことに発している。また共産党は中国の侵犯があると

いう事実があっても，なお中国とインドとを同ーの水準で、考えようとするものであ

る。

曹食用穀物公社の機構一一スブラマニアム食料農業相は農業行政に関する専門家

会議の第1回会合で，食用穀物公社は一般会社法によらず特別法に基く機関となろ

うとのべた。関係法律案は11月の次期国会に上呈されよう。同相によれば，新米の

出回りは Punjabおよび U.P.では10月， MadhyaPradeshでは11月，その他諸

州では11～12月，南部諸州では明年はじめと予定される。公社の操作は明年1月の

南部諸州の米の買付から始められよう。

V高額券廃貨の意図なし，蔵相言明一一クリシュナマチャリ蔵相は，非公式大蔵

協議会（InformalConsultative Committee for Finance）で，当面高額銀行券の廃

貨の意図はないこと， State Bankの下部機構を通ずる農業信用の強化を考慮中で

あることの2点を明らかにした。

蔵相によれば，最近数ヵ月，すでに 100ルピー券から10；レピー券への交換が行わ

れる傾向があり，ヤミ資金公然化のために廃貨措置を講ずるとしても成功の見込み

は少ない。ちなみに，現在の流通券総額250億ルピーのうち， 100 1レピー券以上は

40%, 10；レピー券は46%をしめる。 1000；レピー以上の高額券は3%にすぎない。他

方，農業信用の面では， State Bankの下部機構で各4～5個の村落を対象とする

約50の支店を開設，村民の信用需要の実態を掴もうとしている。この実験的計画の

成果をみた上で農業信用拡張の方法が検討されよう。

事オリッサ州首相留任へ一一ー（Bhubaneswar発）オリッサ州会議派議員総会は，

75票対7票（棄権1票，欠席3票〉の絶対多数で， BirenMitra現首相の辞表を受

理できない旨を決議した。反主流グノレーフ。の指導者 BanamaliPatnaik議員は中立

的な立場をとった。中央から派遣された AtulyaGhosh氏が全員一致の結論に導く

ため努力したが，失敗に終った0

9月 19日

’ソ印共同コミュニケ，ラダクリシュナン大統領訪ツ終る一一一ラダクリシュナン

大統領は9日間のソ連親善旅行を終えロンドンに向ったが，訪問の終了に際し，イ

ンド・ソ連共同コミ三ニケが発表され，平等と相互利益および領土と主権の尊重を

基礎とした両国の友好関係の発展が「政治社会制度の異る国家聞における平和共存

政策の成功の輝かしい例証」として高く評価された。コミュニケはまた，両国が国

境紛争を武力によらず平和的手段で，かっ歴史的に形成された国境を尊重して解決

一(178）一 -210ー



インド

すべきことを確認した旨謡っているが，これは核実験禁止協定への賞讃とともに，

中国を念頭においたものと解されている。

V ウガンダに砂糖工場設立援助一一ウガンダ計画相 A.A. Nekyon氏とインド

商業省 D.S.Joshi次官とは， 18日，ウガンダ首都 Kampalaで，ウガンダの砂糖

工場設立に対するインドの援助協定に調印した。これによれば，インド45%，ウガ

ンダ政府45%，ウガンダ民間投資家10%の出資割合で砂糖開発公社を設立し，イン

ドがこれに技術，設備，資材，経営の各面で援助を供与する。

’ 「コーヒー戦争」はじまる一一18日朝ニュー・デリーの 1コーヒー店で，ある
青年が1杯48パイセから53パイセへの値上げに憤慨，抗議したことから，コーヒー

愛好者の問で，値上げ反対，コーヒー店ボイコット運動が拡がっている。愛好者グ

ノレーフ。は路上で、コーヒー店を聞き 1杯25パイセで売出し，コーヒー消費者協同組合

の結成を呼びかけ，政府にコーヒー値上げの取締りを要請している。

9月20日

Vシャストリ首相，カノレカッタへ一一（カルカッタ発〉シャストリ首相は就任後

はじめてカルカッタへ来着，記者会見で，明日より始められる Naga反乱団との交

渉は暫定的かっ非公式なものであるが， 1つの重要な前進であること，第4次計画

には Nagalandの開発計画も含まれており，インド連邦内に止まることが同州の利

益であること，ケララ州の動きは不幸なことで若干の会議派党員の行動は遺憾であ

ること，近隣諸国との関係はスワラン・シン外相の訪問外交で改善されつつある亡

と，ナンダ内相による非公式的な苦情処理（SadacharSamiti）は人々に責任観念を

植付けるのに適当であること，などの見解を明らかにした。

首相はさらに大衆集会に出席して，第4次計画のあり方はネノレーの遺訓に背くも

のではないとし， 9月25日に予定されている BengalBandhの罷業の呼びかけに労

働者の不参加と主催諸党派の自制とを要望した。

V鉄鉱石生産を促進一一鉄鋼・鉱業省は第4次計画における鉄鉱石の国内消費お

よび輸出需要に対応するため，既存鉱山の採鉱能力向上と新資源の開発とを促進す

ることを決定した。同省の推定によれば， 1970～71年における鉄鉱石の国内需要は

3300万トン，輸出需要は2500～3000万トンとみられる。これは過般来印した世界銀

行調査団が達成困難とした水準で，関係各省の総合的協調が不可欠である。

V農業調査機構の再編成一一スプラマニアム食料農業相は農業行政に関する専門

家会議で農業調査のあり方に触れ，現在の品目別調査研究は浪費的であり，多数の

調査研究機関における能力と設備をより有効に活用するため，調査研究機関の全面
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的再編成を行う必要があると示唆した。

9月21日

V国防相，下院で米ソ英よりの軍事援助を公表一一チャパン国防相は下院でイン

ドの国防力増強5ヵ年計画に対する米国，ソ連，英国からの援助の内容を明らかに

した。この5ヵ年計画は1964年4月から1969年3月まで、に，装備の近代化された82

万5000の陸軍，最新通信設備を有する空軍45集団，海軍艦艇の更新，国境道路網の

整備，兵器国産体制の確立などを内容としている。各国の援助要項は次の通り。

米国…・・・（1）兵器資材購入のため即時1000万ドル借款。（2)1965年度中，前年度並

の軍事援助。山岳部隊維持，国境道路建設を含む。（3)1965年度中5000万ドル追加

借款（Ambajhari砲弾工場設立など〉。（4）超音速機導入は未定。

ソ連…・・・（1)1962年8月の協定拡大， ミグ生産工場の早期完成への設備・技術援

助。（2）ミグ21戦闘機若干の購入。（3）軽戦車若干の提供。（4）代金は／レピーで支払わ

れ，インド産品の購買に充当。

英国…・ーボンベイ港 Mazagaonドックの改築と Leander級フリゲート艦3隻

の建造のための資金援助。

V食糧ディーラー，政府の政策に反対一一全印食用穀物ディーラ一連合会は800

名の参加のもとに会合を聞き，食樋危機の責任は政府にあるとの見解を明らかにし

た。ディーラーによれば，価格の上昇は生産の不振にあり，中央・地方政府の誤っ

た政策がこれに拍車をかけている。最近の在庫調査はディラーに隠匿ないし投機活

動のないことを明示した。食料公社は取引の独占を図るもので賛成できない。政府

は各州の利害を調整し，非合理的な地帯制度を廃止すべきである。

Vインド・u.A. R.，経済協力に合意一一産業および技術面での協力に関し，来
印中の U.A. R副首相 AbdulMoneim el Kaissouni博士と ManubhaiShah商

業相との問で書簡の交換が行われた。この取極は両国間の公私両部門における共同

事業のみならず，第3国をも含めた事業計画にも適用されるが，差当り U.A.R.に

おける肥料，高級綿糸，燐酸塩などの生産や，インドからの鉱山機械，紡機，鉄鋼

資材などの輸出が考慮されているといわれる。

これと同時に U.A.R.の HusseinKhali Hamdi経済省次官と D.S. Joshi商

業省次官との間で輸出入各2億2500万ノレピー，計4億5000万ルピー（1963～64年度

実績計2億5000万yレピー）の貿易協定が締結された。これにはインドによる米6万

5000トン，燐酸塩12万トンの輸入， U.A.R.による茶7500万ノレピー，ジュート製

品6000万lレピーの輸入などが含まれている。
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9月22日

, Bakshi Ghulam Mohammedカシミーノレ州前首相ら逮捕一一ー（Srinagar発）カシ

ミーノレ政府は本日早朝インド防衛令に基き， BakshiGhulam Mohammed前首相ほ

か6名を逮捕した。 G.M. Sadiq州首相は記者会見で，前首相は州の平和と安全を

脅かしたので、逮捕したと語り，詳細な理由はなお明らかにする段階ではないと言明

した。Sadiq政府に対する不信任案を準備していたNationalConference Legislature 

党の分派グループ。は，この逮捕を不信任案上呈の阻止を狙ったものと非難している。

（ニューデリー発〉 中央政府は1953年の SheikhAbdullah氏の逮捕の場合と異

り，今回の逮捕については全く事前に通告されていなかった模様で、ある。シャスト

リ内閣は午後，州政府の逮捕発表のテキストを入手，非公式の検討に入った。

9月24日

曹大統領エール訪問，インド・エーノレ共同コミュニケ一一ラダクリシュナン大統

領は21日よりエーノレを訪問していたが，その日程を終るに当り，エーノレ政府首脳と

の会談の結果を共同コミュニケに取まとめ発表した。コミュニケは，カシミーノレ問

題を含めて，インドとパキスタンが各級聞の直接交渉により両国の懸案を友好的に

解決する方向にあることを歓迎する旨表明しているが，それはエーノレ政府が従来こ

の問題についてとくにインドに好意的とはみられていなかっただけに，大統領の訪

問の重要な成果と好感されている。

, Naga和平交渉停頓一一（Kohima発）中央政府と Naga反乱団との和平交渉は

23日開始されたが，本朝の会議開催の直前，反乱団側より ShiluAoナガランドリ十l

首相が政府代表団に参加している点につき反乱団本部の指示を待つ必要があるとの

理由で会議の開始を拒否する通告があり，交渉は差当り延期されることとなった。

Vケララに左派統一戦線の動き一一（Trivan drum発）左派共産党指導者E.M.S.

N amboodiripad氏は記者会見で， 明年2月の総選挙では左派民主社会主義諸党統

一戦線が勝利しうると語った。左派統一戦線はマルクス・レーニン共産党，インド

共産党，サミュクタ社会党， RSP,Karshaka Thozilali （労農）党からなる。同氏に

よれば SSPと労農党（反共カソリック）も反会議派の分裂を避けるために議席の

調整に応ずるに至った。統一戦線委員会は10月5日に会合し，共同綱領を作成する

予定。

9月25日

V公定歩合引上げ， 4下を→5%一一（ボンベイ発〉インド準備銀行はその公定歩合
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をHf%から 5%へ引上げ， 25日営業終了時より実施した。同時に，貸出方式に若

干の変更を加え，商業銀行の貸出のその自己資金に対する比率に準備銀行の貸出金

利をリンクさせることとした。公定歩合の引上げは，最近の物価上昇傾向（9月5

日の卸売物価指数156.7, 前年同期比＋14%）と経済成長を上回る通貨量の拡大に

かんがみ不可避となったものと説明されている。

公定歩合引上げの結果，市中銀行の貸出金利もYz%方上昇することとなろう。市

場ではこの引上げが多かれ少かれ予想されていたこととして格別の驚きを示してい

ないが，株式・商品市場では若干の反落がみられた。

（ニューデリー発〉 クリシュナマチャリ蔵相は公定歩合引上げの発表に際し，政

府支出の節約が緊要であり，過般の7億ノレピー削減は最小限の必要であること，州

政府もまた支出の大幅削減に努力すべきこと，民間部門も信用の過度の利用を是正

されたいことなどの諸点を強調した。

v名地でスト，デモーーサミュクタ社会党，共産党その他の野党諸派の主導する

全国的ストライキ（BharatBandh）は，各地で様々の程度で行われたが，概ね部分

的な成功という形で終ったといわれる。カノレカッタのゼネストは， P.C. Sen州首

相によれば5月20日のゼネストが50%の成功であったとすれば，今回は12%程度に

止まった。ハイデラバードでは警官隊の発砲，デモ隊の投石などがみられ， T.Sub-

bia共産党州会議員ほか25名が逮捕された。ボンベイで、は警官の制止を破ったデモ

隊から59名の婦人を含む203名が拘束された。

V年少結婚なお一般的一一センサス当局の社会経済調査によれば，デリー郡部で

は年少結婚の風習がなお広範に見受けられ，平均結婚年令は男子14才，女子12才

で， 16才以上で未婚の女子はほとんどいないといわれる。 1930年発効の年少結婚制

限法に基き，男子18才未満，女子14才未満の結婚が禁じられたが，実効がなかっ

た。もっとも早婚反対の意識も徐々に芽生えており，結婚年令は次第に高くなる兆

しが認めちれるごとくである。

9月26日

, U. P.州で食糧倉庫査察一一（Lucknow発）州政府の発表によれば，今朝全州、｜

の卸小売市場における食糧穀物倉庫が警官隊に上り抜打ち的に査察され， 5000～

6000袋の穀物が押収され，在庫量を示す業者の記録の検査が行われた。この査察は，

Kharif新穀の出回りと港湾からの食糧輸送促進と相まって食糧価格の引下げに作

用するものと期待されている。

9月27日
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vパキスタン，カシミーノレ停戦ラインを侵犯一一一パキスタン軍隊約400名がさる

23日カシミーノレのUri地区で，近年最も大規模な侵犯を行ったと報ぜられる。印ノミ

両軍部隊は本格的な戦闘状態に入り多数の死傷者を出したが，数時間後，パキスタ

ン部隊は停戦ラインの外に押戻された。国連監視団長 Nimmo将軍はこれを重視し

て，ワ・タント国連事務総長に詳細な執告を送った。

Vオリッサで学生と警官衝突一一（Cuttack発） 26日夜， 1学生と商店主との支

払問題をめぐる口論から発展した学生集団の騒乱は，本日1警官隊と学生団との衝突

となった。警官隊は催涙ガスを使用して投石する学生団を鎮圧したが，これにより

双方に100名の傷者が生じ，学生90名が逮捕された。

9月28日

V下院，政府の外交政策を承認一一スワラン・シン外相は，下院における外交問

題の審議を終るに際し演説を行い，中国にはラダク非武装地帯の7個所の監視所を

撤去する意思のないこと，パキスタンとの関係は複雑であるが見解の相違を克服す

る可能性を追求する必要があること， Naga和平交渉の停頓は遺憾であるが， Shilu

Ao州首相を代表団に含めるか否かは政府の決定する問題であること，国連加盟国

の半ばが参加するカイロ会議を重視すべきであり，そこで非同盟政策が再確認され

ることがインドの目的であることなどの諸点を明らかにした。

審議のなかでは，非同盟はナンセンスであり，欧米諸国との同盟関係に入るべき

である (J.B. Kripalani議員）， 米ソの理解の促進に努力し，また中国の重要性を

軽視してはならない（RamManohar Lohia博士）， パキスタンはインドの領土を

中国に与えたばかりでなく， カシミーノレで、紛争を激化させている（V.K. Krishna 

Menon議員） .などの見解がみられたが，下院は結局 H.V. Kamath議員の政府批

判動議を 120票対8票で否決し，スワラン・シン外相の外交政策を承認した。

V一般向衣料価格引下げへ一一ManubhaiShah商業相は議会で，先般来検討して

きた衣料の生産および価格統制方式の改訂計画の概要を明らかにした。この計画の

実施により， 10月15日より，ドゥティ，サリヘ薄布地，シャツ地など一般向衣料

価格が5～8%引下げられるものと期待されている。織布工場は新計画下では，軍

需用および輸出用を除き，全生産の45%まで上記一般向衣料を生産しなければなら

ない（現在の一般向衣料生産割合は42%見当〉。 一般向衣料の生産者価格は，綿花

のコスト，紡績・織布・加工の費用を考慮して決定され，小売価格はその18%増の

線に定められる。

vデリー北部で第8号放水路およびヤムナ河が再び氾濫し， 43村が水没した。
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9月29日

v産業金融公社（IFC）の年次報告一一産業金融会社（IndustrialFinance Corpo-

ration）はさる 6月30日に終る年度の年次報告を発表，同年度の融資実績が3億8270

万ルピー，累計四億6780万ルピーに達したことを明らかにした。同社の融資は基礎

産業に向けられ，この年度の融資も金属製品19%，重化学15%，非鉄金属およびセ

メント各10%，機械および電機各4%等の割合で供与されている。基礎産業以外で

は例外として繊維部門が16.7%の融資を得た。

なお， IFCの A.Baksi会長は同社の第16回年次総会後の記者会見で， IFCは

公定歩合の引上げに追随することなく，現行貸出金利7.5%を維持する旨言明した0

9月30日

, 250万ノレピー以上の所得者一一クリシュナマチャリ蔵相は，上院で， Bhupesh

Gupta議員の質問に応え，年間所得250万ルピー以上の所得一者299名の名簿を提出

した。このうち個人はわずか4名で他は法人となっている。 Gupta議員は個人4名

という数字を意外に過少と驚きの色をみせたが，蔵相も同感，検討を約した。

, State Bank金利を引上げ一一一（ボンベイ発） State Bankは準備銀行の勧告に

従い，貸出・預金金利の引上げを発表， 10月1日より実施することとなった。これ

により，貸出金利は年6%から 6;i%へ引上げられ，他方，預金金利は現行の91日

物3%%～60ヵ月物5%から，それぞれ4～6%へ引上げられる。

V米国余剰農産物援助協定に調印ー一一米国 PL480号に基く対インド余剰農産物

援助協定が調印された。協定の内容は小麦400万トン，米30万トン，大豆油7.5万ト

ンで， 3億9830万ドル（19億ルビー〉に達する。

, Andhra Pradeshで洪水一一（Hyderabad発） Andhra Pradesh州の各地で連

日の豪雨から洪水が発生，死者200名を数えた。

’最高裁，立法部に対し司法部を支持一一一最高裁判所（首席判事P.B. Gajendra-

gadkar氏〉はさきに大統領より発せられていた諮問に答え， KeshavSingh氏のU.

P.州議会侮辱事件をめぐる同議会と Allahabad高等裁判所との対立につき，後者

の立場を支持する見解を明らかにした。この事件は， U.P.州議会により議会侮辱

で投獄された KeshavSingh氏の人権侵害を理由とした請願を高裁が認めたことに

対し，議会が高裁判事や弁護士による議会侮辱との決議を行い対立していたもので

ある。議会筋では最高裁の見解表明に反対しており，憲法改正により立法部の特権

を明確化せよと主張する向もあるといわれる。
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〔中ソ問題と外交路線〕

ソ連フルシチョフ首相兼共産党第1書記の解任と， 中国の第1回原爆実験の成功と

は諸国に様々の影響を及ぼしたが， なかでもインドにに与えた衝撃はことのほか深刻

であった。周知のように，近年のインド対外政策は対中国強硬路線を軸としたもので

あり， 米ソの接近ムードとその反中国政策を背景に，平和共存・非同盟・核実験禁止

を唱えつつ， 米英ソよりの軍事援助に依拠して軍事的政治的に中国と対決する方向で

進められてきた。 したがってフルシチョフ解任と中国の原爆保有が，中国の軍事力政

治力の強化とソ連の対中国再接近ないし対米・対印政策の基調変化の可能性を含みう

るものであるとすれば， それはまさしくインド外交の基底に関連する諸条件の重要な

変化を意味することにならざるをえない。

インド政界各方面はこれらの新事態に対して深い懸念を表明し， 政府に対して，ソ

連新政権の対印政策に変化はないか， 国防上からもまた国家的威信の面からも核武装’

に踏切るべきではないか， あるいは国際的な核防衛体制に参加すべきではないかなど

の諸点を追究した。政府は直ちに中国の原爆実験を人類に対する危険と威嚇であると

非難，平和を愛好する世界の久々がこれに反対するよう訴えるとともに，ソ連の政変

についてはこれをその国内問題であるとし， 印ソの友好協力関係に何ら影響のないこ

とを強調した。 さらにシャストリ首相は，内閣成立後はじめて外交問題をとりあげた

AICCのGuntur会議（11月7～9日〉で，改めて核兵器全廃・平和共存・非同盟と

いうネルー故首相の示した原則を堅持する旨を再確認し，とくに核武装論に対しては，

核兵器の恐るべき破壊力， 1個5億yレピーにも上る原爆製造の経済的負担， 国際的核

防衛体制への編入に伴う国家の独立への脅威などを強調して， これに全面的な反駁を

加えたのであった。

当面基本的な外交路線を不変に維持するという態度は，成立以来山積する国内問題

に忙殺され，外交面では10月1日のカイロ訪問で漸く国外に第1歩を印したばかりの

シャストリ首相としては，まず妥当なところであろう。 ソ連新政権の政策方向，とく

に対中国政策が不明であり， 中国に対する欧米の反応も十分に明らかでない現在，敏

速かっ弾力的なシャストリ外交の展開を望むことは難しいといわなければなるまい。

とはいえ， これを契機に核武装や国際防衛体制参加を主張する見解がかなり広範に

展開されたことは， インドの西側への傾斜が云々されている折から，注目すべきとこ

ろであろう。 しかもより重要なことは，こうした論議のあとで、なおかっ政府の政策態
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度に根本的な不安を投げかける向が散見されはじめたことである。それは，シャスト

リ政府のこうしたいわば受身の姿勢では間際政治而でのインドの威信が果して保持で

きるであろうかという疑問であり， 非同盟の原則を堅持しているといいながら，なぜ

非同盟の世界で主導権を失いつつあるのか，という！天間である。非同盟といい，平和

共存といい，硬直的かっー而的にそれに固執する限り， たしかに予期された成果をあ

げえないであろう。 中国との政治折衝を拒否することも，ソ連にフノレシチョフ路線の

継続を望むことも， より多Hri的かっ大局的な観点からいま一度検討しなおすことが望

まれるわけである。事態の民間にしたがい，政府は否応なしに外交路線の根本的な再

検討に迫られることであろう。ネノレーなきインド外交の苦悩は深いといわなければな

らない。

〔食料政策の難航7

シャストリ首相が強調するように， 1悶の対外的な強さはそのいl内的な力に依存す

るとすれば，差当り食料政策の難航ほど政府にとって頭の痛い問題はない。

10月下旬の州首相会議でシャストリ首相とスブラマニアム農相は， 前回6月の会議

以降各種の努力を払ったにも拘らず食料事情を改善し得なかったことを認め， 事態の

一層の深刻化を避ける必要を強調して， 大都市を中心とする食料配給制度の実施，略

式裁判による悪徳商人の取締り強化などー段と強硬な措置を提案した。 これに対し州

首相はその影響や具体的実施方法の検討を理由に時間的余裕を求め， その決定をまず

月末の国家開発会議終了後へ，つぎに11月上旬のAICC会議へ，さらに問中句の再度

の州首相会議へ左次々に引き延した。その問，食料危機は10月半ばのマドラスから11

月上旬にはケララへ飛び，総選挙控えの政情不安な同地に広範な暴動を引起すに至っ

fこ。

ケララの危機は， 11月初より非公式に実施された配給制度が，食料余剰州アンドラ

からの供給予定不履行のためたちまち行詰った結果で、あった。が，同時にこのことは，

州首相会議の決定延期が実際問題として若干の余剰州における供出割当への不安ない

し非協力的態度に由来することを明白にするものでもあった。ケララの危機はシャス

トリ首相自らの指示による緊急食料輸送でひとまず打開され， 州首相会議もこれを機

として食料政策の結論を急ぐ方向に進んでいるといわれる。 だが，連邦制度のもと，

それぞれに困難な問題を抱えている各州政府が， この一般的な食料不足を背景として

どの程度中央政府の要請に応えるかは予断を許さぬところであろう。シャストリ首相

やカマラジ会議派議長の政治力が大きく期待される所以である。
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196 4年 10月 1日

V首相， Reddy氏の入閣を弁護一一シャストリ首相は下院で， Sanjiva Reddy氏

の閣僚任命には道義上何ら疑点はなく，同氏のアンドウラ州首相辞任は純然たる技

術的な理由にすぎないと言明した。これは，同氏が州首相在任中最高裁より不利な

判定を受けたことを理由として，野党議員より閣僚罷免の要請が提出されたことに

対じ応えたものである。

V預金金利引上げ一一一（ボンベイ発〕全印銀行間協定執行委員会は商業銀行の預

金金利を期間の長類に応じ，）イ～%%引上げる旨決定した。新金利は次の通り。

・準備銀行の指示によるもの．．．．期間14日以内無利子， 15～45日1.25%,46～ 

90日2.5%。

・定期預金....91日以上6ヵ月未満4%, 1年未満4.5%,2年未満5%, 3年未

満5.25%,5年未満5.5%,7午・未満6%, 9年未満6.25%,9年以上6.5%。

なお，新金利は昨日の StateBankの金利引上げに追随したものであるが， 7年

以上のものについてはStateBankのそれをM～巧%上回っている。

Vシャストリ首相，カイロへ到着一一一（カイロ発）シャストリ首相は第2回非同

盟諸国首脳会議出席とUAR訪問のため午後カイロに到着，ナセノレUAR首相の歓迎

を受けた。これはシャストリ首相の初の外国訪問である。同首相は空港で，非同盟

と平和共存の政策を遂行し，とくにこの偉大なエジプトとの緊密な友好関係を発展

させることに努力する挨拶した。

V議会は9月7日以来4週間の会期を終り，無期限休会に入った。

T 1963～64年度貿易収支改善一一輪山入貿易統制機構（Importand Export Tra-

de Control Organization）は下院に対し年次報告を提出し， 1963～64年度の貿易収

支は前年度の入超42.2億ノレピーから入超35.4億ルピーへとかなりの改苦を示したこ

とを明らかにした。その主因は輸出力1>79.4億ノレピーと前年比8.1億ルピー増大した

ことにある。他方，輸入は114.9億ノレピーで前年比1.3億ノレピー増に止まった。これ

は国防，開発，輸出力強化の観点、から非重点品目の輸入が削減されたためで，輸入

増は主として機械類に止まっている。

10月4日

v石炭より石油へ一一一（カノレカッタ発〉石炭委員会A.C. Bose委員長はインド
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地質・鉱山・金属学会の年次総会で，世界銀行調査団がインドの大部分では石炭よ

り石油の方が経済的に有利であるとの結論に達したと語り，世界市場での競争力と

いう観点から石炭政策を再検討する必要があることを指摘した。また， Bose氏は

中小炭坑の統合政策を弁護して，その目的が生産増加のみでなく鉱脈の保全にもあ

ると説明した。他方，同学会S.N. Mullick議長は，民間企業が生産増強の達成に

有利な立場にあるとし，生産計画における公私両部門の比重を公式論的に決定しな

いよう要望した。

, Bokaro製鉄所計画に暫定協定一一Bokaro製鉄所建設計画の具体案作成に関し

来印中のソ連専門家団は，このほど Bokaro製鉄所当局との間で，その計画概要につ

き暫定的な合意に達したと報ぜられる。これによれば，第1期工事の製鋼能力は

150～200万トンの見当となる模様であるが，ソ連側ではここに連続鋳造方式を採用

することに熱心でなくなったと伝えられる。なお，この協定は近く正式調印の上，

詳細な具体化計画の基礎とされる。

10月5日

v非同盟諸国首脳会議聞く，インド共存提案一一（カイロ発〉非同盟諸国首脳会

議は参加46ヵ国，オブザーパー12ヵ国の首脳が当地に参集し開催された。ナセノレ

UAR大統領は会議の開会を宜し， 非同盟諸国が世界の平和と安全保障のため積極

的に貢献するよう呼び、かけた。

従属諸国の解放と植民地主義，新植民地主義，帝国主義の除去に関し会議に提出

れた宣言案のなかで，インドは植民地主義，新植民地主義，帝国主義が多面的な方

策を用いており，新興諸国はこれに対し自らを防衛しなければならない旨強調し

fこ。

インドはまた，主権の尊重と平等，歴史的国境の尊重，国際紛争の平和解決などを

含む10項目の平和共存原則の採択を国連に要請する宣言草案を会議に提出した。

l IMFシュパイツアー専務理事，赤字財政を批判一一インド政府首脳と会談のた

め来印中のIMFシュパイツアー専務理事は，インド行政協会で演説し，赤字財政の

弊害を指摘，税収入の増大を勤告した。同専務理事によれば，拡大する経済のなか

では金融政策の運用などにより赤字財政の悪影響を吸収しうるが，それには限度が

ある。それ以上の赤字財政はインフレをもたらし，貯蓄と投資の方向を歪め，投機

を助長し，結局経済発展を害う。低開発諸国には先進国のような需要の不足はな

く，インフレによる投資刺激の必要はない。他方，インドでは国民所得に比し税収

入は小であるが，増税の政治的困難は，開発計画自体将来の繁栄のため当面の消費
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を犠牲にするものであることを国民に納得させるならば，克服しうるものである。

また，専務理事は近年のインドの輸出増加を歓迎しつつ，外貨不足を克服するた

め，輸出努力を一層強化するよう要望した。

10月6日

Vシャストリ・ナセル共同コミュニケ一一（カイロ発〉カイロ訪問中のシャスト

リ首相はナセルUAR大統領と会談し，要旨次の共同コミュニケを発表した。①大

統領と首相とは積極的な非同盟政策と平和共存の原則に対し忠実であることを再確

｝ 認し，第2回非同盟諸国会議を緊張緩和への前進として歓迎した。②シヤストリ首

相はパレスチナ避難民の権利とヨlレダン水利問題に対するアラブ諸国の正当な要求

に対する支持を表明した。③ナセノレ大統領は中印国境紛争に関し交渉の開始しえな

い事態を懸念し，平和的解決のため友好諸国が一段と努力することを希望した。

Vオリッサ議会で野党ポイコヴト決定一一（プノξネスワーノレ発）オリッサ議会の

全野党議員は，過般の学生騒乱における警官隊の強圧行為を調査する議会委員会の

設置提案を政府が拒否したことに抗議して，本会期の残り 3日間，議会をボイコッ

トする旨決定した。 R.N Singh Deo議員は3時間に及ぶ議場の混乱のあとボイコ

ット決定を宣言，全野党議員と無所属議員2名が議場から退席した。これに対し政

府および会議派では，警官隊に行き過ぎ、はなかったとし，調査の必要はないとの見

解を表明している。

10月7日

Vシャス卜リ首相，中国に核兵器開発中止使節の派遣を提案一一（カイロ発〉シ

ャストリ首相は非同斑諸国首脳会議で演説を行い，核非武装，国境紛争の平和的解

決，外国支配および人種差別かちの自由，国際協力による経済開発，国連に対する

全面的支持の5項目からなる世界平和のための行動計画を明らにした。このなかで，

首相は中国の原爆実験近しとの兆候にかんがみ，会議が中国に対し核兵器の開発を

思い止まるよう説得する使節団の派遣を考慮するよう提案，注目された。これは上

記5項目の第1との関連でなされたもので，首相はとくに第1回のペノレグラード会

議が米ソ両国に原爆実験停止の使節団を派遣したという先例を想起するよう強く要

望するとともに，インドは核ヱネノレギーを平和的な目的にのみ使用するとの立場を

表明した。

V中国に対し科学の膨張主義への利用を非難一一インド外務省は駐印中国大使に

書簡を送り，中国が科学を排外主義や膨張主義のために利用していることを非難
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し，中国が部分的核実験停止協定に反対，原爆製造に努める限り，インドは「国際

科学文化交換会議Jに参加しない旨明らかにした。さきに，中国の北京における上

記会議へのインド科学者招待を，インド政府が中国の国境侵犯を理由に拒絶した

(5月4日）のに対じ，中国政府がこれを国境問題を理由に両国民の友好的交流を

妨げようとする粗暴な行為と反論していた（6月8日〉が，今回の書簡はこれに応

えインド政府の立場をさらに明確にしたものである。

v亜鉛精煉にポーランドの援助一一亜鉛精煉所の建設に関し，来印ポーランド専

門家使節団とインド政府との間で会談が開始された。との精煉所はポーランドより

の輸入により設立されるもので，能力3万トン，建設コスト 1億2000万lレピーと予

想、される。なお，亜鉛に対する需要は第3次計画末の13.6万トンから，第4次計画

末には22.5万トンに達する予定である。

V鉱業学生，仕事よこせスト一一一（Dhanbad発） Dhanbad, Varanasi, Jodhpurの

鉱山技術関係学生約700名は，卒業後の就職難に関心を集めるため無期限ストに入

った。学生側の主張によれば， 全国8大学の卒業生は毎年約300名に達するが，鉱

山，炭坑，官庁などの求人数は110名をこえない。専攻技術の特殊性により他部門

への進出は難しいため，入学者の制限，新しいポストの創出が必要である。

10月8日

Vセイロン首相，非核武装帯設置を提案一一（カイロ発）セイロン首相ノ号ンダラ

ナイケ夫人は非同盟諸国首脳会談で，非同盟諸国が核武装する艦艇や航空機に対し

自国の港湾や空港を即時閉鎖すること，ならびにアフリカ・インド洋・南大西洋を

非核武装地帯と宣言することを提案した。

Vアルミ工場建設にハンガリーの援助一一マドヤ・プラデシのKorbaにおける

総合アルミ精煉工場建設に対する援助に関し，来印のハンガリー専門家団はインド

政府と協議を開始した。同工場はアルミナ12万トン，アルミニューム 3万トンの年

産能力を備える予定で，ハンガリーはそのうちアルミナ製造までの諸工程の建設に

対し，技術および資金援助を行なう。

10月9日

v中国，シャストリ演説を非難一一カイロにおけるシャストリ首相の演説に関し

中国大使館はステートメントを発表，インド政府が非同盟諸国会議を利用して反中

国宣伝を行なっていると非難するとともに，中国はコロンボ提案を基礎として交渉

を開始する用意がある旨表明した。インド外務省スポークスマンはこれに関し従来
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の立場の繰返し？と過ぎないと評している。

V第5製鉄所建設に関する英米案受諾一一政府は公的部門における第5製鉄所の

建設に関する英米投資団（consortium）との予備会談で，同計画の設計および建設を

投資団側に委ねる左いう後者の提案に，原則的に同意したといわれる。政府は， Bo-

karo製鉄所の場合に続き，製鉄所建設の外国人管理を認めないという政策で譲歩し

たわけであるが，建設資材はできる限りインド産品を使用するという確約を得た模

様。具体的な建設計画は，当面資金調達計画や建設地の選定が終った上で，作成さ

オもるとととなろう。

10月 10日

v西ドイツ借款にルビー返済案一一西ドイツかちの対印借款の元利返済にノレピー

貨を使用する索について，近〈両国政府間に交捗が開始されるもの Eみちれてい

る。この案が実現すれば，西下イツば元本返済の一部と利子の支払Eをyレピー貨で

受入れ，とれを西ドイツとインドεの合弁事業への貸付や西Fイツ民間投資の促進
のために使用するととEなろう。インFの対西ドイツ返済ば明年以降次第に本格化

する予定であるが，外貨不足に悩むインFにをつで，との案ば犬きな利益となろ

う。

10月 11日

v非同盟諸国会議，最終宣言発表一一ぐカイロ発）非同開諮問会議ば10日深更終

了したが，その閉幕に当り「平和と国際協力のための計画JE題する9500諸に及ぶ

最終宣言を発表， 「植民地主義の無条件的な，完全かっ最終的な即時廃絶jを要求

した。との空言にほ，解放の過程ば阻止し難いものであり植民地人民ば独立のため

武力に訴えうること，同連総会は平和共存の諸原則に関する宣言を採択するこを，

諸大国は一般的かっ完全な軍縮協定を締結するとと，会議参加国は核兵需の製造，

保有，実験をせず，核武装する艦艇や航空機に対し港湾や空港を閉鎖すること，諸

国の協定に上り，アフリカ，中南米，あるいは諸大洋に非核地帯を設けること，領

土の保全お上ぴ政治的独立を武力に上り脅してほなちないこと，などの諸点を掘っ

ている。

Timesザ Ind白紙特派員ほ，インドは誇りをもってとの会議を回顧しうるとの

ぺ，最終宣言がインFの提案した原案を基礎としたものであること，インドの提案

した平和共存の諸原則を採択したととを指摘している。

V物価抑制運動，綱領起草へ一一物価抑制の市民運動（PriceRise Resistance 
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Movement）は法規委員会を設け， その活動の指針となるべき綱領を起草すること

を決定した。

10月12日

vシャストリ首相，アユブ大統領と会談一一シャストリ首相はカイロよりの帰途

カラチに立寄り，パキスタンのアユブ大統領と午餐を共にしつつ非公式会談を行っ

た。会談後発表された共同声明では，両国の友好改善のため各級の政府間会談を早

急に開催すべきであることにつき意見が一致した，とのべられているo

v鉱山技術者の失業問題を検討一一政府は鉱山技術者の失業問題を重視，教育，

労働，鉱業，内務の各省，ならびに関係諸機関の代表により構成する審議会を設置

したが，審議会では事態を検討した結果，鉱山技術者の需要に関し正確な実態を明

らかにするため委員会を設けること，関係学生の職業訓練を多様化すること，政府

機関に欠員があることにかんがみ，求職技術者を Councilof Scientific and Indus-

trial Researchに登録させること， CSIRに研究員制度を設け優秀技術者を吸収す

ることなどの諸点を勧告した。

10月 13日

T Naga反乱団との和平交渉一一ー（Kohima発） 9月23日から中断されていた

Naga反乱団との和平交渉が12, 13両日再開され，順調な進展をみせたといわれる。

再開の障碍とされていたShiluAoナガ州首相を政府代表団に含めるという問題は

とくに説明されなかったが，一応解決された模様。会議は，両者の軍隊の撤収に関

する具体案を作成するため，当分の間休会されることとなった。

V米および小麦価格を設定一一一スプラマニアム食料農業相は1964～65年度の米お

よび小麦の標準価格を発表した。新価格体系は，①政府がいつでもそれで、買取りに

応ずる生産者支持価格，⑤それをキンタJレ当り 17レピー上回る最高法定価格（政府

はこれで強制買上げを行う〉，③精米所出荷段階での卸売価格，④消費地での卸売価

格〈マージン1.52～2%），⑤小売価格（マージン4～7%）からなる。州政府は，

品質に応じ，また地域の異るに応じ，具体的に価格を設定する権限を与えられる。

アンドラ・プラデシ州のakkullu種の米についてみると，最高生産者価格（キンタ

ル〕 39.007レピー，精米所出荷卸売価格64.33；レピー，消費地域（ハイデラパード〉

での卸売価格69.03ノレピー，小売価格1キロ71パイセのごとくである。 また， 小麦

の生産者価格はキンタノレ当り赤色種45.50；レピー，普通種49.50ノレピー，優良種53.50

ノレピーとなろう。
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v衣料計画実施延期一一商業省は10月15日からと予定されていた一般向衣料の生

産および価格統制計画の実施を， 10月20日開始へと延期する旨発表した。理由は単

なる技術的な便宜に関するもので，計画実施の準備は全部整っている由。

T Bokaro製鉄所建設に暫定協定一一－Bokaro製鉄所の建設計画案に関し， 8月17

日以来ソ連専門家団が来印，調査を進めていたが，とのほどインド鉄鋼省との間で

暫定協定の締結につき合意をみた旨公表された。同協定によれば，ソ連側は同製鉄

所の第1期計画能力150～200万トンと， 第2期計画同400万トンの両者を継続的に

建設することを確約した。他方，インド側は製鉄所の設計および建設の責任をソ連

に委ねることを承認したが，インド産資材を最大限に使用する点でソ連側の了解を

得た。

10月 14日

V内閣，第4次計画の概要を承認一一内閣は第4次5ヵ年計画の基本的目標，戦

略，暫定的な規模に関する計画委員会の予備的草案を承認した。計画委はこの草案

を来る27,28両日の国家開発会議に提出，その審議を経た上で計画の細部確定の作

業に着手する予定。

草案の規模は総支出2150億ノレピーで，別に資源いかんにより追加される事業のわ

くとして100億ルピーが計上され，これによる成長率は年6.5%と予定されている。

経済の持続的成長の前提として物価安定が重視され，即効的な事業，赤字財政の回

避，物価規制措置などに力点がおかれ，国防支出に大巾な増加はないと考えられて

いる。産業別には農業向支出が増加し総支出に対する比重が第3次計画での13.3%

から15.4%に上昇している。民間部門の支出は700億ノレピー（対〉で，残余が公的部

門であるが，州政府と中夫政府とがほぼ折半の形で分担する予定である。

V下半期（1964.10～65.3）輸入削減なし一一商業省は年間許可制度のもとで指

定輸入業者がすでに認められていた輸入割当については，下半期（本年10月より明

年3月まで〉にも全く削減しない旨を発表した。輸入業者筋ではこれを下半期も現

状維持の政策とし，輸出増加の折から若干失望の色をみせているが，今後の先進国

向輸出動向や第4次計画の規模などに問題が残されているため，政府も慎重な態度

をとったものと解されている。

V新糖業奨励策一一政府はSen委員会の勧告に基き砂糖産業に対する奨励策を決

定，本年の砂糖生産の拡大を図ることとなった。新措置は，精糖工場に対しては生

産増加分に対する物品税の50%割戻し，さとうきび栽培業者に対しては最低支持価

格の引上げ（キンタノレ当り4.96→5.36；レピー）を内容としている。
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10月 15日

V弾薬工場完成， 国防自給の第 l歩一一（Varangaon発）チャパン国防相はマハ

ラシュトラ州Varangaonにおける小規模な弾薬工場の落成に当り挨拶し， 国防5

ヵ年計画のもとではじめて完成されたこの工場が，国防自給体制時代の開始を示す

ものとその意義を強調するとともに，これに援助を与えた米凪に謝意を表明した。

10月 16日

Vシャストリ首相，中国核実験反対へ世界与論の喚起を要望一一一中国の原爆実験

に関し，シャストリ首相はこれを「人類への危険と威嚇」と評し，世界のすべての

諸国の平和を愛好する人々が声をあげてこれに反対し，世界の良心がこの平和と安

全への攻撃に対する斗－いに立ち上ることを希望するとのべた。

Vニューデリーは冷静一一一中国の原爆実験は当地では予想通りとして格別の驚き

を示していない。中国の原爆は玩具の爆弾で，当面の軍事的意義は少いといわれて

いる。もっとも政府筋ではこれが中国をより侵略的にし， AA諸国への中国の権威

を高めるものと受取っている。また，核クラブの増加が中国の国連加盟への圧力を

強めることになろうとの観測もみられるが，世界の軍備縮小への動きはこれでむし

ろ逆行しようと懸念されている。

Vシャストリ首相，コスイギン新ソ連首相にメ γセージ一一一シャストリ首相はソ

連新首相アレクセイ・コスイギン氏にメッセージを送り，現在の印Y両国間の友好

関係が継続することを確信する旨表明した。

モスクワ駐在インド大使館からは単に政権交替の事実の報告があったに止まり，

政府では詳報を待っている。外務省スポークスマンは，フノレシチョフ前首相の健康

悪化による辞職に遺憾の意を表し，ミコヤン，コスイギン，プレジネフらの新首脳

と親交があることを指摘しつつ，新政権がソ連国民と世界平和のためその重要な任

務を成功裡に遂行するよう期待しているとのべた。

観測筋ではソ連の政変が中ソ関係の新展開をもたらすかどうかを注視している。

中ソ論争においてソ連の立場が根本的に変更される可能性はないとされているが，

詳細不明の現在，新政権が中国との和解の方向に進むか，あるいは東欧の支持を強

化してフノレシチョフ前首相以上にはげしく中国と対抗するかについて，全く相反す

る見方もあるように伝えられている。

V人絹糸消費税引下げ一一滞貨増大に悩む人絹業界の陳情に基き，人絹糸（Vis-

case rayon五lamentyarns）に対する特別税が，デ、ニーノレに応じ 1kg当り0.5～1；レ

ピ「方引下げられた。同時に，スフに対する特別税も引下げられたが，スフ糸には
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綿糸並みの税が課せられる。これまで免税扱であった合繊糸にも同様，綿糸並みの

特別税が課せられることとなった。

10月 17日

’印ソ関係は不変一一一ソ連L.コロビン駐印代理大使はシャストリ首相と会見，

フノレシチョフ解任に関する諸事情を説明し，ソ連のレーニン主義政策に変更はない

こと，ソ連は現在の対印友好関係を堅持するものであることなどを明らかにしたと

伝えられる。

vソ連，中国問題，チャパンの見解一一（ボンベイ発〉チャパン国防相はBorn-

bay Pradesh会議派委員会で演説し， フノレシチョフ解任はソ連の国内問題であり，

インド・ソ連両政府関係に影響はないこと，中国の侵略政策からみて原爆実験に関

するその釈明に惑わされてはならないこと，などを指摘した。

Vソ連，中国問題とインド共産党一一インド共産党中央書記局はフノレシチョフ解

任と中国の原爆実験とに関しステートメントを発表，ソ連の新指導者が政変を中国

への譲歩と解する反動的な希望的観測を抑えることを期待するとともに，中国の原

爆実験は社会主義防衛のためのソ連の強力な核戦力の存在に照らし，反帝国主義と

いうよりその膨張主義的意図を示すものであり，世界の平和愛好人民に対する挑戦

である，と主張したo

v左派共産党の見方一一（カノレカッタ発〉左派共産党指導者JyotiBasu氏は記者

会見で，ソ連の政変と中ソ関係改善期待とはインド共産党の統一問題とは関係がな

いと説明した。同氏によれば，左右の分裂は会議派政府の性格と役割とをめぐるも

ので国際的なイデオロギー論争とは無関係である。中国は最初に原爆を使用しない

と約し，かつ核兵器全廃の世界会議を提案している点からみて，その核戦力はイン

ドへの脅威とはならない。

V中国原爆実験，ニューデリーの反響一一中国の原爆実験は市民の間で最大の話

題となっており，インド政府がどう対処するかに関心が寄せられている。 JanaSa-

ngh指導者は，原子力委員会に原爆の生産と貯蔵を許可せよとの主張を蒸し返して

おり， DelhiPradesh Congressのある指導者も，核兵器を作らないという政府の

決定を再検討すべきだとのべた。

10月18日

V米国， 中国原爆脅威にインド防衛一一（ワシントン発） w.パンディ国務次官

補は17日NBCとのインタビューで，中国の原爆実験に関し， 米国との同盟国は何
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も怖れる必要はないこと，非同盟の立場をとっているインドもその防衛援助要請に

対し米国が好意的に考慮すると期待してよいこと，などを明らかにした。

l 55%は5ヵ年計画を知らないー－NationalCouncil of Applied Economic Re-

searchによる貯蓄への関心と動機に関する調査で明らかにされたところによると，

都市居住世帯の55%は経済開発5ヵ年計画の存在を全く知らず，他の22%はその内

容をほとんど理解していなかった。また一般家計よりの貯蓄の吸収に重要な役割を

果している貯蓄債券については， 60%が何らの知識をも有していなかった。

Vヤミ資金の摘発を強化一一（Bangalore発〉クリシュナマチャリ蔵相は収税官

(Commissioners of Income-Tax）会議でヤミ資金がインフレの主因であると指摘，

向う 3年間とくに脱税の取締りを強化し，ヤミ資金の公然化と財政収入の確保に努

力するよう要請した。

l Naga 停戦期間延長一一（Kohima発） Naga反乱団との停戦協定は本年末まで

延長された。この協定は最初9月6日より 1ヵ月の期間で締結され，その後2週間

延期されて現在に至ったものである。

10月 19日

曹シャストリ首相全国放送，国民の努力と団結を要請一一シャストリ首相はNa-

tional Solidarity Dayの前夜全国放送を行い，中国の原爆実験により平和を愛する

アジア大陸は核侵略に直面しているとのベ，自由の保持と祖国の防衛のために不断

の努力と警戒の必要を強調した。首相はまたこの演説で食料問題をとりあげ，事態

の重大さに対する穀物商人の無理解により，政府は現在の食料取引に若干の急進的

な変更を加えざるをえなかったと指摘，食料増産への努力を訴えた。

10月20日

' 7～9月間の対外企業提携一一政府は7～9月の四半期に 103件の対外企業提

携（Collaboration）を認可した。国別内訳では，対英23件，対米28件，対西ドイツ19

件，対日 8件となっている。

10月21日

Vマドラス議員，食料問題で断食一一（マドラス発〉マドラス州議会の野党全議

員65名は，食料危機に対する州政府の無関心かつ無責任な態度に抗議して，議事堂の

廊下に坐り込み1日断食を行った。マドラスは先般来鋭い食料不足に襲われてお

り，与党の会議派議員も昨日の党会議で現政府の無能力を激しく批判したといわれ

る。共産党左派指導者A.K. Gopalan氏はこの断食のあとの記者会見で，政府を
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動かせるにはぜネストが必要だ、と提案した。

10月 22日

Vセイロン首相来印一一セイロン首相パンダラナイケ夫人は，セイロン在住イン

ド入国籍問題に関しシャストリ首相と会談するため来印した。会談は24日から開始

され27日に終る予定。歓迎晩餐会の席上，両国首相はこの問題の友好的な解決を確

信する旨を表明した。なお，シャストリ首相は挨拶のなかで中国の原爆実験にふれ

人類の破滅を避けるため核兵器をもたない諸国の団結を訴えたが，パンダラナイケ

夫人はこれに格別言及しなかった。

V共産党，フルシチョフの功績抹消に反対一一インド共産党（右派）はフノレシチ

ョフ解任問題につきその機関誌NewAgeで，同氏の誤りや解任の理由が何であっ

ても，その大きな貢献や業績まで無視し，抹消するならば，重大な誤りを犯すこと

になると主張した。 S.A. Dange議長は現在Budapest訪問中であるが，帰印の途

次モスクワに立寄りソ連指導者と会談する予定といわれる。

10月 23日

Vシャストリ首相，食料増産の必要を強調一一シャストリ首相はその大衆との接

触を深める計画に基き UP州の2村落を訪問，農民に対し，農業生産増大のため強

固な意思と決意とをもって生産活動に従事するよう訴えた。首相は隠匠食料の摘発

について，強権を発動するより農民自身が自覚して生産物を市場に委ねることが望

ましいとのべている。

V大統領，中国の国連加盟を提唱一一一ラダクリシュナン大統領は国連デー前夜全

国放送を行い，国連がその全世界的性格をより強めるべきだとして中国の加盟を強

く主張し，中国も国連加盟により核兵器禁止に関する国際的な規律に順応するよう

になろうとのベた。また，大統領は国連が国際平和戦力を保持することにより，い

かなる事態にも対処する体制を整え，その力を強化するよう提案した。

10月25日

V輸出信用に最高金利設定を提案一一輸出振興のため輸出信用のコストを引下げ

る方途に関し検討中の委員会（幹事は輸出信用保証公社専務理事S.P. Chablani博

士〉は政府に報告を提出し，輸出業者に対する銀行の船積前および船積後金融の金

利に最高限度を設定することを勧告した。報告書によれば，この最高限度は船積後

金融の場合は産業開発銀行のリファイナンス金利の1%高，船積前金融の場合は同

じく1巧%高とされている。ちなみに産業開発銀行の現行貸出金利は4泌%。

qo 
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10月26日

Vチャパン，インドの核武装を否定一一（Ahmednagar発）チャパン国防相は市

民の質問に答え，核武装に乗り出し，ないしは何れかの核防衛体制に加入せよとす

る意見は誤っており，核戦争の実態を考えないものであること，ネノレー首相やケネ

ディ米大統領の逝去とフノレシチョフ解任とは世界平和にとって損失であり，t インド

としては軍縮と核実験終止のための努力を一層強化せねばならないことなどを強調

した。

þÿ]Þ 相会議，食料統制政策を検討一一州首相会議は食料政策に関しシャストリ

首相およびスブラマニアム食料農業相の報告を聴き，大部市における食料配給制度

の採否などに関し検討したが， 結論を NationalDevelopment Council終了後に持

越し散会した。シャストリ首相の提案は，ボンベイおよびカルカッタでは完全な食

料配給制度を実施する， 人口100万以上の他の6都市でもこれに準ずる，食料のほ

か衣料，植物油，砂糖なども統制する，悪徳商人取締りを強化し，略式裁判により

厳罰を課するなどの諸点を内容としている。首相は提案に際し，さる 6月の州首相

会議以降，統制によらず食料事情を改善するため努力したが商人の協力を得ること

ができなかったと，統制を提案するに至った事情を説明した。

’鉄道部門へIDA借款一一先ごろ訪米したD.C. Baijal鉄道委員会議長を団長

とする使節団は，鉄道開発計画に対し，国際開発公社（IDA－第2世銀〉より62百

万ドノレの借款供与を得たと報ぜられる。借款は鉄鋼および関係機材の輸入に使用さ

れる。期間50年，無利子，手数料0.75%。なお，使節団はこのほか輸出入銀行およ

びAIDから21百万ドノレの借款を得た由。

10月27日

v国家開発会議（NDC）開催一一第4次5ヵ年計画に関する計画委員会の暫定大綱

(preliminary memorandum）を検討するため，国家開発委員会（NationalDevelop-

ment Council）が開催された。冒頭， シャストリ首相は一般民衆の生活向上を基本

的な目標として大規模な第4次計画に取組まなければならないとのべ，とくに当面

の必需物資の不足と価格上昇に照らし，衣料・砂糖・セメント・薬品などの消費産

業を政府部門に発展させることを提案した。重工業部門については，首相はこれを

引続き経済開発の中核（backbone）としつつ， 最短期間における最大効果の確保に

配慮するよう強調した。他方，計画遂行のための資源確保という面では，農民の理

解を深めて納税に協力させること，外貨獲得のため輸出を強化することなどの諸点

で、州政府の協力を強く要請している。なお，機構面では計画委員会の計画作成作業
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を助けるため専門家15～20名からなる国家計画審議会（NationalPlanning Council) 

を設置すること，計画遂行上の州段階での諸問題を詳細に検討するため NDCに小

委員会を設置することなどの方針が明らかにされた。

Asoka Mehta計画委員会副議長は，首相に続き大綱の具体的説明を行川 とく

に人々の当面の必要に応えるため，農業を最も重視し，また消費財産業を十分に拡

大すること，インフレ問題に格段の注意を払ったことを明らかにした。同氏によれ

ば，第4次計画の規模は第3次計画の2倍であるのに外国援助受入予定額は同水準

に拘jえられているョ

V会議派，核平和利用政策を確認一一企インド会議派委員会（AICC）の Guntur

会議（11月7～9日〉の準備委員会は，スジラン・シン外相より国際情勢に関し説

明を聴き，インドは＂ ll同の原爆実験にも拘らず核エネノレギー開発を平和目的に限る

政策を監持すること，平和共存および非同盟政策に忠実であることなどの政策方針

を承認した。 Guntur会議に提出される外交同題決議案は， スヲラン・シン外相，

チャパン国防相，クリシュナ・メノンの 3氏が起草し，この準備委員会に付議され

る予定。

10月28日

V国家闘発会議終了一一シャストリ針目はNDCの会議終了に当P，食料取引に

関する不当利持者を取締る政令を公布する旨を明らかにした。首相によれば，食料

は人々の生死にかかわる問題であP，これを妥当な価格で十分に確保するために統

制と割当が必要となった。だが，これを実施するには同時に政府に対し不正行為を

取締る権肢を付与することが緊要である。向う 2～3ヵ月に食料治機を招きたくな

ければ，われわれはこの問題を真剣に検討しなければならない。

また，ナンダ内相は計画遂行上における行政能力向上の必要性を力説，効果的な

行政だけでも成長率1%上昇に相当するとのベ，他方，スプラマニアム農相は新技

術の適用により農業部門での5%成長は不可能で、はないと言明した。

Vなお，シャストリ首相の提案に基き，資源，工業・電力・輸送，社会活動，農

業謹蹴，山岳地帯の5小委員会が設置された。

' 』，，，，首相会議，ケララの食料配給制を承認一ーチト｜首相会議は夕刻首相官邸で再

開，食料問題に関し非公式に討議を続行し，ケララナ［＇ lについて11月1日より非公式

に配給制度を実施することを決定した。しかし，政府がさきに提案したボンベイ，

カノレカッタなどに法的な配給制度を導入する点については，州首相はその影響や具

体的実施方法について検討するため時間的余裕を求め，結局Guntur会議の聞かれ
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る11月7日まで結論を持越すこととなった。州首相の聞で、は配給制の導入に原則的

な反対はなかったが，マドラスおよびマハラシュトラ州首相らは技術的な実施可能

性について難色を示したといわれる。

V本年の水害－ Ti・mesof India紙によれば，本年の洪水の被害は被災者700万，

農産物および財産の損害8億ノレピー，死亡者180人，家畜の犠牲3000に上った。地域

別にみて大きな被害のあったのはピハーノレ，アッサム，ウタノレ・プラデシ，アンド

ラ・プラデシ，パンジャブ，ラジャスタンおよびデリーであった。

10月29日

V中央，州政府閣僚行動基準案発表一一政府は中央，州政府閣僚の在職中の行動

基準（codeof conduct for Ministers）を定め，その内容を公表した。これによれば，

各政府閣僚は就任に先立ち首相または州首相に対し，自己およびその家族の資産，

負債，事業との関係を申告し，かつ事業経営に関し一切の関係を絶つこと，在職中

は毎年資産負債に関し報告し，また新企業に入らず政府に財・サービスを提供する

事業に関係しないことなどが明示されている。

なお， このcodeは中央政府閣僚については直ちに発効する。州政府に対しては

ナンダ内相は早急にこれを採択するよう州首相に要請したといわれる。

Vオリッサに軍隊出動一一一（ブパネスワーノレ発〉オリッサ南部Berhampurで，税

務分署を襲った暴徒を解散させるため，警官隊が3度にわたり発砲し， 2名が死亡，

5名が負傷した。大規模な放火，略奪，無法状態の発生に対し，午後9時より明朝

6時まで消灯命令が出されている。州政府の要請に応え， InderjitSingh Gill准将

に率いられる先遣陸軍部隊が，州内の治安保持のためプパネスワーノレに到着した。

部隊は明日さらに増員される予定。

10月30日

Vインド・セイロン協定調印一一セイロン在住インド入国籍問題に関するインド

・セイロン交渉は，パンダラナイケ首相の滞印日程延長を得て鋭意折衝の結果，29日

夜合意に達し，シャストリ，パンダラナイケ両首相は本朝10項目からなる協定に調

印した。長年の懸案に一応の解決をみたことは，シャストリ内閣の成立以来最初の

重要な成果として歓迎されている。協定の主要内容は次の通り。

(1) セイロン在住インド系無国籍者約97万5000人にセイロン，インド両国何れ

かの国籍を与える。

（の うち30万人にはセイロン国籍を与え，他の52万5000人はインドに送還しイ

ンド国籍を与える。
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(3）上記の国籍付与と送還とは15年間にわたって併行して実施される。

(4）残り 15万人の処理については両国間で別途交渉する（明年早々交渉開始

か〉。

なお，この無国籍者の90%は農園労働者である。

Vソ連の対印政策不変 （モスクワ発〉昨日訪ソしたインディラ・ガンジー情報

放送相はミコヤン議長と会談のあと，本日コスイギン首相と75分にわたり会見した。

このなかで，コスイギン首相は，フノレシチョフ解任の理由にその対印援助・友好政

｝ 策が含まれてはいないことを明確にし，インドに対する経済および、軍事援助につい

てソ連の方針に変化はないことを確認したといわれる。

V英国輸入課徴金の影響 英労働党新政権による輸入課徴金の設定（食料，基

礎原料，葉タバコを除く全輸入につきー率15%）は，インドの対英輸出に重要な影

響を与えるものと懸念されている。商工会議所連合会の K.P. Goenl司会頭はこの

英国の措置を貿易自由化に逆行し，ガットの精神と国連貿易開発会議の原則とに反

するものと批判，これが暫定的な措置であるよう要望した。影響を受けるインドの

輸出品としては，綿織物，ジュート製品，毛製品，じゅうたん，東インド・キップ，

榔子皮製品，工業品などがある。茶，油脂，葉タバコ，マンガン鉱などは課徴金か

ら除外されているが，この制度に伴い英国経済が全般的な収縮傾向に入るとすれば

ここでも影響を免れないとの懸念も表明されている。

’西ドイツの対印投資を勧奨一一（デュッセノレドノレフ発） Indian Investment Ce-

nterは当地にはじめて欧州支所を開設したが， G.L. Mehta氏は昨日その開所式に

来所した西ドイツ政財界指導者に対し，インドには外国投資家にとって巨大かっ有

望な投資機会が存在すること，インド政府は最近外国投資の受入れに次第に好意的

になってきたことなどを強調，インドに対する投資を勧奨した。

' vラジャスタン議会，不信任案を否決 (Jaipur発〉ラジャスタン議会はSul←

hadia政府に対する不信任動議を99票対61票で否決した。この動議は， 州政府の食

料政策の失敗，州首相およびその家族の蓄財に関し提出されていたものである。

Vカノレカッタで共産党員逮捕一一（カノレカッタ発〉西ベンガノレ州左派共産党の有

力党員23名がインド防衛令に基き逮捕された。これら諸党員は明日から聞かれる全

印左派共産党大会と先日終了した同党西ベンガノレ地方会議に関連して当地に滞在し

ていた。 うち大部分は州委員会の委員である。中央執行委員JyotiBasu氏はこの

逮捕を民主主義への攻撃と非難し，政府のこうした妨害にも拘らず党大会は開催さ

れようと語った。
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10月31日

vシャス卜リ首相，中国へ原曝反対使節派遣を再説一一（グジャラート州Baroda

発〉シャストリ首相は Amuldan家畜飼料工場完成式に出席のあと， Anandで記者

会見を行い，次のような見解を表明した。

(1) インドは原爆を製造しない。核競争に参加するより，核兵器廃止を推進す

る方がはるかに重要で、ある。カイロで、提a案した原爆実験停止を説得するための中

国への使節同派遣の考えは捨てたわけではない。

(2) 聞 23R予定の印パ内相会談が両国の理解促進に資することを希望する。 ｛ 
内相会談に続き軍幹部の会談も行われ上う。

(3）食料問題ばなお完全に解決されていないが，新穀の！竹内りに上り大幅に改

善され上う。

v故Dasappa工業相の後任一一II.C. Dasappa工業供給相ば29日に心蔵麻嘩で

逝去（69才〉。とれに伴い大統領は， 軒定的に T.N. Singh閑外士．業供給相に従来

の重工業局のほか工業局を， K.Raghuramaiah閣外士業供給相に供給局お上び技

術局を，それぞれ分担させる旨発令した。

V左派共産党大会開会一一（カルカッタ発〉左派共産党大会ば代議員約400名参集

のもをに開会，議長団に A.K. Gopalan, Jyoti Basu, Nagi Reddi各氏を選出して

議事？と入った。との日の会議では，インド防衛令の撤廃お上ぴ逮捕きれた全共産党

員お上ぴ労働組合員の釈放なぜに関する決議が採択されたほか，ネyレ一理去につき

「反帝運動の秀れた指導者！をして追悼する決議君子採択したの

vオリツサ政府，キそ空aや市民の協力を要請一一（ブノξネスワ一yレ発） Biren Mitra 

州首相は悶家開発会言宅かιni：夜m
態を検討したO 子l、In:支府ばそのf毛新聞発支を行U、，学生の煽開jが州内で、破壊的な混乱

を引起し，秩序維持のため軍の助力を必要とするに至ったと説明，学生や市民が

「反社会的分子Jの取締りのため政府に協力する上う要請したの州政府は本夜学生

ちの要求の一部を受諾したを伝えちれる。

V石炭消費不調一一般鋼・鉱業省に上れば， 4～8月間の石炭生産ほ2533万トン

（前年同期2716万トン〉， 同積出高ば22637プトン（同2403万トシ〉と前年水準を下

回った。石炭消費は発電お上び鉄鋼生産の不振，需要者側での他の燃料への転換な

どに上り減少しているが，今後冬期の需要期を迎え，本年度 (1965年3月主で）の

消費推定量6600万トンがどの程度実現するかに関心が害せられている。
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1964年 11月 1日

vシャストリ首相，食糧問題の打開を訴う一一（ボンベイ発）ボンベイを訪問し

たシャストリ首相はChawpattyにおける大衆集会で，食糧問題の打開はこの国主面

の困難の%の解決に相当する最大問題であるとのベラ農民が食糧生産の増大に白覚

を新たにすること，可能なものは犠牲的精神を発揮して最低月 1回米なしの食事を

とることを提唱した。首相は食糧問題を政治的に利用する向きに遺憾の意を表しラ

国内に飢餓のある印象を外国に与えることは国の恥であると強調した。

この演説で，首相はボンベイにおける聖餐集会につき，ローマ法王の出席がその

アジアへの最初の訪問であることを指摘し，宗教的な感情を煽ってこれを妨げよう

とする動きに反対の見解を表明した。

11月2日

’ガンジー情報相，ソ連新政権につき語る一一インド政府閣僚としてソ連新政府

首脳にはじめて会見して帰国したインディラ・ガンジー情報相は，記者会見で，ソ

連の対インド援助政策に変化はないとの確約を得た旨明らかにした。同相によれば，

ソ連の対印政策はフルシチョフ前首相の個人的政策ではなく，また対印援助政策が

フノレシチョフ批判の理由となってはいない。とくに軍事援助に限つての討議はなか

ったが，新ソ連首脳は全協定の実行を確約しただけでなく，援助の増加にも好意的

であった。カシミーノレ問題に対する態度も不変であり，中印紛争についてもインド

を支持している。政権交替はむしろ国内政策面での対立の結果であろう。句会見した

欧州諸国首脳は，中ソ関係に目立った改善はなかろうとみている。

Vカナダの電力援助一一インドおよびカナダ両国政府はマドラス州Kundah水力

発電計画第3期工事に関する協定に調印した。今回の協定に基き，カナダ政府は 3

発電所（出力計19万kw）の建設， 既存2発電所へ各1個の発電機追加据付け（出

力計5.5万kw),Kundah河の貯水・放水路の追加建設， 送電線の建設などに必要

な外貨費用につきヲ 2220万カナダ・ドルの援助を供与することとなる。

11月4日

V協同組合週間一一11月7～13日間，全国的な協同組合週間（Co-operativeWeek) 
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が催されるが，これに対しラダクリシュナン大統領はメッセージを送り，協同組合

運動がインドにおける社会主義社会の建設に重要な役割を果すものであることを強

調した。また，シャストリ首相はそのメッセージで，この運動のこれまでの成果を

評価しつつ，これを今後さらに広範に展開すること， とくに農業の分野で活動を強

めるよう要請した。

Vパンジャブリ十l，閣僚行動基準採択一一（Chandigarh発）パンジャブ州政府は中

央政府の要請を容れて州政府閣僚に関する行動基準を採択した±これに伴い，各閣

僚は 1ヵ月以内にその資産・負債に関する報告を提出しなければならない。

vマドラスに AIOC援助で精油所建設一一政府はマドラスにおける石油精製工場

の創設とその建設および資本計画に AmericanInternational Oil Companyの協力

(collaboration）を求める旨を正式に決定した。政府はこの計画につきかねてGulf石

油， クエート政府， Bur・mah-Shellなどを含む諸方面と折衝していたが，今回の決

定で今後の交渉相手は差当りAIOC(National Iranian Oil Co.のパートナー） 1社

に限られることとなる。 AIOCはマドラス精油所（能力250万トン）への技術・資

金援助のほか，肥料・石油化学工場建設のための借款をも提案しているといわれる。

11月5日

V食糧の不正取引に略式裁判一一大統領は1955年の EssentialCommodities Act 

を修正する EssentialCommodities (Amendment) Ordinanceを発し，食糧取引に

おいて法令に違反した商人および公務員に対し略式裁判を行ないうることとした。

これは10月26日の国家開発会議で，シャストリ首相が処罰の迅速化のため提案した

ものである。この大統領令によれば，略式裁判は初級治安判事により行なわれ，禁

銅 1ヵ月以内ないし罰金2000；レピー以下の判決には控訴は認められない。

Vオリッサ学生，闘争を中止一一（Bhubaneswar発） 10月23日以来のオリッサ学

生騒乱の中心団体であった Cuttackの学生闘争会議（StudentsCouncil of Action) 

は，州政府との間で次の4項目につき見解の一致を見，アジテーションの中止を決

定した。同会議は同時に州内各地の同種学生団体に闘争の中止を呼びかけた。（1)9 

月26日以降の事件につき公正な調査を行なうこと，（2）その調査に基き，生命財産の

損害に補償金を支払うこと，（3）アジテーション参加の理由で学生を処罰しないこと，

(4）州政府は学生に根拠のない攻撃を加えないこと。

11月6日

Vケララの米不足深刻化一一（Trivandrum発）ケララの米不足は極度に深刻化
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しフ事態は混乱の寸前にあると報ぜられる。米は市場から全く姿を消し，月初から

開かれた都市地域の配給所も業務不能に陥っているc シャストリ首相は咋日 V.V. 

Giriヶララ州知事にアンドラ州からの米の緊急輸送を確約したが，州政府当局とし

てはケララの訴えに対する中央の反応に満足していないつなお，ケララでは 1日1

人？うたり160グラムの米の配給を維持するのに月約6万トンの米を州外から調達し

なけ,Jt,ばならない。

v共産党左派の政治方針一一（カノレカッタ発）左派共産党大会は党の任務に関す

るおuo語の決議を採択ヲ政府の反人民政策に反対する大衆行動を組織する必要を強

調した。決議は会議派や右翼諸党などとの一般的な統一戦線に反対しつつも，大衆

の生活防衛，平和，独立，反植民地主義についての具体的問題については，どのよ

うな党派とでも共同闘争を行なう態度を明らかにしている。また，経済開発計画の

現状を批判して，自立的経済の達成には依然程遠く司むしろ食糧や工業原料の面で

さえ外国依存度が深まっていると指摘している。

1 1月7日

, AICC会議開会，核武装で激論一一一（NehruNagar〔Guntur〕発）全インド会議

派委員会（AICC）総会は，カマラジ総裁の簡潔な開会演説をもって3日間の討議を

開始した。冒頭，核平和利用，核兵器の排除を強調する準備委員会の国際情勢に関

する決議をめぐり，中国の原爆実験に対抗してインドもまた核武装に踏切るべきだ

との多数の修正意見が展開され，注目された。核武装論は会議派議員図書記Bibhuti

BishTa氏，下院議員 D.C. Sharma教授およびBhagwatJha Azad氏らにより展開

され，インドの核武装は侵略的でないこと， AA諸国間での信頼を核武装で回復す

ること，防衛の完全性は核兵器なしには空論であること，などが主張されている。

11月8日

, AICC，食糧政策決議採択一一（NehruNagar発） AICC会議は，前回8月会議

以降の政府の食糧政策に関する諸措置を承認するとともに，なお食糧の生産増加と

円滑な配分のため真剣な努力を続けるべき旨の決議を採択した。審議のなかでは食

糧問題に非協力的な商人の活動にいかに対処するか，各州lの食糧過不足を全国的に

いかに調整するかなどをはじめ様々の見方が提示されたが，政府による食糧統制の

実施については見解の一致をみるに至らなかったと報ぜられる。これにかんがみ，

スブラマニアム農相は11月17, 18両日に州首相会議を聞き，食糧の配給統制の具体

的な実施上の諸問題や政府の食糧緩衝在庫の蓄積の方法を含め，この会議で提示さ
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れた論点を改めて再検討したいと提案，了承を得たO

, AICC会議，国際問題決議採択一一一（NehruN agar発） AICC会議は国際出直に

関する決議を満場一致で採択した。同際問題討議はネノレー逝去以来はじめてでラ対

議においては，中国の核実験などを映じ，核兵器の製造，国際的核防衛体制への）Jll

入などを促がす各種の見解が提示されたが，シャストリ首相は核兵器の恐ろしさ，

1個4～5億ルビーにも上る製造丸核防衛体制への編入にともなう独立への骨成

などをあげて，核兵器全廃，平和共存ラ．非同盟政策というネルー故首相の示した途

を堅持せねばならぬことを強調した。

V左派共産党大会終了一一（カルカッタ発）左派共産党大会は約1週間の会期を

終えて昨日終了したが，閉会に先立ち，中印紛争に関しインド政府が現在の行詰り

打開のため進んで中国政府と接触するよう要求する決議を採択した。決議は，中印

両国のこの対立がアジア・アフリカの反帝国主義連帯を弱めるに過ぎず，またイン

ド自身にも経済，政治その他の諸分野で深刻な影響を及ぼしていると指摘している。

これと関連して会議は，停戦後21'f.を経過したことに照らし非常事態宣言の即時撤

廃を要求する旨決議した。決議によれば，非常事態は政府にどり労働者や反対党の

弾圧のために濫用されている。

M. Basavapunniah氏は記者会見で，左派共産党は議会民主主義保持を目標とも

るもので，武装闘争主義という説はナンセンスである，世界共産党大会には左派に

インド共産党としての資格を認めるようソ連共産党に要請するつもりである，左派

共産党の当面の課題は食糧価格の引下げ，物価上昇抑止の運動を盛り上げることで

ある，などの諸点を明らかにした。

なお，新中央委員会は P.Sundarayya氏を党書記長に選出した。

11月9日

’AICC会議閉会一一（NehruN agar発） AICC会議は，都市における土地財産の
保有を農村におけるそれとのつりあいを考慮して制限する旨の非公式決議などを採

択，閉幕した。土地財産保有制限問題は，都市と農村における所得水準の大きな隔

差を縮小するという観点、から提起されたものであるが，審議の過程で明確な保有限

度を設定せよという原案の主張が削除され，課税その他の方法で若干の制限を加え

るという穏健な形に修正された。

現地ではAICC会議を盛大に歓迎，シャストリ首相やインディラ・ガンジー夫人

はとくに民衆の関心を惹きつけたといわれ， 8日夜の大衆集会には約60万の民衆が

集まったと伝えられる。
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V食糧生産8500万トンを超えるか 公式予想、は未発表であるが，全国的な

Kharif （春蒔き穀物）の豊作から本年の米作は昨年の記録的な3600万トンを超え，

4000万トンに迫るのではないかともみられている。この他に Millets,Rabi （秋蒔

き穀物）の作柄も良好で， Foodεrain Dealers' Association会長の見方では，現食

糧年度の食糧生産は8500万トンを超えようと期待されている。

Vケララ，米の空輸を要請 (Trivanclrum発）ケララ州政府は中央政府：に対し，

食借不足に伴う什｜内各地での不穏な動きにかんがみ，米の空輸による供給を要請し

た。 Trivandrumや Quilonでは学生，主婦などの食糧配給を求めるデモないし暴

動が発生している。 V.V. Giri知事はこれら両地区の全学校（小学校，職業専門学

校を除く）の 1週間閉鎖を命令するとともに，事態、検討のため全政党代表者会議を

招集した。

V国際標準化機構総会開催 国際標準化機構（InternationalOrganization for 

Standardisation）の第6回総会が本日より13日間の予定で開催された。今回の会議

では重要輸出商品に関する世界的標準についての諸問題が審議されるといわれる。

総会が欧米以外で開かれるのははじめてで，会議には300余の外国代表が参加して

いる。

11月 10日

vケララの食糧問題深刻化に懸念ーニュー・デリーでは，ケララの食糧問題深

刻化は，ある程度，中央政府がAICC会議に追われて早急な措置を講じえなかった

こと，具体的にはアンドラ州からの米の供給が予定通りに進まなかったこと (10月

分2万トン未着）などによるとしラ食糧不足州の窮境に対するアンドラ，オリッサ

などの若干の食糧余剰州の無関心に改めて懸念を深めている。中央政府内務・農業

各省では対策に忙殺されているが，事態はシャストリ首相の指示により，アンドラ，

マドラスラオリッサなどからの食糧急送開始， PL 480による米国農産物のケララ

への入港予定など漸次正常化に向いはじめた模様である。

' 9月の輸出月間最高一－9月の輪出は7億5500万ノレピー（前年同月比1億2000

万ノレピー増〉と月間計数で史上最高を記録した。これにより本年度の前半（4～ 9

月〉の輸出合計は41億5000万ノレピーと前年度同期を 3億8000万ノレピー上回ることに

なる。物価騰勢の折からこの輸出増は好感されており， ManubhaiShah商業相は

Export Promotion Councilsおよび CommodityBoardsに祝電を送った。

商品別にみて， 9月の輸出増は茶，ジュート，繊維その他ほとんど全面的に認め

られており，砂糖，植物油，黒胡椴の 3品目のみがその例外であった。

Q
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V共産党，ソ連の政変に声明一一（Trivandrum発）インド共産党中央委員会は9

日，フルシチョフ首相の解任問題につきステートメントを発表ー世界与論に対する

配慮の欠如を批判した。戸明によればラフ首相の解任は同首相の貢献に対する制定

もなく，また辞任に導いた失政についての示唆もなしに発表さjしたが，これはソ連

の世界的な比重からして当然各方面に衝撃を与え懸念を深める二ととなった。幸い

新指導部の政策発去により不安は和らいでいるが，にも拘らず二のことは社会主義

的民主主義のあり方に改めて問題を投げかけるものであるノ

Vケニア在住インド人，事業売却へ ー（ナイロピ発） Kenya Indian Congress 

のShivabhaiG. Amin会長はヲ ケニア在住のインド人がケニア政府に対し公正な

補償を得てその事業を売渡す用意があるど言明した。事業財産の価額は正確には不

明であるが，8500万ポンドに及ぶとみられている。この提案（士長迂ケニア法相Tom

Mboya氏を先頭とした在住：アジア人18万3000人に対する批判． 攻撃が激化したこ

とによる。ケニア側ではこうした動きの原因として，アジア人が々ニア経済を曜断

していること，離因する欧州人から農園を買取り土地所有を拡大していること，な

どを指摘している。

11月 11日

Vケララ，やや掠着きの色 中央政府によれば，ケララの食糧事情にはやや好

転の兆が窺われる。食糧在庫は 1万8000トンで9日分の供給を確保しており，月初

市部で始められた非公式割当が郡部へ拡大．されている。だがF 咋日の食糧ヂモに対

する逮捕とそれに抗議する本日のハルタノレなどで，治安はなお十分といえるに至っ

ていない。食糧農業省の見方では，混乱の主因はアンドラ州の供米計画未遂行にあ

るとしているが，その他に，中央政府が10月下半のマドラス食糧不足に気をとられ

てケララの情勢悪化を見過した点も否めない。

Vパンジャブ，ケララに米を急送一一（Chandigarh発）バンジャブ政府はシャス

トリ首相の緊急、要請に応え，ケララ州へ米5万袋を発送することを決定した。発送

は鉄道5特別列車により，明日より開始される。

V 日本使節団と鉄鉱開発を協議一一（カノレカッタ発〉オ 1）ッサ州 Kiriburu鉄鉱

山の開Jlr式（12日〉に参加するため，昨日40名の日本鉄鋼使節団が当地に来着した

が，インド当局はこの使節団とマドヤ・プラデシ州 Bailadillaにおける新鉄鉱山開

発に対する協力の可能性につき討議する予定である。 Kiriburu鉱山は日本と米国の

援助により開発されたもので，インドは日本に対し年400万トンの鉱石を15年間供

給する。しかしインドが別の対日鉄鉱供給協定10年間年200万トンを履行するには、
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Bailadilla鉱山の開発が必要とされている。

11月 12日

Vシャストリ首相， Phulpur選挙演説一一←（Allahabad発）シャストリ首相は，ネ

Yレー前首相の注去に伴う Phulpurの下院議員補欠選挙で会議派から立候補した

Vijayalal王shmiPandit夫人（ネノレー故首相の妹〉を応援するため Jamnipur村の大

衆集会で演説，世界の視時、を集めているこの選挙で人々が Pandit夫人を選出L，こ

の同の発展に努めている会議派を支持していることを誇示するよう要請したc

T Kiriburu鉄鉱開山一一（Kiriburu，オリッサ発）副大統領 ZakirHussain 博士は

インド最新の Kiruburu鉄鉱の開山を正式に宣言した。この鉱山は日本および米国

〈アジア開発大統領基金）の援助を得て1958年に計画されたものである。ラダクリ

シュナン大統領およびシャストリ首相は開山式にメッセージを寄せ， 日本とインド

との経済協力の緊密な発展を強調したO

V砂糖の工場渡し価格設定一一政府は砂糖の工場渡し新価格を，地域に応じ，キ

ンタル当たり116～129；レピーに設定，公表した。新価格は先般のさとうきび価格の

引上げと新年度の生産推定を反映したもので，マハラシュトラおよびマイソールで

は去る 5月決定の価格と同水準で、あるが，オリッサ，グジャラート，アンドラなど

では若干の上昇，ピハール，パンジャブ，西ベンガノレなどでは若干の引下げとなる。

T Asoka Mehtata副議長，労働組合運動で発言－AsokaMehta計画委員会副議

長は国際自由労連 (ICFTU）主催の「経済開発における労働組合の役割」について

のセミナーで開会の挨拶を行ない，インドの労働運動は伝統の欠如と新しい運動の

未発達で現在混乱状態にあると指摘した。 Mehta氏によれば，労働組合は経済開発

の過程がインフレ圧力のもとにおかれ，急速には進まないこと，政治的なイデオロ

ギーは経済開発を救うものでないことなどを理解しなければならない。

V オリッサ学生、再びストへ一一一（Cuttack発）オリッサの学生団は11月5日の協

定に政府が誠意を示さないことを理由として，ストライキ再開を決定した。学生団

は政府が無条件に要求を受諾しない限り話合いに応じないという態度をとってい

る。学生団のピケに対し，今のところ学校当局ないし警察からの介入はない。

T （ニュー・ニずリ一発）中央政府は内閣在者：官 S. S. Khera氏をオリッサに派

遣，事態を検討させることとした。同氏は中央情報局 S.P. Verma長官を滞同，

Bhubaneswarに到着した。同氏の派遣からオリッサの大統領直轄の可能性を憶測すー

る向きも見受けられるつ

11月 13日

内
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V鉱物資源探査に突貫計画一一一鉄鋼・鉱山省では鉱物資源探査の突貫計画による

空中よりの調査を開始する旨発表した。この計画はヲ OperationHard Rock計jil1i

と呼ばれ，空中より磁気検波ヲ放射能測定などの調査を行ない有望地帯を選定した

上，地質学的な探鉱に乗り出そうとするものである。総経費は2000万ノレピーとされ、

AIDよりあ（）万ドルの援助がある予定。現在のところ，非鉄資涼の把握はきわめて

不十分で， fl,U,,1巨鉛，鉛，ニッケノレラ アノレミなどは大部分輸入に依存している。

f M. P.財政支出削減一一（Bhopal発）マドヤ・プラデ＼ン州政府は中央政府の要詩

に応え，開発および非開発両面で本年度の政府支出を6790万ルピー削減することを

決定した。これは午度初めにおける4000万ノレピー削減に追加されるものである。こ

れにより開発支出は6億5700万ルビーより 6億2980万ノレピーに縮小するがラ農業部

門は削減の対象から除外されている。最近の推定によればラ本年度の財政赤字は1

億8400万ノレピーとなる模様。

Vオリッサに集会禁止令一一（Cuttad王発）オリッサ政府は学生｜司のアジテーショ

ンに対L,25名を逮捕， 4市で集会ラデモを禁止した。学生団は政府の態度硬化に

対抗， 14日のネル一生誕記念式典をボイコットする決議を採択した。

11月 14日

Vネル一生誕75年記念日一一一ネノレ一生誕75年記念日に際しインド各地でネルー

故首相の遺徳を称える各種の行事が催された。シャストリ首相はメッセージで，ネ

ルPー故首相はその名を永遠に歴史に留める偉大な指導者と称讃，さらに Shantighat

で Jawahar(Nehru) Jyotiに点火して，このネノレーの焔を人々がより輝しいものに

することを希望した。ラダ、クリシュナン大統領はTeenMurtiの故首相官邸に聞か

れたネノレ一博物館（NehruMemorial Exhibition and Museum）の開館を宣言し，

故首相の遺品，著書，書き物などが氏族の遺産の一部となったと挨拶した。

Vネjレー記念貨幣発行一一一記念日行事の一環として， 1ルピーおよひ、50パイセの

ネノレー記念貨幣が発行された。 P.C. Bhattacharyya準備銀行総裁は新貨幣1組を

シャストリ首相に贈呈するとともに，この発行は遺灰をインド全土に撒布してほし

いとの故首相の遺志を体したものでありラ新貨幣は各層に故首相の言葉を伝えるで

あろう，とのべたo

v首相，中国の批判に反論一一シャストリ首相は議会再開を控えた会議派議員集

会で，対内対外諸問題に関L演説を行なったが，とくにそのはかでラインドがカイ

ロ会議を中Fil国境紛争に関する対中国王＝宣伝の場に利用したとの中国政府の主張に

反駁し，コロンボ諸国との会談は行なわなかったしラまたその必要もなかった，イ
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ンドの立場はすでに内外に明示されている，と主張した。また，ケララの食糧危機

につし、て政府の優柔不断を難じた若干の新聞論調を根拠のないものと批判し，政府

はケララの必要とする 4万トンの米を急送しつつある旨言明した。

E. M. S.，中国を侵略者と認める一一（Trivanclrum発〕左派共産党指導者E.M.

S. Namboodiripad氏は記者会見で， マクマホン・ラインをこえてインドに侵入し

たのは中国であるとし，インドの市民として中印国境紛争につきインド政府を支持

するとその態度を明らかにした。また，中国の核保有は世界平和への脅威であるが，

同国が原爆の力で全東南アジアに進出するとは思わないとのべている。

V ピハーノレ州政府，食糧配給に反対一一（Panta発）ピハール州政府スポークスマ

ンは13日，食糧規制問題について，同州、Iは現行方式を支持し公正価格店の増設や

緩衝在庄の充実などこれを一層拡充，強化することを望むものであると言明した。

1 1月 15日

甲東欧向輸出，明年は25%増一一東欧4ヵ国を歴訪して帰国した貿易使節団の団

長 S.V. Ramaswamy商業相代理は記者会見で， チェコヲ ノレーマニア，ブノレガリ

アァハンガリーの4ヵ国に対する輸出につき，明年には25%の増加（計4億1500万

ルピーより 5倍、2000万ノレピーへ）を期待しうると語った。報告によれば，使節団の

重要な成果の一つはこれら諸国にインドの鉄道車輔の市場を拓いたことであり，す

でにチェコやノ、ンガリーには商談開始への動きが示されているc

vド/Jパ内相会談無期延期一一11月23日よりラワルピンジで開催予定の印パ内相会

談は少パキスタン政府が同国の選挙と関連して延期を要望ラ無期延期となった。

V ナガ反乱団より新提案一一（Kohima発）中央政府とナガ反乱団との和平交渉は

13ラ14両日再開され，武器引渡しに関する反乱軍の新提案を討議したが，結論を次

回に持越し終了した。 MichaelScott師の発表によれば、，反乱国側の新条件は，①

武器づl渡しに国際監視団を立会わせる，②逮捕者の釈放タ③インド軍の完全撤退，

の3点であった。政府側は，④については中央と協議する，②は政治的な解決の終

了後とする，③は受諾不能との立場をとっている向。

11月 16日

V議会冬期会期開会，開会後，故Dasappa工業供給相の逝去に弔意を表し散会o

v食糧統制の方向一一（ハイデラバード発〉スブラマニアム食糧農業相はパンガ

ロールラマドラスラ トリパンドラム，ハイデラバードへの短期かけ足旅行のあと，

12n 1日以降，米め余剰州は余剰米を中央政府に委譲し，後者がその配分と割当を

q
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qo 
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決定することとなろうと言明した。同相によれば，南部諸J十！の本年の米作は良好で

緩衝在庫の蓄積には好条件である。

' （ニューデリ一発）会議派議員団執行委員会は南部食料地帯の復元を勧古して

いるが，中央政府は二れに難色を示している。南部食料地帯の解体を主張するアン

ドラ州などは，各州が隔離されない限り政府が在庫を調達することは不可能と指摘

している。

' （マドラス発）マドラス市で米およひ、小麦の非公式配給制度が発効した。成人

に対する 1週間の配給品ほ米および小麦各1リットノレ。

' （パンガロール発）マイソ－；レ州、｜はパンガローノレなどの都市地域に法定の配給

制度を実施する件につき，中央政府が十分な食糧供給を確保するならば、，その導入

に反対するものでない旨明らかにした。バンガロール市は現在非公式に配給制度を

実施しているコ

11月 17日

’外相，議会でも外交演説一一一スワラン・シン外相は上下両院に対し最近の国際情

勢に関する報告演説を行なった。要旨次の通り。

(1) 中国の原爆実験は諸国民の希望を無視し人類に脅威を与えるものである。

インドは人間性尊重，世界平和， インドの利益に立脚して，核平和利用の原則を

堅持し，核実験反対と核兵器全廃に世界与論を喚起することに努力するに

(2) カイロ非同盟諸国会議が非同盟，平和共存，紛争の平和的解決の諾政策を

確認したことは喜ばしい。

(3) 印パ内相会議の延期は遺憾で、あるが，改めて日程を確定したい。

(4) セイロン在住インド入国籍問題に関する協定の成立により，印セ両国間の

緊張が緩和された。

(5) ソ連の政変は印ソ関係に何ら影響を及ぼすものでなく，新政権は両国友好

関係の一層の強化を確約している。

V農相，ケララ食糧問題説明一一下院は，最近のケララ州における食糧危機に関

し政府の責任を追及するためH.N. Mukerjee共産党議員の提出した休会動機を，

180票対42票で否決した。ケララの食糧危機を政府の不手際とする批判はかなり厳

しく，会議派議員もこれに加わったが，スブラマニアム食糧農業相は， 6月以降の

食糧政策を回顧しつつ事態を説明，当面，年末までのケララに対する米麦の供給は

確保され，食糧不安ほ解消する方向にあると言明した。

また，食糧政策をめぐる中央・州政府間の対立についてはう同相は食糧余剰州が
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余剰を過小に，不足州は不足を過大に主張する傾向があるが、中央政府の立場から

みて格別の問題はないと否定した。

V食料公社法案，下院に提出一一スプラマニアム食糧農業相は FoodCorporation 

of Indiaおよび川段階における同種機関の設立に関する法案を下院に提出した。

V食糧調達予算の追加要請一一クリシュナマチャソ蔵相は本年度の食糧調達に関

し10億ノレピーの追加予算を下院に提出した。現行予算は21億 5840万ノレピー（うち

PL 480に基く輸入対価19億1250万ノレピー，その他輸入対価2億4590万ノレピー）で，

小麦輸入380万トンラ米輸入29万トン，国内米調達75万トンに充てられる予定であ

った。追加予算の内訳は PL480関係に9億5000万ルビー，その他輸入に5000万ノレ

ピーとなっており‘明年3月まで、の調達総量は輸入小麦581万トン，輸入米58.6万

トン，国内米44.7万トンに上ると推定されている。

1 1月 18日

, 11111首相会議ー新食糧政策承認一一州首相会議は17,18両日にわたる討議ののち，

漸く新食糧政策の概要を承認した。新計画の主要内容は，①雑穀および米について

現行食糧地帯を解体する（各州の分離〉， ②法定配給制の実施は各州、｜に委ねるなど

で，詳細は議会で食糧農業相から発表される予定。

V印ソ貿易協定（1965年）調印一一明1965年の印ソ貿易協定が当地で両国攻府に

より調印された。両国間貿易は本年輸出入各8億yレピーと好調な水準を達成するも

のと予想されるが，新協定の目標は輸出入各12億ノレピーへとさらに増大しア 1966年

の目標を 1年早く実現すると期待されている。新協定には，インドの輸出品目とし

て茶，ジュート製品，タパコラ綿製品，山羊皮，機械（変圧器，エア・コンディシ

ョナー，紡機，編機）， BHC粉末などが，ソ連の輸出品目として電力，濯i偲重工

業などの諸部門に必要な機械設備，石油製品，非鉄金属，鉄鋼製品などがフそれぞ

れ計上されているニ

V医者のストライキ一一一ニュー・デリーの IrwinHospitalなど6病院の住込み

勤務外科医およびインターン約350名は，月手当の増額と医師食堂の改善を要求し

て， 16日深更よりストライキに入った。閣外保健相 Nayar博士はこれに関し下院

でストは医学倫理に）えするものであること，要求は同情的に検討されていることな

どを明らかにし， ストの中止を要望した。同相によれば，要求は外科・医にJっき月手

当150.Tレピーを250ルビーへ， インターンにつき同100ルピーを150；レピーへ引日ずる

ことを中心としたものであるJ

1 1月 19日
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インド

V食糧配給制度一一（アーメダパード発〉州首相会議より帰著した Balwantray

Mehta氏はグジャラート州の6都市に非公式配給制を導入する志向を表明，同時に

アーメダノミード市へ法定配給制を実施することに反対である旨を明らかにした。

' （ハイデ、ラバード発）アンドラ州、IA. Balarami Reddi州農業相は州首相会議

帰着後の記者会見で，ハイデ、ラバード市に法定配給制を実施することを原則的に承

認したこと，その時期は未決定であることなどを明らかにしたコ

, (Nagpur発）州首相会議より帰着した V.P. Naik州！吉相はう ボンベイなど州

内諸都市に配給制を実施する意向のない旨言明したc

1 1月20日

曹英国，対印軍事援助決定一一一（ロンドン発〉訪英中のヂャパン国防相は軍事援

助に関し 9rl間にわたり英国政府と交渉したが，その結果ラ次の諸点を内容とする

共同コミュニケが発表された。

(1) Oberon級潜水艦1隻の建造（約4500万／レピー〉のための外貨および技術援

助，並びに乗員の養成，（2）ボンベイの Mazagaonドックの再建と Leander級フ

ソゲート艦3隻の建造のための借款（470万ポンド，向う 4年間に支出， 12年払）。

なお， Daring級駆逐艦3隻の要請については英国に余力なく、 今後さらに検討

を続けることとなった。コミュニケはこのほか，英国が外敵の脅威に対しイン lごを

英連邦のパートナーとして支援する旨確約しているc

曹下院，食糧公社法案審議一一スブラマニアム食糧農業相は下院で食糧公社

(Food Corporation of India）設立法案に関し説明しヲ公社は差当り食用穀物取引

に介入するものであるが，長期的には緩衝在庫の蓄積ラ食詰輸入の取扱，農民への

融資などをも目的とすることヲ当初資本を10億ルビーとし，借入権限をも付与する

ことラ商業ベースで運営し，循環的季節的な価格変動を調節することう州食糧公社

を別iこ設立すること，などを明らかにした。この日の反対討論は N.Dandekar （サ

ミュケタ社会党）のみであったが，同議員は公社が将来独占的機関となり，正常な

取引を破壊し，強制供出により小農民の，価格操作により消費者の利益を損う可能

性があると指摘した。

他方，上院では食糧政策に関し中央政府と州政府との協力が不十分であり，議会

の調査委員会の設置が必要である（AbdulGhani Dar無所属議員L食糧問題を中

央政府の所管とするよう憲法を改正せよ（A.D. Mani無所属議員）などの批判が

展開された。

’下院，対ナガランド政策を批判一一一下院与野党議員は一致してナガ反乱団に対
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する政府の政策が全く不適当であること，インド人とナガ人とは具る民族であると

した MichaelScott師は反乱団と通じる人物であり，政府代表団から追放すべきこ

と，この問題は国内問題であり所管を外務省より内務省に移すべきこと，などを主

張， このため議場は混乱に陥ったが， Lucknow訪問中のシャストリ首相の帰着を

まって改めて論議を再開することとなった。

11月21日

V下院の食糧公社法案審議続く一一スブラマニアム食糧農業相は，食糧公社法案

に関する下院の審議で質疑に応え次の諸点を明らかにした。

（工公社は民間業者の動きし、かんにより独占的に機能する権限を与えられる。②

公社は商業ベースで運営され，妥当な利潤をあげるよう努める。③公社は民間取

引で妥当な価格を確保できないことが明らかになったため提案されたプラグマチ

ックな措置で，スワタントラ党のいうようなイデオロギー的措置ではない。④公

怯は民間業者と併行して取引する。一挙に完全な国営を実現せよという共産党の

主張は現実的ではない。

なお，この日の審議は定員数不足が明らかになったため中断された。

Tマドラス精油所に6000万ドル援助一－ American International Oil Co.はマド

ラスにおける石油精製工場創設計画に対L,, インド政府に約6000万ドルの投融資援

助を供与する旨提案したといわれる。内訳は，精油所計画に2700万ドノレラ潤滑油工

場計画に600万ドノレヲアンモニア工場計画に900万ド、ノレ，石油化学工場計画に1600万

ドルc インド政府としてはこれに若干の調整を加えた上，総額を500～600万ドノレ程

！主増額するよう希望している由。

曹農村電化に対する融資条件緩和一－K.L. Rao j葎i陵電力相は議会の非公式諮問

会議で，農村電化（ruralelectri五cation）のための中央政府による州政府向融資の条

件を緩和する意向を表明したと報ぜられる。新条件は期間30主最初の5年間は無

手!Jf, 6年目より元利均等償還となろう。

11月 22日

曹ナンダヲオリッサ学生に確約一一一〔フ、パネスワーノレ発〉ナンダ内相は当地で学

生代表と会見，学生団がストライキを即時中止するならば，オリッサ政府は11月5

日付の協定事項を履行するであろうとの確約を与えたと報ぜられる。

Vナガの独立問題一一一ナガ反乱団との和平交渉委員 JayaprakashNaτayan氏は，

ナザ反乱団の独立要求について，ナガを武力で強制的にインド連邦の枠内におくよ
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りも，憲法を修正してもナずとの友好的な関係を保つ方が，国境防衛上望ましし、と

のべ，議会がこの問題を冷静かっ長期的な展望をもって検討するよう要望し t三η

' （カルカッタ発） Y. D. Gunclevia外務次官は，ナガの独立要求はこれから検

討すべき問題で，その要求自体を理由として交渉を打切るべきではないとのべた）

また， Scott発言については同氏がそのような発言をした事実を知らないと言明し

fこ。

11月23日

’下院，外交問題審議 F院の外交問題審議は中国原爆実験に直面しながらラ

なおも核平和利用限定と反中国与論喚起の政策を堅持しようとするシャストリ首相

に対し，マレーシアラフィリピンラ 日本などと共同して米ソより中国の原爆脅威に

対する保証を求めよ（スワタントテ党〉とか，中国の長期的な政策意図を分析し，

インドも独自の核阻止力をもつべきである（SSP）とかの主張が展開された。また，

会議派議員からも政府の態度が道徳的に偏しているとの不満が表明され，核実験禁

止条約からの脱退を示唆する｜白］も見受けられた。シャストリ首相はこうした諸批判

に対L，政府は中国の脅威を十分認識していること，世界与論の喚起や核実験停止

につき現在とっている措置については言明する段階ではないこと，政府としての長

期的な政策はなお確定する段階にないこと，などを明らかにした。

, Phulpur補選， Pandit夫人当選一一（アラハノミード発）ネルー故首相の逝去に

伴う Phulpurの下院議員補欠選挙は，故首相の妹である VijayalakshmiPandit夫

人が11万0548票を獲得，対立 SSP候補 SaligramJ aiswal氏の5万2528票を大きく

破り当選した。

Vオリッサ学生，スト中止一一オリッサ州学生行動会議は，ナンダ内相の要請と

11月5日付協定の履行に対する確約を了承してストライキの終結を決定したc

V医師のストライキ中止 デリー市6病院の住込み医師およびインターンの賃

上げストライキは， スト団の代表がシャストリ首相と会見，早急に善処する旨の確

約を得て，一旦中止されたo

v準備銀行の貸付方式変更一一（ボンベイ発〕インド準備銀行は高率適用制度に

おける純流動比率の算定に汁たり，①流動資産に「その他の認可」証券保有額を追

加する，③産業開発銀行よりの借入額を除外する，の2点からなる修正を決定し，

12月4日より実施することとした。これにより同比率算定方式は，現金・準備銀行

預金・ StateBanl王当座預金・銀行間預金・中央および州政府債・「その他認可証

券」の合計から，準備銀行借入れおよび産業開発銀行借入れを控除し，これを総預
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会で除することとなる。

V英蘭銀行公定歩合引上げの反響一一一英蘭銀行公定歩合引上げに対し，ボンベイ・

シティ筋では，引上げ‘幅の大きさを労働党政府の重大な決意を示すものとして注目

L, これにより政府は国内経済への悪影響を賭してポンドの信認低下を防ごうとし

たとみているc

11月24日

V首相，核非武装方針で演説一一シャストリ首相は外交問題に関する下院の審議

において，政府の核政策の変更を要求する諸見解に反対の意向を表明し，核武装計

i面はこの国の経済に破壊的な影響を及ぼすと／1=1Ja＃にラ核非武装のためHt界的に進め

られている努力を阻むものであることを指摘した。これと関連し，首相はネノレー故

首相が重大な危機のなかでもつねに平和の途を放棄しなかったことを想起し，イン

ドのみならず世界全体のためにもネルーの平和・非同盟政策を堅持する旨を強調し

v全国知事会議開催，経済問題審議 全国知事会議が本明日の予定で開催され

た。ラダクリシュナン大統領は開会演説で経済の現況に関し楽観的な態度を表明，

工、1963～64年度の国民所得は4.3%増（前年2.5%増〉？工業生産は9.2%増（同8%

増〉と好調であることラ②食糧不足と物価上昇（年度初来十15.4%〕の傾向も漸次

好転，小麦輸入は670万トン（前年380万トン〉と増大していることなどを明らかに

した。また，シャストリ首相は中国原爆実験，ソ連首脳交替‘カシミール，ナガ和

平交渉など，内外諸問題につき政府の立場を説明した。会議はこの日主として経済

問題をとりあげラクリシュナマチャリ蔵相，アゾカ・メータ計画委員会副議長の説

明を聴いた。

11月25日

V全国知事会議で内相演説一一一知事会議第2日目，ナンダ内相は政治および行政

関係につき演説を行ない，行政制度の合理化は経済発展への障碍を除去するのみな

らず，汚職の喜志をも防ぐものであること，苛惜ない反汚職運動が必要であること，

学生運動に対してはもっと積梅的な態度でこれに臨むべきことラなどを強調した。

V下院，外交政策承認一一下院は政府の外交政策に関し、インド・セイロン協定

や印パ会談に疑義を投げ、，また核兵器に基礎をおいた防衛体制を強調する野党の各

種修正提案を否決，政府の政策を承認した。

V下院，食糧公社法案を可決一一下院はインド食憧公社法案に関し，公社の対農
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民貸付を無利子とせよとの修正提案を否決したのち，これを可決した。

11月26日

v商相，輸出目標達成の見通しにつき言明一一ManubhaiShah商相は上院の輸

出信用保証公社の報告に関する審議でフ本年9～10月の輸出は月間約7億6000万／レ

ピーの水準にあり，前年同期を約1億2000万ノレピー上回っていること，第3次計耐

の輸出目標380億yレピーの達成は確実であることを指摘した。また，輸出信用保証

公社の役割については， 10年間に業務を10倍に増大させた最良の公社であると賞揚

している。

T Bhilaiの新平炉－Bhilai製鉄所の第7平炉が生産を開始。この平炉は日産1千

トンの製鋼能力を有しラアジア最大といわれる。

11月27日

V首相，重ねて核武装を拒否一一原爆製造を要求する下院の非公式決議案審議で，

シャストリ首相は非核武装の方針が道徳的，経済的，政治的各側面から十分検討さ

れた政策で、あると強調，重ねてこの要求を拒否した。討論のなかで K.N. Tiwari 

会議派議員は，アメリカにおける 10キロ・トン原爆のコストを 175万ルピーとした

原子力委員長 H.J. Bhabha博士の発言に言及，原爆製造が経済を損うものでない

と主張したが， 他方スワタントラ党 Ran伊議員は Bhabha発言が各人各様に解さ

れる点をあげて反論するとともに，政府として見解表明上の統一を図るよう要望し

fこ。

V農相，新食糧政策を公表一一一スブラマニアム食糧農業相は11月17, 18両日の州

首相会議で決定された新食糧政策の内容を下院において公表した。要旨次の通り。

(1) 小麦の現行地帯別移動制限を続行し，明年3月に改めてその存否を検討す

る。

(2）米の地帯制度は各州をもってその構成単位とする。ただし，パンジャブ＼

デリー，ヒマチャルによる北部米地帯は現行のまま。

(3) 不足州への供給のため余剰川から政府間取引で米を調達する。本年11月か

ら明年10月までの聞の調達につき次の通り諸州の同意をえた。 アンドラ 80万ト

ン，マドラス20万トン，マドヤ・プラデシ40万トン，パンジャブ25万トン，オリ

ッサ30万トン。

(4) 法定配給制度をカルカッタで実施する。その他人r.:i100万以上の都市での

同制度の採否は州政府に委ねる。ケララの非公式配給制は続行する。
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(5）雑穀移動に対する川の統制権限を認める。 Pulses,Oil, Oilseedsに対する

移動制限を撤廃する。

なお，州首相の反対の状況についての質問に対し，同相はすべての決定が満場一

致でなされた旨言明した。

V ブータン国王全権を集約一一←ブータン国王は滞英中の LhendupDorji首相

代一理の帰国を差止め政府の権限を直接掌握，実弟 DashaWangchuk氏を軍司令官

に任命した。これはブータン近代化に名を籍りた Dorji首相代理らの反国王陰謀を

粉砕するためと報ぜられる。

11月28日

’大統領， 農民と政治家の堕落を痛撃一一（Baroda発）ラダクリシュナン大統領

は昨日の当市歓迎レセプションで，食糧不足と各州聞の争いの結果，農民も政治家

もともに堕落しており，このままでは重大な事態を招来するおそれがあるとのべ，

人々が日々の生活で自律，愛ヲ慈悲の根本的な紀律に従うよう強く訴えた。大統領

は国民の75%近くが農民であるこの国でなお食糧を輸入に侠つことを恥ずべきであ

ると強調，一つの国に属しながら州の聞の争いに明け暮れる実態、が国の士気を衰え

させているのでありヲ人々は学生が暴力に走ることを一概に責める資格はないと戒

しめているO

11月29日

V外相，ソ連経由国連へ一一一（モスクワ発〉スワラン・シン外相は国連総会出席

途上の2日間のソ連訪問を終え，ロンドン経由ニューヨークへ出発した。滞ソ中，

外相はコスイギン・ソ連首相はじめ同政府高官と会談したが，ソ連政府はその会談

で両国の友好関係がゆるぎないものであること，経済軍事両面での対印援助を完全

に遂行することなどを改めて確認したといわれる。外相は空港での記者会見で、両

国の連繋が一層緊密になったと確信すると語った。

V原材料不足はなお2年続く一一（Ludhiana発）クリシュナマチャリ蔵相は当地

の財界人の会合で，原材料不足の解消は第4次計画の第2年度になろうとの見通し

を明らかにした。同相によれば，王期主の原材料不足は外貨の不足と計画の欠陥に起

因するもので，とくに明年の外貨事情は食糧と肥料の輸入増加により一層窮屈とな

ると予想される。

V 日本援助の瀬病院計画停頓一一一（アグラ発〉日本の援助による瀬病院建設計画

は，市当局がこれに水道および電力を供給する能力がないと言明したため停頓した。
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市当局によれば！この計画により 160万ルビーの支出土台とたり『中央政府の補助確

約がない限り着子不能とされている。

V世界仏教徒大会開会一一一（Sarnath発）第7回世界仏教徒大会（Conference of 

the 羽TorldFellowship of Buddhists）が約30ヵ国参加！のもとに当地で開催された。

ラダクリシュナン大統領はその開会に当たり演説し世界が闘争と憎悪により分断

され，仏陀の教えが行なわれていないことを指摘，兄弟的な愛と慈悲と理解の掴養

に努力するよう要請した。

1 1月30日

V米国より6030万ドル借款ーー米国より 3件6030万ドノレは億8700万ノレピー〉の

借款を受入れる協定が調印された。その内訳は，① non-project loan 5000万ドノレ，

肥料，鉄鋼，機械などの購入に使用， ②広軌ディーゼノレ機関車25軒の輸入のため

720万ドノレ，③ Sharavaii水力発電作用8910万！日v発電機の輸入のため310万ドノレ。

V米国，対印米供給増加を承認一一一スブラマニアム食糧農業相は上院の食糧公社

法案審議のなかで，現在の食糧不足にかんがみラ米国が1965年の対印米供給予定の

増量に同意した旨明らかにした。同相によれば， 30万トンから50万トンに引上げる

という線で交渉が進められている由。

曹中国の国連加盟に米国方式支持へ一一Timesof Incl白紙は，中国の国連加盟

問題に関L，インドは従来の単純多数決支持の態度を変更予重要事項指定方式を主

張する米国の立場を支持する旨決定したと報じているc
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C資本市場の沈滞打開に薪措欝〕

クリシュ十マチャワ蔵相は12月24詩閉会直前の下院で，資本市場の沈滞打開のた

きち，若干の株式投資に対し減税を認めるな

その主要内容は， ものに対

し，投資額の3;j 5000ルピーまで，額の多少に応じその2～5%相当額を4年間毎年

所得税要納入額から控除することを認めるという点にまうる。投資家はこの方式のも

で、最高年1250ルピ…（3万5000ノレ1::0ーに対し約 3.7%)

こととなろノ。

とく

3年余にわたり沈滞を続けてお

り（別表λわけても新会社の株儲は額面金大きく下

司るものが多く，最近では発行される株式が大量に

発行業者の手許に売残る状議にあるといわれる。新

措置は差当り

えその初回り採算を谷和にすることにより，計蓄の

しひいては民間経済活

動の活発化と経清成長の促潜と金留ろうとしたものである。

しうる

通説制指数

1952～53年＝100)

1962. 5 195.3 

1962. 12 171.4 

1963. 12 172.6 

1964. 11 162.8 

（イン；J欝繍銀行資料）

く要望してきたものだけに，今rr51の措置は正しい

方向への第l歩として好感されている。だが同時に，

あり実効を多く期待し難いと失望の色を隠してはい主主い。たしかに，

株式にのみ適用され株式一般に及ぶものでないこと，減税額は大投資家にとっては取

るに是りず，新会社株のきを配ないし額蕗菩！Jれの可能性を考えれば二タ額貯蓄者にも魅

力的ではないことく現在の譲先株利回り 9%，優長債7%，定期預金6.5%晃当〉，高

品市場や不動産＊場に銑挺する投機資金やヤミ資金の利潤と比清しうるものでネいこ

となど，不十分な面の多いことは否定できない。

だが，この際注目されてよいことはラ社会主義と経詩計画iを標接する政宥が？とに

もかくにも民間経涜の核心的分野である株式市場の強位に関心を恭すに至った点であ

る0 12月21日カノレカッタで開かれた商工会議所連合年次総会で，シャストリ首相は，

民間産業の巨大な役訟を嘉誠し， 資本市場の強化や外国民間投資の流入促進を図るの

ると強調したが，今回の措置はこうした態震の最初の兵斧化
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ということができょう。

だが，資本市場の沈滞がしばしば指摘されるように根本的には経済界における“Con-

五dence”の動揺に由来するものとすれば，その打開は決して生易しいことではないと

いわなければなるまい。経済開発と防衛強化の負担は財政膨張を不可避にし，経済界

の厳しく批判する錯雑かつ過重な税体系をもたらした。加えて農業生産の不振による

食料輸入の増大は外貨準備を澗渇させ（5月末6.7億ドル， 11月末5億ドル），資材輸

入の窮屈化と工業生産の増勢鈍化（本年度6%，前年同期9%，計画目標11%）を招

来している。政府は年末にかけて再び大規模なヤミ資金摘発に乗り出し， また下期

(1964. 10～1965. 3）の輸入割：llを5～10%削減するなどの措置を講じたが，これら

が一層先行き不安感を強める方向に作用している。こうした背景のもと，同じカノレカ

ッタ会議で A.D. Oglivie議長が政府に対しヲ経済の現状と目標につき長期的かつ冷

静な再検討を強く要請したことは，軽々に看過しえぬ重要性をもつものというべきで

あろう。ネルーを喪い，食料危機に苦悩した年を終えたとはいえ，新しい年もまたイ

ンド経済にとって多難な年となりそうである。

〔左派共産党員の大量逮捕〕

政府は議会閉会後の12月30日，インド防衛令に基き左派共産党幹部の大量逮捕に乗

り出し，年始にかけて約700名を検挙した。ナンダ内相の説明によれば，左派共産党は

7月の Tenali分裂大会から10月のカルカッタ大会を経て中印国境紛争に対する親中

国的立場を公然化し，新たな中国軍の攻撃があった場合これに呼応して武装蜂起を行

うべく非合法な準備活動を行っていたと非難されている。

中国を侵略者と認めたとして逮捕を免かれた同派 E.M.S.ナンブーデリパット氏

や右派共産党ダンゲ議長らは，当然のことながら政府に対し強硬な抗議を発したが，

その他一般の論調でも，逮捕の正当性の有無は別として， これが議会閉会の直後に，

かっ共産党の優勢なケララ州の総選挙を目前にしてなされたことに注目し，会議派の

選挙対策臭に疑問を提出している。 もとよりナンダ内相はこれがケララの選挙とは無

関係な緊急防衛措置であり，政略的なものでないことを極力強調してし、るが， インド

全体として共産党の勢力が会議派のそれに比し微々たる現状からみれば，政府として

もなお説明すべき点が残されているといえよう。 とりわけ，インドは現在食料危機を

中心に政治的にも経済的にも苦境にあり，一般にこうした状況のもとでは民主政治の

原理を堅持し難いといわれることを考え合わせると，事態の成行きには十分注目する

必要があるとし、わなければなるまい。
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インド日誌

1964年 12月1日

V電力料金引上げを検討一一計画委員会の作業部会は電力部門の収支悪化の現状

にかんがみ，ほとんどすべての州について，経常経費と減価償却費のほか10%の収

益をあげうるよう、電力料金の改訂を検討中と伝えられる。

’航空機乗務員の勤務条件一一ー民間航空省では，最近頻発するインド航空会社と

乗務員との勤務条件をめぐる紛争にかんがみ， 1937年インド航空規則を改訂し，乗

務員の勤務条件に関し詳細な規定を設ける方針を決定した。新規定には乗務員の勤

務時間，飛行時問、休息時間，国内勤務と国際勤務との区別などの諸点を含むもの

で，越年後最終的に確定される予定といわれる。

12月2日

V ローマ法王，ボンベイ到着一一（ボンベイ発〉ローマ法王は当地で、開催されて

いる第30回国際聖体大会（InternationalEucharistic Congress）に出席するため，

4日間の滞在予定で当地に到着，副大統領ZakirHussain 博士，本日より訪英に出

発するシャストリ首相らの歓迎を受けた。法王のアジア訪問はこれがはじめてであ

る。

V富裕税改正法案下院を通過 下院は富裕税改正法案 WealthTax (Amend-

ment) Billを可決した。この法案は1961年所得税法に沿って1957年富裕税法を修正

し，経済に撹乱的な影響を与える一部の人々の「所有」本能を制限しようとするも

ので，罰則強化の規定をも含んでいる。スワタントラ党議員はこれが法律学の原則

を侵し，資本蓄積に悪影響を与えると批判，新産業への投資を富裕税より除外する

などの修正提案を行ったが，否決された。なお，クリシュナマチャリ蔵相はこの法

案に関する 1日の審議に関連して，ヤミ資金問題を 1～2年間で解決したいとの強

い決意を表明した。

V上院，食料公社法案を可決 上院はさきに下院を通過した食料公社法案を口J

決した。スブラマニアム農相は審議の総括に当り，食料公社の成否は食料の緩衝在

庫の蓄積にかかりていることを指摘，食料余剰州、lが最大限の供出を行うこと，不足

什lが必要量を過大；二要求しないことをとくに要請した。

Vケララ食料危機解消一一（トリパンドラム発〉ケララ州当局高官筋によれば，
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同州の収穫の始まる明年1月15日までに必要な食料は十分確保され，食料危機は克

服された。

12月3日

Vシャス卜リ首相，ロンドン到着一一（ロンドン発〉シャストリ首相は英国政府

の招請に応え本日より 4日間滞英の予定で当地に到着。空港での記者団の質問に答

え，シャストリ首相は，①カシミール問題が未解決で、あっても印・パの友好関係を

確立せねばならない，③チャパン国防相の訪英の成果は満足すべきものであり， i帯

英中にその最終結論を固めたい，③中国の原爆保有に対し，原爆製造に着手するの

が良策とは考えない，④向う 2～3年間は食料輸入に依存せねばならないが，農業

生産の拡充に努め，食料自立を達成したい，などの諸点を明らかにした。

V下院外国為替法改正法案を可決一一下院は外国送金に関する取締り強化などを

目的とする外国為替法改正法案 Foreign Exchange Regulations (Amendment) 

Billを可決した。クリシュナマチャリ蔵相によれば，貿易外取引での外貨受取は近

年減少を示しラ在外インド人の本国送金という重要な外貨獲得源が枯渇しつつある

が，その理由の 1っとして，この外貨がヤミノレートに流されてヤることが考えられ

る。

’セイロン内閣不信任一一（コロンボ発〉セイロン下院はパンダラナイケ首相の

施政方針演説（Governor-General’sSpeech from the Throne）に関し，政府の雇

用，住宅、物価の諸政策の失敗を理由に内閣不信任案を上呈， 74票対73票でこれを

可決した。政府はこれに対し議会を解散させる模様。

Vアンドラ州政府不信案否決一一（ハイデ、ラパード発〕アンドラ・プラデシ州議

会は野党議員66名の提案にかかるBrahmanandaReddi州内閣に対する不信任案を，

167票対65票で否決した。

12月4日

vシャストリ＝ウィルソン会談終了一一ー（ロンドン発）訪英中のシャストリ首相

は3, 4両日にわたりウィルソン英首相および同閣僚と，両国に関心ある諸問題に

つき会談した。消息筋によれば，会談の主要内容は次の通り。

(1）英連邦問題……シャストリ首相は英連邦の強化に全面的支持を表明，ウィ

ルソン首相の対ローデシア政策に満足した。

(2) 経済問題…ーブラウン英経済相はインドの第4次計画に最大限の援助を確

約した。 15%の輸入課徴金撤廃については，英国側はインドJパキスタン両国を
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例外扱としたいが適当な方式を見出しえないでいると説明した。

(3) 軍縮問題……英閣僚は，国連における核拡散禁止に関するインドの決議案

を支持するが，大西洋核戦力問題もあり，それ以上の政策をとり難いと指摘した。

インドの軍事援助要請については，当面事務的段階で検討を続ける旨確認された。

なお，インドに対する中国の脅威については，英国側はこれに理解を示しつつも，

差当り侵略のおそれはないとの見解をとっているごとくであった由。

V シャストリ首相，中国政府へ返書一一シャストリ首相は，中国の核実験と核兵

器禁止首脳会議開催に関する10月17日付の周思来中国首相の書簡に対し， 11月27日

付をもって返書を送孔意図のいかんに拘らず中国の核実験は逆行的かつ悲惨な結

果に導くものであり，核拡散の阻止を目指す国際世論を否定するものであるとし

て，これに遺憾の意を表明，核実験停止協定への参加と原爆生産の早期停止とを要

請した。

V カシミーノレに大統領令を一一一下院はカシミーノレに特殊な地位を認めた憲法第

370条の廃止を求める PrakashVir Shastri議員提出の法案を157票対23票で、否決し

た。ナンダ内相はこの票決に際し， 370条の廃止はカシミールのインド連邦への統

合とし、う提案者の意図にむしろ逆行するものであると主張，政府としては憲法第

356, 357条の規定をカシミーノレに適用する大統領令を発し，同州を大統領直轄下に

おく体制を整える意向である旨を表明した。

V食料白書を準備一一スブラマニアム食料農業相は上院で，農業問題に関する責

任の所在を明確化するよう行政機構を改革すること，新しい食料政策の確定した上

で，今会期または次会期の議会に対し食料白書を送ることなどの意向を明らかにし

た。同相の発言は，食料政策に関する25人の議会委員会の設置，農業問題を中央政

府の所管へ移す憲法改正などの提案の審議に関連してなされたもので，同相は前者

を食料問題解決の正道ではないとし，後者を中央政府と州政府との関係をさらに困

難にするものとして，何れもこれをしりぞけた。

12月5日

V賞金付債券を廃上一－B. R. Bhagat閣外蔵相は NationalSavings Central 

Advisory Boardの会議で，賞金付債券制度（PrizeBonds scheme）を本月末限りで

廃！とする旨発表した。同相はその理由として，この債券の売行きが順調といえない

点を指摘している。なお，同相によれば， 1963～64年度の小額貯蓄は12億7000万ノレ

ピーの史上最高で，本年度も10月末までの7ヵ月間に6倍、2000万ノレピー（前年度同

期比十 1億ピー〉と好調であるが，前年度の計数でも国民所得の 1%以下， 1人当

に
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り3Jレピーに満たない3

12月6日

Vシャストリ首相訪英終る一一（ロンドン発）シャストリ首相は4日間の訪英を

終え帰国の途にっし、た。首相は離英前夜ステートメントを発表し，今回の訪英とウ

ィノレソン首相はじめ英政府高官との非公式会談において示された友好的歓迎に謝意

を表するとともに，この困難な世界情勢下で非公式に各級会談を聞き相互の見解を

交換することの重要性について，両政府間で一致したことを強調した。

シャストリ首相はまた記者会見で，新しい国が核実験を行う効果を相殺する手段

乞核保有一諸国が考慮するよう重ねて訴え，今回の会談を通じ，ウィルソン首相が

これを好意的にとりあげ，ジョンソン米大統領との会談で議題にするというような

印象を受けたと語りた。

v共和党のサチャゲラハー（Nagpur発〉共和党（RepublicanParty）ではさる

10月1日シャストリ首相やナンダ内相らに提出した10項目の要求の一環として，全

インドにわたるサチャグラハ（非暴力的非服従運動）を開始した。当地では1000余

の新仏教徒（neo・Buddhists）が不可触賎民制禁止法規の実施，農民への土地配分，

スラム住宅の建設，物価上昇の抑制，食料の公平配分を要求して行進し逮捕者を

出した。 Nagpurのほか， Ahmedabad,Bombay, Vellore, Chandigarh, Ludhiana, 

Jullundurなどでも同様の動きが報ぜられている。

12月7日

’ビライ第4熔鉱炉完成 ピライ製鉄所の第4熔鉱炉は8日P.C. Sethi鉄鋼

鉱山副大臣により操業を開始する。日産出銑能力は1738トン。この熔鉱炉はピライ

製鉄所の年間生産能力100万トン拡大計画（計250万トンへ）の一部であるc

’ビルマからの引揚げ5.5万人一一一DineshSingh副外相は下院で， ピルマからの

引揚げインド人は 1月1日から11月11日までの聞に5万5240人に達し，その大多数

は出身地であるアンドラ，マドラス，オリッサの諸外｜に定着しつつあると言明し

た。同相によれば，ピyレマに残された財産の処理についてはなお両国間で折衝中で

あり，引揚者の数はスワラン・シン外相のラングーン訪問後も減少していなし、。

12月8日

Vエレクトロニクス委員会中間報告一一エレクトロニクス委員会はエレクトロニ

クス産業の開発10年計画につき，年間生産目標33億ルビーなどを内容とする中間報

告を政府に提出したコ同委員会はさる 8月，エレクトロニクスの国内必要量を測定
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L，最短期間内に同産業を確立する方策を勧告するため政府により設置されたもの

である。報告は1973年まで、毎年18億ルビーの投資を行い，年々 3億3000万ノレピーの

新生産能力を創出することにより，自主的な産業となるに必要な最低の目標、最終

年の年間生産33億ノレピー， 10年間の生産累計160億ノレピーの達成を提案している。

委員会によれば，エレクトロニクス製品の需要量は国防関係73億yレヒ。ー，航空，運

輸，通信関係9億yレピー，郵政電信関係7億ノレヒ。一，その他10億ルビーとされ，他

方，必要な熟練労働者，技師，科学者は33万に上るといわれる。

V商相，輸出努力強化を要請一一一（マドラス発） Manubhai Shah商相は Board

of Tracieの第16回会議で， 本年度上半（4～ 9月〉の輸出は前年比3億8000万ノレ

ピー増と好調であるか，輸入の高水準にかんがみ満足できないと輸出努力の強化を

要請した。 Boardはとくに東アジアおよび東南アジア向輸出拡大の方策を検討した

と伝えられる。

V上院，反汚職法案を可決一一上院はさる 11月20日下院を通過した反汚職法案

(Anti-Corruption Laws Amendment Bill）を無修正で可決した。

12月9日

V首相，核防衛体制で発言一一訪英から帰国したシャストリ首相は下院での！垣間

に答え，ウィルソン英首相との会談では国際核防衛体制（“nuclearshield”）という

表現は用いなかったこと，しかしながら，米国やソ連のような主要原爆保有国は新

規原爆保有国の原爆非保有国に対する脅威を緩和する責任を有すると考えること，

英首相も同様の感触をもつごとくであったことなどの諸点を明らかにした。シャス

トリ首相は同時に，英首相がこれを米国大統領との会談で討議するかどうかについ

ては関知しない，と付言しているo

v略式裁判令立法化，下院通過一一下院は食料隠退蔵者に対する略式裁判手続を

定めた重要商品法修正案（EssentialCommodities Amendment Bill）を 2日間の審

議ののち可決した。この法律はさる11月5日付の大統領令を代置するものである。

Vアルミ保護関税延長一一政府は，アルミニューム産業に対する関税保護をさら

に4年間延長することを勧在した関税委員会の勧告を受諾した。これによりアルミ

塊，アルミ棒，同製品に対する35%の従価関税（課徴金は5511)および相殺関税が引

続き継続される。ちなみに，アルミ工場の新設および拡張計画は1968年末士でに者

了する予定である。

V英国に3品目の課徴金免除を要請一一（ジュネーブ発〕インドは8日，民間発

国に関するガットの新規定に某き，英国に対しジュート， coconutmatting，綿織物
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の3品目に対する輸入課徴金の撤廃を要請した。英国政府筋ではこの要請が IMF

や「10ヵ国クラブJの主張する輸入課徴金の無差別的適用の原則に反するとして難

色を示している。

12月 10日

Vデリーで小麦価格上昇一一デリーおよび、パンジャブにおける小麦価格の上昇は

月初来キンタノレ当り約10ノレピーと，このところ著しいものがあり，デリーでの価格

は現在キンタノレ当り70～77ノレピーに達している。先週の自主的最高価格制の撤廃後

入荷は増大しているが，差当りの不足予想から買気は全面的に旺盛で，価格の騰勢

は4月の新麦出回りまで続くものとみられる。

v英国の砂糖買付価格引下げ一一一（ロンドン発）英国農務省は最近の英連邦砂糖

協定会議の結果， 1965年の連邦諸固からの砂糖買付価格をトン当り f.0. b. 42ポン

ド(1964年は46ポンド10ペンス〉とする旨発表した。ただし，砂糖価格低落の影響

を和げるため，域内低開発｜司からの買付にはトン当り 3ポンド5シリング，植民地

からのそれには 1ポンド 6シリング6ペンスの特別追加支払を行うとされている。

12月11日

v債権国会議へ明年度10億ドル援助要請か－Timesaf India紙によれば，イ
ンドは現行第3次5ヵ年計画の最終年度 (1965年4月～1966年3月）における援助

に関し，債権国会議（AidIndia Consortium）へ10億ドルの要請を提出するものと

みられる。債権国会議は明年2月パリで会合を聞き，インドの第4次5ヵ年計画に

対する援助必要額の審議を行う予定で，大蔵省ではこれまでの援助の使用状況およ

び第4次計画の援助所要額につき，債権国会議に提出すべき詳細な覚書を準備中で

あるひ第4次計画の最初の2年度には電力，肥料，道路建設，港湾施設などを含む

事業計画が立案されている模様で，パリ会議は世界銀行調査団の現状調査（現在ニ

ュー・デリーで調査中）と援助計画手続調査（明年初め現地調査予定〉の報告をも

検討する予定。なお，第3次計画の第1～4年間の債権国会議による援助総額は44

億4500万ドル（年平均11億ドル〉となっている。

v政府，経済動向に懸念一一クリシュナマチャリ蔵相とアソカ・メータ計画委副

議長は，このところ連日経済活動の現況につき討議を重ねているが，先ごろ外貨準

備が9億4000万ノレピーに落込んだのに加え，最近さらに工業生産の対前年比伸び率

が6%前後（前年同期9%，計画目標11%）に低下したと伝えられ，懸念されてい

る。経済界ではこうした伸び悩みの理由として，社会主義的な法人税の増徴，ヤミ
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資金摘発強化に伴う不安感の発生，外貨事情の悪化による原材料・部品輸入の窮屈

化などをあげている。

Vブルガリアへ鉄鉱輸出一一インド鉱物金属貿易会社（Minerals and Metals 

Trading Corp. of India）はブツレガリア貿易代表部との間で鉄鉱石1万ロング・トン

の輸出協定に調印した。ブ、ルガリアのインド鉄鉱石輸入はこれがはじめてである。

12月 13日

' 州首相会議開催，言語政策や食料政策を審議一一州首相会議はナンダ内相を議

長として2日間の審議を開始，まず1965年1月26日以降英語を排除することなく公

用目的にヒンディ語を導入し，かつ非ヒンディ一地域におし、て切換えの準備が整う

主で英語の使用を認めるという中央政府の方針を了承したc 会議はまた非ヒンディ

一地域の公務員に対するヒンディ一語普及方策， ヒンデ、ィ一語における法律専門用

語の標準化問題などを審議した。

食料政策面で、は各種食料規制関係諸法令の実施ラ励行にっし、て意見の交換が行わ

れた。ナンダ内相はそのなかで，食料法規違反に対する処分を各州がより精力的に

実植するよう要請した。内相はさらに食料面に止まらず，一般的な法秩序維持の必

要にも言及し，法秩序の乱れているところでは経済開発計画を完全に実行すること

ができないと強調した。

Vカシミーノレ政府，パクシ前首相を釈放一 (Jammu発） Jammu and Kashmir 

川政府は， さる 9月22日以降インド防衛令により逮捕されていた BakshiGhulam 

:¥1ohammed前カシミール首相を，鼻および心臓疾患の理由で即時釈放する旨決定

し；三o

, Bakshi前首相は13H夜釈放された。 ニュー・デリーから派遣された心臓病の

権威 S.Roy博士は，病状は軽度であり心配はないとしつつも、 2週間の休養を勧

f与しfこO

12月 14日

v第4次計画の外貨必要額320億ルビーか一一対インド債権問会議は，インドの

第3次開発計画の第5年度と第4次計両の全般についての外貨必要額を検討するた

めの会議を，明年3月半ばごろ，おそらくワシントンで開催するものとみられる。

目下のところ，第4次計画の外貨必要額は投資210億ルピーラ旧債元利払110億yレピ

一、計320億ノレピ一見当とみられている。投資額は第3次計画（年約50億ルピー〉

と概ね同様の規模であり，他方債務の］cf1J払の必要に関してその重要性は十分認識
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されており，問題は少ないといわれる。

V保護関税の調整一一一政府はソーダ灰産業に対する関税保護を明年以降にも延長

せよとする関税委員会の勧告を拒否した。理由として同産業の成長により輸入との

競争を恐れる必要が解消した点があげられている。他方，政府は染料については従

価20%の現行保護関税を延長せよとの勧告を受理し， さらに napthol, 2-amino-

anthraquinone, benzanthrone, beta naphtohoic acidの諸品目に対し3年間の保護

関税を設定したコ

V外相，国連で中国原爆実験を非難一一一（国連発）スワラン・シン外相は国連総

会の一般演説で、国際緊張緩和の精神の衰退に懸念を表明するとともに，中国の原爆

実験を非難，国連総会が今後の実験の停止と核兵器の拡散防止とにつき行動を起す

よう要請したc 外相演説は中国の代表権問題に全く触れなかったが，これはインド

代表の演説として過去15年間にはじめてのことである。

V州、｜首相会議宗派的憎悪問題審議一一一川｜首相会議は宗派間の憎悪の煽動を罰する

法律を厳格化して，宗派主義の害悪と斗う必要のあることを確認した。法律改訂の

具体的諸問題は内務・法務両省により検討されよう。州首相会議はまた学生の不穏

な行動に関し討議，学内行政に関し州首相の学長に対する指示権を確立する必要を

強調してし、る。

12月15日

Vインド航空に国産機ーーインド航空会社（IndianAirlines）の J.S. Parakh総

支配人は記者会見で，本年度の総収入はジェット機の導入により 2億ノレピーを超え

ることになろうと詰った。同支配人は同時に，初の国産機 AVRO型機（約40人乗

り〉を明年2月よりカノレカッ夕方面で試験的に就航させる予定であること，旅行者

誘引のため，米国，欧州， 日本などに案内所を開設する計画を検討中であることな

どをも明らかにした。

V 上院富裕税法改正法案を下院に差戻L－上院はさきに下院を通過し J三宮裕

税法改正法案を同院に差戻した。

V石油化学工場にイタリアの援助一一政府部門にはじめて石油化学工場を倉1J;,1－ず

る協定が， Oiland Natural Gas Commissionとイタリアの ENIの子会社 Nuovo

Pignone社との間で調印された。 これにより， グジャラート州 Koyaliに uclex

extraction工場が建設される。工費約1420万ノレピー，うち外貨必要額は120万ドノレで、

ENIの借款により賄われる。工事は3段階に分れ，最初の工場は26ヵ月後に操業開

始，全部完成のあとで‘は年10億5000万ノレピーの生産をあげる予定。
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12月 16日

v下院，凍死者の続出に懸念一一ド院は最近の寒波によるデリー市での凍死者続

出に懸念を表明，政府の説明を求めた。 MehrChand Khanna公共事業・住宅相に

よれば，約10目前のデリー市当局の調査では約4100人が舗道上で，他の1100人が夜

間仮泊所（nightshelter）で就寝していた。仮泊設備は昨年来増設されているが，存

在が知られていないことや毛布の不足などもあり，十分に活用されていない。

Vインドの原子力研究水準一一一原子力委員会委員長 H.J. Bhabha博士は議会で

1時間余にわたり，原子力研究の分野でのインドの業績にっし、て講演し，議員に強

い印象を与えた。博士によれば，インドは原子力開発において先進的段階にある 5

～ 6ヵ国の中に数えられる。なお，博士はこの講演で一度も「原子爆弾」という言

葉を用いず，原爆製造能力の有無をシャストリ首相を含む聴衆の判断に委ねたと報

ぜられているo

vソ連と精油能力拡大につき協定 Oil and Natural Gas Commissionはソ連

輸出機関 Tiajpromexportとの間でグジャラード精油所の能力を200万トンより300

7Jトンに拡大する協定に調印した。この協定により，ソ連の資材供給のもとで原油

100万トンを処理する蒸溜所が建設される。総工費2910万ルビーで， うち輸入資材

730万yレピー。

12月17日

V上院，略式裁判法案可決一一上院は重要商品法違ばにたfし略式裁判を行う旨の

大統領令を立法化する法案（EssentialCommodities Amendment Act）を司決し

た。この法案はさる 9日下院を通過したものである。

V 日本の模範農場設立一一日本がインドに模範農場を設立する協定が，松平駐印

大使と S.Boothalingam経済局次官との聞で調印された。農場i土アンドライ十！Guntur,

マイソール州、［ Mandya，ケララ州、［ Ernakulam，マハラシュトラ州 Colabaの4個所

に設立され， 日本の農業技術を指導するために使用される。

Vジュート輸出でパキスタンと調整を一一ManubhaiShah商業相は上院での質

問に答え，ジュート輸出についてインドの価格より安値で提供しようとするパキス

タンの努力に拘らず，インドの輸出は1963～64年度には最高記録であったとのべる

とともに，印・パ両国の利益となるようなジュート価格について両国間で了解を成

立させたいとの意向を表明した。なお，同年度のジュート輸出はトルコ，ナイジエ

リア，パキスタンラユーゴ，ポーランド，イラン，インドネシアなどの諸国向の場

合，前年度より減少している。

f
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vパキスタン外交官，スパイ容疑で追放－Y.D. Gundevia外務次官は16日パ

キスタン駐印大使ArshadHussain氏の来訪を求め，同大使館付GhulamMoham-

med 2等書記官をニュー・デリーにおけるスパイ団との関係を理由として24時間

以内にインドより退去させるよう要求，同書記官は本タ離印した。ナンダ内相はこ

れに関し下院で，デリーにおけるスパイ団の活動に対し国家秘密法（0伍cialSecrets 

Act）第3条に基き 7名を逮捕したことを確認し，反国家活動には容赦なく対処す

る旨言明した。

12月18日

v金統制法案は撤廃せず一一クリシュナマチャリ蔵相は会議派議員団執行委員会

で，金統制法案（GoldControl Bill）の撤回に反対し，若干の困難を緩和する必要

を認めつつも，同法の有効な役割を強調した。金統制法案は金統制令（GoldControl 

Order）の立法化を目的とするもので， 21日下院で審議される予定。金統制令撤廃の

主張は RamSubhag Singh閣外鉄道相らから出されたもので，些小な金を保有す

る99%の国民が多数の金細工師らとともにこの規制から大きな不便を受けているの

みならず，密輸の阻止や金への愛着の減少などの目的も全く達成されていないこと

を理由としている。蔵相はこれに対し，金統制令は金の退蔵へのインセンティブを

減退させ，年4～5%の速度で上昇してきた金価格も今や1962年水準を下回り，物

価騰貴に拘らず安定的であること， IMFもこの措置の効果を認めていることなどを

指摘した。

V外資受入れと対外投資一一クリシュナマチャリ蔵相は大蔵省関係非公式諮問委

員会で，政府が日下手続上の処理遅滞に関する外国投資家の不満を検討中である旨

を明らかにした。同相によれば＼その他の点では投資諸条件は明らかに改善されて

おり，対印投資の鈍化というような事情は認められない。他方，対外投資に関して

は，機械設備および技術援助を内容とし，かっ適当な収益性のあるものみに許｝司を

与える方針であり，期間3～5年の借款はインド商品の輸出のためにのみ考慮され

る。投資相手国には格別の制限はなく，製薬， ミシン，自転車．，繊維，鉄鋼製家具，

パイプ，刃，扇風機，軽機械などの業種が適当な投資産業と考えられる。なお，イ

ンドの対外投資は1961年以来累計3000万ルピー。

12月19日

V共産党（右派）大会，中国を批判一一（ボンベイ発〉共産党（右派）第7回大

会は国際共産主義運動におけるイデオロギー上の相異に関する小委員会の報告を満
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場一致で採択した。この報告は国際共産主義運動における団結を強調し，中国の立

場を誤りとしたものである。 Bhupesh Gupta氏はこれに関連して社会主義への平

和移行の可能性があることを強調した。

12月20日

, Gauhati-Siliguri聞油送管完成一一（Siliguri発） Gauhati Siliguri聞の油送管

が 0.V. Alagesan閣外石油化学相の手により運転を開始した。これは精製石油を

輸送する最初の長距離油送管で，総工費6600万ルヒ。ー， うち外貨所要分はイタリー

のENI社のインド政府に対する借款で賄われ，輸送能力約50万トン，アッサム地

域の鉄道部門向石油供給を助ける。同相はこの操業開始を石油産業発展上画期的な

意義をもつものと強調するとともに，第4次計画でも計2500km （工費6億～ 6億

5000万ノレピー〉の油送管建設が必要とされている旨明らかにした。

12月21日

V力シミーJI.,に憲法第356,357条を適用一一大統領は憲法第356,357条をJammu

and Kashmirに適用する命令を布告した。 これは憲法上の行政機能が崩壊した場

合，同州、｜を大統領直轄下におくことを可能にする措置で，同州のインドへの統合を

一歩前進させるものとして歓迎されている。

Vシャストリ首相，産業界の自覚と協力を要請一一（カノレカッタ発〉シャストリ

首相は当地商工議所連合会年次総会で挨拶し，民間産業界が社会的責任を自覚して

経済計画の達成と公正な価格による財貨の供給に努力するよう要望したO 首相によ

れば，政府は民間産業の巨大な役割を重視するものであり，これを規制するのでは

なくて，経済計画達成のためにできる限りの援助をこれに与えようとするものであ

る。そのため，資本市場の沈滞を打開し，適当な外国民間投資を促進するとともに，

ヤミ資金の取締りやインフレの抑制に努力している。当面とくに重要なことは，第

4次計画の最終決定をまつまでもなく，肥料，鉄鋼，セメント，アノレミ，砂糖，機

械工業など重要産業の拡大に努めること，過去10年間停滞している農業生産を長期

的見地から増強する措置を講ずることである。

なお，総会の A.D. Ogilvie議長は，産業の発！誌が目標に至らず業界に沈滞の空

気がみられるとし，その原因である法人個人に対する課税の重圧を取除くよう，政

府の敏速な善処を要望した。

v蔵相，金統制法案の緩和を示唆一一一クリシュナマチャリ蔵相は下院の金統制法

案の審議において，法案に対する強い反対にかんがみ，①金細工師に対する規制手
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続の簡素化，②金細工師の素材保有限度の引上げ（現行lOOg),（玄l少量保有者の金

素材処分手続の緩和など若干の修正に応ずる意向を明らかにした。蔵相はこれに関

連して，政府は金の独占を意図するものでないこと，外国援助を必要とする現状に

おいて金の輸入を認め，あるいは14カラット以上の金製品を許容することにより乏

しし、外貨を金に割くことは不可能であること，金統制令以降金需要は減退し，金価

格も安定していること，金細工師の転職には万全の努力を払っていることなどを説

明した。なお，下院請願委員会の結論を待つべきだとして法案の審議を延期しよう

とする動議は，蔵相の強い反対で93票対32票で否決された。

12月22日

v上院，外交問題審議一一上院は外交問題審議に移り，中国原爆実験後の情勢に

対処する方策に関し論議した。この日の発言のなかでは，原爆製造開始の要求が与

野党の一部議員より出されたが，全体としては少数で，核攻撃に対する国際的防衛

を求める芦が多かったと伝えられる。スワラン・シン外相は，インドとしては特定

の国による核防衛を求めるものではなく，主要核保有国に対し，核拡散を避けたい

ならば核非保有国の安全に対する何らかの措置を講ずるべきだと主張しているので

あるが，これについて具体的な動きを期待するのは尚早であるとのベた。

V商工会議所連合年次総会3 統制反対，減税などを決議一一（カノレカッタ発〉商

工会議所連合年次総会は2日間の会議を終了，物価，課税，外国投資，輸送，労働，

食料など当面の経済諸問題に関する 8項目の決議を採択して閉会した。決議の主要

内容は，①物価騰貴は統制や配給制では長期的な解決が不可能で，農業生産や消費

財生産の拡大，非生産的支出の大幅削減，即効的投資の奨励などが必要である，②

経済刺激のためには大胆かっ大幅な法人個人の税負担削減を考慮すべきである，③

外国投資を十分に確保するため，現存の障害除去と一層の優遇措置を検討しなけれ

ば‘ならない，などとなっている。

V食料事情一一一スブラマニアム食料農業相は会議派議員団執行委員会で，本年の

米の収穫が前年を 200万トン以上上回る 3850万トンの記録的水準に達しようとの予

測を明らかにした。 また，同相によれば， 1965年の食料輸入は米 100万トン，小麦

550万トンの線が予定されている。

Vデリーにおける小麦価格はキンタル当り前週の71～78ルピーから68～74；レピー

へ下落した。これはパンジャブよりの移入増大のためといわれる。

' （カノレカッタ発〉西ベンガノレ州政府はカノレカッタの工業地域に対し明年1月5

日より法定食料配給制を導入する旨決定した。配給量は週米および小麦各1.2kg。
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v共産党（右派〉大会，党綱領を採択ー一一（ボンベイ発）共産党（右派）第7回

大会は，民族民主主義（nationaldemocracy）をインドにおける社会主義への道の 1

段階とするという基本的テーゼを内容とした党綱領（Party’sprogramme）を満場一

致で、採択した。党スポークスマンの説明によれば，綱領には非資本主義への道につ

いて，より精密に規定し，これを資本主義の成長を漸進的に制限し，社会主義への

前提条件を創出する段階とする。民族民主戦線の結成においては，小農および中産

階級と同盟する労働者階級が核心的な役割を演じ，民族ブ、ノレジョアジーの愛国的分

子もこの戦線に含まれる。民族民主政府が成立した場合には，内外独占資本の除去，

土地改革の完全実施，民主主義の拡大と強化に努める。

なお，党綱領全文は全国委員会の任命する editingcommissionの承認を経て公

表される。

12月23日

V外相，中印国境問題の単純化に反対一一スワラン・シン外相は上院の外交問題

審議において，昨日 SudhirGhosh会議派議員からなされた中印国境紛争打開策に

は誤解があり，国際会議で国境を画定せよとの発言に強く反対し，この問題は長期

的なもので，断固かっ明確な態度を堅持し続ける必要があると強調，問題を不当に

単純化することはインドの利益を害すると警告した。

V共産党（右派〉大会終了一一（ボンベイ発）共産党（右派）第7回大会は11日

間の会期を終了して閉会した。大会は物価騰貴および食料危機に関する決議を採

択，①退蔵者，政府，各地小売協同組合店舗に対する戦斗的な大衆斗・争，②政府の

政策転換を要求する全国的なサチャグラハ，ゼネストへの戦斗的な大衆運動の両面

から，危機打開の活動を起すべきことを強調，会議派を含む全政党および愛国的な

人々の結集を訴えた。

また，政治決議では，大会は当面の任務として右翼反動を打倒し，政府の反人民

的政策を改めさせるため，すべての民主主義的および社会主義的諸勢力の統ーを形

成，強化することを掲げ，民主的な会議派分子もこれに参加するよう呼びかけると

ともに，卸売食料取引の国家独占，全印食料増産運動，労働者および中産階級の賃

金引上げ，銀行，保険，貿易，石油生産，炭坑，鉱山，大農園などの国営化，政府

職員の汚職追放と厳罰適用など16項目の提案を行っている。

なお，同党では党員14万余と発表した。

V工業相，小型車計画に難色一一T.N. Singh工業相は下院で，低価格自動車の

生産に関する若干の提案を検討中で、あるが，巨額の資金を要することもあり，具体
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的な方針を確定する段階にないと言明した。同相は，当面現在の自動車の価格引下

げと品質向上に努力を集中したいこと，差当りは小型車よりスクーターや軽モータ

ー・サイクノレの生産を重視すべきことなどを指摘している。これは下院において政

府に対し，自動車価格の低廉化の失敗を批判し，小型車計画の復活を要求する発言

に応えてなされたものである。

12月24日

V蔵相，株式投資に減税などの諸措置を発表一一クリシュナマチャリ蔵相は下院

で，最近における産業活動拡大の鈍化を指摘（生産指数， 1961～62年十6.4%,62～

63年十 8%, 63～64年＋9.2%，本年度停頓〉，これを打開するため，新会社の株式

に対する投資に減税の特権を与える方針を発表，同時に国債投資や在外インド人の

本国送金に対する減税措置をも明らかにした。新措置は明年度の予算の一部をなす

ものであるが，経済刺激のため即時実施される。（付録参照〉

(1) 12月24日以降にはじめて株式を発行する新しい産業会社の普通株式に投資

する個人に対して，免税証書（Taxcredit certi五cate）を与える。免税証書は払込

額の最初の 1万5000ノレピーまでにつき 5%，次の 1万ノレピーにつき 3%，その次

の1万ノレピーにつき 2%の割合で発行され，その金額を毎年の所得税納税額より

控除する。控除の期間は4年問。

(2) 非居住者がインド内の銀行勘定に振込んだ資金より生ずる利子は， 1965～

66年度以降の納税上，課税所得としない。

(3) 個人投資家が国債保有から得た利子は， 1965～66年度以降の納税上，不労

所得付加税を免除される。

最近，新規発行の株式に対する投資が不振で，発行業者の引取分の増加が伝えら

れていることにかんがみ，今回の措置は正しい方向への第1歩として歓迎されてい

るが，同時に，減税の額に限度が設けられており，高額所得層への魅力が比較的薄

いとして，より大胆な減税措置を求める見解もあり，注目されている。

VネJt..一基金でアカデミー設立，平和賞創設など一一ーネノレー基金の理事長フセイ

ン副大統領は記者会見で，ネルー基金による事業内容として，最高の学術水準にお

けるネノレー・アカデミーの設立， ノーベノレ賞にならったネノレー平和賞の創設， ネノレ

ー記念講座の開設などが計画されている旨発表した。ネルー基金に対しては広く一

般からの拠金が求められているが，この他，財界から最低5000万ノレピーの拠出，労

働組合から休日労働などによる寄付などの協力が準備されている由。

V議会閉会一一議会は6週間にわたる活発な審議を終り，無期j休会民入った。
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12月25日

V会議派執行委，食料政策で余剰州の非協力を指摘一一会議派議員団執行委員会

は当面の食料事情を検討し，本年の米の豊作と大量輸入とにより必要な食料は十分

に確保されていること，現在の食料不安は主として食料政策の各実施段階における

不徹底と，余剰外｜の供出義務の不履行とにあることの諸点で、意見の一致をみた旨発

表した。討議のなかでは，自足的な大きな食料地帯の形成，全インド的な立場から

の食料政策の策定，農民に対する有利な価格の設定，低価格による農具および肥料

の供給などの諸問題がとりあげられた。

Vパキスタン大統領，印ノξ共同治水対策を再説一一一一（Dacca発〉パキスタンのア

ュブ・カーン大統領は：LJ地の選挙人団（ElectoralCollege）の集会で，東パキスタン

における洪水問題の恒久的な解決はインドの協力なしには不可能であるとし，東部

のパキスタンおよびインド地域における治水に関し印パ共同計画を再び提案した。

これは， FatimaJinnah大統領候補がインダス水利協定につき，パキスタンの水利

権をインドに売渡したものとアユプ大統領を攻撃したのに応えたものである。

12月26日

Vカシミール問題，パキスタンの抗議を拒否一一（国連発） J amm u and Kashmir 

へのインド憲法適用に関する安保理事会へのパキスタンの抗議 (12月17日付書簡）

に対し，インド国連代表はこれを全面的に拒絶， UNCIP （国連インド・パキスタ

ン紛争対策委）の決議は陳腐化しており，紛争の公正な解決を妨げているのはパキ

スタンであると主張した。

, 1965年の食料輸入計画一一食料農業省は1965年における大量の食料輸入計画を

作成した。その内容は小麦約700万トン（全部PL480による）と米約80万トンで，

後者は PL480による35万トンのほか，商業ベースでピルマより25万トン， UARよ

り7万トン，タイより 2.5万トン，カンボジアより 3万トン，パキスタンより 5万

トンの輸入が予定されている。なお，同省ではこうした輸入の助けをえて，国内産

食料から600万トン（小麦400万トンフ米200万トン）の緩衝在庫蓄積を目指してい

る。

12月27日

V公務員服務規定の強化一一中央政府は汚職防止対策の一環としてその職員の服

務規定（conductrules）を改正，強化した。新規定は Santhanam委員会の勧告を具

体化したもので，政府職員が職務上の地位を利用して政府と関係ある企業に家族を
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就職させること，業務の相手方や商工業者から頻繁に，あるいは賛沢な饗応を受け

ることなどを禁じている。

12月28日

V中小企業会社の活動順調－NationalSmall Industries CorporationのC.R.

Sundaram会長は年次総会で，同社が順調に発展しており，今後ますます重要な役

割を果すであろうと報告した。会長によれば，米国，西ドイツフ 日本の協力で創設

された3ヵ所の模範商品生産・技術訓練センターは，国内のみならず近隣諸国から

も技術者を受入れるに至ったこと，中小企業に賦払で機械を供給する活動は， 1963

～64年度には5410万ノレピー（前年度3220万ルビー〉に上ったこと，靴の輸出は 772

万ノレピー（前年度324万／レピー）に増加し， トランジスタなど機械類の売却も増大

したこと，中小企業のための政府発注の獲得は3億4000万ノレピー（前年度1億4500

万ノレピー）に達したことなどが指摘されている。

, INTUC，弾力的労働政策を要請－（ハイデラパード発〉 インド労働組合会議

(Indian National Trade Union Congress-INTUC)は当地で開催された執行委員

会で，計画委員会あての覚書を作成し，第4次計画における労働問題に関しニュー・

ディーノレを要請した。覚書では，弾力的な労働政策を採用し、地方および都市の所

得に限界を設けること，鉄道，化学，印刷， 自動車輸送，電力の各部門に Wage

boardを設置すること，政府は即時物価手当を生計費指数にリンクさせること，な

どが強調されている。覚書はまた農業政策の再検討をも要求し，ソ連や中国のよう

な集団方式は成功していないことにかんがみ，直接個々の農民に刺激を与える日本

の例に従うべきだと主張している。

12月29日

Vナガ休戦協定延長ー一一（Kohima発〉政府とナガ反乱団代表は Chedemaで再

会し，明年1月1日に終る休戦協定を 2月6日まで延長することを決定した。これ

は同協定の第3回目の延長である。 B.P. Chaliha, J. P. Narayan, M. Scott師の

3氏からなる平和使節団はこの会議で、新たな提案を行い，反乱団にはインド連邦参

加を決定し，その観点で条件を交渉することを，中央政府にはナガ全体の意向を満

足させるような政府とナガランドとの関係のあり方を検討することを，それぞれ要

望したo

ID＇商工会議所，経営代理制度廃止に反対一一一インド商工会議所連合（ FICCI）は大

蔵省に対し書簡を送り，経営代理制度（Managingagency system）を改変し，ない
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しは廃止するような政策に反対で、ある旨を表明した。書簡によれば，同制度はその

歴史的役割を終えたのではなく，産業の発展にきわめて有効かつ必要なもので，今

後も引続き重要な機能を果すであろうと主張されている。

Vインド船舶の最大限利用一一（カルカッタ発） National Shipping Boardの

Raghunath Singh議長は同 Boardの会合のあと， インドにおける商船部門の拡大

はインドの貨物をできるだけインド船舶で輸送することにかかっていることを強調

した。議長はとくに公的部門の精油所の輸入する原油の輸送に外国タンカーを使用

することは正当化し難いと指摘，石油化学省が運輸省と協議の上，外国タンカーの

ため外貨を失うことのないよう善処するよう要望した。

12月30日

v左派共産党幹部を全国一斉検挙 政府は全国の左派共産党幹部500名余をイ

ンド防衛令に基き一斉に逮捕した。理由は，同党が国家利益を大きく損う行動計画

に乗出そうとしていることとされ，とくにその中国に対する従属的な態度が指摘さ

れている。

当局の説明によれば，この一斉検挙は中央・州両政府協議の上，約1ヵ月前に決

定され，極秘裡に個々のケースにつき証拠固めを行ってなされたもので，とくにこ

れら左派幹部が1959年ごろから中印国境問題に関し親中国的立場をとり， 62年10月

の中国軍大攻勢以降その態度を公然とさせたこと，共産党主流派と分裂した Tenali

会議を経てさる10月のカノレカッタ会議では綱領から社会主義への平和的移行を謡っ

た文言を除き， Telanganaタイプの動き（独立当初，現アンドラ州Telangana地方

で農民の武装蜂起から一種の解放区が形成された事例を指す）を指向するに至った

こと，中国から各種の援助を受けフ 1962年秋のような事態が再現した場合，その機

会を捉えようと準備していたこと，中国の原爆実験を歓迎する態度をとったこと，

などの諸点にかんがみ，国家防衛上放置しえなくなったとされている。逮捕された

幹部には A.K. Gopalan （議員団長）， P. Sundarayya, Harkishan Singh Surjeet, 

P. Ramamoorthy, Basava Punniah （以上中央政治局員）の各氏らが含まれ，州、l別

にはケララ130，アンドラ130，マドラス86，マハラシュトラ43，ノξンジャブ43，グ

ジャラート26，アッサム13, ウタノレ・プラデシ19，デリー9ヲ ピハーノレ9，西ベン

ガノレ8，ラジャスタン11など。中立派とみられる E.M. S. Namboodiripad, Jyoti 

Basu両氏は逮捕から除かれた。

’当局筋によればラ一斉検挙が所期の効果を生まない場合，政府は左派共産党の

活動禁止を含む追加措置を講ずる可能性があると伝えられる。
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’ （ハイデラパード発〉ナンダ内相は当地で，逮捕された幹部は中国をインドよ
り愛すべきだとするものであること，もっともこの逮捕は事態がとくに緊迫してい

ることを示すものでないこと，ケララ選挙は国家の安全からすれば小さな問題であ

ること，当分さらに検挙が続けられること，などを明らかにした3

V右派共産党，強硬抗議一一右派共産党書記局は左派共産党幹部の一斉検挙に関

し強硬な抗議声明を発し，これを「鉄而皮な反民主的かっ政略的」なものと非難し

た。声明はとくに，ケララでの検挙が総選挙直前に行われたものであること，政府

は物価や食料など民衆の問題の解決に失敗すればするほど，民主的な動きを弾圧し

ようとすることを指摘している。 BhupeshGupta上院議員団長はシャストリ首相

と会見，即時釈放を要求した。

' （ボンベイ発） S. A. Dange右派共産党議長は，この検挙を来るべき年におけ

る全民主勢力への全面的攻撃の前触れであり，会議派政権が国政の運営，食料危機

の克服に自信を失った証左として，政府の乱暴な措置とインド防衛令の濫用に抗議

する運動を展開すべきことを強調した。

’ (Trichur発） E. M. S. Namboodiripad氏は， この検挙がケララ選挙におけ
る共産党の活動を弾圧するためにとられたもので，民主的選挙を愚弄するものとの

ベた。また JyotiBasu氏は，党幹部はこれにひるむことなく，一層精力的に，か

っ断固として会議派政権の弾圧政策と斗争するであろうと言明した。

Vヤミ資金の大規模摘発 （ボンベイ発）国税当局は当地各所でヤミ資金の一

斉摘発を行い，巨額のヤミ資金，宝石類，外貨，ヤミ外国銀行勘定に関する書類，

その他証拠物件などを押収した。摘発総額は不詳であるが， 1000万ノレピーを上回っ

たとみられているO 臨検は事業会社，金融ブローカヘ個人住宅など数十ヵ所に及

んだ。今回の摘発は先般来の首相や蔵相の言明の具体化で，今後も続行される。先

月行われたヤミ資金の自主的申告優遇の呼びかけには目立った反応がなかった由。

V債権国から債務国へ一一一（ボンベイ発）インド準備銀行の発表によれば，イン

｛！ドは長短対外債権債務勘定におして， 1悶年末における差引52億7000万ノレピーの債

権国から 1961年末には逆に差引 179億7000万ソレヒ。ーの債務国に転落した。この間，

政府勘定は大きく逆転して， 61年末債務104億5000万ルビー， 民間勘定では債務が

累増して同75億2000万ルビーとなった。相手国別では，インドが債権国となってい

るのはパキスタンとピルマのみで，米国には86億ノレピー，英国には48億ノレピーラ国

際機関には31億5000万ノレピーの債務を負っている。

12月31日
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V首相， 「国際協力の年」にメッセージ一一シャストリ首相は1965年に「国際協

力の年」を迎えるに際し，放送を通じ全国民に特別メッセージを送り，国連が平和

と正義と進歩への世界人民の希望のシンボノレであることを強調，ネルー故首相の発

意で実現されたこの「国際協力の年」は，平和を強化し人類の幸福を確保すること

が，各種分野における実際的な協力活動を通じてのみ可能であることを想起させる

ものであるとのベた。

V中国軍人の Sikkim侵入に抗議一一一インド政府は中国軍人若干名が12月25,26 

両日国境を侵犯してインド領Sikkim地方に侵入したことにつき， 中国政府に対し

ノートを送り強硬に抗議した。 ノートには， SikkimとTibetとの国境は明瞭に画

定されているものであり，その侵犯は計画的とみなさざるをえないこと，中国の

Chumbi Valleyにおける軍の集結とコロンボ提案拒否の態度にかんがみ，度重なる

国境侵犯を黙視することはできないこと，などを指摘している。

’下期（1964.10～65. 3）輸入割当 5～10%削減一一商業省は，食料，肥料，

国防資材の輸入増加などによりもたらされた外貨事情の極度の悪化を理由として，

本年度下半期（1964年10月～65年3月〉の輸入割当をほとんど全面的に5～10%削

減する旨発表した。ただし，年間5000ノレピー以下の少額輸入は除外される。

これに伴い，本年度の年間輸入許可保有者は直ちに関係当局において，下期の輸

入につき改めて認証を受けなければならない。年間許可方式以外の下期の輸入許可

申請も削減ベースにより審査される。

商業省では，この措置の決定に当り削減部分を最低限に止めるよう配慮したため，

生産活動に悪影響をもたらすことはなかろうと付言しているO
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付録

新株式投資に対する免税措置等に関するクリシュナマチャリ

蔵相の発表全文（1964年12月24日）

(The Times of India, Dec. 25, 1964) 

1. 免税証書（Taxfree tax credit certificates) 

新たに設立された特定業種の産業に従事するインドの公認有限会社が本年12月24

日以降に最初に発行する普通株式に応募する個人とヒンズ一大家族とは，当該投資

額の一定割合につき税額控除（taxcredit）を認められる。この税額控除は，同控除

額につき株主に対して発行される譲渡不能免税証書の形で与えられる。

この措置の主な特色は次の通りである。

(1) 免税証書は下記諸条件を満足させる公認有限会社の発行する普通株式に関

して交付される。

a. 会社が1951年産業（開発規制）法〔theIndustries (Development and 

Regulation) Act, 1951〕第1表に指定の 1業種以上の産業，または中央政府が

随時告示するその他の諸産業において，商品の製造または生産を行うためイン

ドにおいて設立され，かつ登録された公認有限会社であること。

b. 公募のため発行される会社の普通株式資本が200万ルビー未満でないこ

と。

/ c. 会社が登録日の後， 1964年12月24日以降において初めて普通株式資本の

公募を行なったこと。

(2) 特定の年に応募され，かっ払込まれた有資格株式に関する免税証書は，継

続する 4会計年度の期間，すなわち株式の応募および払込みの行なわれた年度と

それに続く 3年度の各年とにつき交付されるものとする。

ただし，株式の応募および、払込みの行なわれた年にはじまる 4会計年度の間に

当該者が持株を譲渡した場合には，当該譲渡のあった会計年度以降には免税証書

は交付されないものとする。この規定の例外として，ある人が応募し払込んだ株

式が，当該者の死亡によりその法定相続人に帰属する場合には，当該法定相続人

が未経過期間を通じて当該株式を保有し続けるならば，当該法定相続人はその未

経過期間につき免税証書の交付を受ける資格あるものとする。

(3) 免税証書は受益株主（the beneficial owner of the shares）に交付される。
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(4) 前記4年度の各年についての免税証書の額は，初年度に応募され，かっ払

込まれた普通株式の額を基礎として，下記の割合により算定される。

応募され，かっ払込まれた額の最初の 1万5000ノレピーについては5%

応募され，かっ払込まれた額の次の 1万ノレピーについては3%

応募され，かっ払込まれた額の次の 1万lレピーについては2%

応募され，かっ払込まれた額の残りの額についてはO

応募された株式の一部のみにつき，特定年度に払込請求があり払込みがなされ

た場合には，免税証書の額は当該年度に実際に払込まれた額を基礎として算定さ

れる。次の年度に残額の払込請求があり払込みがなされた場合には，その額はそ

の年度とそれに続く 3年度とにつき，免税証書の交付を受けうるものとする。

株式が2名以上の個人の共同名義で登録されている場合には，免税証書の交付

のための投資額は，当該共同株主の各人の分担額に比例してこれを決定し，各人

の分担額が不詳の場合には等額に分割して決定する。

(5) 免税証書の額は，税の対象となる所得としての取扱いを受けなし、ものとす

る。

(6) 免税証書の額は，当該証書交付期日以後12ヵ月以内に納税義務の到来する

当該者の既存の，または将来生ずべきいかなる所得税とも相殺されるものとする。

この相殺が行なわれた後において証書の額に残高のある場合には，その額は当該

者に現金で返還されるものとする。

(7) 特定会計年度になされた有資格株式投資にかかる免税証書は，当該年度の

次年度とこれに続く 3年度の各年に交付されるものとする。

免税証書の交付を受ける有資格者は，その応募し，かっ払込みを行なった有資格

株式に関し所要事項を記載した所定の書式をもって，毎年カノレカッタのインド準備

銀行に交付申請を行なうものとする。申請書は，申請書受理を認可された銀行を通

じてこれを提出するものとする。銀行は申請者の保有する関係株券と照合して，申

請書に記載の株式関係事項に誤りのないことを確認した上，申請書をインド準備銀

行に送達するものとする。

カノレカッタのインド準備銀行は，申請書を受理した特定銀行に免税証書を送付す

るものとする。

2. 非居住者が外国から送金してインドの銀行に預金した場合に当該預金から生ず

る利子の免税措置

公認銀行を経由して外国から送金されインドの銀行に投資された非店住者勘定の

資金から生ずる利子は免税とする。この利子収入は， 1965～66課税年度以降には課
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税所得にこれを含めないものとする。

3. 個人とヒンズ一大家族による政府証券投資から生ずる利子収入の不労所得付加

税（u問。rnedincome surd川崎e）免除

個人とヒンズー大家族の場合， その政府証券に対する投資から生ずる利子収入に

対しては，不労所得に課せられる付加税はこれを賦課しないc この免税措置は，

1965～66課税年度以降の分につき適用される。

ただし，この場合，政府証券の利子は稼得所得の場合と同様に， 付加税を賦課さ

れるものとする。
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